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はじめに 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 

 
本書は、「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」の中間評価報告書であり、ＮＥ

ＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会において設置された「太

陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」（中間評価）分科会において評価報告書案を策

定し、第５０回研究評価委員会（平成２９年３月１３日）に諮り、確定されたものである。 

 
 
 

平成２９年３月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 

 
● 分科会（平成２８年１０月５日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他 
１０．閉会 

 
● 現地調査会（平成２８年８月３０日） 

株式会社新菱 工場（三菱化学黒崎事業所内） 

 
● 第５０回研究評価委員会（平成２９年３月１３日） 
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評価概要 

 
１．総合評価 

FIT（固定価格買い取り制度）導入に伴い大量普及した PV（太陽光発電）パネルが寿命

を迎える 10 年～15 年後には、PV パネルのリサイクルシステムが必要不可欠となり、本プ

ロジェクトの意義は極めて高い。技術やリサイクルシナリオが固まっていない現時点では、

広く技術メニューを持っておくことが重要であり、本プロジェクトにおいて多様な技術を選

定している点は適切である。また、PV パネルのリサイクルシステムが本格的に必要となる

時期まで時間的猶予がある段階で、技術の見極め、技術実証、普及策をしっかり検討する必

要があることから、本プロジェクトの立ち上げ時期としては最適である。コスト目標を各社

とも明確にとらえ開発研究されており、PV パネルリサイクル市場に向けた開発成果の社会

実装に繋がるものとして評価でき、全体的によい結果が得られている。 
一方、PV パネルのみならず、すべてのリサイクル技術開発プロジェクトは、技術開発だ

けでは不十分で、全体をマネジメントする社会システムの構築が必須である。その点を理解

してプロジェクト終了までには、システム全体をどのように作り、かつ開発技術をどのよう

に組み込むのか明確にしてほしい。また、幾つかの技術については、実用化をイメージでき

るものではなかった。ラボ実験と実用化の間のギャップが大きく、実用化へ至るには周辺技

術も含めて検討事項がまだ多いと感じた。 
戸建て住宅、メガソーラーも含めて PV パネルのリサイクルシステムでは解体収集が大き

な問題である。メガソーラーは設置の時に解体コストを乗せるのがふつうであるが、戸建て

は現実的に難しい可能性がある。その点を含めて、技術開発のみならず社会に実装できるシ

ステムと技術を念頭に入れた検討を進めていただきたい。コストでの目標設定は大変重要で

あるが、ライフサイクルにおける二酸化炭素の発生量、環境負荷、安全性等も含めて技術シ

ステムを評価しても良いのではないか。そうすることによって、他の施策との整合や波及効

果の評価にも役立つと思われる。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
太陽光発電設備は国内外で今後も普及が進むことが予想され、将来的に大量廃棄の時代が

やってくることが確実視されている。廃棄 PV パネルの低コストリサイクルルート確立と、

それを支える技術を開発することは、再生可能エネルギーの普及にとっても不可欠であり、

内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献

いずれの観点からも NEDO が取り組む課題としてふさわしい。また、PV パネルリサイク

ルは、リサイクル事業自体で得られる資源価値だけで経済合理性が得られないので、国の関

与が重要である。さらに、欧州や一部の太陽光発電メーカーではリサイクルを開始しており、

我が国でも現段階から準備を進める必要がある。 
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一方、今回のプロジェクトでは処理費用 5 円/W の経済性の成立を中心に検討しているが、

経済的に定量可能なコスト面だけで技術をフィルタリングすると、抜本的な解決につながる

技術が、その時の資源価格などの動向で切り捨てられる危険性があることを考慮して欲しい。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
技術開発に先立ち事前の調査や FS（フィージビリティースタディー）を実施した後に湿

式、乾式、高温など多様な技術に対して技術実証を行っており、適切かつ漏れのない戦略で

あると評価できる。研究予算、事業のスケジュール感、テーマ実施者の各役割はそれぞれ概

ね妥当である。 
一方、PV パネル 1 枚単位で対応する技術開発が多いが、実用化に向けては複数枚処理の

目標も必要である。トータルのコスト目標として処理コスト以外に回収コストが含まれてい

るが、運営管理コスト等が明確に含まれていない。また、技術開発が進むに連れて課題が明

確になり、その結果解決すべき課題が個別テーマ間で重複する状況が見られるようになって

いる。共通のボトルネック課題に対して共通基盤技術開発を行うなど、同じ努力を別々にし

ない工夫が必要になるのではないか。知的財産権については、研究開発期間内に提出するこ

とが時間的に難しいケースも想定されるが、出願件数も少なく全体的に知的財産に対する意

識が低い。 
多くのテーマを扱っているが相互関係が明確でなく、各個別技術を PV パネルリサイクル

全体の中でマッピングし、各技術開発の意味を明確にすることが望まれる。また、多くの開

発主体が、様々な手法を用いて並列的に技術開発に取り組んでいるが、結果的に類似したプ

ロセスの技術開発となっている部分が見受けられた。FS から実証に進む段階での、技術開

発対象とする提案の選定方法も今後検討すべき課題であると思われる。 

 
２．３ 研究開発成果について 
資源価格の低下、有価資源使用率の低下、PV パネル構造の複雑化、などの開始時からの

マイナス要因がある中で、特に、プロセスのコストダウンを中心に着実に成果が積み上げら

れており、多くの個別技術開発で 5 円/W の目標を達成が見込める。また、各プロセスにお

ける二酸化炭素の排出量を把握し、その排出量を大きく低減させる技術も出てきていて、単

にコストだけでなく、環境に配慮したテーマは高く評価される。上記の進展状況から、最終

目標の達成は可能であると考えられる。 
現段階では中間評価であるので、対外発表が少ないことは認めるが、最終報告では、知的

財産権まで含めて、技術的優位性を世界に示して欲しい。また、一般社会への発信が不十分

であり、個々のプロジェクト参加者任せではなく、NEDO としてきちんと発信していく取

り組みを進めるべきである。 
最終目標については、テーマによって中間目標における課題の難易度が異なるため、達成

度合いが異なることが予想される。最終目標の十分な達成が難しいと予想される研究開発テ

ーマについては、目標達成レベルを設けて最低限のレベルを確実にクリアし、できるかぎり

高い段階での完了となるような対策も必要かと思われる。 
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２．４ 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 
すべての個別技術開発で実用化できるかどうかは不明であるが、中間評価時点でそれぞれ

コスト目標 5 円/W の達成可能性が示され、この中から生まれた技術が将来確実に実用化で

きると思われる。更に実用化に近いテーマでは、事業の実施体制確立が進められていくもの

と予想できる。今後実証試験等を進めていくことで必要なデータ、ノウハウがさらに蓄積さ

れることを期待される。 
今後、資源価格や有価物の使用率など、取り巻く環境がより厳しくなることが予想される

が、その時の経済性で開発技術が投げ出されないような仕組みも、同時並行的に検討してお

く必要がある。また、実施者間でコスト試算方法に差異があるが、コスト評価などは統一的

な方法や指標で評価すべきではないのか。基準が異なっていると各々の事業の実用化・事業

化への可能性が公平に評価できない。 
実用化については、回収を含めたトータルシステムが大きな役割を果たすので、そこを考

えるセクションを作る必要がある。今後、推進委員会等を活用して検討することが望まれる。 
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研究評価委員会コメント 

 
第５０回研究評価委員会（平成２９年３月１３日開催）に諮り、本評価報告書は確定され

た。研究評価委員会からのコメントは特になし。 

 
 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 

 
 



1-1 

１．総合評価 

FIT（固定価格買い取り制度）導入に伴い大量普及した PV（太陽光発電）パネルが寿

命を迎える 10 年〜15 年後には、PV パネルのリサイクルシステムが必要不可欠となり、

本プロジェクトの意義は極めて高い。技術やリサイクルシナリオが固まっていない現時点

では、広く技術メニューを持っておくことが重要であり、本プロジェクトにおいて多様な

技術を選定している点は適切である。また、PV パネルのリサイクルシステムが本格的に

必要となる時期まで時間的猶予がある段階で、技術の見極め、技術実証、普及策をしっか

り検討する必要があることから、本プロジェクトの立ち上げ時期としては最適である。コ

スト目標を各社とも明確にとらえ開発研究されており、PV パネルリサイクル市場に向け

た開発成果の社会実装に繋がるものとして評価でき、全体的によい結果が得られている。 
一方、PV パネルのみならず、すべてのリサイクル技術開発プロジェクトは、技術開発

だけでは不十分で、全体をマネジメントする社会システムの構築が必須である。その点を

理解してプロジェクト終了までには、システム全体をどのように作り、かつ開発技術をど

のように組み込むのか明確にしてほしい。また、幾つかの技術については、実用化をイメ

ージできるものではなかった。ラボ実験と実用化の間のギャップが大きく、実用化へ至る

には周辺技術も含めて検討事項がまだ多いと感じた。 
戸建て住宅、メガソーラーも含めて PV パネルのリサイクルシステムでは解体収集が大

きな問題である。メガソーラーは設置の時に解体コストを乗せるのがふつうであるが、戸

建ては現実的に難しい可能性がある。その点を含めて、技術開発のみならず社会に実装で

きるシステムと技術を念頭に入れた検討を進めていただきたい。コストでの目標設定は大

変重要であるが、ライフサイクルにおける二酸化炭素の発生量、環境負荷、安全性等も含

めて技術システムを評価しても良いのではないか。そうすることによって、他の施策との

整合や波及効果の評価にも役立つと思われる。 

 
〈肯定的意見〉 
・ 全体的によい結果が得られている。このまま継続して欲しい。各テーマの技術の進行

状況に合わせ、NEDO の指導が行われていることが明確であり、すでに終了テーマ、

これから重点的に進めるテーマなどの切り分けもよくできている。 
・ 太陽光パネルという今後大幅に普及する設備に対する経済性のあるリサイクルシステ

ムを準備している先見性のある取り組みである。また、その際に多様な技術オプショ

ンをとりあげ、競争性をもたせながら取り組んでいる方式も、短期間で実用的な回答

に結びつける方式として評価できる。 
・ ①各社とも精緻なリサイクル技術の研究開発成果が報告され評価できる。 

②コスト目標を各社とも明確にとらえ開発研究されており PV リサイクル市場に向け

た PV リサイクル設備の社会実装に繋がるものとして評価できる。 
③その具体的事業化の流れが複数のリサイクル企業の設立に繋がった。 
④上記二社はリサイクラー、設備メーカー連携で構築されているがソーラーフロンテ

ィア、三菱マテリアルは PV メーカー、マテリアル会社の軸足で RE（資源効率性）、
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DFE（環境配慮設計）に向けたリサイクル研究開発になってきているように思う。 
⑤新菱の熱処理、東邦化成の湿式方式はともに PV ガラスの再生化 PV の可能性を残

しており PV ガラスリユースからリボーン PV へと新領域の可能性も残している。 
・ 10 年〜15 年後には太陽光電池パネルのリサイクルシステムは必要不可欠であり、本プ

ロジェクトの意義は極めて高い。また、本格的に必要な時期まで多少時間があるが、

技術の見極め、技術実証、普及策をしっかり検討する必要があることから、本プロジ

ェクトの立ち上げ時期としては最適ではないか。 
技術やリサイクルシナリオが固まっていないこの時期としては、広く技術メニューを

持っておくことが重要であり、本プロジェクトにおいて多様な技術を選定している点

は開発の位置付けや目標設定としては適切ではないかと思われる。 
今回の報告では、実用へ向けて完成度の高い技術システムから見通しがまだ明確では

ない技術システムもあったが、個別の要素技術としては実用に近いレベルのものが多

いという点は評価できる。特に、乾式の要素技術は実物を対象に処理し、多少の課題

はあると思うが、実用化の可能性を高く感じた。 
コスト試算でも目標を達しているケースがほとんどであり、技術課題への対応を含め

て目標に対する進捗管理は概ねうまくいったのではないかと思われる。 
・ 社会的要請の高い内容であり、取り組む意義は高いと考えます。すでに実用化に近い

開発成果を一部の研究開発項目では達成しており、高く評価します。 
・ 事前の調査や FS を行った上で設定された共通目標（5 円/W）に向けて、技術的な難

易度に違いがあるにかかわらず、よく取り組まれています。事業化に近い研究テーマ

はさらに発展させ、基礎研究が終了した段階のテーマは次のステップに向けて着実に

進めて頂ければと思います。 
・ 総じて良かったと思います。現場見学の機会を与えていただけたのは、理解を深める

上でとてもよかったと判断します。 

 
〈改善すべき点〉 
・ PV のみならず、すべてのリサイクル技術開発プロジェクトは、技術開発だけでは不十

分で、全体をマネジメントする社会システムの構築が必須である。その点を理解して

システム全体をどのように作り、かつ開発技術をどのように組み込むのか明確してほ

しい。 
・ 技術オプションがそれぞれ取り組んでいる企業グルーブに依存しているため、開発が

進むに連れて、大胆な取り組みはシュリンクし、類似した現実的なアプローチが併存

している感がでてきている。 
・ ①研究委託費用の事後経過について透明性を高める必要がある。 

②応募された企業の PV パネル分離選別方式が限定された範囲でしか募集できていな

い。 
③台風１０号で被災した北海道十勝、帯広等の発電所で災害廃棄 PV パネルの大量処

理に適したシュレッダ方式（欧州、米国はシュレッダ方式が標準）も検討すべき。 
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④災害廃棄される PV パネルはリサイクルと同時にリユースも並行して行う必要あり

その集積現場での簡易な分別システムが必要である。 
⑤開発コスト 5 円/W の各社算定根拠が曖昧であり、各社の公平なコスト試算を証明す

る統一された算定基準評価が必要である。 
・ 残念ながら幾つかの技術については、実用化をイメージできるものではなかった。ラ

ボ実験と実用化の間のギャップが大きく、実用化へ至るには周辺技術も含めて検討事

項が多いと感じた。ラボ実験をテーマとして扱う時には、実用化までの開発目標の設

定とそれをフォローする進捗管理が重要である。学側のテーマがこのようなケースに

該当すると思われ、コーディネート機能の強化が望まれる。 
また、湿式技術については溶媒の処理や有価物の回収に必要な技術的検討がまだ不足

していると思われる。 
投じている予算の割には成果発信や知財取得の件数が少ないと感じられる。 

・ 一部の研究開発項目において、経済性の評価が十分でないように見受けられました。 
・ 各研究テーマの独自性や進歩性の印象が今一つ低かったように思われる。各テーマの

中でどれぐらい改善が進んで、それがどれぐらいインパクトのあるものなのかがもう

少し強調されていれば良かったように思う。また、処理コストや処理能力は記載され

ていたが、別の側面として LCA 等による環境負荷の評価があっても良かったように思

う。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 戸建て住宅、メガソーラーも含めて、解体収集が大きな問題である。メガソーラーは設

置の時に解体コストを乗せるのがふつうであるが、戸建ては現実的に難しい可能性があ

る。そのあたりも含めて、技術開発のみならず社会に実装できるシステムと技術を念頭

に入れて進める必要がある。 
・ 社会実装にあたっては、個々の企業グループのシステムの組み方があるので、課題がダ

ブってきたからと言って統合する必要はないが、より一層の技術情報の交流などを促進

することで、より効率的に進展できると期待できる。その際の知財の保護には NEDO
として知財保護を確保しつつ情報交流を促進するシステムを考えてほしい。 

・ ①今後コスト目標と合わせ LCA 低炭素型リサイクル技術検討も評価基準に入れては？ 

②PV のガラス構成比率は結晶系シリコン 65～75％、薄膜化合物系 75～85％と高く今

後政策対応でのリサイクル再生率 50％ではガラスは必ず再資源化が必須となる。 
③しかし安価な海外ガラスメーカーの台頭で As 等有害重金属含有ガラスが PV メーカ

ーに浸透してガラス再資源化を困難なものにする危険も孕んでおり PV メーカーへの

EPR を考えるうえで DFE 環境配慮設計を求めていく活動も必要と思う。 
④NEDO での先端 PV リサイクル技術研究開発が国際標準となるべく IREANA/IEA(国
際再生可能エネルギー機関)  PVPS（太陽光発電システム研究開発プログラム）にも政

府とともに提言を継続してほしい。 
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⑤薄膜化合物 PV リサイクルの今後日本国内発電所採用が増加する見込みでありその対

策も必要。 
⑥NEDO と環境省で研究開発された PV リサイクル技術は「PV 発電設備のリサイクル

等の推進に向けたガイドライン 1603」に反映され今後の関係業界ロードマップへの指

標となるデータベースを共有化しさらに展開してほしい。 
⑦2020ZEB ZEH の目標の中で BIPV（建材一体型太陽光発電）の促進、さらに東京オ

リンピックに向けた再生可能エネルギーの供給量を増やしリユース PV による低コスト

発電によりクリーンな環境配慮型オリンピック開催に貢献できる可能性も探求すべき。 
・ コストでの目標設定は大変重要であるが、ライフサイクルにおける二酸化炭素の発生量、

環境負荷、安全性等も含めて技術システムを評価しても良いのではないか。他の施策と

の整合や波及効果の評価にも役立つと思われる。 
成果発信や知的財産権の件数が少なく、積極的なアピールが必要ではないか。 
経年劣化した廃パネルを扱っているケースが少なく（入手が困難である事は理解してい

るが）、本提案技術の適用性をしっかり確認する必要がある。 
将来的なリサイクル物の価格変動や需要の変化に対応した普及シナリオの検討も必要

ではないか。これらの点は動向調査では取り上げられていると予想されるので、動向調

査によるフォローアップと今回の技術的な成果との融合に期待している。 
・ 研究開発の進展にあわせ、新たに得られた結果・知見に基づいて、適宜研究開発計画を

修正するなど、柔軟な対応が重要と考える。 
・ 複数の研究開発項目間において、共通する課題に関して、可能な範囲で、情報の共有を

図っていくと良いと思う。 
・ 処理コストや処理能力、あるいは環境負荷の評価は処理方式（乾式、湿式、燃焼式等）

によってハンディキャップがる。単純比較はシンプルでわかりやすく、単純に横並びで

評価すれば良いと思う。ただ、環境負荷など最初から不利なハンディキャップを抱えて

いるものには、その部分を考慮しても良いかと思われる。また、報告時間の関係だとは

思うが、国内外の調査結果についての説明がなかったので、今後組み入れて頂くことが

望まれる。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 

太陽光発電設備は国内外で今後も普及が進むことが予想され、将来的に大量廃棄の時代

がやってくることが確実視されている。廃棄 PV パネルの低コストリサイクルルート確立

と、それを支える技術を開発することは、再生可能エネルギーの普及にとっても不可欠で

あり、内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、

国際貢献いずれの観点からも NEDO が取り組む課題としてふさわしい。また、PV パネ

ルリサイクルは、リサイクル事業自体で得られる資源価値だけで経済合理性が得られない

ので、国の関与が重要である。さらに、欧州や一部の太陽光発電メーカーではリサイクル

を開始しており、我が国でも現段階から準備を進める必要がある。 
一方、今回のプロジェクトでは処理費用 5 円/W の経済性の成立を中心に検討している

が、経済的に定量可能なコスト面だけで技術をフィルタリングすると、抜本的な解決につ

ながる技術が、その時の資源価格などの動向で切り捨てられる危険性があることを考慮し

て欲しい。 

 
〈肯定的意見〉 
・ 目的は妥当である。残念ながら PV リサイクルは、リサイクルで得られる資源価値だけ

で経済合理性が得られないので、国の関与が重要である。また今から対応していないと、

本質的に排出が始まってからでは遅い。 
・ 現在組織的に始めているのは主に EU であり、技術は日本の方が進んでいると予想され

る。このまま標準となるようなシステムを構築することが望ましい。 
・ 太陽光パネルは確実に社会を席巻する設備であり、その低コストのリサイクルルートと

それを支える技術を開発することは、再生可能エネルギーの普及にとっても不可欠であ

り、内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、

国際貢献いずれの観点からも NEDO が取り組む課題としてふさわしい。 
・ コスト目標 5 円/W（40 円/kg：PV 重量換算）を各社とも明確にとらえ開発研究され今

後の PV リサイクル市場創生に向けた PV リサイクル設備の社会実装に繋がるものとし

て評価できる。（評価システムが必要） 

ソーラーフロンティアの PV メーカー責任での PV リサイクル研究開発は重要。 
環境省が推進する低炭素型プロジェクトと並行して相乗効果が期待されている。 
日本発最先端 PV リサイクルの国際標準化に向け推進できる。 

・ 本事業は、今後 10 年〜15 年で大きな需要が見込まれ、また、循環型社会の形成にも資

するものと考えられ、国策として大変重要なものである。 
NEDO が関与することにより、民間企業と国策とのすり合わせを適切に実行できると考

えられる。 
将来的にリサイクル市場が形成されれば産業・雇用が創出され、その波及効果は大きい

と予想される。投じた研究費は概ね妥当と考えられる。 
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国際的にリサイクル市場が熟していないことから、国際競争力をつけて海外への技術移

転等の可能性も感じられた。 
・ 本事業の公共性が高いことは、FIT 根拠法の附帯決議でも触れられていることから、十

分と考える。 
・ 太陽光発電設備は国内外で今後も普及が予想され、将来的に大量廃棄の時代がやってく

ることが確実視されている。また、欧州や一部の太陽光発電メーカーではリサイクルを

開始しており、現段階から準備を進めておくことは必要なことと考えられる。 
使用済みの太陽光発電設備の排出量は将来的には急増していくが、しばらくは増加しな

いことから、民間事業レベルですぐに投資を実施しがたく、将来を見据えて NEDO の

事業でして行うことは妥当だと考える。研究開発費についても、バランスよく配分され

ている印象である。 
・ 国を挙げて推進すべき分野であることは明確で、NEDO が一躍を担うべきと思う。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 本質的に廃 PV パネルが出てくるのはまだ先であるが、我が国地政学的な要素から意外

に災害のための廃棄 PV パネルが出ることがわかってきた。現在は、保険対象となって

いることが多いが、資源効率の上から保険でもリユース、リサイクルが適用できるよう

なシステムを導入することで、研究開発効果がより早く、明確に出ることが予想され、

その分野についても検討した方がいい。 
・ 研究開発費の社会対効果で、経済内での成立性を中心に見ているようだが、廃棄された

り放棄される太陽光パネルは、経済外の社会的負担をもたらすものであり、その部分も

評価して社会対効果を見ておくべきである。当面の経済的に定量可能なコスト面だけで、

技術をフィルタリングすると、抜本的な解決につながる技術が、その時の資源価格など

の動向で切り捨てられる危険性がある。 
・ 日本 PV メーカーだけでなく海外メーカーも取り込んで PV リユースリサイクル国際標

準化に向けた統合した PV 再資源化システム研究開発が重要と思う。 
・ 波及効果が高いことを予想できるが、具体性のあるシナリオで効果を説明することも必

要ではないか。 
エネルギーや環境政策（資源循環も含む）の俯瞰的かつ長期的な構想、ロードマップに

おける本プロジェクトの位置づけを説明いただけると、本プロジェクトの効果や意義が

より大きいものと理解できるのではないか。 
・ 当事業の実施効果として、費用対効果を示されているが、効果を過大評価しているとの

印象を与える書き方となっている。誤解を招くことがないよう、修正されるほうが良い

と思う。具体的には、技術開発がなかった場合のコストとして、太陽電池の埋め立て費

用（79～132 億円）を示されているが、これと並べて、技術開発をした場合の処理コス

トを示すべきと考える。 
・ 太陽光発電設備に関する海外の処理技術動向や回収スキームの情報はまだ少なく、国際

的な観点での評価が難しい状況のため、国内動向を含めてさらなる情報収集を期待する。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 

技術開発に先立ち事前の調査や FS（フィージビリティースタディー）を実施した後に

湿式、乾式、高温など多様な技術に対して技術実証を行っており、適切かつ漏れのない戦

略であると評価できる。研究予算、事業のスケジュール感、テーマ実施者の各役割はそれ

ぞれ概ね妥当である。 
一方、PV パネル 1 枚単位で対応する技術開発が多いが、実用化に向けては複数枚処理

の目標も必要である。トータルのコスト目標として処理コスト以外に回収コストが含まれ

ているが、運営管理コスト等が明確に含まれていない。また、技術開発が進むに連れて課

題が明確になり、その結果解決すべき課題が個別テーマ間で重複する状況が見られるよう

になっている。共通のボトルネック課題に対して共通基盤技術開発を行うなど、同じ努力

を別々にしない工夫が必要になるのではないか。知的財産権については、研究開発期間内

に提出することが時間的に難しいケースも想定されるが、出願件数も少なく全体的に知的

財産に対する意識が低い。 
多くのテーマを扱っているが相互関係が明確でなく、各個別技術を PV パネルリサイク

ル全体の中でマッピングし、各技術開発の意味を明確にすることが望まれる。また、多く

の開発主体が、様々な手法を用いて並列的に技術開発に取り組んでいるが、結果的に類似

したプロセスの技術開発となっている部分が見受けられた。FS から実証に進む段階での、

技術開発対象とする提案の選定方法も今後検討すべき課題であると思われる。 

 
（１）研究開発目標の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ わかりやすく、かつ実現が現実的な開発目標である。 
・ 湿式、乾式、高温など多様な技術に対して技術実証を行っており、適切かつ漏れのない

戦略であると評価できる。また、それらを横断的に評価し、今後の戦略・波及効果を予

想できる動向調査を組み込んでいる点も評価できる。 
・ 事業性評価において、資源売却による収入を別建てで示すように、各開発課題に指示す

るなど、複数の事業者が並列で開発を進める際の共通項目のコントロールをうまく実施

している様子がうかがえた。 
・ 個別の技術開発の前に事前の調査や FS がよく進められていると思う。共通目標とする

処理コストが明確であり、また事前調査で必要と判断された技術分野を選定し、それを

期間内で実施できるよう計画が立てられている印象である。 
・ すべての項目に関して、概ね妥当に実施していると判断する。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 全体的に緻密な PV1 枚単位で対応する技術開発が多く複数処理への技術開発を求めた

い。 
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・ トータルのコスト目標として処理コスト以外に回収コストが含まれているが、運営管理

コスト等が明確に含まれていない。精度を向上されるためには、今後考慮したほうがよ

いかと思う。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 各個別技術を PV リサイクル全体の中でマッピングし、各技術開発の意味を明確にする

ことが望まれる。 
・ 官と学の成果を実用化へつなげるには、実用化を意識した課題や目標を設定すること、

そのような意識を持たせる進捗管理が必要である。 
・ トータルコストに運営管理コストを含めて頂いた方が良いと思う。実際のリサイクルに

よる実績が無いので推計になるが、製造業などの一般的な管理コストなどを考慮して設

定することも一案と考える。 

 
（２）研究開発計画の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ フィージビリティで絞り込んだ課題を開発し、実証するという流れは明確で妥当である。 
・ NEDO の負担額、事業のスケジュール感、テーマ実施者の各役割はそれぞれ概ね妥当で

ある。特に、実用に近い技術（スケール感や技術的熟度の観点で）を取り扱っているテ

ーマでは、実施者の実用化への意識も高く、技術課題への対応も適切に行われ、着実に

成果が出ている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 今後予想される災害廃棄 PV パネル処理等にも応用できる大容量 PV 処理技術開発研究

を継続する必要あり。 
・ 限られた研究開発期間のため、進捗状況によっては、期間中に知的財産権を確保するこ

とが難しいケースもあるのでは思います。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 発電所での現場対応 EL 診断技術や BOS への対応はまだ提案が不足しており、この PJ

とは別に進めている NEDO、産総研、環境省各種太陽光発電設備に関連するリサイクル

等研究開発への俯瞰的な技術ストラクチュアを整理統合データベース化して情報開示

できると良い。 
・ 着実な成果が出るような目標と計画となっており、その必要性は理解できるが、大きな

知的財産権（革新的な技術）が生まれるような挑戦的なテーマも少しあっても良いので

はないか。 
・ 「リサイクル動向調査」において、廃棄物処分費用や、回収物の売却価格などを調査し、

各事業者に参考情報として提供しても良いのではないかと思う。 
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（３）研究開発の実施体制の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 各社とも自社の特徴を生かした体制を構築し始めており PV メーカー、マテリアル会社

の組織力に確実なリサイクルを期待したい。設備会社・リサイクラーとの連合は EPC
からのリサイクル処理依頼がストレートに展開できる強みがある。 

・ 担当している事業者については、必要なパートナーと協業体制が組まれている。また、

実用化の目処が立ちやすい処理技術は実業に近い状態で、実用化が容易ではない処理技

術は基礎検討から固めて着実に進めていこうという意図が見られる。研究テーマによっ

て実用化までの立ち位置が異なるが、個々の事情を考慮して進捗管理されていると思わ

れる。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 取り組みが進むに連れて、課題が明確になり、部分的な研究開発内容に重複が見られる

ようになっている。実施体制を変更する必要はないが、共通のボトルネック課題に対し

てのスピンアウトプログラムを走らせるなど、同じ努力を別々にしない工夫が必要にな

るのではないか。 
・ 実施にむけた技術のクロスオーバーできる柔らかなアライアンス体制の構築が必要。 

研究母体が産官学に分散していて本来の技術推進をする事業実施母体の推進力が弱い。

もっと連合連携して RE を見据えた DFE から DFR（資源配慮設計）に軸を移したマテ

リアル素材のサスティナブル研究開発も並行して研究支援が必要。 
・ NEDO は産官学のコーディネート機能も期待されているところであるが、残念ながら今

回は、学と官による協働効果があまり感じられなかった。特に、ラボスケール実験と実

用化とのギャップは大きく、そこを埋める工夫（開発項目の設定）や進捗管理が必要で

はないか。 
・ 複数の事業者で並行して技術開発を進める中で、全体の開発効率の向上や、事業性評価

の精度の向上に向け、情報の共有をさらに進めても良いのではないかと考える。たとえ

ば、事業化の検討における収支試算において、廃棄物処分費用や、回収物の売却価格な

どは、事業者によってかなり幅が見られた。価格は、回収物の品質などにも依存するた

め、事業者間で異なっていても不思議はないし、競合関係にある事業者もあるため、す

べての情報を共有できるとは思わない。しかし、機密性の低い部分については、情報の

共有により、事業性評価の精度を上げることが可能と考える。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 多くの開発主体が、様々な手法を用いて、並列的に技術開発に取り組まれているが、結

果的に類似したプロセスの技術開発となっているものもあるように見受けられた。FS
から実証に進む段階での、技術開発対象とする提案の選定は適切であったのかについて

の説明や、類似したプロセスであっても複数事業者で競わせて開発を進めることのメリ

ットについての説明があると良いと思う。 
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（４）研究開発の進捗管理の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ NEDO の管理が行き届いている。マネジメントは問題ない。 
・ 研究開発の進捗はよく把握されている。 
・ 情勢変化への対応として、平成 27 年度において前年度 FS を踏まえた実証事業の公募、

平成 28 年度においてリユースシステムに関する事業の公募を行っており、的確な対応

がとられていると考える。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 内部に推進委員会が設置されているが、今回の中間評価の報告ではその役割、ならびに

活動状況の説明がなされず、よく理解できなかった。 
・ 公開資料の事業原簿が読みにくい。したことを単に羅列するのではなく、何を技術的ポ

イントとして取り組み、それがどこまで達成できているかを明確に書くようにしてほし

い。 
・ 研究開発の進捗管理・研究開発計画の妥当性に関連して、経済性の評価が不十分なまま、

実証研究での技術開発に進んでいるように見受けられる事例があった。たとえば、ウェ

ット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発・技術実証で

は、シリコンの売却額がどの程度となるかの見通しがないままに、シリコン純化研究が

進められている。FS 段階で、シリコン回収をした場合の売却額を、回収率やシリコン

純度について仮置きして、粗い試算を得ておくべきであったのではないかと思う。また、

実証段階においても、先にシリコンの高純度化の実験をするのでなく、経済性の試算を

先行するべきだったのではないかと思う。合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処理

技術処理技術実証においても、処理費用の試算が十分になされていないようである。こ

れらは、各担当事業者の責に帰するところもあるが、プロジェクト全体の研究開発マネ

ジメントをする立場においても目配りが必要だったのではないかと思う。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ プロジェクトの横断的ボトルネック課題の抽出などできないであろうか。 
・ 事業の定点観測システムも必要。 

 
（５）知的財産等に関する戦略の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 知的財産権よりノウハウ事項が各所に見受けられ特許ではカバー拘束できない緻密な

技術開発になってきている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 個別テーマであるが、全体的に知的財産に対する意識が低い。 
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・ 特別な工夫があるように見えず、個々の企業の中での知財管理に依存しているのではな

いか。米国のプロジェクトでは情報の交流と知財管理の調和したシステムの優劣がプロ

ジェクト採択の大きなポイントになっている。 
・ 知的財産権の件数が少ないように感じる。 
・ 知的財産権については、研究開発期間内に提出することが時間的に難しいケースも想定

されるので、研究開発前後の期間もモニタリングされても良いかと思う。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ NEDO の指導により、将来本命となる技術については、知的財産の取得に力を入れるか、

もしくは、ノウハウとして取り扱うのか世界戦略の中で検討して欲しい。 
・ 知的財産登録保守管理が民間、政府間でもっと戦略的に採用できるシステムにして国際

的に対抗できるように改善を希望。 
特許だけでなく民間連携、経産省/環境省だけでなく文科省、建設省を含めたインテグレ

ーショナル研究体制が必要な事業であり今後の日本のエネルギー政策を考える意味で

も新領域の研究体制が必要。 
・ 知的財産権については、研究開発期間内に提出することが時間的に難しいケースも想定

されるので、研究開発前後の期間もモニタリングされても良いかと思う。 
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２．３ 研究開発成果について 

資源価格の低下、有価資源使用率の低下、PV パネル構造の複雑化、などの開始時から

のマイナス要因がある中で、特に、プロセスのコストダウンを中心に着実に成果が積み上

げられており、多くの個別技術開発で 5 円/W の目標を達成が見込める。また、各プロセ

スにおける二酸化炭素の排出量を把握し、その排出量を大きく低減させる技術も出てきて

いて、単にコストだけでなく、環境に配慮したテーマは高く評価される。上記の進展状況

から、最終目標の達成は可能であると考えられる。 
現段階では中間評価であるので、対外発表が少ないことは認めるが、最終報告では、知

的財産権まで含めて、技術的優位性を世界に示して欲しい。また、一般社会への発信が不

十分であり、個々のプロジェクト参加者任せではなく、NEDO としてきちんと発信して

いく取り組みを進めるべきである。 
最終目標については、テーマによって中間目標における課題の難易度が異なるため、達

成度合いが異なることが予想される。最終目標の十分な達成が難しいと予想される研究開

発テーマについては、目標達成レベルを設けて最低限のレベルを確実にクリアし、できる

かぎり高い段階での完了となるような対策も必要かと思われる。 

 
（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

〈肯定的意見〉 
・ 多くの個別技術開発で 5 円/W の目標を達成しそうである。ただ、これが世界的レベル

かどうかの判断がまだ難しい。 
・ 資源価格の低下、有価資源使用率の低下、PV 構造の複雑化、などの開始時からのマイナ

ス要因がある中で、特に、プロセスのコストダウンを中心に着実に成果が積み上がって

いる。 
・ ホットナイフは世界初であり NEDO 研究開発の一環でさらなる進化が期待できる。 

湿式法、乾式法、焼成法、それぞれに特徴あり PV パネルの発電方式や今後予想される

有機薄膜型、色素増感対応も視野に入れた研究開発も可能性が高い。 
・ 多くのテーマにおいて目的を達成、もしくは目標を達成見込みとなっており、基本的に

進捗は順調であったと思われる。 
・ 各プロセスにおける二酸化炭素の排出量を把握し、その排出量を大きく低減させる技術

も出てきている。単にコストだけでなく、環境に配慮したテーマは高く評価される。 
実機に近い技術は目標を達成でき、実用の見通しも堅い。特に、乾式技術はそのような

傾向が高いと感じた。 
様々なパネルに対する物理形状や元素組成などの基礎的なデータが収集・整理されてい

る。それらのデータは貴重であり、データベースとして共有できるような仕組みがある

と良いのではないか。 
・ いくつかの研究開発項目においては、中間目標を達成しており、評価に値すると考える。 
・ 中間目標を達成していない場合においても、当初計画に固執することなく、柔軟に研究

計画を変更している研究開発項目もあり、評価に値すると考える。 
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・ 中間目標については、全体を通してほぼ達成できていると思う。最終目標に向けては、

現在の課題が確実に把握された上で解決策が提示されている。 
・ すべての項目に関して、概ね妥当に実施していると判断する。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 成果の普及シナリオ、コスト評価の方法等について事業実施者間で濃淡があった。防止

策としての統一的な評価方法を示す必要がある。 
・ 現在の研究テーマが世界最高水準なのか判断できる要素が少ないと思う。可能であれば、

欧州のレベルと比較した場合の位置づけや、特許調査などで独自性が高いなどの情報が

ほしい。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 個別技術を精査し、重点的テーマと一応保持しておくべきテーマとに分けて、実用化に

重点を置いた開発を進めるべきである。 
・ このPJからPVリサイクル専業会社が二社設立されたが業務内容が両社ともNEDO研

究開発成果を強調した形になっているが一社は開発設備を廃棄、もう一社は NEDO で

開発された設備がプロトタイプになっており研究成果の意義が問われるところである。 
・ リサイクル製品の品質によってその価値は左右されるが、大きな開きが生じるケースも

あり、リサイクル先の妥当性を検討する必要があるのではないか。例えば、ガラスを価

値として 0 円としているケースもあり、そうでないケースもある。0 円にならないよう

な工夫や助言も必要ではないか。 
今回の技術開発・実証が動向調査とリンクすることより、それらの波及効果や今後の展

開が示されるものと期待している。 

 
（２）成果の最終目標の達成可能性 

〈肯定的意見〉 
・ プロセスのコストダウンを中心に着実に成果が積み上がっている。上記の進展状況から

した、最終目標の達成は大いに期待できる。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 実用の見通しがイメージできない技術開発があった。常に最終目標を共有させ、課題の

抽出や対策のための計画作成を促す必要がある。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 最終目標については、テーマによって中間目標における課題の難易度が異なるため、達

成度合いが異なることが予想される。最終目標の十分な達成が難しいと予想される研究

開発テーマについては、目標達成レベルを設けて最低限のレベルを確実にクリアし、で

きるかぎり高い段階での完了となるよう配慮されることを望む。 
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（３）成果の普及 

〈肯定的意見〉 
・ 学会発表や記者対応は確実に実施されている印象である。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 現段階では中間評価であるので、対外発表が少ないのは認められるが、最終報告では、

知的財産権まで含めて、対外発表の仕方を NEDO で検討すべきである。 
・ 論文などに関してはまだ実証が始まったばかりなので、現時点で多くは期待できないが、

そろそろ開発段階のものを出して技術的優位性を世界に示してほしい。問題は、一般へ

の発信であり、個々のプロジェクト参加者ではなく、NEDO としてきちんと発信してい

く取り組みをすすめるべきである。 
・ 対外への発信力が少なく、ここは強化すべき点と思われる。 
・ 論文等の対外的な発表は、やや少ないとの印象を受けた。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 国際的発信も意識した社会への発信を、NEDO 手動で組織的に進めることが望まれる。 
・ まずは、成果発信が少ないので、積極的に取り組む必要がある。完成度の高い技術は

NEDO から発表を促しても良いのではないか。 

 
（４）知的財産権等の確保に向けた取り組み 

〈肯定的意見〉 
・ 知的財産権は登録件数に差はあるものの、意識して研究開発を進められていると思う。 
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２．４ 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 

すべての個別技術開発で実用化できるかどうかは不明であるが、中間評価時点でそれぞ

れコスト目標 5 円/W の達成可能性が示され、この中から生まれた技術が将来確実に実用

化できると思われる。更に実用化に近いテーマでは、事業の実施体制確立が進められてい

くものと予想できる。今後実証試験等を進めていくことで必要なデータ、ノウハウがさら

に蓄積されることを期待される。 
今後、資源価格や有価物の使用率など、取り巻く環境がより厳しくなることが予想され

るが、その時の経済性で開発技術が投げ出されないような仕組みも、同時並行的に検討し

ておく必要がある。また、実施者間でコスト試算方法に差異があるが、コスト評価などは

統一的な方法や指標で評価すべきではないのか。基準が異なっていると各々の事業の実用

化・事業化への可能性が公平に評価できない。 
実用化については、回収を含めたトータルシステムが大きな役割を果たすので、そこを

考えるセクションを作る必要がある。今後、推進委員会等を活用して検討することが望ま

れる。 

 
〈肯定的意見〉 
・ すべての個別技術開発で実用化できるかどうかは不明であるが、現代ではそれぞれ目標

の達成はできるので、この中から生まれた技術が将来確実に実用化できると思われる。 
・ 実用化を意識した企業のアクティビティがうまく組織されており、それぞれの企業の実

用化戦略に則った動きとなっている。 
 ①コスト目標 5 円/W（40 円/kg：PV 重量換算）を各社とも明確にとらえ開発研究され

今後の PV リサイクル市場創生に向けた PV リサイクル設備の社会実装に繋がるものと

して評価できる。 

②その具体的事業化の流れが複数のリサイクル企業の設立に繋がった。 
③上記二社はリサイクラー、設備メーカー連携で構築されているがソーラーフロンティ

ア、三菱マテリアルは PV メーカー、マテリアル会社の軸足で RE、DFE に向けたリサ

イクル研究開発になっている。 
④新菱の熱処理、東邦化成の湿式方式はともに PV ガラスの再生化 PV の可能性を残し

ており PV ガラスリユースからリボーン PV への可能性も残している。 
・ 幾つかの乾式技術システムは、事業化への検討は妥当であり、順調に進んでいると思わ

れる。市場の形成や経済的効果も期待できるのではないか。 
目標コストを大きく下回るテーマがあり、これらのテーマについては、事業性が高いと

期待される。 
個々の要素技術で見ると実用化の可能性が高い技術が多いように感じた。 

・ 事業化への道筋が明確な研究成果が、すでにいくつか得られており、高く評価する。 
・ 実用化に近いテーマでは、実業の実施体制を確立して今後着実に進められていくものと

予想する。実業やそれに近い実証試験を進めていくことで必要なデータ、ノウハウがさ

らに蓄積されることを期待する。 



1-16 

・ すべての項目に関して、概ね妥当に進捗していると判断する。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 今回行っている技術で PV リサイクル全体の中でどの位置づけになっているのかを

NEDO、ならびに個別事業者が十分に認識する必要がある。 
・ 今後、資源価格や有価物の使用率など、より厳しくなることが予想されるが、その時の

経済性で開発技術が投げ出されないような仕組みも、同時並行的に検討しておく必要が

ある。 
・ 定点観測的な制度が必要。NEDO だけでなく環境省サイドの PV リユースリサイクル技

術も合わせ選択できること。全体最適システム設計のデータベース提供が必要。 
・ コスト評価などは統一的な方法や指標で評価すべきではないのか。各の事業の実用化・

事業化への可能性が公平に評価できない。 
事業化への見通しについて具体性が欠けるものもあり、改善の余地があるのではないか。 
事業化検討において既設を利用する点のメリットは理解できるが、定量的にそのメリッ

トを説明すべきではないか。 
・ 実用化との距離は研究開発テーマによって異なっている。実用化に近いテーマは問題な

いが、基礎研究段階のテーマについては、実業化までの中間ステップが着実に踏まれる

よう進捗管理をお願いする。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 実用化については、回収を含めたトータルシステムが大きな役割を果たすので、そこを

考えるセクションを作る必要がある。これを推進委員会に求めてもいいのでないか。 
・ これまで行った調査活動は、動向、評価手法、排出量などマテリアルフローベースの技

術的視点であったが、ビジネスとしての多様な展開の可能性や「PV リサイクル法」の

フィージビリティなどソフト面からの調査を行い、経済的環境の悪化に対しての方向性

を検討し開発者にも情報を共有しておく必要性があるのではないか。 
・ 実用化技術として生き残るために低コストだけでなく RE 資源効率性や DFE 環境配慮

設計を考慮した社会実装されるべき技術支援に力点を置く必要を感じる。 
国際的な環境関連会社は欧米とも 2～6 兆円のメガ国際環境企業であり M&A で拡大基

調にあり日本のリサイクラーも狙われている。対抗策は技術移転の国際化であり日本の

メガバンクさらには財務省の協力も必要である。 
・ 後半に向けて、多様なシナリオを描き、コスト、市場規模、実機へスケールアップした

際の課題などをシビアに評価・検討し、持続性があり、波及効果の高い事業化シナリオ

の提案を期待している。 
コスト以外のメリット、低炭素化や環境保全なども考慮した効果も評価に加えても良い

のではないか。動向調査でその点も示されることを期待している。 
・ 太陽光発電設備の大量廃棄時代の到来までまだ時間があるため、特に回収方法や回収ル

ートについては今後の動向の継続が必要かと考える。 
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３．評点結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A A A A B 

２．研究開発マネジメントについて 2.2 A B B B C A 

３．研究開発成果について 2.5 A A B C A A 

４．成果の実用化に向けた取り組み及び 
見通しについて 

2.5 A A A C B A 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化に向けた取り組み 

及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

2.5 

2.5 

2.2 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた

取り組み及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



i 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」 

 

 

 

事業原簿【公開】 

 

担当部 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
新エネルギー部 
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概 要 
最終更新日 平成 28 年 10 月 5 日 

プログラム 

（又は施策）名 

 

 

プロジェクト名 太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト プロジェクト番号 P14020 

担当推進部/ＰＭま

たは担当者 

PM：新エネルギー部/山田宏之主任研究員(平成 28 年 9月現在) 

担当者：山本厚行主査(平成 26 年 3月～平成 26 年 4月) 

    穂積潤一主査(平成 26 年 5月～平成 28 年 4月) 

    南悌二主査(平成 28 年 5月～) 

０．事業の概要 

太陽光発電システムのリサイクル社会の構築に向け、廃棄物の大量発生の回避を低コストに実現する技

術として、使用済み太陽光発電システムのうち、分解処理が困難である太陽電池モジュールの低コスト

分解処理技術を確立するとともに、撤去・回収・分別技術などについて課題と対策を検討する。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

太陽光発電の健全な普及拡大のためには、使用済みの太陽光発電システムを適正に処理する対策や手段

を検討しておく必要がある。一方、公共性が極めて高いことや、市場が苛烈な競争状態にあることか

ら、コスト増につながるリサイクルシステムの民間主導による自律的な構築は非常に困難である。その

ため、国主導による使用済み太陽光発電システムの適正処理に関する検討や技術開発などの取り組みが

必須であることから、ＮＥＤＯが主導して支援することは意義がある。 

 

太陽光発電システムのリサイクル処理において、太陽電池モジュールの分解処理に関する従来技術とし

ては、ガラスリサイクルを目的とした技術が一部存在するものの、低品位のガラス回収に留まり処理コ

ストが高いものになる等の課題があった。 

また、リサイクルに係る費用負担の低減には、撤去や回収など分解処理以外における低コスト化も有効

であると思われるが、その有効性や課題、効果は明確になっていないため、低コスト化技術の有効性や

実現可能性、課題や目標コストを明確化する必要がある。 

以上より、太陽光発電システムのリサイクル社会の構築に向け、廃棄物の大量発生の回避を低コストに

実現する技術として、太陽電池モジュールの低コスト分解処理技術の確立と、撤去・回収・分別技術な

どについて課題と対策の明確化を目指す、本プロジェクトの目的は妥当と考えられる。 

 

近年の導入普及の拡大や、国会附帯決議への対応など、リサイクル社会の構築は強く求められている。 

リサイクル社会の早期実現のためには、廃棄物の大量発生の回避を低コストに実現する技術の早期確立

が必須であるが、極めて公共性が高いことなどから、民間主導では早期確立は望めない。 

従って、ＮＥＤＯが本プロジェクトにより、リサイクル処理技術の早期確立を支援することが必要であ

ると考えられる。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                             

 事業の目標 

使用済み太陽光発電システムの適正処分に関する技術の確立を図るために、リサイクル処理技術や、撤

去・回収・分別・リユース関連技術など、大量かつ様々な種類の使用済み太陽電池モジュールのリサイ

クルコストの低コスト化につながる技術を開発し、リサイクルコストの低減効果を実証する。 

最終目標として、分解処理コスト５円／Ｗ（年間２００ＭＷ処理時）を設定。 

個別研究開発項目毎の最終目標および中間目標は、開発項目毎の内容や目的に合わせて判断し設定し

た。（詳細目標は、「2.1.4 研究開発内容」を参照） 

事業の計画内容 

主な実施事項 H26F H27F H28F H29F H30F  

低コスト撤去・回収・分別

技術調査       

低コスト分解処理技術ＦＳ

（開発）       

低コスト分解処理技術実証       

太陽光発電リサイクル動向

調査       

開発予算 

(単位：億円) 

会計・勘定 H26F H27F H28F H29F H30F 総額 

特別会計（需給） 2.1 1.7 2.3 - - 6.1 
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契約種類：委
託、共同研究
(2/3) 

総予算額 2.1 1.7 2.3 - - 6.1 

(委託) 2.1 0.2 0.2 - - 2.5 

(共同研究)：負担率 2/3 0 1.5 2.1 - - 3.6 

開発体制 

経済産業省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 

プロジェクトリーダー 設置せず。 

委託先 
『Ⅱ．研究開発マネジメントについて』の図Ⅱ-2-1（PⅡ-12）～Ⅱ-2-4

（PⅡ-15）（実施体制）参照 

情勢変化への対

応 

【平成 27 年度】 

・平成 26 年度 FS での結果を踏まえて、実用化に向けた実証を行うために、「低コスト分解処理技術実

証」について公募を行った。 

【平成 28 年度】 

・社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要な要素として、「使用済み太陽電池

モジュールの低コストリユース技術の開発」について公募を行った。 

  
評価に関する事

項 

事前評価 平成 25 年度実施（担当部：新エネルギー部） 

中間評価 平成 28 年度実施 

事後評価 平成 31 年度実施予定 

Ⅲ．研究開発成果

について 

【平成 26～28 年度】 

(最終目標及び成果) 

① 低コスト撤去・回収・分別技術調査 

撤去・回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を見極め、有望な技術について

は、課題と目標コストを明確化する。→アンケート、ヒアリング調査、模擬屋根や試作した回収用通

箱を使った運搬実験等によりリサイクルのコスト目標である５円／Ｗの可能性を確認するとともに撤

去、回収、分別それぞれの工程における課題の抽出を行い解決策の検討を実施。 

② 低コスト分解処理技術ＦＳ（開発） 

低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間２００ＭＷ処理時の分解処理コス

ト５円／Ｗ以下に資する技術を確立する。分解処理コストを試算する。→分解処理の要素技術は大き

く分けてガラスの剥離技術及び回収金属と固着しているＥＶＡの処理技術がある。ガラス剥離技術と

して粉砕やホットナイフ法、ＥＶＡ処理技術として薬液処理及び熱分解処理等異なったアプローチで

各々の技術の可能性を検証し、５円／Ｗ実現の可能性を確認した。 

  

(中間目標及び成果) 

③ 低コスト分解処理技術実証 

低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用した試作プラントを構築する。使用済

み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得られる回収物の提供に関して、一時的では

ない体制・仕組みを確保する。様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を実証可能な実験

計画を策定する。→連続運転が可能な実証試験用プラントを製作、コストダウンに向けた装置の改造

を実施中。また実証試験の試験計画を計画中。 

④ 太陽光発電リサイクル動向調査 

国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまとめる。国内及び海外における技術、

政策などを継続的に把握する。撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横断的な評価方

法を確立する。→公表データに基づき導入量データを整備し排出量予測モデルを作成。日本及び海外

諸国のリサイクル関連技術、政策の動向調査を実施。評価方法についてはガイドライン作成のための

構成案の検討および予備的な環境影響評価を実施。  

投稿論文 「査読付き」0件、「その他」0件（H28 年 8 月末現在） 

特  許 「出願済」 4(0)件（うち国際出願件）（H28 年 8 月末現在） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「研究発表･講演」8件、「新聞･雑誌等への掲載」2件、「受賞実績」0件 

「展示会への出展」2件（H28 年 8 月末現在） 

Ⅳ．実用化の見通

しについて 

これまでの調査やＦＳでの要素技術開発において、２００ＭＷ処理時の分解処理コスト目標５円／Ｗ

は達成可能の見通し。今後、事業化を目指した大量処理の実証試験を行い、諸課題の抽出及び対策検討

を実施し課題解決を図る。 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

作成時期 平成 26 年 3月 策定 

変更履歴 

平成 28 年 3月 

研究開発項目⑤「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」、研究開

発項目⑥「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」を新たに制定。 
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プロジェクト用語集 
 

用語（日本語） 用語（英語） 説明 

CIGS CIGS CuIn1-xGaxSe2 という化合物半導体。 

CIGSSe CIGSSe 
半導体 Cu(In,Ga)(S,Se)2 の構成元素の頭文字か

らとった略称。光吸収層として使われる。 

CIS 系太陽電池 
Copper Indium 

Selenium Cell 

銅、インジウム、セレン他による化合物を光吸収

層とした太陽電池。 

EL 検査 
Electro 

Luminescence Test 

太陽光発電モジュールの製造工程等で用いられる

検査。太陽光発電モジュールに強制的に電流を流

して発光させ、特殊カメラで撮影し検査を行う。 

EVA/セル層 EVA/Cell layer 
太陽電池モジュールを分離装置で分離したセルを

含むシート状の物。 

EVA 樹脂 
Ethylene-vinyl-

Acetate Copolymer 

太陽電池モジュールの封止に使用される樹脂材料

の一つ。 

EVA 積層体 

Powder material 

with Ethylene 

Vinyl Acetate 

研削工程により削り取られたＥＶＡとシリコン、

金属類が混合した粉状物質。 

FF FF（fill factor） 

太陽光発電素子の短絡電流密度×開放端電圧に対

し、最大電力を生じる電流密度×電圧の動作点の

こと。直列抵抗が大きく、並列抵抗が小さくなる

と FF が減少する。 

G5 

G8.5 

G5 

G8.5 

ガラス基板サイズの呼称。Ｇは世代

（Generation ）を表す。通常 G5は 1.1×

1.3m2、 G8.5 は 2.2×2.5m2 を指すが、本開発で

は 1.1×1.4m2 も G5 と呼んでいる。 

ITO indium tin oxide 
インジウム・スズ合金の酸化物。透明で導電性を

有する。 

PV CYCLE PV CYCLE 
2007 年に設立された、欧州における太陽光発電

モジュールリサイクルを手がける機関。 

Pmax Pmax 
太陽電池の動作曲線上において、 電力が最も大

きくなる点での電力。 

RP Recycle Point 回収した PV システムをリサイクルする場所。 

RPD 法 RPD method 

薄膜堆積技術の一種。反応性プラズマ堆積法

（reactive plasma deposition）と呼ばれる。

TCO 薄膜の成膜に利用される。 

RTA 処理 

RTA（rapid thermal 

annealing） 

treatment 

急速に温度を上げ、短時間保ったのちに、急速に

温度を低下させる処理。 

SLG SLG 青板ガラス、ソーダ石灰ガラス。 

SY Stock Yard 回収した PV システムを一時的に保管する場所。 

TCO 
Transparent 

Conductive Oxide 

透明導電膜と呼ばれる。フッ素添加された酸化錫

や酸化インジウム錫、酸化亜鉛などが良く用いら

れる。太陽電池の光入射側に用いて光を透過させ

ながら電流を外部に取り出すのに必要な材料であ

る。 
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アイオノマー樹脂 Ionomer Resin 

イオンによる擬似架橋構造を有する樹脂。高い水

分バリア性を有し、架橋樹脂の強靭さを保持しつ

つ、溶融成型が可能な点で太陽電池封止材へ展開

されている。 

アパーチャーエリア Aperture Area 
太陽電池モジュールにおいて発電部外周を囲った

領域を示す。 

アモルファスシリコ

ン 
Amorphous silicon 

シリコンを主成分とし、 原子配列に結晶性を持

たない固体半導体. 真空蒸着法などにより非常に

薄い半導体膜を形成可能。半導体膜形成時の条件

を変えることで pn 接合を作製することができ

る。 

アライメント alignment 

集光型太陽光発電システムの各構成部材におい

て、各受光面に対する各入射光線がどのような角

度関係にあるかを表すもの。 

アルミ枠 Aluminum frame 
太陽電池パネルの機械的強度の確保と架台や屋根

等への設置を容易とするアルミ製の外周枠。 

アレイ array ストリングを並列接続したもの。 

アレイ状メサ arrayed mesa 規則正しく配置されたメサ（段差）。 

安定化効率 
stabilizing 

efficiency 

アモルファス Si太陽電池は光にあたると出力が

低下するが、光を照射して出力が安定になったと

きの変換効率。 

ウェット処理 wet treatment 

主に化学薬品等の液体に浸漬させる、基板や半導

体材料の表面処理技術。一般的な洗浄処理も含ま

れる。 

エアマス Air mass (AM) 

地球大気に入射した太陽光直達光が通過した路程

の長さ。標準状態の大気圧(標準気圧:1013hPa)に

垂直に 入射した太陽直達光が通過した路程の長

さを AM1.0 として、それに対する倍率で表す。 

エアロゾル aerosol 気体中に浮遊する微小液体または固体の粒子。 

エピタキシャル成長 epitaxial growth 
基板の結晶構造を反映した結晶膜をその上に堆積

すること。 

エンジニアリングプ

ラスチック 

Engineering 

Plastic 
耐熱性・強度に優れるプラスチックの総称。 

遠心風力式破砕機 
Centrifugal 

crushing machine 

太陽電池パネルを高速回転するブロアー状の羽根

で破砕・風選し、ガラスとその他に分離する装

置。 

凹凸型のロール形状 
Ruggedness roll 

shape 

ロール破砕機における２本のロールの表面突起部

の形状が角型のもの。 

オートクレーブ autoclave 

内部を高圧力にすることが可能な耐圧性の装置や

容器、あるいはその装置を用いて行う処理のこ

と。医療分野では滅菌処理に、工学分野ではコン

クリート製品の促進養生に使用されている。 

送り速度 input speed 
ロール破砕機の回転する２本のロールで挟まれた

太陽電池パネルの送り込まれる速度。 

温度サイクル試験 Thermal Cycle Test 

本稿では IEC61215 に定められた、85℃と-45℃の

温度変化を一定周期で一定回数与える試験。試験

後の出力低下 5％以下であれば合格。 

開放電圧 
Open circuit 

voltage 

太陽電池セル・モジュールの出力端子を開放した

時の両端子間の電圧。 
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可視光下 
Under visible 

light 

照度 200Lx（光波長範囲 400～700nm での光エネ

ルギー57.7μW/cm2）環境下。 

架台 Support Structure 
太陽光発電モジュールを取り付けるための支持

物。 

ガラス Glass 
太陽電池パネルの破損を回避するために表面を保

護する強化ガラス。 

ガラス/ガラス モ

ジュール 
Glass/Glass module 

ガラス/封止材/セル/封止材/ガラス という構成

からなる太陽電池モジュール。 

ガラス/バックシー

ト モジュール 

Glass/Back sheet 

module 

ガラス/封止材/セル/封止材/バックシート とい

う構成からなる太陽電池モジュール。 

ガラスカレット Glass-cullet 
太陽電池パネルを保護するガラスを破砕すること

で得られる粒状のガラスのかけら。 

基準状態 
Standard test 

condition 

太陽電池セル・モジュールの特性を測定する際の

基準。（セル温度：25℃、分光分布：基準太陽

光、放射照度 1000W/m2） 

基準太陽光 Standard sunlight 

太陽電池セル・モジュールの出力特性を共通の条

件で表現するために放射照度および分光放射照度

を規定した仮想的太陽光。 

基準太陽電池セル 
Reference solar 

cell 

太陽電池セル・モジュールの測定にあたって、測

定用光源の放射照度を基準太陽光換算で決定する

ために使用される、基準セル・モジュールと相対

的に同じ分光感度を持った太陽電池セル。 

切妻 Gable Roof 

屋根の形状の一つ。屋根の最頂部の棟から地上に

向かい、2つの傾斜面が本を伏せたような山形の

形状をした屋根。 

グリッドパリティ Grid parity 

再生可能エネルギーによる発電コストが既存の電

力のコスト（電力料金、発電コスト等）と同等か

それより安価になる点（コスト）を指す。 

蛍光 X線分析 
X-ray fluorescence 

analysis  

X 線を試料に照射したときに発生する蛍光 X線の

エネルギーや強度から物質の成分元素や構成比率

を測定する分析法。 

結晶シリコン太陽電

池 

crystal-silicon 

solar cell 

太陽電池セルが結晶シリコンの無機質である太陽

電池。 

高温高湿試験 
damp heat (DH) 

test 

太陽電池モジュールの信頼性試験の一つ。一般的

な条件は温度 85 ℃、湿度 85%である。認証試験

では、1000 時間の試験後の性能低下が初期値の

5%以内であることを要件としている。 

固定価格買取制度 
the establishment 

of Feed-in Tariff 

2012 年 7月に導入された再生可能エネルギーに

よる発電電力の全量買取り制度。 

コレクションポイン

ト 
Collection Point 

使用済の太陽光発電モジュールの回収拠点であ

り、発生場所から運び込まれる。一定量が収集さ

れると、リサイクル処理プラント等に搬送され

る。 

最大電力 Maximum power 
太陽電池セル。モジュールの電流電圧特性曲線上

で電流と電圧の積が最大になる点での電力。 

サブストレート型太

陽電池 

substrate type 

solar cell 

太陽光を基板を通さずに入射させるタイプの太陽

電池。 
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サブモジュール Submodule 

集積構造を備えているがカバーガラス等による封

止がされていない太陽電池、サーキット

（Circuit）とも言う。 

△型のロール形状 
Traiangle roll 

shape 

ロール破砕機における２本のロールの表面突起部

の形状が三角型のもの。 

三角分布 
triangular 

distribution 

有限区間の上限と頂点、下限を直線で結ぶことで

表現される確率分布であり、三角形の形状を取る

もの。サンプルデータに限りがあり、母集団の特

定が困難な場合に利用されることが多い。 

集光型太陽光発電 

concentrating 

photovoltaics

（CPV） 

集光レンズ、集光鏡等を用いて太陽光を集光し、

その光で発電する方法。 

シリカ 
Silica 

SiOx 

シリコン酸化物。 

二酸化珪素または主として二酸化珪素によって構

成される天然鉱石、珪石、珪砂の総称。 

振動篩型分級機 
vibration type 

screening machine 

分別機に振動を与えることで形状（重さ、大きさ

等）の異なるものを効率的に分別できる装置。 

水蒸気透過率 

water vapor 

transmission rate 

(WVTR) 

単位面積・単位時間あたりフイルムから水蒸気が

透過する量。一般的な単位としては、g/m2day が

用いられる。 

スーパーストレート

型太陽電池 

superstrate type 

solar cell 

ガラス基板などの透光性基板上に、透明導電膜、

シリコン層、裏面電極の順に製膜され、光は透光

性基板と透明導電膜層を通して、光活性であるシ

リコン層に入射させるタイプの太陽電池。 

据付システム 
Installation 

System 

モジュールを屋根等に取り付けるシステムを指

す。 

ストリング string モジュールを複数直列接続したもの。 

セル Cell 
集積構造を備えていない太陽電池、単セル

（Single Cell）とも言う。 

セル屑 cell waste 
太陽電池パネルを構成するガラス以外のもの（セ

ル、バックシート、樹脂等）の総称。 

太陽光発電 Photovoltaic (PV) 
太陽光のエネルギーを直接電気エネルギーに変換

する発電方式。 

太陽光発電システム 

Photovolataic 

power generation 

system 

太陽電池パネルで得た電気を、パワコンを経て自

家消費又は系統連結して利用する電力システム。 

太陽電池パネル solar panels 
複数の太陽電池セルを直列に接続し、ガラスや樹

脂等で封止したもの。太陽電池モジュール。 

太陽光発電モジュー

ル 

Photovoltaic 

Module 

配線材を用いて複数の太陽電池セルを直列に接続

し、ガラスや高分子部材を用いて封止したもの。

太陽電池パネルともいう。 

太陽電池セル 
Photovoltaic cell 

(Solar cell) 

太陽光発電に用いる太陽電池の構成要素最小単

位。 

多接合太陽電池 
multi-junction 

solar cell 

光の利用波長領域が異なる太陽電池を複数積層し

た太陽電池。 

ダブルガラスモ

ジュール 

double-glass 

module 

受光面側のみならず、裏面材にもバックシートで

はなくガラスを用いた太陽電池モジュール。 

端子ボックス Terminal box 
太陽電池パネルで発電した電力と外部に出すため

の送電線とを繋ぐパネル裏面に取り付けた BOX。 
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タンデム型セル Tandem cell 

短波長を吸収するセルを光の入射側、その後ろに

長波長側を吸収するセルを直列になるように構成

されたセル。 

タンデム型太陽電池 
tandem-type solar 

cell 

最小単位のセル（単セル）を重ね合わせた構造を

有する太陽電池をタンデム型太陽電池という。た

だ実際は、慣習的に２段のものをタンデムと呼ん

でおり、３段のものはトリプル型と呼ばれる。 

ダンプヒート試験 DH Test 
高温高湿環境下テスト。本開発では温度 85℃湿

度 85％環境下と規定。 

短絡電流 
Short circuit 

current 

太陽電池セル・モジュールの出力端子を短絡した

時の両端子間に流れる電流。 

直列接続 series-connection 複数の太陽電池を電気的に直列につなぐこと。 

通函 Returnable Box 繰り返し使用される運搬用の容器。 

テクスチャー texture 

光を散乱させるためウエハ表面に形成する凹凸の

こと。光を凹凸によって散乱させることで光の吸

収長を長くとり、光をより効果的に半導体で吸収

させるのに用いられる。薄膜シリコン太陽電池で

は必須技術である。 

ドープ dope 

結晶の物性を変化させるために少量の不純物を母

材結晶に添加すること。GaAsN に Si 原子をドー

プすると GaAsN は n 型半導体に変化する。 

ドライ処理 dry treatment 

主に反応性ガスやプラズマ処理などを用いる、化

学薬品等の液体を用いない基板や半導体材料の表

面処理技術。 

薄膜系太陽電池 
thin-film solar 

cell 

数μmの光吸収層を用いた太陽電池であり、省資

源・低コスト化が期待される。シリコンを用いた

ものと銅-インジウム-ガリウム-セレン化合物を

用いたものが実用化されている。結晶系に比べて

水蒸気浸入に弱いとされている。 

バックシート back sheet 

太陽電池モジュールの裏面側に用いる高分子系

シート。ポリエチレンテレフタレート（PET）を

ベースフイルムとするものが多く、PET フイルム

をフッ素系の樹脂ではさんだものや、アルミニウ

ム箔を PET フイルムではさんだものなどが用いら

れる。 

発光分光分析 

Emission 

spectrochemical 

analysis 

放電等により試料を発行させ、分光器によってそ

のスペクトルを調べ、試料中に含まれる元素の種

類やその含有量を定量的に測定する分析法。 

パワーコンディショ

ナー 
Power Conditioner 

太陽光発電システムや家庭用燃料電池を利用する

上で、発電された電気を家庭などの環境で使用で

きるように変換する機器。 

バンドギャップ Band gap 

固体中の電子が定常状態でとり得るエネルギー値

の差。電子がエネルギーを受けて低エネルギー状

態から高エネルギー状態へ遷移する際、 バンド

ギャップ以下のエネルギーでは遷移できない。 

ハンマー式破砕剥離

機 

hammer-type 

crushing and 

separation machine 

太陽電池パネルを回転する突起（ハンマー）で破

砕・粉砕してパネルからガラスを剥離する装置。 
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光閉じ込め Light trapping 

太陽電池内部での光の伝播方向を制御することに

より、 伝播距離を伸ばし太陽電池内部での光吸

収率を向上させ、 太陽電池の変換効率を向上さ

せる技術。 

表面パッシベーショ

ン 

surface 

passivation 
半導体素子の表面保護膜を作成する工程。 

ファンデルワールス

力 

van der Waals 

force 

電荷を持たない中性の原子、分子間ではたらく凝

集力。この力を介して物体間の物理吸着が生じ

る。 

封止材 encapsulant 

太陽電池モジュール内にセルを固定するための高

分子部材。一般的には、エチレン-酢酸ビニル共

重合体（EVA）を用いる。 

不純物 impurity 結晶中に混入している微量元素。 

プラズマ CVD 

plasma-enhanced 

chemical vapor 

deposition 

高周波などを印加することで原料ガスをプラズマ

化させることを特徴とする化学気相成長法

（CVD）の一種。化学反応を活性化させるため、

高周波などを印加することで原料ガスをプラズマ

化させ、薄膜等を堆積させる方法。 

分級機 screening machine 
ガラスやバックシート等をその形状（重さ、大き

さ等）の違いで分別する装置。 

分光感度 Spectral response 

太陽電池の入射光波長ごとの変換効率. 

太陽電池出力の入射光波長依存性を表した特性

で、短絡電流の入射単色光入力に対する比。 

なお、単位は A/W または相対値（相対分光感度）

で表す。 

ヘテロ接合 hetero junction 
異種材料の接合。例えば、単結晶膜とアモルファ

ス（非晶質）膜との接合。 

ヘテロ接合結晶系太

陽電池 

heterojunction 

crystalline 

silicon solar cell 

結晶シリコンとアモルファスシリコンで pn 接合

を形成した結晶シリコン系太陽電池。高い電圧が

得られて高性能が実現する。実用化されたものと

しては、三洋電機が開発した HIT 太陽電池が代表

例である。一般的な結晶系に比べれば、水蒸気浸

入に弱いとされている。 

変換効率 Efficiency 
最大電力を太陽電池セル・モジュール面積と放射

照度との積で除した値。 

ポリシリコン Polysilicon 
半導体用、太陽電池用に用いられる高純度シリコ

ン。主としてシーメンス法で生産される。 

モジュール変換効率 
module efficiency, 

ηmodule 

モジュールの受光面に入った太陽光と発電された

電力の割合。 

モノリシックモ

ジュール 
Monolithic module 

１枚の基板上に太陽電池構成材料を層状に積層し

て作製したモジュール。 

有機系太陽電池 organic solar cell 

有機半導体で pn接合を形成する太陽電池。最近

では効率も 10%を超え、早期の実用化が期待され

ているが、水蒸気浸入に弱いとの欠点もある。 

有機色素 organic dye 
色素分子を構成する元素が主に炭素からなり、か

つ金属元素を含まない色素。 

寄棟 Hipped Roof 
屋根の形状の一つ。 4方向に傾斜する屋根面を

もつものをいう。 

リサイクル Recycle 不要物等を再生、再資源化して使用すること。 



 

xi 

リフトオフ Lift-off 

薄膜と基板間に層構造を有する場合に、下層を化

学反応により取り去ることにより、薄膜を基板か

ら剥離する方法。 

裏面材 back material 
太陽電池モジュールの裏面に用いる部材。一般的

にはバックシートを用いる。 

リユース Reuse 
一度使用されたものをそのまま再び使用するこ

と。 

レーザー誘起分光分

析 

Laser induced 

breakdown 

spectroscopy 

試料表面に短パルスでレーザーを当てることで発

生するマイクロプラズマを用いた分析法。 

ロール間隔 
distance between 

the rolls 

ロール式破砕機の２本のロール間の隙間（数ｍｍ

レベル）。 

ロール式破砕機 
roll-type 

crushingmachine 

アルミ枠を外した太陽電池パネルを２本のロール

の間に挿入してその押付圧により破砕する装置。 

ロールツーロールプ

ロセス 

Roll to Roll 

Process 

材料フィルムをロールからロールへと連続的に供

給し、印刷やラミネートを行うプロセス。 

ロットアウト Lot Out 
抜取検査で一定水準以上の不良品が見つかり不

ロット全体が不合格されたもの。 

ワイブル分布 
Weibull 

distribution 

物体の強度を統計的に表現するための確率分布で

あり、耐久消費財の使用年数を表現する分布とし

て排出量予測に適用される例が多い。 
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Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について 
 

１．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 
 

1.1 NEDO が関与することの意義 

本プロジェクトでは、使用済み太陽光発電システムのうち、リサイクル処理が困難となる太陽

電池モジュールについて、低コストリサイクル処理技術の確立とともに、リユース関連の技術を開

発し、撤去・回収関連技術などについて課題と対策を検討し、太陽光発電システムのリサイクルシ

ステムの構築促進を図る。 

太陽光発電の健全な普及拡大のためには、使用済みの太陽光発電システムを適正に処理する対

策や手段を検討しておく必要がある。 

一方、公共性が極めて高いことや、市場が苛烈な競争状態にあることから、コスト増につなが

るリサイクルシステムの民間主導による自律的な構築は非常に困難である。そのため、国主導によ

る使用済み太陽光発電システムの適正処理に関する検討や技術開発などの取り組みが必須であるこ

とから、ＮＥＤＯが主導して支援することは意義がある。 

 

1.2 実施の効果 

本プロジェクトでは、低コストのリサイクル処理技術に加え、撤去・回収関連技術等、使用済

み太陽光発電システムの適正処分を実現する技術を開発・実証し、リサイクルに関する循環型社会

システム構築に貢献することを目的とする。 

また、プロジェクトの成果により、資源コストあるいは廃棄処理コストの面から太陽光発電シ

ステム価格の低減に寄与でき、国の目指す 2030 年太陽光発電コスト 7 円／ＫＷｈ 実現の一助とな

り得る。 

 

２．事業の背景・目的・位置づけ 
近年のエネルギーセキュリティや地球環境問題への意識の高まり、東日本大震災後の電力供給

不足への懸念により、太陽光発電は、平成１０年に住宅用太陽光発電システムの国内導入件数が１

万件に到達、平成１６年に国内累積導入量１ＧＷを達成、平成２４年には住宅用太陽光発電システ

ムの国内導入件数が１００万件を突破、累積導入量も６．６ＧＷに達するなど、着実に導入拡大が

続いている。さらに、平成２４年７月より再生可能エネルギーの固定価格買取制度が実施されたこ

とで、今後さらに大幅な普及拡大が見込まれる。 

一方、大量導入が実現すると、将来、耐用年数を経過した使用済みの太陽光発電システムが大

量発生することが予想され、太陽光発電の健全な普及拡大には、使用済みのシステムを適正に処分

可能な手段や循環型社会システムを確保することが重要である。 

また、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」の附帯決議にお

いて、「耐用年数経過後において大量の廃棄物の発生を防ぐ観点から、設備のリサイクル構築等、

早急に必要な措置を講ずること」が求められている。 

これに対し、我が国ではリサイクル処理技術に関する取り組みが一部存在するものの十分では

なく、ＮＥＤＯは「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」において、大量かつ様々な種類

の太陽電池モジュールに対応した低コスト汎用リサイクル処理技術の開発をしているところである。

太陽光発電のさらなる普及を図るためには、リサイクル処理技術の実用化を着実に進めるとともに、

撤去・回収関連技術の開発が必要である。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 
 
１．事業の目標 
 

1.1 研究開発の目的 

使用済み太陽光発電システムの適正処分に関する技術の確立を図るために、リサイクル処理技術

や、撤去・回収関連技術など、大量かつ様々な種類の使用済み太陽電池モジュールのリサイクルコ

ストの低コスト化につながる技術を開発し、リサイクルコストの低減効果を実証する。 

 

1.2 研究開発の目標 

使用済み太陽電池モジュールのリサイクル処理に係る低コスト分解処理技術を確立し、その効果

を実証することを目標とする。 

最終目標として、分解処理コスト５円／Ｗ（年間２００ＭＷ処理時）を設定。 

個別研究開発項目毎の最終目標および中間目標は、開発項目毎の内容や目的に合わせて判断し設

定した。（詳細目標は、「2.1.4 研究開発内容」を参照） 

 

２．事業の計画内容 
 

2.1 研究開発の内容 

2.1.1 研究開発技術分野 

本事業では、使用済み太陽電池モジュールのリサイクル処理に係る低コスト分解処理技術について、

分解処理コスト５円／Ｗを最終目標として研究開発及び実証を実施する。 

上記目標を達成するため、下記項目について研究開発を実施する。 

 

① 低コスト撤去・回収・分別技術調査 

② 低コスト分解処理技術ＦＳ（開発） 

③ 低コスト分解処理技術実証 

④ 太陽光発電リサイクル動向調査 

⑤ 使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発 

⑥ 使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討 

 

2.1.2 研究開発項目の推移 

平成 26 年度には、公募から選定された上記①②④の 8件の研究開発を開始した。 

平成 27 年度には、公募から選定された上記③の 5件の研究開発を開始した。 

平成 28 年度、上記⑤、⑥の公募を実施した。今回の中間評価対象からは除外する 

 

【平成 26～28 年度】 

研究開発テーマ毎の平成 26 年度から平成 28 年度までの開発スケジュールを表Ⅱ-2-1 に示す。なお、

平成 29 年度以降のスケジュールについては、中間評価の結果を踏まえ決定する。 
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表Ⅱ-2-1.研究開発の全体スケジュール（平成 26～28 年度） 

No 研究開発項目 H26F H27F H28F 

①低コスト撤去・回収・分別技術調査 

①-1 使用済み太陽光発電システムのリサイクル処理を安定的に実施するための課題調査 

1 撤去の調査    

2 回収の調査    

3 分別の調査    

①-2 太陽電池モジュール撤去における実作業調査 

1 撤去作業の現場調査及び撤去の実作業    

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発） 

 ②-1 結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発 

1 小型試験機の設計・製作    

2 前処理方法の検討    

3 最適な運転条件の検討    

4 選別方法の検討    

5 回収物の評価    

6 剥離・選別ラインの設計    

 ②-2 ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発 

1 剥離液Ａの消費量低減策の検討    

2 剥離液Ｂの消費量低減策の検討    

3 剥離液Ａによる処理速度向上のためのシステムの基本構成検討    

4 
剥離したＥＶＡ・金属複合体から金属類を分離するための B 液処理の

基本システム構成の検討 
   

 ②-3 結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技術の調査／開発 

1 ロール式破砕機によるガラスの剥離    

2 ハンマー型破砕剥離機と遠心風力破砕機によるガラス剥離率の比較    

3 効率的な分級法の検討    

4 低コスト処理の実現    

 ②-4 可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの資源回収技術の開発 

1 太陽電池モジュールのガラスと EVA/セルの分離分    

2 可溶化法による EVA/セルからの資源回収    

3 PV モジュールより分離する金属回収技術の開発    

③低コスト分解処理技術実証 

 ③-1 結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術実証 

1 実証剥離機の開発    

2 ガラス中ヒ素成分の同定機器選定と測定評価    

3 試作プラントによる事業化検討    

 ③-2 ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル技術実証 

1 実機パネルでの実証    

2 試作パイロットラインによる実証    

3 回収シリコンの純化研究    

4 有価物評価検証    

 ③-3 ホットナイフ分離法によるガラスと金属の完全リサイクル技術開発 

1 アルミフレーム除去装置の開発及び実証    

2 バックシート除去装置の開発    

3 ガラス分離装置の改良及び実証    

4 ガラス表面ＥＶＡ除去装置の開発    

5 ガラスカレットを板ガラス原料にするための調査    

6 ガラス破砕機・選別機の開発    

7 回収金属の売却単価の調査    
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8 ＥＶＡ/セル層の処理方法の検討及びＥＶＡ/セル層処理装置の開発    

9 実験・試験プラント建設及び実証試験による処理コスト評価    

 ③-4 合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処理技術実証 

1 基板ガラスとカバーガラスの解体技術開発    

2 封止剤 EVA の剥離技術開発    

3 薬液処理技術の検討    

4 基板ガラスからの CIS 膜の剥離、Mo 膜の分離技術開発    

5 割れガラスからの CIS 膜の剥離、Mo 膜の分離技術開発    

6 試作プラント構築、実証    

 ③-5 ＰＶシステム低コスト汎用リサイクル処理手法に関する研究開発 

1 システム整備と装置立上げ    

2 EVA 熱処理装置の長期信頼性・安定性・経済性の向上    

3 処理システム全体の実用性及び処理コスト評価    

④太陽光発電リサイクル動向調査 

 ④-1 太陽光発電リサイクルにおける国内外動向および評価手法に関する調査 

1 海外における使用済み太陽電池モジュールに関する動向調査    

2 太陽光発電リサイクルに関する評価手法の検討    

 ④-2 太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び排出量予測 

1 国内の技術動向、政策動向、実施事例の定点観測    

2 太陽光発電システムの分布調査と、その分布に基づいた排出量予測    

 

 

2.1.3 研究開発予算の推移 

各年度の研究開発予算（実績）の推移を表Ⅱ-2-2 に示す。 

 

表Ⅱ-2-2.研究開発予算（実績）の推移（単位：億円） 

研究開発テーマ名 H26F H27F H28F 総額 

①低コスト撤去・回収・分別技術調査 0.2 - - 0.2 

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発） 1.7 - - 1.7 

③低コスト分解処理技術実証 - 1.5 2.1 3.6 

④太陽光発電リサイクル動向調査 0.3 0.2 0.2 0.7 

合計 特別会計（需給勘定） 2.1 1.7 2.3 6.1 

 ※平成 28 年 8 月 31 日現在 H26F、H27F は実績額、H28F は予算額 
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2.1.4 研究開発内容 

 研究開発項目別の開発内容、目標は以下の通りとした。 

 

① 低コスト撤去・回収・分別技術調査 

本調査は、現時点では不透明となっているリサイクルシステムとも大きく関連する、撤去・回

収・分別などを対象に、分解処理以外のリサイクルコスト低減の実現可能性や課題の見極めのた

めに行う調査であり、経済産業省や環境省などの動向にも影響を受ける公共性の非常に高い事業

であるため、委託事業として実施する。 

  【最終目標】 

・回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を見極め、有望な技術について

は、課題と目標コストを明確化する。 

 

② 低コスト分解処理技術ＦＳ（開発） 

本研究開発は、社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要となる要素の

一つである、分解処理コスト低減に関して、目標処理コストの達成目処やコスト削減効果を見極

めるために行うＦＳであり、国民経済的には大きな便益がありながらも、研究開発成果が直接的

に市場性と結び付かない公共性の高い事業であり、委託事業として実施する。 

  【最終目標】 

・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間２００ＭＷ処理時の分解処

理コスト５円／Ｗ以下に資する技術を確立する。 

・分解処理コストを試算する。 

 

③ 低コスト分解処理技術実証 

本研究開発は、社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要となる分解処

理技術の実用化に向けて、コスト削減効果を実証するために実施する研究開発であり、共同研究

事業として実施する。 

【中間目標】 

・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用した試作プラントを構築する。 

・使用済み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得られる回収物の提供に関して、

一時的ではない体制・仕組みを確保する。 

・様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を実証可能な実験計画を策定する。 

【最終目標】 

 ・分解処理コスト ： ５円／Ｗ以下（年間２００ＭＷ処理時） 

 

④ 太陽光発電リサイクル動向調査 

本調査は、研究開発した技術が社会親和性の高い技術であることが求められることから、国内

外の技術、普及、政策などの動向や、実施事例などについての調査するものであり、社会的に大

きな便益のある公共性の高い事業のため、委託事業として実施する。 

【中間目標】 

 ・国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまとめる。 

 ・撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横断的な評価方法を確立する。 

【最終目標】 

 ・国内外の各種動向を調査し、本プロジェクトへのフィードバック情報をまとめる。 

 

 ⑤「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」 

本研究開発はリサイクル技術開発と同じく、社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する

上で非常に重要な要素である。使用済みの太陽電池モジュールをリユースするための技術開発で

あり、国民経済的には大きな便益がありながらも、研究開発成果が直接的に市場性と結び付かな

い公共性の高い事業であり、委託事業として実施する。 

  【最終目標】 

・使用済み太陽電池モジュールの回収・運搬、分別、修復コスト１８０円／枚を達成する技術を

開発する。 

例えば、分別技術であれば出力検査、絶縁検査、外観検査、バイパスダイオード検査等の一連
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の分別工程を精度よく５分以内で行うことが可能な技術を開発する。 

上記以外の技術開発の場合、具体的な開発目標及び実施内容は、採択テーマごとにＮＥＤＯと

実施者との間で協議の上個別に設定することとする。 

 

 

 ⑥「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」 

本研究開発はリサイクル技術開発と同じく、社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する

上で非常に重要な要素である。使用済みの太陽電池モジュールを有効活用するための可能性検討

事業であり、国民経済的には大きな便益がありながらも、研究開発成果が直接的に市場性と結び

付かない公共性の高い事業であり、委託事業として実施する。 

  【最終目標】 

・導入可能量、市場規模や導入課題等を明らかにする。 
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表Ⅱ-2-3. 研究開発項目別開発内容、目標（平成 26～28 年度） 

No. 
開発 

期間 
項目名 委託先 内容 目標 備考 

①低コスト撤去・回収・分別技術調査 

1 H26 使用済み太

陽光発電シ

ステムのリ

サイクル処

理を安定的

に実施する

ための課題

調査 

イー・ア

ン ド ・

イ ー  ソ

リ ュ ー

ションズ 

ＤＯＷＡ

エコシス

テム 

秋田県資

源技術開

発機構 

① 撤去、回収、分別の現状

分析 

② 撤去、回収、分別の実践

によるデータの取得 

③ 撤去、回収、分別の課題

抽出 

④ 撤去、回収、分別の課題

解決策の明確化 

⑤ 撤去、回収、分別のコス

ト削減の可能性の明確化、

目標の設定 

【最終目標】 

・撤去、回収、分別に要す

るコスト 5円/W 

・目標コスト 5 円/W 以下に

さらに削減するための目標

設定と、それに向けた課題

抽出、必要な対策を調査

し、取りまとめる。 

 

2 H26 太陽電池モ

ジュール撤

去における

実作業調査 

萬世リサ

イクルシ

ステムズ 

住宅に設置された太陽光発電

システムの撤去作業現場の調

査及び、住宅屋根からの太陽

電池モジュール撤去の実作業

を実施することにより、机上

では想定しえなかった撤去の

技術課題の抽出を行い、抽出

された課題の解決策と撤去コ

スト削減の可能性の明確化を

行い、加えて目標コストの策

定を行う。 

【最終目標】 

撤去の工程についてコスト

低減に資する技術の実現可

能性と有効性を見極め、有

望な技術については、その

課題と目標コストを明確化

する。 

 

②低コスト分解処理技術FS（開発） 

1 H26 結晶シリコ

ン太陽電池

モジュール

のリサイク

ル技術開発 

三菱マテ

リアル 

①小型試験機の設計・製作 

②前処理方法の検討 

③最適な運転条件の検討 

④選別方法の検討 

⑤回収物の評価 

⑥選別ラインの設計 

【最終目標】 

①太陽電池パネルからガラ

スを剥離するためにローラ

式剥離機を設計・製作する 

②太陽電池パネルからガラ

ス分を剥離するために有効

な手段を検討する 

③①で製作した試験機にお

いて最適運転条件を検討す

る 

④剥離した回収物において

ガラス分と金属分に選別す

る方法を検討する 

⑤ガラス分と金属分各々に

ついて再資源化が可能かを

評価する 

⑥処理コストを試算し、5

円/W 以下を目標とする 

 

 

2 H26 ウェット法

による結晶

系太陽電池

モジュール

の高度リサ

イクル実用

化技術開発 

東邦化成 結晶系太陽電池モジュール

のリサイクルを困難にしてい

た封止材（ＥＶＡ）に対し、

剥離剤を用いたウェット法に

よるＥＶＡ剥離システムを開

発する。 

分解処理コスト５円/Ｗ以下

を実現するための剥離、分別

基礎システムの開発を行う。 

 

【最終目標】 

剥離液の消費量低減し（目

標；現状の 1/10 の消費量に

抑える）、システムとして

のリサイクル処理コスト 5

円/W 以下の実現性に目処を

つける。 

 

3 H26 結晶シリコ

ン太陽電池

の低コスト

分解処理技

術の調査／

市川環境

エンジニ

アリング 

鹿島建設 

ホン

太陽電池パネルのリサイクル

技術の現状を調査すると共に

結晶シリコン太陽電池パネル

に特化した乾式物理的破砕処

理設備の試作とそれを用いた

【最終目標】 

200MW/年処理時において処

理コスト 2 円/W 以下を達成

すること。 
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開発 ジョー 実証試験を実施し、経済性評

価と事業性の検討を行った。 

4 H26 可溶化法を

用いた使用

済み太陽電

池からの資

源回収技術

の開発 

エ ヌ ・

ピ ー ・

シー 

日本スペ

リア社 

産業技術

総合研究

所 

アルミニウム枠を取り外した

後、ガラスとEVAを加熱した

カッターで切り離し、次に太

陽電池モジュールのEVAを

200℃程度の温和な条件下で

可溶化してシリコンや金属を

回収する。可溶化されたEVA

から溶媒を蒸留して回収し、

EVAは化学原料あるいはエネ

ルギー資源として再利用す

る。回収されたシリコンは溶

融塩電解で精錬し、太陽電池

用の高純度シリコンとして再

利用する。回収された金属は

混合物であるので、いったん

溶融スズに溶かし銀を回収

し、残りをハンダの原料とし

て再利用する。本法は、温和

な条件下でEVAを可溶化する

ため回収されたシリコンは比

較的清浄であり、溶融塩電解

法で太陽電池用高純度シリコ

ンへ精製することができる特

徴を有している。 

【最終目標】 

・目標とする分解処理コス

トは5円/W以下（年間200MW

処理時） 

・ガラスとEVA/セルの分離

装置の処理サイクルタイム

は50秒/枚以下とする。 

・可溶化法によるEVA/セル

からの資源回収率を80%以上 

・可溶化後の金属、シリコ

ン500gからの銀の回収率を

90%以上 

 

③低コスト分解処理技術実証 

1 H27

～ 

H28 

結晶シリコ

ン太陽電池

モジュール

のリサイク

ル技術実証 

三菱マテ

リアル 

①実証剥離機の開発 

②ガラス中ヒ素成分の同定機

器選定と測定評価 

③試作プラントによる事業化

検討 

 

【中間目標】 

①実用に耐えるべくパネル

1 枚を 60 秒以内で処理し、

より粗粒な剥離後ガラス粒

として剥離可能な実証剥離

機を製作する。 

②ガラス中のヒ素成分を定

量的に測定する機器を選定

する。 

③実証剥離機、振動篩、色

彩選別機を設置した試作プ

ラントを製作し、実証試験

に必要なデータを取得す

る。 

 

2 H27

～ 

H28 

ウェット法

による結晶

系太陽電池

モジュール

の高度リサ

イクル技術

実証 

東邦化成

株式会社 

平成２６年度に実施した

「ウェット法による結晶系太

陽電池モジュールの高度リサ

イクル実用化技術開発」にて

得た知見、基礎技術を基に大

規模処理における処理コスト

５円／Ｗ以下の実証評価を行

い、実用化に目処をつける。

また分解処理により得られた

回収物の高付加価値化技術を

開発し安定したリサイクル先

の確保につなげる。 

【中間目標】 

１．目標コスト５円／Ｗ以

下を達成できる試作プラン

トの構築・立上完了。 

 

２．有価物価値の確定と売

却ルートを確立する。（トー

タル処理コスト；０.１円/W

目標） 

 

 

3 H27

～ 

H28 

ホットナイ

フ分離法に

よるガラス

と金属の完

全リサイク

ル技術開発 

エ ヌ ・

ピ ー ・

シー 

浜田 

太陽電池モジュールに含ま

れる有価物を回収して売却す

ることで、低コストで太陽電

池モジュールをリサイクルで

きるようなプロセスを確立

し、その実証試験を実施す

る。 

回収を目指す主な有価物

は、アルミニウム、ガラス、

【中間目標】 

・５円/Ｗ以下で太陽電池モ

ジュールを処理できるプラ

ントを建設する。 

・開発、実証する装置の処

理能力は50秒/モジュール以

下とする。 

・ 使 用 済 み 太 陽 電 池 モ

ジュールの調達 
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及びセルの電極や配線材に含

まれている各種金属であり、

かつ、それらを出来るだけ高

額で売却できるようにするた

めに、リサイクルしやすい状

態で回収していくことを目指

す。 

本事業ではガラスを粉砕しな

いまま太陽電池モジュールを

解体して有価物を回収してい

く各種装置を開発する。 

次に、ガラスから分離された

セル及び配線材が封入された

状態のEVAシート（以下、

「EVA/セル層」という。）に

ついては、そこからEVAのみ

を取り除く各種実験を実施す

ることで、含有している有価

金属を回収しやすくするため

の手法を開発する。 

また、有価物をより低コスト

で回収し、より高価に売却す

るための手法についての調査

と試算を実施し、最適なリサ

イクルプロセスの確立を目指

す。 

・様々な運転条件下におけ

る分解処理コスト低減効果

を実証可能な実験計画を策

定する。（パネルのメー

カー、種類。 

4 H27

～ 

H28 

合わせガラ

ス型太陽電

池の低コス

ト分解処理

技術実証 

ソーラー

フ ロ ン

ティア 

合わせガラス型太陽電池のリ

サイクルにおいて、ホットナ

イフによるパネルの解体と封

止剤 EVA の剥離液による除去

および効率的な有価物回収プ

ロセスの運転条件を確立す

る。 

【中間目標】 

・合わせガラス型太陽電池

に対応した、低コスト分解

処理技術を適用した試作プ

ラントを構築する。 

・ 使 用 済 み 太 陽 電 池 モ

ジュールの供給と、リサイ

クル処理により得られる回

収物の提供に関して、一時

的でない体制・仕組みを検

討し、総合的な実施計画を

策定する。 

・様々な運転条件下におけ

る分解処理コスト低減効果

を実証可能な実験計画を策

定する。 

 

5 H27

～ 

H28 

PV システム

低コスト汎

用リサイク

ル処理手法

に関する研

究開発 

新菱 PV システム汎用処理手法の

主要装置である EVA 熱処理装

置の改造を行い、実用化に向

けた処理システム全体の長期

信頼性・安定性及び経済性の

実証を行う。 

【中間目標】 

①汎用リサイクル処理シス

テムの整備及び立上げが完

了していること。また EVA

熱処理装置廻りの改造及び

性能評価が完了しているこ

と。 

②連続処理試験に供する

CIS 系工場ｽｸﾗｯﾌﾟの提供に

ついて、PV モジュールメー

カーとの契約を完了してい

ること。またリサイクル処

理で得られたアルミ枠・カ

バーガラス・CIS 粉の有価

売却先、及び基板ガラス・

バックシートの処理先との

契約を完了していること。 

③年間 200MW 処理時の処理

コスト 5 円/W 以下を達成す

る目処の付いた運転条件下
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での、連続処理試験計画の

策定が完了していること。 

④太陽光発電リサイクル動向調査 

1 H26

～ 

H28 

太陽光発電

リサイクル

に関する動

向および評

価手法の調

査 

みずほ情

報総研 

（１）海外における使用済み

太陽電池モジュールに関する

動向調査 

 

海外における使用済み太陽

電池モジュールの適正処理に

関する技術および政策・市場

の動向、回収・リサイクルの

実施状況などを継続的に把握

する。 

 

 

（２）太陽光発電リサイクル

に関する評価手法の検討 

 

太陽光発電システムのリサ

イクル関連技術の横断的評価

のための指標および評価手法

を確立し、研究開発技術の評

価を実施する。そして、経済

面・環境面などの側面から研

究開発技術の優位性・有効性

を評価・検証し、フィード

バックを行う。 

【中間目標】 

（１）海外における使用済

み太陽電池モジュールに関

する動向調査 

 

欧州をはじめとする海外

諸国の技術動向や政策動

向、回収・リサイクルの実

施状況などを継続的に把握

し、本技術開発プロジェク

トの推進、社会システム構

築の検討に資する。 

 

（２）太陽光発電リサイク

ルに関する評価手法の検討 

 

太陽光発電システムのリ

サイクル関連技術の横断的

評価のための指標を検討

し、本技術開発プロジェク

トで実施される研究開発

テーマの評価を行うため

の、国際的にも妥当性の高

い評価手法を確立する。 

確立した手法を用い、各

研究開発テーマのデータを

収集し、予備的な評価（概

算）を実施し、研究開発実

施者に対するフィードバッ

クを行う。また、実施した

結果に基づき、詳細な評価

を実施するための改訂等を

行う。 

 

2 H26

～ 

H28 

太陽光発電

リサイクル

に関する国

内 動 向 調

査、分布調

査及び排出

量予測 

三菱総合

研究所 

太陽光発電リサイクルに関す

る国内動向調査、分布調査及

び排出量予測 

①国内の技術動向、政策動

向、実施事例の定点観測 

②太陽光発電システムの分布

調査と、その分布に基づいた

排出量予測 

③全体とりまとめ、委員会運

営支援 

・国内における太陽光発電

システムの適正処分に関す

る技術動向、政策動向、実

施事例などを継続的に把握

する。 

・国内の太陽光発電システ

ム導入分布を考慮した排出

量予測をまとめる。 
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2.2 研究開発の実施体制 

本事業を実施するための基本計画については、平成 25年 9月に経済産業省産業構造審議会産業技術

環境分科会研究開発・評価小委員会評価ワーキンググループにおいてその方向性を審議、NEDO 内部で

事前評価を実施し、平成 26 年 3 月に策定された。また、平成 28年 3月に研究開発項目⑤「使用済み

太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」、研究開発項目⑥「使用済み太陽電池モジュー

ルの用途開拓検討」を追加し改訂された。 

 

本事業は、NEDO が選定する企業、大学、民間研究機関、あるいは独立行政法人等（以下、「委託

先」）が、NEDO と業務委託契約を締結し実施した。 

 

実施した公募の状況は以下のとおりである。 

 

【平成 26年度】 

公募期間： 

平成 26 年 3 月 31 日から 5月 26 日 

 

審査項目・基準： 

①低コスト撤去・回収・分別技術調査、④太陽光発電リサイクル動向調査 

1) 提案内容は、ＮＥＤＯの定める基本計画の目的、目標に合致しているか。 

2)調査の方法、内容等が優れていること。 

3) 調査の経済性が優れていること。 

4) 関連分野の調査・事業等に関する実績を有すること。 

5)当該調査を行う体制が整っていること。 

6) 経営基盤が確立していること。 

7) 当該調査等に必要な研究員等を有していること。 

8) 委託業務管理上ＮＥＤＯの必要とする措置を適切に遂行できる体制を有すること。 

9)総合評価 

 

②低コスト分解処理技術ＦＳ（開発） 

1) 提案内容は、ＮＥＤＯの定める基本計画の目的、目標に合致しているか。（不必要な部分はな

いか、太陽電池モジュールの分解処理コストの低減に繋がるものか） 

2)提案された技術（低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術、有価物高付加価値

化技術等）は、新規性、あるいは従来技術に対する優位性が十分認められるか。 

3)太陽電池モジュールの分解処理に係る課題が存在し、その課題解決の必要性が十分認められる

か。（単に別分野における既存の分解処理技術を太陽電池モジュールに適用しただけの内容に

なっていたりしないか） 

4) 提案された技術は、分解処理コストの目標を満たす見込みのあるものとなっているか。 

5) 事業化計画は、実現性のある内容となっているか。 

6) 応募者は、本研究開発の実施に必要な能力（設計、試作及び評価分析等）、体制（関連分野の

開発等の実績、再委託予定先・共同研究相手先等を含めた実施体制等）を有しているか（共同

提案の場合、各者の提案が相互補完的であるかを含む）。 

7)総合評価 

 

採択審査委員会（敬称略）： 

委員長 中村 崇（東北大学 教授） 

委 員 大木 達也（産業技術総合研究所 研究グループ長） 

委 員 松野 泰也（東京大学 准教授） 

委 員 宮崎 裕（有限会社コモンズ研究所 代表取締役所長） 

委 員 加藤 聡（ガラス再資源化協議会 代表幹事） 

 

件数： 

応募 10 件、採択 8件 
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【平成 27年度】 

公募期間： 

平成 27 年 5 月 29 日から 7月 13 日 

 

審査項目・基準： 

③低コスト分解処理技術実証 

1) 提案内容は、ＮＥＤＯの定める基本計画の目的、目標に合致しているか。（不必要な部分はな

いか、太陽電池モジュールの分解処理コストの低減に繋がるものか） 

2) 提案された技術（低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術、有価物高付加価値

化技術等）は、新規性、あるいは従来技術に対する優位性が十分認められるか。 

3)太陽電池モジュールの分解処理に係る課題が存在し、その課題解決の必要性が十分認められる

か。（単に別分野における既存の分解処理技術を太陽電池モジュールに適用しただけの内容に

なっていたりしないか） 

4)提案された技術は、分解処理コストの目標を満たす見込みのあるものとなっているか。 

5)事業化計画は、実現性のある内容となっているか。 

6) 応募者は、本研究開発の実施に必要な能力（設計、試作及び評価分析等）、体制（関連分野の

開発等の実績、再委託予定先・共同研究相手先等を含めた実施体制等）を有しているか（共同

提案の場合、各者の提案が相互補完的であるかを含む）。 

7) 応募者は本研究開発を遂行するための高い能力を有するか（関連分野の開発等の実績、再委託

予定先・共同研究相手先等を含めた実施体制、優秀な研究者等の参加等）。 

 

採択審査委員会（敬称略）： 

委員長 大和田 秀二（早稲田大学 教授） 

委 員 大木 達也（産業技術総合研究所 研究グループ長） 

委 員 松野 泰也（東京大学 准教授） 

委 員 宮崎 裕（有限会社コモンズ研究所 代表取締役所長） 

委 員 加藤 聡（ガラス再資源化協議会 代表幹事） 

 

件数： 

応募 8件、採択 5件 

 

 

 

研究開発の実施体制を図Ⅱ-2-1～Ⅱ-2-4 に示す。 
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図Ⅱ-2-1. 研究開発項目①「低コスト撤去・回収・分別技術調査」実施体制図 

（平成 26年度） 
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図Ⅱ-2-2. 研究開発項目②「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」実施体制図 

（平成 26年度） 
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図Ⅱ-2-3. 研究開発項目③「低コスト分解処理技術実証」実施体制図 

（平成 27～28 年度） 

 

 
 

 

NEDO 負担 2/3 
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図Ⅱ-2-4. 研究開発項目④「太陽光発電リサイクル動向調査」実施体制図 

（平成 26～28 年度） 
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2.3 研究開発の運営管理 

 研究開発全体の管理・執行に責任と決定権をもつ NEDO は、経済産業省と密接な関係を維持しつつ、

研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施した。 

また、外部有識者による推進委員会を定期的に開催し、委託先から報告を受け、開発の方向性など

を審議し、必要に応じて開発内容の修正を実施。（表Ⅱ-2-4 参照） 

 

推進委員会（敬称略）： 

委員長 大和田 秀二（早稲田大学 教授） 

委 員 松野 泰也（東京大学 准教授） 

委 員 加藤 聡（ガラス再資源化協議会 代表幹事） 

委 員 大木 達也（産業技術総合研究所 総括研究主幹） 

委 員 藤崎 克己（太陽光発電協会 サブリーダー） 

 

表Ⅱ-2-4. 推進委員会メンバー 

実施項目 開催時期 

推進委員会 第一回 （2015 年 4 月 17 日） 

推進委員会 第二回 （2016 年 2 月 29 日） 

 

さらに成果の発信・公表の場として、年度毎の成果報告会を、他の太陽電池関連事業と共に実施し

ている。（表Ⅱ-2-5 参照） 

 

表Ⅱ-2-5. 成果報告会等の実施状況 

実施項目 開催時期 場所 

平成 26 年度成果報告会 平成 27 年 10 月 28-29 日 
パシフィコ横浜 

（横浜市みなとみらい） 

 

また他の太陽電池関連事業も含めて、ホームページや展示会による広報、事業紹介パンフレットの

作成、学会やシンポジウムでの講演、国際学会への参加と発表、雑誌への寄稿などを通じて成果の発

信に努めている。 

 

2.4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

 研究開発成果の実用化に向けては、進捗報告会などを用いた迅速な進捗状況の把握を行い、進捗が

著しいテーマについて、加速流用予算等の予算手当てを行い、実証評価を行える段階に進めるようマ

ネジメントした。 

「低コスト分解処理技術実証」では、平成 27 年度の調査結果から、ガラス破砕機・選別機の導入を不

要と判断し、平成 28 年度予算の減額を実施するなど、研究成果の状況に合わせて柔軟に対応すること

を心掛けている。 

 

３．情勢変化への対応 
【平成 27年度】 

・平成 26 年度 FS での結果を踏まえて、実用化に向けた実証を行うために、「低コスト分解処理技術

実証」について公募を行った。 

【平成 28年度】 

・社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要な要素として、「使用済み太陽電

池モジュールの低コストリユース技術の開発」、「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」に

ついて公募を行った。 

 

４．評価に関する事項 
【事前評価】 

 評価実施時期：平成 25年度 

 評価手法：内部評価 

 評価部門：評価部、技術戦略研究センター、総務部 
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Ⅲ．研究開発成果と実用化の見通し 
 

１．分野別、課題に対する主要な成果 
 

①低コスト撤去・回収・分別技術調査 
主要な成果、達成度について表Ⅲ-1-1 に示す。 

 

表Ⅲ-1-1.  研究開発項目①低コスト撤去・回収・分別技術調査の主要な成果（平成 26年度） 
テーマ名 目標 成果 達成度 備考 

(1)使用済み太陽光発電システムのリサイクル処理を安定的に実施するための課題調査 

①撤去の調査 撤去、回収、分別

に要するコスト5円/W 

目標コスト5円/W以

下にさらに削減する

ための目標設定と、

それに向けた課題抽

出、必要な対策を調

査 し 、 取 り ま と め

る。 

産業用発電施設の撤去費用に関するアン

ケート調査において、杭基礎の場合、23.0

円/W、コンクリート基礎の場合、27.4円/W

程度であることを確認。 

本調査での撤去費用にかかる試算結果に

ついて、産業用太陽光発電施設で見込まれ

ている撤去費用（建設コスト５％）を下

回っていることが確認できた。(建設コス

トは調達価格検討委員会資料10～50ｋW平

成24年7～9月期のコストデータをもとに算

出。) 

○ 

 

②回収の調査 一般化した回収コストの試算結果より。

トラック輸送の場合、１Wあたり1.62円、

JRコンテナの場合、１Wあたり1.49円であ

り、5円/Wを下回ることが確認された。 

コレクションポイントの適正配置、保管

費用の削減、効率のよい積載などがコスト

削減の課題となっている。 

○ 

 

③分別の調査 分別試験において１Wあたり0.28円程度

を確認。 

標準作業書の作成などによる効率化等で

の更なる低減も見込まれる。 

○ 

 

(2)太陽電池モジュール撤去における実作業調査 

①撤去作業の

現場調査及び

撤去の実作業 

撤去の技術課題の抽

出 

 

太陽電池モジュールの撤去調査によって

得られた情報を元に、模擬屋根を用いて太

陽電池モジュールの撤去を試験的に行い、

撤去における課題として6つの項目が挙げ

られた。その中でも特にモジュールの撤去

費用に寄与している項目として「太陽電池

モジュール設置の諸条件の違い」「太陽電

池モジュールの荷下ろし工事に係る工数」

「屋根上作業の危険性」が挙げられた。 

○ 

 

課題の解決策 

 

撤去の調査によって抽出された 6 つの課

題について、調査を元にそれぞれ解決策の

提示を行った。 

○ 

 

撤去コスト削減の可

能性の明確化 

 

抽出された6つの課題のうち、解決策を

用いてコスト削減が可能で、且つ撤去側の

改善によりコストの削減が可能であるもの

が2つあることが判明した。 

○ 

 

目標コストの策定 

 

住宅用の太陽光発電システムにおいてパ

ネル24枚の撤去を行う場合の撤去費用は

198,000円という試算結果となった。その

後、撤去における課題を解決することによ

り、現状より40%程度の撤去コスト削減が

可能であると推定された。 

○ 

 

※達成度 

◎：数値目標クリアに加えて想定以上の付加価値を実証、○：数値目標クリア、△：達成見込み 
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②低コスト分解処理技術 FS（開発） 

主要な成果、達成度について表Ⅲ-1-2 に示す。 

 

表Ⅲ-1-2.  研究開発項目②低コスト分解処理技術 FS（開発）の主要な成果（平成 26 年度） 
テーマ名 目標 成果 達成度 備考 

(1)結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発 

①小型試験機

の設計・製作 
パネルからガラス

を 剥 離 す る た め に

ローラ式剥離機を設

計・製作する。 

小型試験機の設計・製作した。回転する

２本のローラ間にパネルを通すことでガラ

スを剥離し、シートからガラス粒を選択的

に剥離する構造とした。 

○ 

処理速度を勘

案した実証機

の製作を進め

る。 
②前処理方法

の検討 
太陽電池パネルか

らガラス分を剥離す

るために有効な手段

を検討する。 

ガラスを固定している熱軟化性樹脂を加

熱することにより剥離性が向上することが

わかった。加熱方法としてハロゲンヒータ

を採用した。 

○ 

パネル毎に条

件を適正化す

る 必 要 が あ

る。 
③最適な運転

条件の検討 
製作した試験機に

おいて最適運転条件

を検討する。 

試験機の運転条件を変え、種々のパネル

において剥離試験を実施した。結果、パネ

ルの種類により剥離状態に差異があること

がわかった。 

○ 

パネル毎に条

件を適正化す

る必要があ

る。 
④選別方法の

検討 
 

剥離した回収物に

おいてガラス分と金

属分に選別する方法

を検討する。 

剥離したガラス粒について、色彩選別機

により選別を行った。結果、シート分や金

属分が付着しているものとしていないもの

に選別が可能であることがわかった。 ○ 

選別プロセス

を把握するた

めに、サンプ

ル量を確保し

検討を重ねる

必要がある。 
⑤回収物の評

価 
 

ガラス分と金属分

各々について再資源

化が可能かを評価す

る。 

剥離後の粒度毎ガラスとシートについて

の組成評価、及び物質収支を確認した。 
結果、金属含有の少ない 0.6mm 以上の

ガラス粒については、再資源化できる目途

がついた。 ○ 

パネル毎に使

用している金

属の種類や量

に違いがある

ため、回収物

の評価検討を

重ねる必要が

ある。 
 

⑥剥離・選別

ラインの設計 
処理コストを試算

し、5 円/W 以下を目

標とする。 

上述の知見をもとに剥離・選別ラインを

想定し、分解処理コストを試算した。結

果、2.9 円/W で処理できる見通しを得た。 
 ○ 

本技術を用い

た実用規模の

スケールの剥

離・選別ライ

ンを検討し、

実証試験を実

施する 
(2)ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発 

①剥離液Ａの

消費量低減策

の検討 

ガラス面残存 EVA を

除去する剥離液Ａの

消費量を１／１０ま

で低減し剥離液コス

ト低減を狙う。 

ガラス面側から０．１mm 以下の厚みの

EVA を残す所までの研削を実施することで

剥離液 A での膨潤量を１／１０まで低減で

きる見通しを得た。 

また、EVA への膨潤飽和が起きるまでの

特性を確認（膨潤飽和時間約３０分）、及

び、膨潤飽和までの過程で物理力を加え、

剥離可能最短時間の計測（最短剥離時間５

分）を実施。 

 

○ 

 

②剥離液Ｂの

消費量低減策

の検討 

ガラスから分離し

た EVA 積層体から金

属を分離する剥離液 B

の消費量を１／１０

まで低減し剥離液コ

スト低減を狙う。 

剥離液 B でのＥＶＡを膨潤させるプロセ

スは、消費量低減に限界があることが判

明。「次々項目④」にて、消費量低減策も

含め剥離プロセスを変更することで処理コ

ストを達成できる見通しを得た。 

 

○ 

 

③剥離液Ａに

よる処理速度

向上のための

システムの基

剥離時間の目標２

時 間 、 実 験 機 の 製

作・コスト検証。 

①により剥離液Ａ浸漬槽への EVA 持込量

を低減、かつ膨潤飽和が起きる前に浸漬処

理を終えブラシによる物理力にて EVA の剥

離を行うことで、処理時間を短縮できる見

○ 
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本構成検討 通しを得た。（剥離時間５分） 

④剥離したＥ

ＶＡ・金属複

合体から金属

類を分離する

ための B 液処

理の基本シス

テム構成の検

討 

剥離液 B による処

理の基本システム構

成確立。 

EVA と金属類の複合体に剥離液 B を加え

膨潤、剥離を促進するため攪拌機を使用し

液中でのせん断力を加えた後、比重分離に

て EVA とシリコン・金属の分離を行うプロ

セスを考案。 

但し、剥離液 B により EVA を膨潤させる

ことで消費量大幅低減と分離時間の短縮が

困難であることからプロセス改善の検討実

施した結果、単価が安く、比重分離にて分

離時間を大幅短縮させるための新たな溶媒

を使用し、同様の評価を実施。シリコン・

金属の回収率約８０％、かつ処理時間にお

いても５分を達成できる見通しを得た。 

○ 

 

(3) 結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技術の調査/開発 

①ロール式破

砕機によるガ

ラスの剥離 

ガ ラ ス 回 収 率

50wt ％ 以 上 あ る こ

と。 

ロール間隔の最適値は 6mm であったがガ

ラス回収率は平均 44wt％であった。 

△ 

パネル毎にパ

ネル厚さが異

なるためロー

ル間隔制御よ

りロール間の

圧力制御がで

きる機構が必

要。 

②ハンマー型

破砕剥離機と

遠心風力破砕

機によるガラ

ス剥離率の比

較 

ハンマー型破砕剥

離機と遠心風力破砕

機の選定すること。 

比較ではハンマー型破砕剥離機が優れ、

ロール式破砕機との組合せではガラス回収

率は総合平均 60wt％であった。 
○ 

 

③効率的な分

級法の検討 

回収したガラスとそ

の他が有価性のある

状態で分離できるこ

と。 

ガラスとバックシート等のセル屑とふる

い下に分級でき、それらはすべて有価性あ

ることを確認した。 
○ 

 

④低コスト処

理の実現 

200MW/年処理時に処

理コスト 2 円/W 以下

を達成すること。 

 

建設費用、運転費用、有価物売却益等を

考慮して 0.32 円/W 処理（有価物売却益

1.88 円/W を含む）の見通しを得た。 
○ 

 

(4) 可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの資源回収技術の開発 

①太陽電池モ

ジュールのガ

ラスと EVA/セ

ルの分離 

サイクルタイム：50

秒/枚 

 

サイクルタイム：50 秒/枚 

○ 

様々な使用済

みモジュール

での実験、刃

の耐久性の検

証 

②可溶化法に

よる EVA/セル

からの資源回

収 

80%以上の資源回収率 90%以上の資源回収率 

○ 

ビーカーレベ

ルでの実験で

は達成した

が、スケール

アップし確認

する必要 

③PV モジュー

ルより分離す

る金属回収技

術の開発 

金属・シリコン 500g

から銀の回収率 90％

以上 

可溶化で回収した金属・シリコン 482g か

ら銀の回収率 51% 

△ 

モジュールに

構成しなかっ

た太陽電池セ

ルからは銀の

回収率 89%で

あった。条件

を詰めれば回

収率向上の可

能性は十分に

ある。 

※達成度 

◎：数値目標クリアに加えて想定以上の付加価値を実証、○：数値目標クリア、△：達成見込み 
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③低コスト分解処理技術実証 

主要な成果、達成度について表Ⅲ-1-3 に示す。 

 

表Ⅲ-1-3. 研究開発項目③低コスト分解処理技術実証の主要な成果（平成 27～28 年度） 
テーマ名 目標 成果 達成度 備考 

(1)結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術実証 

①実証剥離機

の開発 
 

実用に耐えるべく

パネル 1 枚を 60 秒以

内で処理し、より粗

粒な剥離後ガラス粒

として剥離可能な実

証 剥 離 機 を 製 作 す

る。 

パネル 1 枚を 60 秒以内で処理し、小型

剥離試験機よりも粗粒な剥離後ガラス粒と

して剥離可能な実証剥離機を製作した。 
○ 

多種のパネ

ルについて評

価試験を実施

し、最適稼働

条 件 を 見 出

し、汎用性を

高める。 
②ガラス中ヒ

素成分の同定

機器選定と測

定評価 
 

ガラス中のヒ素成

分を定量的に測定す

る機器を選定する。 

可搬型の蛍光Ｘ線分析装置にてガラス中

のヒ素成分の含有量が定量的に測定可能か

検討した。結果、定量が可能なことがわか

り機器を導入した。導入した機器において

パネル１枚あたり 60 秒以内で測定可能で

あることを確認した。 

○ 

多種のパネ

ルについて評

価試験を実施

し、最適稼働

条 件 を 見 出

し、汎用性を

高める。 
③試作プラン

トによる事業

化検討 
 

実証剥離機、振動

篩、色彩選別機を設

置した試作プラント

を製作し、実証試験

に必要なデータを取

得する。 

実証剥離機、振動篩、色彩選別機を設置

した試作プラントを製作し、実証試験を開

始した。 
○ 

搬送等の付

帯設備を含め

た実証プラン

トの設計を進

める。 

(2)ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル技術実証 

①実機パネル

での実証 

分 解 処 理 コ ス ト 目

標；5円/W 

処理コスト試算結果 2.35 円/W（有価物

売却益 2.81 円/W を含む）。 

実使用後の返却されたパネルのＥＶＡ剥

離工程にてガラスからのＥＶＡ剥離力が弱

く、改良中。 

有価物売却コストを除くモジュール分解

コストとしては 5.16 円/W で更なるコスト

低減に取組中。 

○ 

①分離工程の

確立 

分離工程改

良によりコス

ト低減が見込

めるが有価物

評価の結果を

待ってプロセ

ス を 確 定 す

る。 

②剥離剤の改

良 

 使用後パネ

ルのＥＶＡ膨

潤率 75%を目

指した改良 

③剥離剤補助

の為の物理力

強化策の確定 

② 試 作 パ イ

ロットライン

による実証 

分 解 処 理 コ ス ト 目

標；5円/W 

研削、分離工程に関する実証機仕様確

定。剥離工程の実証機仕様詰め中。パイ

ロットライン稼動によるコスト検証は本年

度中に結果を出す予定。 

△ 

上記剥離方法

の確立 

③回収シリコ

ンの純化研究 

シリコン純化の低

コストプロセスの確

立。 

分離工程で回収したＥＶＡ、金属類を含

むＥＶＡ積層体のＥＶＡ除去、エッチング

により純度 98.5%以上の金属シリコン粒子

が回収できた。 
○ 

①処理時間の

短縮 

②シリコンの

付加価値調査

と処理コスト

の検証 

④有価物評価

検証 

有価物の価値確定

（分解処理含むトー

タル処理コスト 0.1

円/W）と売却ルート

の確立。 

モジュールを分解、回収したガラス、分

離処理を施したＥＶＡ積層体の付加価値調

査によりトータル処理コスト 2.35 円/W を

達成。リサイクル率；90%達成 

△ 

①プラント実

証機での分解

回収物の付加

価値向上のた

めの処理条件
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最適化 

(3)ホットナイフ分離法によるガラスと金属の完全リサイクル技術開発 

① アルミフ

レーム除去装

置の開発及び

実証 

処理能力 

50 秒/モジュール 

処理能力 

50 秒/モジュール 

○ 

様々なメー

カーのモ

ジュール、処

理枚数量を増

やし、目標処

理能力に達す

るか確認す

る。 

② バックシー

ト除去装置の

開発 

処理能力 

50 秒/モジュール 

処理能力 

50 秒/モジュール 

○ 

様々なメー

カーのモ

ジュール、処

理枚数量を増

やし、目標処

理能力に達す

るか確認す

る。 

③ ガラス分離

装置の改良及

び実証 

処理能力 

50 秒/モジュール 

現在実験中 

△ 

ホットナイフ

のさまざまな

材質を試し耐

久性の確認を

しながら処理

能力の達成 

④ ガラス表面

ＥＶＡ除去装

置の開発 

処理能力 

50 秒/モジュール 

処理能力 

70 秒/モジュール 

△ 

ガラスメー

カーが受入可

能レベルのＥ

ＶＡ残存量ま

での除去及び

処理能力の達

成 

⑤ ガラスカ

レットを板ガ

ラス原料にす

るための調査 

受入条件の明確化 混入ＮＧ成分 

受入荷姿の把握 
△ 

・ＥＶＡ残留

厚の明確化 

ガラスメー

カーにて試験 

⑥ ガラス破砕

機・選別機の

開発 

処理コスト 40 円/kg

以下 

⑤の結果から破砕機・選別機の導入見送り 

- 

 

⑦ 回収金属の

売却単価の調

査 

回収金属の明確化 各処理方法による回収金属評価 

△ 

複数の精錬

所により評価

を入手する 

⑧ ＥＶＡ/セ

ル層の処理方

法の検討及び

ＥＶＡ/セル

層処理装置の

開発 

処理コスト 30 円/kg

以下 

熱分解・油化処理コスト 57 円/kg 以上 

△ 

回収金属評

価と処理装置

及びランニン

グコストのコ

スト比較 

⑨ 実験・試験

プラント建設

及び実証試験

による処理コ

スト評価 

半自動化 100 枚以上

処理 5円/W 以下 

100 枚以上処理のためのモジュール確保 

△ 

 

(4)合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処理技術実証 

① 基板ガラス

とカバーガラ

スの解体技術

開発 

合わせガラス型太

陽電池モジュールを

ホットナイフ法で、

カバーガラスと基板

ガラスを割らずに分

割 す る 。 割 れ 率 ５

０％以下を目指す。 

加熱炉を用いて EVA

カバーガラスは割らずに回収できるの

で、基板ガラスが割れてもガラスの割れ率

は 35.5 重量％（カバーガラス：9.8kg、基

板ガラス：5.4kg）であった。 

ホットナイフ装置による合わせガラス型

太陽電池モジュールの分離処理時間は現状

では、約 400 秒/枚（合わせガラス送り速

度 3mm/秒）であった。 

△ 

ホットナイ

フの刃の耐久

性に課題があ

る。 

モジュール

の分離処理時

間の短縮が課

題である。 
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を蒸し焼き状態で熱

分解する EVA 除去プ

ロセスと比べ、使用

熱量を５０％以上削

減 す る こ と を 目 指

す。 

ホットナイフ装置

による合わせガラス

型太陽電池モジュー

ルの分離処理時間に

ついて、１２０秒／

枚以下を目指す。 

② 封止剤 EVA

の剥離技術開

発 

基板ガラス及びカ

バーガラスから EVA

を剥離する為の剥離

液の組成、剥離方法

を確立し、試作プラ

ントの仕様決定のた

めのデータ収集と薬

液等のコスト検証を

行う。 

試作プラントの仕様決定のためにトルエ

ンを選定してデータ収集を行った。 

○ 

トルエンに

対応した EVA

剥離の試作プ

ラントの仕様

決定と設計・

製作が課題で

ある。 

トルエン相

当の剥離能を

持ち、より取

扱の容易な薬

液の探索を継

続する。 

③ 薬液処理技

術の検討 

薬液処理技術を広

く調査し、これらを

比較して、最善の処

理方法を選定する。 

CIS および Mo 膜の剥離剤として、廃液処

理のコスト低減を考慮して過酸化水素水を

検討した。 
○ 

 

④基板ガラス

からの CIS 膜

の剥離、Mo 膜

の分離技術開

発 

CIS 膜剥離の剥離

液、Mo 膜分離の分離

液の仕様を確立し、

試作プラントの仕様

決定のためのデータ

収集と薬液等のコス

ト検証を行う。 

CIS 膜剥離の剥離液、Mo 膜分離の分離液

を検討中である。 

△ 

処理時間の

短縮と廃液処

理が課題であ

る。 

⑤割れガラス

からの CIS 膜

の剥離、Mo 膜

の分離技術開

発 

割れガラスに対応

したプロセスを確立

し、試作プラントの

仕 様 決 定 の た め の

データ収集と薬液等

の コ ス ト 検 証 を 行

う。 

ミキサー試験のデータにより、湿式撹拌

剥離方式の試作プラントの仕様を検討中で

ある。 

△ 

処理後の有

価物の回収法

が 課 題 で あ

る。 

⑥試作プラン

ト構築、実証 

各開発結果から得

られたデータに基づ

いて試作プラントを

構築する。 

試作プラント構築のためのデータを収集

した。 
△ 

実施計画に

沿った試作プ

ラントの構築 

(5)PVシステム低コスト汎用サイクル処理手法に関する研究開発 

①システム整

備と装置立上

げ 

汎用リサイクル処

理システムの整備及

び立上げが完了して

いること。 

汎用リサイクル処理システムの整備及び

立上げを完了。 
○  

②EVA 熱処理

装置の長期信

頼 性 ・ 安 定

性・経済性の

向上 

EVA 熱処理装置の改

造及び性能評価が完

了していること。 

EVA 熱処理装置の改造及び性能評価を完

了。 

○  

③処理システ

ム全体の実用

性及び処理コ

スト評価 

連続処理試験に供

する CIS 系工場スク

ラップの提供につい

て、PV モジュール

CIS 系工場スクラップ 15 千枚の提供につ

いて、PV モジュールメーカーと交渉中。 

アルミ枠・カバーガラスの有価売却先、

及びバックシートの処理先との契約を完

△ 

PV モジュール

メーカーとの

契約締結。 

CIS 粉の有価
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メーカーとの契約が

完了していること。 

リサイクル処理で

得られたアルミ枠・

カバーガラス・CIS 粉

の有価売却先、及び

基板ガラス・バック

シートの処理先との

契約を完了している

こと。 

年間 200MW 処理時

の処理コスト 5 円/W

以下を達成する目処

の付いた運転条件下

での、連続処理試験

計画の策定が完了し

ていること。 

了。 

CIS 粉の有価売却先、及び基板ガラスの

処理先との契約交渉中。 

売却先、及び

基板ガラスの

処理先との契

約締結。 

※達成度 

◎：数値目標クリアに加えて想定以上の付加価値を実証、○：数値目標クリア、△：達成見込み 
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④太陽光発電リサイクル動向調査 

主要な成果、達成度について表Ⅲ-1-4 に示す。 

 

表Ⅲ-1-4. 研究開発項目④太陽光発電リサイクル動向調査の主要な成果（平成 26～28 年度） 
テーマ名 目標 成果 達成度 備考 

(1)太陽光発電リサイクルにおける国内外動向および評価手法に関する調査 

①海外におけ

る使用済み太

陽 電 池 モ

ジュールに関

する動向調査 

海外における太陽

光発電システムの適

正処分に関する技術

動向、政策動向、実

施事例などを継続的

に把握する。 

海外諸国における使用済み太陽電池モ

ジュールの適正処分、リサイクル等に関

する政策や市場の動向、リサイクル技術

の開発動向を継続的に調査し、欧州、米

国に加え、中国や韓国などの状況も把握

した。また、リユースという観点から欧

州における状況、国際協力事業における

活用可能性について調査した。 

○ 

 

②太陽光発電

リサイクルに

関する評価手

法の検討 

太陽光発電システ

ムのリサイクル関連

技術の横断的評価の

た め の 指 標 を 検 討

し、評価手法を確立

する。 

太陽光発電リサイクルに関連する評価

手法・視点に関する既存事例の概略を把

握し、それらを参照のうえ、太陽電池モ

ジュールリサイクル技術の評価手法を検

討し、確立した手法をガイドラインとし

て取り纏めるための構成案を検討した。

また、既存プロジェクトを対象とした予

備的な環境影響評価を実施した。 

○ 

 

(2)太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び排出量予測 

①国内の技術

動向、政策動

向、実施事例

の定点観測 

国内における太陽

光発電システムの適

正処分に関する技術

動向、政策動向、実

施事例などを継続的

に把握する。 

文献調査、ヒアリング調査等に基づき、

国内における太陽光発電システムの適正処

分・リサイクルに関する最新の技術動向を

整理した。 

文献調査等に基づき、国内における主た

る政策動向について整理した。 

文献調査、ヒアリング調査等に基づき、

太陽光発電システムのリユースの実態及び

今後の事業化の可能性・課題等について検

討・整理した。 

○ 

 

②太陽光発電

システムの分

布調査と、そ

の分布に基づ

いた排出量予

測 

国内の太陽光発電

システム導入分布を

考慮した排出量予測

をまとめる。 

公表データ等に基づき、国内における太

陽光発電システムの導入量データ（都道府

県別・モジュール種類別）を整備した。 

複数の排出見込量予測について検討・試

算を実施し、初期状態、出力低下率、排出

判断に至る出力低下率（閾値）を変数とす

る排出予測モデルが、排出量予測の高度化

を行う上で、有効なアプローチとなること

を確認した。 

○ 

 

※達成度 

◎：数値目標クリアに加えて想定以上の付加価値を実証、○：数値目標クリア、△：達成見込み 
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２．個別テーマの成果と実用化見通し 

 

①低コスト撤去・回収・分別技術調査 
【平成 26年度】 

(1)使用済み太陽光発電システムのリサイクル処理を安定的に実施するための課題調査

（イー・アンド・イー ソリューションズ、ＤＯＷＡエコシステム、秋田県資源技術開

発機構） 
 

1.成果詳細 

使用済み太陽光発電モジュールは、普及後の日数が浅いため、経年劣化等によりまとめて発生する

ことはなく、非常にばらついた個所から、主に自然災害等の原因により突然かつ不定期に発生するこ

とが想定される。本調査では、ヒアリング調査などのほか、廃棄モジュールを実際に回収し受け入れ

ることができる体制を一か所（秋田県のレアメタル等リサイクル資源特区内）で整え、破損品、不良

品などの発生により生じた廃棄モジュールを実際に回収し、回収にかかる情報取得を主な目的として

実施している。そして撤去などの情報の他、破損等の要因の把握など、これまで整理されていない、

実際的な情報整理、課題の取り纏めを行っている。 
また、欧州では太陽光発電モジュールのリサイクルが先行しているが、コレクションポイント等の

回収に関する点については、既存の調査において余りフォーカスされてきておらず、本調査において

現地での情報の収集、整理を行った。 

 

a) 撤去に関する調査 

i) 現状及び課題 

撤去について、現状は一部破損品、不良品が発生し、個別・小規模での対応がなされており、撤去

作業についての知見の集積はなされていない。欧州調査において、撤去作業については、太陽光発電

事業者の責任範囲で行われ、現場撤去・回収以降は PV CYCLE との調整で実施されていることが確認さ

れた。 

 

撤去に関する課題について、設備の長期間利用による経年劣化による作業阻害、あるいは架台、基

礎等の多様な組合せによる効率的作業の阻害が想定される。この場合、取外し作業は設置作業に比べ

て、労力を要するものになると考えられる。課題解決策として、現状としてはまず撤去事例にかかる

事例の集積と検証、解体撤去に関する作業手順の作成と撤去技術講習などの実施が考えられる。また、

易解体設計の検討、導入も有効と考えられる。 

 
ii) 撤去コストの検討 

本調査では、施工事例あるいは一定規模の発電施設を想定した現状での解体撤去コストの試算を

行った。調査方法は施工業者等に対するアンケート、ヒアリング調査によるものである。調査対象と

して、家庭用太陽光発電施設、産業用太陽光発電施設それぞれに、概略の共通仕様を設定し、概算見

積もりを入手し、その結果を整理している。共通仕様を含めた撤去コストの調査方法を以下に示す。 
家庭用の撤去コストについて、今回の仕様及び規模（4.32kW）の場合、撤去費用全体のコストは、

リユースを想定しない場合（全回答）で平均 246 千円程度となり、モジュール 1 枚あたりで計算する

と、13,672 円（寄棟）、12,931 円（切妻）となり、屋根の形状による大きな違いは見受けられなかっ

た。コスト区分として、大きな比率を占めたのが足場工事を含めた準備作業であり、両方の屋根の形

状とも平均 4 割程度を占めていることが分かった。 
リユースを想定した場合とリユースを想定しない場合（「する」を回答した結果のみ比較）について

は、寄棟で「リユースする場合」が 14,183 円/枚、「リユースしない場合」が 12,648 円/枚であり、切

妻の場合、「リユースを想定する場合」が 13,371 円/枚、「リユースを想定しない場合」12,321 円/枚で

あった。屋根の形状の両ケースとも、「リユースを想定する場合」は「リユースを想定しない場合」に

比べて、1 割程度のコストアップが見込まれた。また、これらの増加分はリユースのために破損しない

ような養生費用や取外し後の梱包のための費用であることがアンケート調査の個別の回答からわかっ

ている。 
解体撤去（住宅用の屋根）の場合は、足場等の準備作業のコストが大きなウェイトを占めているこ

とが見積検討から明らかとなっている。安全確保の観点からコスト削減を目的とした検討は難しいが、
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足場については、安全確保の観点だけでなく、足場の作業性向上を考慮することにより、総合的な撤

去作業の効率を高める方策が有効と考えられる。 
 

表Ⅲ-2-①-(1)-1 撤去コストの調査方法 
１．家庭用 

規模 240W×18 枚（4.32kW） 
屋根の形状 寄棟と切妻の両ケースを設定。 

２．産業用 
規模 240W×200 枚（48kW） 
基礎 杭基礎とコンクリート基礎の両ケースを設定。 
架台 溶融亜鉛メッキを設定。 

３．アンケート調査対象 
〇対象企業：モジュール販売業者、施工業者等（一部、解体業者へのヒアリング結果含

む） 
〇対象企業の立地する地域：全国（東北～九州） 
〇対象企業の概要：家庭用及び産業用の太陽光発電設備の取扱（販売、施工等）実績が

ある会社 
〇対象数：65 社にアンケート送付 
○コスト範囲：準備（足場工事費等）、モジュール撤去、架台撤去、パワーコンディショ

ナー・接続箱等撤去、その他（リユースの場合は養生費等） 
 

表Ⅲ-2-①-(1)-2 家庭用発電施設に関する撤去コスト（アンケート結果） 
撤去コスト 
（円） 

寄棟 切妻 

しない 
(n=12) 

する/しないの両方を回答

(n=7) 
しない 
(n=11) 

する/しないの両方を回

答(n=6) 

しない する しない する 

合計 246,103 227,663 255,291 232,749 221,773 240,673 

１枚あたり 13,672 12,648 14,183 12,931 12,321 13,371 

1W あたり 57.0 52.7 59.1 53.9 51.3 55.7 
 
産業用の撤去コストについて、今回の仕様、規模（48kW）の場合、撤去費用全体のコストは、リ

ユースを想定しない場合（全回答）で「杭基礎」で平均 1,106 千円程度（1 枚当たり 5,530 円）、「コン

クリート基礎」で 1,314 千円（6,571 円）となり、コンクリート基礎は杭基礎の 2 割程度のコストアッ

プが見込まれた。理由としてはヒアリング調査結果などからも、杭基礎はコンクリート基礎に比べて、

取扱い（取外し）が容易であり、その分の作業コストが低く見込まれたものと推察される。 
リユースを想定した場合とリユースを想定しない場合（「する」を回答した結果のみ比較）について

は、杭基礎で「リユースを想定する場合」が 7,261 円/枚、「リユースを想定しない場合」が 6,404 円/
枚であり、コンクリート基礎の場合、「リユースを想定する場合」が 7,804 円/枚、「リユースを想定し

ない場合」が 6,985 円/枚であった。基礎の種類の両ケースとも、「リユースを想定する場合」は「リ

ユースを想定しない場合」に比べて、1 割程度のコストアップが見込まれた。これは家庭用の場合と同

レベルのコストアップであった。 
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表Ⅲ-2-①-(1)-3 産業用発電施設に関する撤去コスト（アンケート結果） 
撤去コスト

（円） 
杭 コンクリート 

しない 
(n=11) 

する/しないの両方を

回答(n=7) 
しない 
(n=10) 

する/しないの両方を回答

(n=6) 

しない する しない する 

合計 1,105,909 1,280,714 1,452,143 1,314,200 1,397,000 1,560,750 

１枚あたり 5,530 6,404 7,261 6,571 6,985 7,804 

1W あたり 23.0 26.7 30.3 27.4 29.1 32.5 
 
産業用の太陽光発電所の場合は、建設（システム）コストの 5％程度を既に撤去コストとして織り込

んでいるのが通常であるということが本調査においても確認している。５％のコストと本調査で想定

した撤去コストの範囲、定義が異なり厳密な比較はできないが、本調査試算による撤去コスト（下表

の A)の値）と上記の考えを試算対象施設で適用した場合（システムコストの 5％）の撤去コスト（下

表の d)の値）を参考として比較した。 
本調査の試算（想定規模の撤去コストトータル）は 1,106 千円（杭基礎）、1,314 千円（コンクリー

ト基礎）で、システムコスト 5％（撤去費用）は 1,133 千円であり、本調査の試算は概ね５％という目

標値をクリアできることが期待できる。 
 

表Ⅲ-2-①-(1)-4 撤去コストの目標値確認 
項目 内容 

a) 撤去コスト システム費用の 5％（太陽光発電事業計画にお

ける計上） 

b) 太陽光発電のシステム

費用 

47.2 万円/kW （10kW－50kW 未満、平成 24 年 7-

9 月期 ） 

c) 本試算事例のシステム

コスト 

22,656 千円（48kW×47.2 万円/kW ） 

d) 本試算事例の撤去コス

ト（c)システムコストの

5％） 

1,133 千円（22,656 千円×5％） 

A) 本試算（撤去コスト） 

（処分費、売却コストは

加味していない） 

1,106 千円（杭基礎、平均）（Wあたり：23.0

円） 

1,314 千円（コンクリート基礎、平均）（Wあ

たり：27.4 円） 

 

iii) 課題解決策の検討 

架台、基礎については、地形、地質、気象、あるいは関係者が所有する技術により、多様な種類、

多様な組合せが存在する。このため、解体撤去作業においては、これらの要素を考慮する必要があり、

現状では資機材の選定含めてケースバイケースの対応となると考えられる。一般的な考え方として、

モジュールの固定を簡単にする、架台の易解体設計などが考えられるが、設置時点ではそれを考えて

選択することは困難である。 
一方で、撤去後の太陽光発電モジュールのリユースを想定する場合には、全体の流れも大きく影響

を受ける。リユースを行うのかどうかの決定は、計画的撤去の場合に重要な観点で、これにより解体

撤去の効率も大きく変わることになる。 
もう一つの重要ポイントは、スキルの向上である。現状、事例は少ないが、作業手順の作成、撤去

技術講習などの継続的な実施は重要である。また、作業は労働安全を担保している必要があり、撤去
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事例にかかる事例の集積、検証を行い、効率化、安全な作業のための向上を図っていくことが、健全

なリサイクルを行う上で必要な基礎要素となると思われる。 
 
大規模なケースに該当するが、架台については現場での分別を確実に行うことにより、素材に適し

た引取施設に運搬することができ、回収（運搬）に関する効率化を行うことができる。発電モジュー

ルについては、アルミの枠を太陽光発電施設の現場で行うことができれば、アルミとその他とそれぞ

れに適した引取施設（保管、リサイクル施設）に提供することが可能であり、回収（輸送）コストの

低減につながる可能性がある。このため現場でのアルミ枠の分別を効率的に行う方法、技術が有効と

なる。 
また、製品設計時にアルミ枠の取外しを考慮した技術があれば、これを適用することにより、後の

撤去、回収、リサイクルの工程の効率化に貢献するものと考えられる。 
 

b) 回収に関する調査 

i) 現状及び課題 

廃棄される太陽光発電モジュールについて、現状発生する分については大きく分けて工場ロットア

ウト、製品の不具合、破損（運搬時、 施工時、運転時（自然災害等））、使用済みとなったものの廃棄

が考えられる。ヒアリング調査の結果から不具合の場合は多くがパネルメーカーにより回収されてお

り、その後の処理については太陽光発電事業者としては不明との回答であった。破損に関しては、設

置時の作業中等における破損、積雪及び強風等の自然災害による破損の事例があった。回収に関する

欧州調査において、産業用の発電施設からの廃棄モジュールの発生件数は少ないが、1 箇所あたりの発

電規模が大きく、モジュール数は多い。従って、PV CYCLE ではダイレクトコールで情報を得た後、収

集計画を組んで実行している。家庭用については、外した工事会社や所有者が PV CYCLE のウェブサイ

トで申し込みをした後、最寄りのコレクションポイントまで、所有者が運搬することになる。コレク

ションポイントは、地域での偏りが生じないように 50km 以内には、2 つ以上が重ならないよう、認証

する際に注意されている。コレクションポイントは、PV パネルが多く設置されるところに、設置業者

が多く存在し、コレクションポイントの密度も濃くなる傾向にあることを確認している。 

回収の課題として、運搬時の積載効率及びロットの確保が効率化の観点から重要と思われる。また。

回収時のパネルの破損防止などの安全確保の配慮も必要となる。 

 
ii) 回収コストの検討 

ii) -1 回収のための準備 
本調査では、破損品、不良品などの発生により生じた太陽光発電モジュールを実際に回収し、回収

コストの検討の他、その他、破損等の要因の把握を行った。太陽光発電モジュール等の回収のため、

専用の組み立て式の通函を作成、用意した。欧州においてはコレクションポイントにおいて既にこの

様な通函が使われているが、海外製の通函はコレクションポイントにおけるフォークリフト等の使用

を前提としたものであるが、日本の特性を考えて、キャスターによる通函の移動が容易であること、

リフター付きのトラックなども利用できることを改良点として､オリジナルに製作した。通函にはモ

ジュールをそのまま入れることができる、帰り便では折りたたんで輸送効率を上げることができる、

壁材は遮光が可能な軽量素材であるなどの特徴は欧州のものと変わらないものとしている。 
回収を実施するにあたって、経済産業省東北経済産業局に協力要請し、管内にある認定された太陽

光発電事業者へは リーフレットによる回収についての周知を行い、また、各県及び市町村の再生エネ

ルギー担当部署へは秋田県資源技術開発機構のホームページを活用し、関連事業者への周知を依頼し、

回収への協力依頼を行った。また、関係する事業者への周知も適宜実施した。回収に関しては、試験

目的として実施するため、試験研究書を秋田県生活環境部へ提出し、「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」の特例措置を受け実施した。 
また、回収時の管理のため、廃パネル管理票を作成し、運用した。運送設計・方法は、破損具合や

発生量、距離によって異なるため、トラック輸送、ＪＲコンテナ輸送など適宜調整を行った。回収対

象物は、工場ロットアウト、不具合、破損、使用済のパネルである。 
荷姿については、パネルを有姿のまま平置きにして複数枚重ね、フォークリフトで積み下ろしが可

能となるよう添え木等をして、荷崩れしないように紐による固縛またはシートによるラッピングを

行った。今回、実際に回収した際に用いた機材等は、積み下ろしに用いるフォークリフト、添え木ま

たはパレット、トラック、JR コンテナ、通函であった。 
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図Ⅲ-2-①-(1)-1 利用した資機材 

 
回収後の保管のために秋田県内の既存倉庫の一角を確保（賃貸）して利用した。倉庫の運用は、秋

田県の「レアメタル等リサイクル資源特区」内で行なった。倉庫は、発電や不慮の事故防止のため、

屋根付き及び施錠可能なものとした。 
 

ii)-2 回収結果 
今回の実回収の対象について、それぞれのケースとその内容を以下に示す。なお、それぞれの運搬

先は秋田県鹿角郡小坂町である。 
 

表Ⅲ-2-①-(1)-5 回収対象の概要 
運搬元 ①群馬県太田市 ②長野県長野市 ③宮崎県国富町 

運搬先までの距離 約 620km 約 600km 約 1,850ｋｍ 

運搬方法 トラック運搬 ＪＲコンテナ運搬 ＪＲコンテナ運搬 

運搬回数 5 回 1 回 1 回 

運搬枚数（合計） 2,508 枚 118 枚 320 枚 

運搬重量（合計） 52,980kg 1,442kg 6,400kg 

 
 
回収に要したコストを以下の表に示す。想定ケースとして、撤去、回収後のリユースを行うケース

とリユースをしないケースを想定した。リユース対象は実際には回収していないが、リユースを行う

ための条件を考慮し、想定しない場合の運搬効率が２分の１、また作業時間が２倍という同一の条件

のもと算定した。ただし、枚数は実際回収した枚数ではなく、想定しうる最大の積載可能量を用いて

通箱 

フォークリフト トラック 
ＪＲコンテナ 

添え木 
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いる。コストの範囲は現場から一次集積所までと、そこから秋田県の保管場所までの費用と、積み下

ろしの作業コストが含まれている。リユースをしないケースとして、群馬県からのトラック輸送で、1
枚当たり 382 円、長野市からの JR コンテナで 436 円、宮崎県からの JR コンテナで 468 円となって

いる。 
 

表Ⅲ-2-①-(1)-6 回収に要したコスト 
運搬元  群馬県太田市 長野県長野市 宮崎県国富町 

リユース  しない する 
（仮定） 

しない する 
（仮定） 

しない する 
（仮定） 

枚数* （枚） 2,508 1,254 236 118 480* 240 

回 収 コ ス ト

（サイトから

一 時 集 積 所

（ 施 工 業 者

等）、保管場所

まで） 

合計 
（円） 

957,000 1,011,000 102,800 113,600 224,640 235,440 

1 枚あたり 
（円/枚） 

382 806 436 963 468 981 

W あたり 
（円/W） 

1.53 3.22 1.74** 3.85** 1.88** 3.92** 

（*パネルの枚数は積載可能量（上限）を想定したた。） 
（**  実際には 1 枚あたり 130W であったが、①にあわせて 250W として計算。） 

 
上記の事例によるコストの検討の他、将来的に使用済モジュールが大量発生するケースを想定し、

この場合での一般化したコストを検討した。検討に際しての前提条件を以下に示す。 
 

前提条件： 

・ コストの構成は、収集、保管、運搬及び積み降ろし作業とする。 
・ パネル規格は、一般的なメガソーラーと同程度規格の 250W、20kg とする。 
・ コレクションポイントは、EU の事例を参考すると収集エリアは半径 50km として想定。 
・ コレクションポイントを関東圏として、リサイクル処理を行う地点を秋田県とする（輸送距離は約

600km）。 
・ コレクションポイントの保管能力は約 100t（250W パネルの重量 20kg として 5,000 枚） 
・ 保管コストは 30 万円/月とする。 
・ National Survey Report of PV Power Applications in Japan 2010 (International Energy Agency 

Photovoltaic Power System Programme (IEA PVPS))より、2010 年の国内導入量は約 1GW 
(991MW)であり、単純にこの分の導入量が設計寿命（20 年）を迎える分を仮の廃棄量（2030 年）

として想定する。 
・ パネル 1 枚（250W）あたりの重量を 20 ㎏とすると、導入量約 1GW の場合、2030 年の廃棄重量は

約 8 万 t と計算される。 
・ この内、東日本の発生量を半分と想定して、月換算すると約 3,330t が毎月発生。 
・ コレクションポイントを東日本で 33 地点（１県当たり１～５地点）と仮定すれば、１地点当たり月

約 100t 収集される。 
・ コレクションポイントまでのパネル１枚当たりの収集コストは、本調査で得られた同程度の距離

（45km）の効率の良い収集コスト 91 円/枚を採用。 
・ 積み降ろし等の作業は、フォークリフトを用いるため本調査と同等の作業と仮定。１時間当たり

10,800 円とする。調査実績から、１時間当たり約 500 枚の積み降ろし作業が可能。 
・ 運搬コストは、ほぼ同等の距離であるので群馬県からのトラック輸送及び長野県からのコンテナ輸

送の金額を採用し、リサイクル施設までとする。 
 



 Ⅲ-15

トラック輸送の場合、１W あたり 1.62 円、1 枚当たり 404 円、JR コンテナの場合、１W あたり

1.49 円、1 枚あたり 372 円と算出されている。この場合には、目安として考えた 5 円/W を下回ること

になるが、これは最大限効率よくコレクションポイントに収集される前提となっている。このため、

コレクションポイントの適正配置、保管費用の削減、効率のよい積載などがコスト削減のポイントと

挙げられる。 
表Ⅲ-2-①-(1)-7 回収コストの目標値確認 

 トラック輸送 JR コンテナ輸送 

1W あたり 1.62 円/W 1.49 円/W 

1 枚あたり 404 円/枚 372 円/枚 
 

iii) 課題解決策の検討 

パネル等の破損防止のためには、運搬中の振動による荷台等の上での移動を防ぐ必要がある。実際

に回収した結果から、紐による固縛、シートによるラッピングのいずれの場合でも、積載量が少ない

場合はパネルの移動が認められた。この移動を防ぐためには、移動できる空間を少なくするように積

載方法を工夫する必要がある。例えば、出来るだけ隙間を埋めるようにパネルを積載するか、パネル

が無い場合は隙間に緩衝材を詰め込む等である。  
今回、試験的に通函及び緩衝材を用いてパネルを運搬した。これにより、パネルの破損を防止し、

安全に運搬出来ることが確認出来た。しかし、通函を用いることで、輸送効率は低下する。そのため、

運用する場合は小口の発生量の場合やリユース目的、有害物質を含むパネルの輸送などに用いること

が効果的と考える。また、この運搬方法は既に破損したパネルの破損物の拡散防止にも有効であると

思われる。 
その他、引越し業者などが利用している発泡スチロールなどを用いた収納ボックスや運搬中の揺れ

による移動や破損を防止する観点から固縛用のベルトを装備したコンテナを開発して活用することな

どが考えられる。 
 

c) 分別に関する調査 

i) 現状及び課題 

分別の現状に関して、リサイクル処理はパネル全体を破砕することが多く、パネルが破損していて

も大きな問題はないため、リサイクルの効率を上げるなどを目的とした分別は想定する必要がないと

考えられた。分別の課題として、リユースを想定した場合の分別による追加コストの発生が見込まれ

る。また、分別の効果的な設定、配置がトータルシステムの中での効率化として重要であることが想

定された。 

 

ii) 分別試験、分別コストの検討 
本調査では、実際に雪害により外されたパネルの抜き取りを行い、リユース出来る可能性がある物

の有無を調べた。回収試験により得られた 50t の廃棄パネルから、100 台のサンプルを無作為に抽出

し、変形、破損の有無を確認した。サンプル 100 台を調査した結果、変形・破損ともに無いものは 88
台だった。変形・破損のあるサンプルのうち、パネルが変形しているものが 1 台、パネルが変形破損

しているものが 4 台、枠及びパネルともに変形しているものが 2 台、枠が変形し、尚且つパネルが変

形破損しているものが 4 台、そして枠及びパネルともに変形破損しているものが 1 台だった。 
破損のなかったパネルは、導線が切断されているので、実際にリユースすることはできない。 

 
図Ⅲ-2-①-(1)-2 破損の状況 
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変形の確認は、直線形の木材を当て、パネル面での変異をみることにより確認。雪害で発生した廃

パネルの調査で、外観上ではリユースの検討をできそうなものが 80%以上存在した。ただし、撤去時

に有価で売却できる導線部分が切断されており、実際には、リユースは出来ない。リユースを進めて

行くにあたり、解体撤去の段階で、リユースのプロセスに入れることが決まっていないと作業ができ

ない。本調査で、メガソーラーから雪害で発生した廃パネルの分別を行ったが、今回のコストは、対

象のパネルが、100 枚で、作業者の人数が 3 名、延べ 70 分の時間を要した。これによる人件費相当が

コストとなり、総額 6,990 円となった。従って、一枚あたり、約 70 円のコストを要した事になる。

従って、一枚あたり、約 70 円のコストを要した事になる（１W あたり 0.28 円）。標準作業書の作成な

どによる効率化や作業者の教育などで、おそらく 2 名で作業出来るようになると考えられる。このこ

とにより、今回の約 2/3 程度のコストで分別が可能となると期待できる。 
 

iii) 課題解決策の検討 

課題の解決策として、リサイクルの前段階の分別の他、撤去時、あるいは回収時の分別を行うこと

により、全体における効率化を図ることが期待できる。例えば、大量に発生する場合には、現場撤去

時にパネルのアルミ枠を取外す、回収時にはパネルの種類ごとに分別保管を行うことより、効率的な

運搬に寄与することが考えられる。リユースの判別を目的としたパネルの分別試験によるコスト検討

では追加的な費用の発生は大きくないことが見込まれたが、リユースの際にはその前段の検査等が必

要で、効率的な検査実施が重要となる。また、分別については、リサイクル、リユースの直前のみな

らず、撤去現場、集積現場での更に前段での分別も全体コストの低減に効果があると思われる。 

 

2.波及効果 

収集網整備により目指している効果は、環境効果である。全国的に太陽光発電モジュールの収集網

を整備でき、この収集網の中に太陽光発電モジュールが入る仕組みができれば、将来大量増加すると

予想されている太陽光発電モジュールの流れをコントロールできるようになる。これをもって、以下

の「3.今後の展開」に記載するように、資源が安易に投棄されなくなる社会システムの構築の実現を

目指す。 

 

3.今後の展開 

 実証事業やモデル事業のような形で国等の公的機関の支援を得て、今後は、これまでに得られた成

果を踏まえ、以下のように、取り組みを発展していきたい。 

 

 地域の拡大 
・  東北地方を中心にして構築した収集網の他地域への展開を推進していく。 

 
 資源価値等が変動しても、安易に投棄されなくなる社会システムの構築とその定着 
・  収集から処分までを最も効率的に行えるネットワークをリサイクル業者の面も含めて構築してい

く。 
・ 数多く収集し、その破損状況なども含め、最適なリサイクルを検討する。ここで最適なリサイクル

とは、最大限資源を投棄することなく，経済的に利用する方法（時代ごとの EVABAT
（（Economically Viable Application of Best Available Technology）とも言える）を指す。 
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(2)太陽電池モジュール撤去における実作業調査（萬世リサイクルシステムズ） 

 

1.成果詳細 

 抽出された課題と解決策及びその効果を表Ⅲ-2-①-(2)-1 に示す。 

 

表.Ⅲ-2-①-(2)-1 抽出された課題と解決策及びその効果 

課題 解決策 撤去コストの

削減可能性 

コスト削減額 

（1） 
太陽電池モジュー

ル、設置工法、設

置諸条件 

撤去作業の案件ごとに、撤去対象

となる太陽電池モジュールのサイ

ズ、枚数、メーカー、設置工法、

対象の屋根の周辺のスペース等に

関する記録を蓄積していきデータ

ベース化し、同一の工法、類似し

た条件の撤去案件が出現した際に

は前例を生かして作業を段取りで

きるようにする 

○ 

24,500～49,000 円 

 
※撤去コスト前提条件 

・住宅：木造 2 階建て住宅 

・屋根：スレート 

・太陽光パネルの枚数：24 枚 

（2） 
太陽電池モジュー

ルの降ろし作業 

家具やピアノ等を 2 階以上の住宅

に運び入れる際に使用される専用

のユニック車の活用が考えられ

る。手順としては、住宅に面した

道路に専用ユニック車を駐車し、

屋根の上で架台から取り外した太

陽電池モジュールを毛布のような

厚手の布で梱包し、専用ユニック

で直接車両の荷台に降ろす方法が

考えられる。屋根上に一時仮置き

できるよう足場による数㎡の仮置

き場を設ければ、専用ユニック車

を使用して 3~5 枚程度を同時に降

ろすことができる。 

○ 

20,000～30,000 円 

 
※撤去コスト前提条件 

・住宅：木造 2 階建て住宅 

・屋根：スレート 

・太陽光パネルの枚数：24 枚 

（3） 

屋根上作業の安全

性確保 

設置時に太陽電池モジュールと架

台の地組（地上の平らな場所で仮

に組み立てる）を行えるように架

台を設計し、設置時と併せ撤去時

も屋根上での作業を減らすことが

考えられる。この場合、撤去時に

もモジュール数枚のユニット毎に

分割した状態で地上に降ろし、地

上で分解作業を行うことになる。

地上設置用を前提とした地組式の

架台であるが、架台製造工場で一

定段階まで組み立てた後、現場で

の組み立てることが可能ないわゆ

るプレハブ化を可能とした架台が

有効である考えられる。 

△ － 
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一般的な結晶シリコンタイプのモ

ジュールは重量が 12～17 ㎏/㎡の

ものが多いが、10kg/㎡未満の薄膜

型太陽電池で既に商品化されてい

るものがある。これら軽量パネル

が、パネルの荷下ろし作業、安全

性の確保の上でも改善が期待でき

る。 

△ － 

（4） 
太陽電池モジュー

ルの分解性 

太陽電池モジュールの設計段階か

ら、アルミ枠とガラス主体のモ

ジュール本体との分解がし易い構

造とすることができれば、リサイ

クル性に優れ、かつ分解作業時間

の短縮化による分解コストの低減

につながると期待される。 

△ － 

（5） 
太陽電池モジュー

ルの部品数 

太陽電池モジュールや架台の設計

段階から、部品点数の少ない構造

とすることができれば、リサイク

ル性に優れ、かつモジュール本体

と架台の分解および架台の部品ご

との分解の作業時間の短縮化によ

る撤去コストの低減につながるこ

とが期待される。 

△ － 

（6） 

撤去中のトラブル

低減 

屋根上での太陽電池モジュール撤

去作業の効率向上および屋根の軒

下の安全確保の観点から、屋根か

ら架台やモジュールを取り外す際

に接続金具類を地上に落とさない

ようにするため屋根上作業時に作

業員が装着する素材別専用ポーチ

の使用や、金具類の保管ボック

ス、また金具類の地上への落下を

防止するための朝顔養生により、

リスクコストの削減が期待され

る。 

△ － 

架台の屋根への取付けに接着剤を

使用する工法があるが、太陽電池

モジュールの撤去作業において

は、最終工程で屋根に付着した接

着剤の除去が必要となる。接着剤

を使用しない工法の場合はこの工

程を省くことができ、撤去作業時

間の短縮による撤去コストの低減

が期待できる。 

△ － 

 

撤去費用算出の調査で得られた結果をもとに、リサイクルを前提とした場合で撤去事業者自らの取

組みでコスト低減が可能になると考えられる「太陽電池モジュールの設置工法、設置条件の情報共有

化」および「太陽電池モジュールの降ろし作業の時間短縮化」を取り入れた場合の目標コストを表Ⅲ-

2-①-(2)-2 に示す。 

設置工法、設置条件の情報共有化を活用した場合、太陽電池モジュールの屋根上での取り外し作業

時間と屋根上からの降ろし時間が 25～54％短縮され、モジュール本体取り外し工事、架台取り外し工

事、モジュール下ろし工事の人件費を 25～54％（24,500 円～49,000 円）低減可能と推定される。また、

専用ユニックを用いた太陽電池モジュールの降ろし作業の時間短縮化を図った場合、専用ユニック車
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のレンタル費用として 20,000～30,000 円分増加が見込まれるが、屋根上からの降ろし時間が約 1/4～

1/5 に短縮されることによりモジュール本体取り外し工事、架台取り外し工事、モジュール下ろし工事

の人件費が 75～80％（約 50,000 円相当）低減可能となり、合計で 20,000～30,000 円の低減が期待さ

れる。さらに、設置工法、設置条件の情報共有化と専用ユニックを用いた太陽電池モジュールの降ろ

し作業の時間短縮化の両方を行った場合は、44,500～79,000 円のコスト低減が期待される。 

上記のような課題解決によりリサイクル、リユースを前提に太陽電池モジュールだけを撤去する場

合の費用削減が期待できる。また更なるコストの削減には、太陽電池モジュールを撤去するために必

要な足場の組み払い工事費 100,000 円の低減が必要となる。このためには、例えばクサビ式足場など、

組み立て時間を大幅に短縮できる組み立て方式の足場の検討なども求められる。 

 

 

表Ⅲ-2-①-(2)-2 現状の撤去コストと目標とする撤去コストの算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※撤去コスト前提条件 

・住宅：木造 2階建て住宅 

・屋根：スレート 

・太陽光パネルの枚数：24 枚 

・太陽光パネルのメーカー・型番：シャープ製ＮＤ-175ＡＣ（175Ｗ/枚） 

 

図Ⅲ-2-①-(2)-1 撤去に係る現状コストと目標コスト 
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表Ⅲ-2-①-(2)-3 住宅用太陽電池モジュールの撤去作業に関するデータベースへの記録入力項目(例) 
 

設置工法 支持金具工法 支持瓦工法 アンカー工法 打込み金具工法 
適用される屋

根の種類 
瓦 瓦 瓦 スレート 

金属屋根 

固定方法 垂木固定工法 垂木固定工法 垂木固定工法 垂木固定工法 
野地板固定工法 野地板固定工法 野地板固定工法 野地板固定工法 

面積 屋根全体の面積 屋根全体の面積 屋根全体の面積 屋根全体の面積 
撤去対象面積 撤去対象面積 撤去対象面積 撤去対象面積 

屋根形状 勾配 勾配 勾配 勾配 
アンテナ等障害

物の状況 
アンテナ等障害

物の状況 
アンテナ等障害

物の状況 
アンテナ等障害

物の状況 
撤 去 対 象 モ

ジュール 
メーカー メーカー メーカー メーカー 
枚数 枚数 枚数 枚数 
1 枚当たり重量 1 枚当たり重量 1 枚当たり重量 1 枚当たり重量 
1 枚当たりサイ

ズ 
1 枚当たりサイ

ズ 
1 枚当たりサイ

ズ 
1 枚当たりサイ

ズ 

撤去後の屋根

の現状復旧 
穴埋め方法 穴埋め方法 穴埋め方法 穴埋め方法 

屋根材の補てん 屋根材の補てん 屋根材の補てん 屋根材の補てん 
車両の駐車可

否 
クレーン車・ユ

ニック車の駐車

可否 

クレーン車・ユ

ニック車の駐車

可否 

クレーン車・ユ

ニック車の駐車

可否 

クレーン車・ユ

ニック車の駐車

可否 
使用可能な車種

（道路幅員） 
使用可能な車種

（道路幅員） 
使用可能な車種

（道路幅員） 
使用可能な車種

（道路幅員） 
周辺スペース 足場設置スペー

ス[m2] 
足場設置スペー

ス[m2] 
足場設置スペー

ス[m2] 
足場設置スペー

ス[m2] 

朝顔養生スペー

ス有[m2]、無 
朝顔養生スペー

ス有[m2]、無 
朝顔養生スペー

ス有[m2]、無 
朝顔養生スペー

ス有[m2]、無 

モジュール分解

の ス ペ ー ス 有

[m2]、無 

モジュール分解

のスペース有

[m2]、無 

モジュール分解

のスペース有

[m2]、無 

モジュール分解

のスペース有

[m2]、無 
留意点 近隣状況 近隣状況 近隣状況 近隣状況 

その他 その他 その他 その他 

結果 工期 工期 工期 工期 

作業工数 作業工数 作業工数 作業工数 

足場の組み方 足場の組みか 足場の組み方 足場の組み方 

撤 去 後 の モ

ジュールの処分

方法 

撤 去 後 の モ

ジュールの処分

方法 

撤 去 後 の モ

ジュールの処分

方法 

撤 去 後 の モ

ジュールの処分

方法 
本プロジェクトの模擬屋根を使用した撤去作業の際には、事前に表Ⅲ-2-①-(2)-3 のような項目の確

認を行わなかったが、設置工法や設置条件に関するデータベースが整備され予め活用できた場合、足

場設置の所要時間は変わらないが屋根上でのモジュール取り外しおよび地上への降ろし作業の時間は

合計で 25~54%程度の短縮が可能になると期待される。 
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表Ⅲ-2-①-(2)-4 データベースを活用した場合の撤去作業短縮効果の予測 
作業工程（1 枚あたり） 模擬屋根試験の結果 予めデータベースを活

用し撤去作業を行った

場合の推定 

作業時間の

短縮効果 

足場設置 2 時間 30 分 同左 ― 
 モジュール取り外し 約 7 分~11 分 約 5 分 29~55% 

屋根からの降ろし作業 約 1 分~2 分 約 1 分 0~50% 
取り外し、降ろし時間合計 約 8 分~13 分 約 6 分 25~54% 
 

 

図Ⅲ-2-①-(2)-2 太陽光パネルの荷おろしの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 太陽電池モジュールを屋根から下ろす作業は、手おろしの場合と重機を用いる場合の双方とも一枚

ずつしか下ろすことが出来ず、一枚あたり 1 分～2 分の時間を要することが判明した。また、手降ろし

の場合は、モジュールの落下事故や手の怪我の恐れもあり安全性確保においても課題が残る。 
 

図Ⅲ-2-①-(2)-3 専用ユニック車を用いた荷おろしの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この課題に対する解決策として、例えば図Ⅲ-2-①-(2)-3 に示すような家具やピアノ等を 2 階以上の

住宅に運び入れる際に使用される専用のユニック車の活用が考えられる。手順としては、住宅に面し

た道路に専用ユニック車を駐車し、屋根の上で架台から取り外した太陽電池モジュールを毛布のよう

な厚手の布で梱包し、専用ユニックで直接車両の荷台に降ろす方法が考えられる。屋根上に一時仮置
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きできるよう足場による数㎡の仮置き場を設ければ、専用ユニック車を使用して 3~5 枚程度を同時に

降ろすことができる。 
 

2.波及効果 

太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクトでは、太陽電池を年間 200MW 処理時に分解処理コスト

が 5 円/KW 以下に抑えることを最終目標としている。本事業では、太陽光発電システムの処理、リサイ

クルの流れの中でコスト低減とリサイクル性の向上に大きな影響を及ぼすと考えられる太陽電池モ

ジュールの撤去工程に着目し、コスト低減とリサイクル性向上に資する撤去作業技術の提案とその実

現可能性および有効性を検討し、課題の抽出と目標コストを明確化した。 

本事業の太陽光発電システムのリサイクル分野での波及効果としては以下のことがあげられる。 

・国内での撤去・リサイクル技術確立による不法投棄、不正輸出、不適正処理の防止 

・データベースの構築による継続的な撤去技術の向上並びに撤去技術の開発加速 

・撤去コスト及び分別回収コストの低価格化 

・撤去の前工程及び撤去工程の簡略化 

・効率的な撤去及び現場での分別推進によるリサイクル率の向上 

・太陽光パネルのリサイクル率の向上による環境負荷の低減 

・太陽光パネルの撤去・コスト低減に伴う、太陽光パネルの買い替え需要の促進 

・撤去事業の確立による雇用の創出 

・太陽電池の撤去技術確立による収集運搬や中間処理業などの周辺産業の振興 

 

 また、太陽光発電システムのリサイクル分野以外への波及効果としては、太陽光発電システムの製

造工程への適用の可能性がある。たとえば、太陽光パネルの製造における部品数の低減やパネル自体

の軽量化により環境への負荷低減につながる可能性がある。 

 

以上、本事業より、日本のリサイクル技術の開発による技術基盤の強化が見込める。 

 

3.今後の展開 

太陽光パネルの処理・リサイクルをする際には、まず必ず太陽光発電システムの撤去から始まる。

このため撤去に関する技術を体系化することにより、国内での不法投棄、不正輸出、不適正処理を防

止することにつながる。また、これらの業務を一手に引き受け、上記の不法行為が発生しないように

するため、撤去、運搬、処理の技術を横断的に調査、開発に取り組んでいく。 
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②低コスト分解処理技術 FS（開発） 

【平成 26年度】 

(1)結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発(三菱マテリアル) 
 

1.成果詳細 
本事業では、初期に導入され、かつ今後も普及が見込まれる結晶シリコン太陽電池を対象とし、

ローラ式剥離機を使用した剥離方式を採用することでガラスと銀をそれぞれ高い品位で回収して再資

源化原料とすることを検討した。 
 
1.1 小型試験機の設計・製作 
 太陽電池パネルからガラスを剥離するため、小型試験機を設計・製作した。本試験機は、回転する 2
本の刃付きローラ間にパネルを通すことでガラスを選択的に剥離し、銀を含有するシートとガラスを

分離することが可能である。本試験機は小型であるため、パネルは長手方向に 6 分割して試験に用い

た。図Ⅲ-2-②-(1)-1 に製作した小型試験機の外観を示す。 
 

 
図Ⅲ-2-②-(1)-1 小型試験機 

 
シートとガラスを高品位で回収するという目的を達成するためには、最適運転条件を見出す必要があ

る。本試験機はローラ回転速度、ローラ間隔、刃の形状等のパラメータを下記の通り設定することが

できる。 
 

 ・シート側ローラ回転数：0～15.6rpm 
・シート処理速度：0～163.5mm／sec  
・ローラ間隔：0～10mm 
・ローラの回転速度比（シート側：ガラス側） ：  

（ 1：2.5 ）、（ 1：5 ）、（ 1：8 ）、（ 1：10 ） 
・刃 7 種    《1》ピラミッド小（ガラス側・シート側兼用） 

         《2》ピラミッド大（ガラス側・シート側兼用） 
         《3》アヤメローレット加工（シート側専用） 
         《4》丸型（シート側専用） 
         《5》サメ刃型（ガラス側・シート側兼用） 
         《6》キャタピラー型（ガラス側専用） 
         《7》螺旋型（ガラス側専用） 
 
1.2 前処理方法の検討 
太陽電池パネルのガラスを固定している EVA は熱軟化性樹脂であり、加熱により剥離が容易になる

可能性がある。パネルの加熱がガラス剥離性に与える効果を評価するため、加熱したパネルの剥離試

験を実施した。表Ⅲ-2-②-(1)-1 に温度の測定結果と剥離性の定性評価を示す。 
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表Ⅲ-2-②-(1)-1 温度の測定結果と剥離性の定性評価 

左 右

A社No.4 48.6 52.6 64.0 64.0 容易に剥がれる。手で曲げればポロポロ剥がれる。

B社No.1 45.2 45.9 65.0 70.0
剥がれ難くEVAが納豆の様に糸を引いた。追加で10
分間（積算20分間）加熱してもEVAは糸を引く状態で
あり、剥離性は10分間放置後と変わらなかった。

C社No.1 43.0 47.9 71.0 70.0
5分間の加熱では剥がれ難かったが、10分間加熱す
ることにより、剥がれやすくなった。

炉内温度（℃）バックシート
温度（℃）

ガラス
温度（℃）

試料名称 剥離性の定性評価

 
 
試料により程度の差はあるものの、いずれの試料も加熱後の方が剥離しやすいことが確認できた。

60℃程度で加熱すれば、EVA が軟化し、ガラスが剥離しやすい状態になることがわかった。ただし、

加熱後にパネルの温度が室温程度まで低下すると、いずれの試料もガラスは剥がれ難い状態に戻った

ため、温度が低下しないうちに剥離することが有効である。 
 
 
次にパネルの加熱方法について検討を行った。ガラスを透過して EVA を選択的に加熱できる可能性

のある近赤外線（ハロゲンヒーター）を用いて検討を行った。本事業にて用いたハロゲンヒータは、

棒状のハロゲンランプを使用したライン状集光加熱ユニットである。このハロゲンヒータの焦点距離

は 25mm であり、焦点幅は約 1.5mm である。また、焦点距離を離すことにより広範囲を加熱すること

も可能である。ランプ容量は 200V・5kW と高出力が可能である。加熱対象物質の温度の計測には放射

温度計と熱電対を用い、データロガーにより昇温速度を記録することができる。図Ⅲ-2-②-(1)-2 にハロ

ゲンヒータ設置時の模式図を示す。 
 

パネル

ハロゲンヒーター

冷却水

熱電対

データロガー PC

放射温度計

電源コントローラ

 
図Ⅲ-2-②-(1)-2 ハロゲンヒータ設置時の模式図 

 
小型試験機を用い、投入直前にパネルを加熱することによるガラスの剥離効果を確認するため、ハ

ロゲンヒータを用いた剥離試験を実施した。試験には C 社 No.1 の試料を使用した。図Ⅲ-2-②-(1)-3 に

加熱温度と破砕・剥離後シート及び粒度別ガラスの重量割合の相関性を示す。高い加熱温度となるほ

ど、回収物に占めるガラスの重量割合が増加した。すなわち、シートから剥離されたガラスの重量が

多くなった。65℃に加熱した場合、2mm 以上のガラス剥離量は 15℃の場合の約 3.6 倍となった。加熱

をしてから剥離することで、常温で剥離した場合と比較してガラスの剥離量が増加し、かつ、2mm 以

上の比較的粒径の大きいガラスを多く回収できることが確認できた。 
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図Ⅲ-2-②-(1)-3 加熱温度と破砕・剥離後シート及び粒度別ガラスの重量割合の相関性 

 
1.3 最適な運転条件の検討 
低コスト分解・処理技術の確立と回収物の評価を行うため、製作した小型試験機の最適な運転条件

の検討を行った。その結果を以下に示す。 
・ガラス側刃の形状：ピラミッド小（10mm 角、4mm 高） 
・シート側刃の形状：ピラミッド小（10mm 角、4mm 高） 
・ガラス側ローラの回転速度：27.2m／min 
・シート側ローラの回転速度：3.4m／min 
・回転速度比（ガラス側ローラの回転速度：シート側ローラの回転速度） 1：8 
・ローラ間隔：A 社 No.1～3 、B 社 No.1 及び C 社 No.1：3.7mm 

     A 社 No.4：4.0mm 
 
上記の運転条件にてパネルのガラス剥離試験を行った。パネル種を問わず、80％程度のガラスを剥

離することができた。剥離したガラスを【2mm 以上】・【0.6～2mm】・【0.6mm 以下】に篩分けし、各回

収物の銀含有量を測定した結果を以下に示す。銀はガラス 0.6mm 以下に濃縮していることがわかった。

銀回収対象物（剥離後シート・ガラス 0.6mm 以下）はパネルに対し重量比率約 82％であった。した

がって、銀を剥離後シートに残留濃縮させるためには、剥離時に 0.6mm 以下のガラスの発生を抑えた

運転条件を求める必要がある。 
 
   剥離後シート：1,800ppm（77％） 
   剥離後ガラス粒 2mm 以上：30ppm （2％） 
           0.6～2mm：60ppm（2％）           銀回収 82％ 
           0.6mm 以下：270ppm（5％） 
   未回収物：14％ 
 
1.4 選別方法の検討 
剥離後の回収ガラスを高有償な再資源化原料にするためには、金属や有機物等が付着していないガ

ラスと、付着しているガラスとに選別する必要がある。そこで上記最適運転条件を用いて剥離し回収

したガラスを【2mm 以上】・【0.6～2mm】・【0.6mm 以下】に篩分けし、それぞれ色彩選別機を用いて選

別を行った。色彩選別機は、対象物の色の違いを識別し選別する機械である。本事業では透明物と識

別したものをガラス再資源化原料、有色物を銀回収原料とし検討を行った。 
本事業で用いた色彩選別機の概略仕様を示す。また、図Ⅲ-2-②-(1)-4 に色彩選別機の外観を示す。 
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・エアーノズルピッチ幅：10mm 
・オプティカルカメラ：モノクロタイプ 
・搬送ベルト：樹脂製白色 
・搬送ベルト（検出有効）幅：640mm 
・搬送ベルト速度：2m/s  

(可変： 1.5～3 m/s) 
 
 
 

図Ⅲ-2-②-(1)-4 色彩選別機 
出典：トムラソーティング㈱ GENIUS 製品カタログ 

  
色彩選別の流れを図Ⅲ-2-②-(1)-5 に示す。 
 

①剥離後に回収したガラスを搬送ベルト（A）に投入 
②搬送ベルト上のガラスをカメラ（B）でスキャン 
③エアガン（D）で有色物を除去 
④透明物を回収 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2-②-(1)-5 色彩選別の流れ 
出典：トムラソーティング㈱ GENIUS 製品カタログ 

 
 
剥離試験で得た回収ガラスの約 20kg を用いて試験を行った。図Ⅲ-2-②-(1)-6 にガラス 2mm 以上の色

彩選別時の物質収支、図Ⅲ-2-②-(1)-7 にガラス 0.6～2mm の色彩選別時の物質収支を示す。また、図Ⅲ-
2-②-(1)-8 に色彩選別後の透明物、図Ⅲ-2-②-(1)-9 に色彩選別後の有色物を示す。 

 

2mm以上 100% 透明物 85%
有色物 12%
ロス 3%

色彩選別前 色彩選別後

 
図Ⅲ-2-②-(1)-6 ガラス 2mm 以上の色彩選別時の物質収支 

 

0.6～2mm 100% 透明物 95%
有色物 3%
ロス 2%

色彩選別前 色彩選別後

 
図Ⅲ-2-②-(1)-7 ガラス 0.6～2mm の色彩選別時の物質収支 
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図Ⅲ-2-②-(1)-8 色彩選別後透明物     図Ⅲ-2-②-(1)-9 色彩選別後有色物 

 
色彩選別前の 2mm 以上のガラスのうち選別機により透明物として選別されたものは 85％であり、

0.6～2mm は 95％であった。選別回収した有色物はほとんどが金属や有機物が付着したガラスであった。

特に 2mm 以上の有色物については、大きなガラス粒に微量の金属や有機物が付着していたものが多く

見受けられた。 
ガラス 0.6mm 以下については粒度が細かすぎるため、選別不可と判断し色彩選別試験は実施しな

かった。したがって、0.6mm 以下のガラスの透明物と有色物の選別方法については別途検討していく

ことが必要である。 
上記の試験で得られた透明物の金属付着物含有濃度及び有機物含有濃度の分析を実施した。表Ⅲ-2-

②-(1)-2 に色彩選別前後のガラスの金属付着物含有濃度及び有機物含有濃度を示す。 
 

表Ⅲ-2-②-(1)-2 色彩選別前後のガラスの金属付着物含有濃度及び有機物含有濃度 

選別前 選別後 選別前 選別後 選別前 選別後 選別前 選別後 選別前 選別後 選別前 選別後 選別前 選別後

ガラス2mm以上 30 20未満 590 10未満 70 20未満 50 50未満 40 20未満 10 10未満 2,700 260

ガラス0.6～2mm 60 20未満 1,100 10未満 130 20未満 80 50未満 100 20 350 10未満 2,100 490

試料名称
Ag（ppm） 有機物（ppm）Fe (ppm)Al (ppm)Pb (ppm)Sn (ppm)Cu (ppm)

 
 
 各粒度共に透明物には各金属及び有機物の含有が見られなかった。色彩選別を行うことにより、ガ

ラス再資源化原料と銀回収原料に選別することができ、選別方法として有効な手段であることがわ

かった。 
 
1.5 処理コスト試算 
本事業の結果を基に処理コストの試算を行った。まず、パネルとパネル処理速度、操業時間の前提

条件を以下に示す。 
・パネル：1 枚＝110W＝11kg（ハーネス、アルミフレームを除去したもの） 
・パネル処理速度：1 分あたり 1 枚 
・操業時間：1 日 8 時間、月 20 日間操業 （年間 240 日、1920 時間操業） 
・年間のパネル処理量：115 千枚＝12.67MW＝1,267t 
 
試算に用いた試験データは、回収物の分析を詳細に行った C 社 No.1 のデータとし、処理コストの試

算を行った。表Ⅲ-2-②-(1)-3 に C 社 No.1 の剥離後の回収物重量比率と銀の分散状況を示す。剥離後の

ガラスは、使用用途を考慮し、2mm 以上、0.6mm～2mm、0.6mm 以下の３つの粒度に篩分けを行った。

剥離前のパネルには、銀が 9.1g、濃度にして 590ppm が含まれていた。剥離後の回収物における銀の分

散状況をみると、シートが 1,800ppm（全銀量の 77％）と最も高い結果となった。次いでガラス 0.6mm
以下、ガラス 0.6mm～2mm となり、ガラスの粒度が小さいほど銀濃度が高い結果となった。 
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表Ⅲ-2-②-(1)-3 剥離後の回収物の重量バランスと銀の分散状況 
回収物
重量
(g)

回収物
重量比率

(%)

回収物中
銀含有量

(g)

回収物中
銀含有比率

(ppm)

回収物における
銀の分散状況

(重量比率)（％）
回収物の処理

剥離前パネル 15420 100 9.10 590 100 -

ガラス
2mm以上

6739 43.7 0.20 29 2

ガラス
0.6～2mm

2791 18.1 0.17 60 2

ガラス
0.6mm以下

1712 11.1 0.46 268 5

シート 3886 25.2 7.00 1801 77

ダスト 292 1.9 1.27 4349 14

ガラス再資源化原料
（ガラスリサイクル

業者で買取）

銀回収原料
(製錬所で買取）

 
これら銀の分散状況から、それぞれの回収物について用途を下記のように想定し、評価を実施した。 
Ａ．銀回収原料：シート、及びガラス 0.6mm 以下 
Ｂ．ガラス再資源化原料：ガラス 2mm 以上、及びガラス 0.6mm～2mm 
 
上記Ａについては、当社がスクラップを買い取る際に通常用いている計算方法により価格を算出し

た。銀建値は金属資源の市場価格により変動するが、提案書に記載の建値と同様、50 千円/kg と仮定し

た。有価金属である銅に関しては、含有量が少ないため、評価対象にしなかった。 
上記Ｂについては、ガラスの再資源化評価より軽量骨材として再資源化可能の目途が立っており、

有価物として売却できると考えられるが、試料が少なく売却価格の算定が現段階では難しいものと

なっているため、本試算では 0 円と仮定した。表Ⅲ-2-②-(1)-4 に回収物の価格評価の結果を示す。 
 

表Ⅲ-2-②-(1)-4 回収物の価格評価 
 
 

 
 
 
続いて、設備投資、操業コストについて試算を行った。使用する設備は以下を想定した。 

・投入コンベヤ：パネル投入                
・ハロゲンヒータ・ローラ式剥離機：加熱・剥離      
・振動篩：粒度選別 
・供給コンベヤ 2 台：ガラス供給                
・色彩選別機 2 台：色彩選別 
 
 上記の設備一式の費用は約 106.4 百万円となる。設備に関しては 5 年定額償却とし、保守・管理費を

加え、設備費は 26.6 百万円/年とした。光熱水費は上記の設備の稼働による電力使用量、電力料金から

2.164 百万円/年とした。人件費はパネルの投入に 1 人員、設備の操業管理に 1 人員、回収物の輸送及び

管理に 1 人員を想定し、11.52 百万円/年とした。以上より、分解処理コストの試算結果をまとめたもの

を表Ⅲ-2-②-(1)-5 に示す。 
 

表Ⅲ-2-②-(1)-5 分解処理コストの試算結果 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

銀回収原料 7.1 円/kg 製錬所にて銀を回収
ガラス再資源化原料 0.0 円/kg 軽量骨材へ再生

銀回収原料 459,921 kg/年 重量比率  36.3%
ガラス再資源化原料 783,006 kg/年 重量比率  61.8%

3,265,439 円/年

回収物単価

回収物の発生量

合計（有価物売却益）

29.2 円/kg
321.3 円/枚

1,267,200 kg
115 千枚

円/年
材料費 円/年 使用予定無し
光熱水費 円/年 電気代23円/kwhと仮定
人件費 円/年 作業者2,000円/時・人として３名
設備費 円/年 5年定額償却・保守費（起業費の5%）
土地・建物費 円/年 既存の家電リサイクル工場を利用
有価物売却益 円/年

年間処理費用

年間処理量

分解コスト

内
訳

12,672,000 W

37,018,401
0

2,163,840
11,520,000
26,600,000

0
3,265,439

2 .9 円/W

1ライン当たり
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上記より、パネルの分解処理コストは 2.9 円/W と試算した。本設備 1 ライン当たりの処理能力は

12.67MW/年であるため、年間 200MW のパネルを処理するためには本設備が 16 ライン必要となる。分

解処理コスト単価が変わることなく年間 200MW を処理することができ、地域分散型の処理にも適応で

きる。太陽電池の普及実績を考慮すると、廃棄量は徐々に増加するはずであり、処理設備も並行して

増設していくことが合理的である。改良を重ねることにより、後発の設備ほど設備費が小さくなり、

将来的にはより低コストでの処理を目指すことができる。前述の通り、この試算においては剥離試験

における未回収物の評価が含まれておらず、ガラス再資源化原料の売却価格は 0 円/kg と仮定しており、

今後コスト評価の精度を上げるためには、剥離試験を重ね、詳細な分析や評価を行う必要がある。 
 
1.6 選別ラインの設計 
三菱マテリアル株式会社（以下 MMC）は、非鉄製錬事業、セメント事業及び家電リサイクル事業を

運営している。とくに家電リサイクル事業では太陽電池を製造する家電メーカと協力して運営してお

り、本事業のリサイクル拠点として位置付けている。これらのネットワークを利用することで、MMC
の既存設備を活かした処理フローを構築することが可能である。家電リサイクル工場の有する分解・

選別処理設備を利用し、太陽電池パネルの大部分を占めるガラスを分解・選別処理して取り除くこと

で、製錬工程向け銀の有価性を高め、ガラスを製品原料として再資源化することが実現すれば理想的

である。図Ⅲ-2-②-(1)-10 に MMC の既存設備を活かした処理フローの構想図を示す。 
 

（家電リサイクル工場等） （一部SiO₂） （セメント九州工場等）

ガラス原料（SiO₂) 非鉄金属（銅、銀) セメント製品

セメント製造
設備

スラグ排出元 取外・収集・運搬 直島製錬所
分解・選別
処理設備

 
図Ⅲ-2-②-(1)-10 MMC の既存設備を活かした処理フローの構想図 

 
本事業の結果及び上記フローを踏まえ、以下の剥離・選別処理の流れを想定した。また、図Ⅲ-2-②-

(1)-11 に太陽電池パネルの剥離・選別処理の流れを示した。 
 
・パネルを投入コンベヤに供給 
・ハロゲンヒータによりパネルを加熱 
・パネルを加熱後直ちに、ローラ式剥離機により剥離 
・シートを回収 
・剥離したガラスを振動篩で【2mm 以上】・【0.6～2mm】・【0.6mm 以下】に選別 
・ガラス【2mm 以上】・【0.6～2mm】は色彩選別機により異物の除去 
 

太陽電池パネル
加熱・破砕剥離

（ハロゲンヒータ）
（ローラ式破砕機）

粒度選別

（振動篩）
ガラス2mm以上

ガラス0.6～2mm

色彩選別

（色彩選別機）

破砕剥離後シート

透明物

有色物

有色物

ガラス0.6mm以下 ガラス0.6mm以下

破砕剥離後シート

ガラス

透明物

銀回収原料（製錬所）

ガラス再資源化原料
（軽量骨材・グラスウール）

銀回収原料（製錬所）

銀回収原料（製錬所）

銀回収原料製錬所）

ガラス再資源化原料
（軽量骨材・グラスウール）

粉塵 粉塵 銀回収原料（製錬所）

パネル投入
（投入コンベヤ）

ガラス供給
（供給コンベヤ）

ガラス供給

（供給コンベヤ）

色彩選別
（色彩選別機）

 
図Ⅲ-2-②-(1)-11 太陽電池パネルの剥離・選別処理の流れ 
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2.実用化見通し 
三菱マテリアル株式会社（以下 MMC）は、非鉄製錬事業、セメント事業、及び家電リサイクル事業

を運営している。とくに家電リサイクル事業では太陽電池を製造する家電メーカーと協力して運営し

ており、本事業のリサイクル拠点として位置付けている。MMC が運営に携わっている全国 5 社 6 工場

のネットワークを活かし事業を進める。 
 

3.波及効果 
 太陽電池スクラップの発生場所は全国に分散していることが予想される。よって集中して処理する

よりも、処理工場は分散することが有効と考えられる。上述のとおり全国に展開する家電リサイクル

工場に処理設備を設置することで対応可能であると考える。 
 
4.今後の展開 
 家電リサイクル工場に試験処理設備を設置し、必要なデータを取得し実証プラントの設計・製作を

行う。サンプル量を増やすことで処理コストの精度を上げ、事業化展開を進める。 
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(2)ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発（東邦

化成） 
 

1.成果詳細 

1.1 モジュール解体の概略工程の実現 

本研究において目標とした分解工程を図Ⅲ-2-②-(2)-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2-②-(2)-1 解体工程図 
 
この解体プロセスによりコスト 5円/W以下を目指した。 

 
＜各工程概略＞ 
処理①；初期解体 
  対象となる太陽電池パネルからアルミフレームと配電 BOX を取り除く工程。 

（※今回は手作業にて実施し参考値としてデータを反映した。） 
処理②；バックシート除去 

裏面に貼り付けられたフッ素製バックシートを研削機により除去する工程。 
処理③；EVA 積層体（EVA＋シリコン層）除去 

処理②と同研削機にて EVA・シリコン層を研削・回収する工程。 
処理④；ガラス面上の残存 EVA の剥離除去 

残存する EVA を剥離剤により膨潤させた後、ブラシにより除去する工程。 
処理⑤；処理③で除去した EVA 積層体から EVA とシリコン、金属類を分離 

処理③で回収した EVA 積層体からシリコン、金属類を分離・回収する工程。 
 

1.2 取組み課題と成果 

a)剥離液Ａの消費量低減 

図Ⅲ-2-②-(2)-1 の、処理④において、ＥＶＡを剥離するための剥離液Ａの消費量が多く、解体コス

トを圧迫しておりこれを低減させる必要がある。そこで剥離液に浸漬する前の研削工程（処理③）後、

ガラスに残留するＥＶＡを極限まで削減し、ＥＶＡの膨潤による剥離液消費量低減を図ることを狙っ

た。 

i) ＥＶＡ含むシリコンセル層の除去 

基礎ビーカー実験の結果より、200W 級モジュールにおける剥離液 A の消費量は 1 枚当り約 2.3kg あ

り、計算上、約 1/10 の 250g 以下でないとコストが見合わないことがわかり、これを目標に取り組ん

だ。図Ⅲ-2-②-(2)-2 に示すようにガラス面に残るＥＶＡ層を 0.1mm を残すまで研削することをター

ゲットとした。 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2-②-(2)-2 EVA 層研削ターゲット 

EVA 0.5mm

シリコンセル　0.2mm

EVA 0.5mm

ガラス　3.2mm
0.1mm

除去

処理①　初期解体 処理②　研削処理 処理③　研削処理 処理④　剥離処理A 処理⑤　剥離処理B

ガラス-EVA膜剥離
（膨潤・剥離・洗浄）

アルミフレーム/拝殿BOX解体 バックシート除去 EVA層除去 EVA・金属分離
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＜得られた成果＞ 
研削実験にサイズ；620mm×530mm のオリジナルテスト試料を用い、研削後の厚み（ガラス＋残

EVA 層）はマイクロゲージにて測定。これとは別に超音波を利用したガラス厚み測定器によりガラス

のみの厚みを測定。これらの差をＥＶＡ層と判定し、以下図Ⅲ-2-②-(2)-3 に示すポイントでの測定を

行い表Ⅲ-2-②-(2)-1 に示すような結果が得られ目標を達成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2-②-(2)-3 EVA 層研削後の厚み測定ポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表Ⅲ-2-②-(2)-1 測定ポイントにおける EVA 層厚み 
 
ただしターゲットの 0.1mm という数字には到達したものの、マイクロゲージではガラス単面から

25mm 前後内側までしか測定できず、ガラス中央部分はデータ取得できなかった。よって今回は上記図

Ⅲ-2-②-(2)-2 のポイントを測定したデータを基に次工程の剥離テストを行った。また、研削に時間を

要し、1 枚あたり約 90分必要で今後に課題を残した。 

 

ⅱ) 上述ⅰ)により残存ＥＶＡの剥離液Ａによる処理において剥離液の消費量の検証 

＜得られた成果＞ 
前項 a)により、研削した試料を図Ⅲ-2-②-(2)-4 の剥離装置を使用してガラスからＥＶＡを除去し、

その際に消費された剥離液Ａの量を測定したところ、テスト試料において平均 62.5g、200W 級のモ

ジュール換算で 218.8g の剥離液Ａの消費量となり、目標消費量 245g、1/10 以下を達成した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10

10

150 150 150 150

170

170

170

530

620

原点 

※原点：図Ⅲ-2-②-(2)-2 における左上部とする 
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図Ⅲ-2-②-(2)-4 実験に使用した剥離装置 
（左；剥離液浸漬ユニット、右；EVA のブラシ除去ユニット） 

 

b) 剥離液 B の消費量低減 

図.Ⅲ-2-(ロ)-b(1)、処理③での研削除去により回収した研削後のＥＶＡとシリコンの研削混合粉

（以降ＥＶＡ積層体と称する）はＥＶＡとシリコン、金属類が単に混ざっているだけではなく、ＥＶ

Ａ樹脂に粉砕されたシリコン、金属類等が埋め込まれたような形で存在しており、より付加価値を高

める為にはＥＶＡ内の金属をＥＶＡから引き剥がす手段が必要となる。そして、その剥離手段として

剥離液Ｂを用いた剥離方法が提案されていたが、コスト低減が課題となっており分離液Ｂの消費量を

低減する必要がある。 

ⅰ) 研削後のＥＶＡ積層体からの金属類分離工程の確立 

コスト面からみて、こちらも剥離液Ａと同じく、200W 級モジュール 1 枚当り 250g 以下の使用量に抑

えなければならない。これを加味した分離処理工程の確立を目指した。 

＜得られた成果＞ 
剥離液ＢによるＥＶＡ－シリコン、ＥＶＡ－金属の結合を剥離するための補助力として、先に物理力

を付与することでＥＶＡと金属類の剥離促進を狙った。まずは①超音波＋剥離液による分離効果、②

マグネットスターラーでの攪拌＋剥離液による分離効果、③ハンドミキサーでの粉砕＋剥離液に夜分

離効果の 3 方式を試行し比較した結果、③ハンドミキサーのよる粉砕剥離方法がもっとも良好に金属

類を回収できた。高回転ミキサーによる物理力がもっともＥＶＡとシリコンの粉砕効果が得られ、

よって、剥離液 B とのＥＶＡ積層体混合前に高回転物理力を与えるプロセスを採用することとした。

次に、剥離液Ｂの減量のためまず処理後のＥＶＡ積層体＋剥離液Ｂの混合物から余分な剥離液を回収

することを試みた。混合物を①濾過、②濾過＋圧搾、③濾過＋圧搾＋遠心機の 3 条件での回収を試み

たところ、表Ⅲ-2-②-(2)-2 ような結果が得られた。 

 

表Ⅲ-2-②-(2)-2 ＥＶＡ積層体の剥離液Ｂ回収後の重量増加率 
 

回収方法 重量比 [％] 
ＥＶＡ重量（未浸漬） 100 
①濾過 約 470 
②濾過＋圧搾 約 220 
③濾過＋圧搾＋遠心機 約 206 

 

結果より、ＥＶＡ積層体が剥離液Ｂを吸収、膨潤しその分重量が増加したことがわかる。（①で 4.7 倍、

②で 2.2 倍、③で約 2 倍の重量となっている。）これを 200W 級モジュールの重量に換算すると、もっ

とも消費量の少ない③の方式であっても約 800g の剥離液Ｂを要する事となり、目標の 250g には程遠

【条件】 
 圧搾 ： 約 20［kgf］ 
 遠心機： 約 1000  [rpm]×5 分間 
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いことがわかった。 

 試行錯誤の上、別の安価な溶媒 C を用い、従来どおりの混合＋ミキサー粉砕後比重分離を実施する

ことで剥離液Ｂと同じ結果が得られることがわかり、更に剥離液Ｂよりも短時間の約 10 分で分離可能

なことも見えてきたため溶媒Ｃを用いたプロセスとすることとした。次の表Ⅲ-2-②-(2)-3 に剥離液Ｂ

と溶媒Ｃとを種々組合せ分離した場合の分離性能を記す。 

 

表Ⅲ-2-②-(2)-3 各処理プロセスにおける比重分離後の重量分布 

使用液 
（剥離液→分離液） 分離層 重量分布（％） 

有機分画 無機分画 合計 
当初プロセス 
Ｂ → Ｂ 

上層 47 14 100 
下層 28 11 

変更プロセス－１ 
Ｂ → Ｃ 

上層 61 16 
100 

下層 1 22 
変更プロセス－２ 

Ｃ → Ｃ 
上層 54 15 

100 
下層 3 28 

 

ポイントとして、下層・無機分画の重量比が大きいほどシリコン、金属類を多く含むことがいえるた

め分離方法として最適といえる。したがって、当初プロセス（剥離処理に剥離液Ｂ使用し、その後放

置し比重分離）よりも変更プロセス-2（剥離処理に溶媒Ｃ使用し、その後放置し比重分離）で同等以

上の結果が得られたことがわかった。更に、変更プロセス-2 で得られた結果から有価物として高付加

価値の銀（Ａｇ）、Ｃｕ（Ｃｕ）に着目し、それぞれの含有利率を計算すると次の表. 表Ⅲ-2-②-(2)-

4 のような結果が得られ、下層に比較的金属純度の高い回収物が得られていると判断しこのプロセスを

採用することとした。 

 

表Ⅲ-2-②-(2)-4 変更プロセスにより得られた回収物中の金属含有量 

項目 
分析結果 

上層 下層 

銀（Ag) 0.31 % 1.45 % 

銅（Cu) 0.07 % 13.10 % 

 

c) 剥離液Ａによる処理速度向上のためのシステムの基本構成検討 

1.1 項、図Ⅲ-2-②-(2)-1、処理①研削工程において 1.2-a)にて講じた研削手段により剥離液Ａの浸

漬時間の短縮と消費量低減に繋がった。①剥離液Ａへの浸漬によりＥＶＡが飽和膨潤する前に浸漬処

理を終え、②ブラシによる物理的な力によりＥＶＡを除去することで当初目標としていたＥＶＡ剥離

時間 2時間を最短 5分まで短縮できるめどが立った。（システム詳細は g)項に示す。） 

 

d) 剥離したＥＶＡ・金属複合体から金属類を分離するための B 液処理の基本システム構成の検討 

 1.1 項、図Ⅲ-2-②-(2)-1、処理①研削工程により回収したＥＶＡ積層体を 1.2-b)により講じた手段

により比重分離を行うことでシリコン及び金属類の回収率 80%を達成でき、またその処理時間も 5 分を

達成した。（システムの詳細は g)項に示す。） 

 

e) 各工程での回収材料とその重量一覧 
オリジナルのテスト用モジュール構成材料に対して、本技術開発において解体した後の回収材料の

各重量を表Ⅲ-2-②-(2)-5 に示す。 
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表Ⅲ-2-②-(2)-5 分解・解体により回収した材料とその重量 

部材 

試験モ

ジュール処

理前 

各工程で回収した材料重量(g) 回収 

重量(g) ① ② ③ ④ ⑤ 
回収重量

(g) 

アルミフレーム 

3976.0  

794  － － － － 794  

シール材(粘着材) 23  － － － － 23  

電源 BOX(ｼｰﾗﾝﾄ含む) 69  － － － － 69  

ガラス － － － 2554  － 2554  

バックシート － 
140  

－ － － 

477  ＥＶＡ － 
(247) 

90  
247  

シリコン、金属 － － － 

計 3917 

 

～回収率計算～ 

  試験モジュール解体前の初期重量 ； 3,976g 

  解体後の回収物総重量      ； 3,917g ・・・ 回収率；98.5% 
 

※オレンジ網掛けはリサイクル可能と見る材料で、これらの合計は 3,685ｇ。 

  これらをリサイクルした場合のリサイクル率としては、全重量の 92.7％が 

  リサイクルできることになる。 

 
g) 全工程処理コスト試算 
これまで実施してきた処理によるコスト試算結果を表Ⅲ-2-②-(2)-6 に示 
す。解体・分解処理において、5円/W 以下のコストを達成した。 
 

表Ⅲ-2-②-(2)-6 処理コスト試算結果 

項目 
目標値 達成値 

備 考 
円／Ｗ 円／Ｗ 円／kg 円／年 

材料費 2.63 1.24 13.06 8,574,336 剥離剤等 

光熱水費 0.844 0.16 1.66 1,090,462 設備用力 

人件費 0.8 2.22 23.39 15,360,000 
@1,000 円/人(パート，アルバイト

想定) 

設備費 0.806 0.65 6.89 4,520,860 設備；8年償却試算、保守費用含 

土地・賃借費 0.24 0.35 3.66 2,400,000 
貸倉庫・貸工場 HP より（*1） 

弊社工場周辺 150m2程度を想定 

最終処分費 0.51 0.35 3.68 2,415,882 使用済剥離剤、EVA 等 

合計 5.83 4.97 52.34 34,361,540 有価物売却益を含まず 

*1）http://www.homes.co.jp/chintai/soko/nara/list/ 
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f) 各工程システム装置概要 

 

ⅰ) 各工程概要 
 

図Ⅲ-2-②-(2)-5 処理工程概略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表Ⅲ-2-②-(2)-7 各処理工程内容 
工程 対象機 内容 

処理① － アルミフレーム、配電 BOX 解体 （手作業） 

処理② 研削機 バックシートを研削、除去する。 

処理③ 研削機 
ガラス面 0.1mm の厚さを目標に EVA、Si 層を研削し、研削片は

回収し処理⑤へ回す。 

処理④-1 
剥離剤Ａ浸漬ユ

ニット 
ガラスを剥離剤Ａに浸漬させＥＶＡを膨潤させる。 

処理④-2 ブラシユニット 回転ブラシでＥＶＡを剥離、除去する。 

処理⑤-1 粉砕ミキサー 
処理③で回収した試料研削片を溶媒 C とあわせて投入し粉砕す

る。 

処理⑤-2 剥離装置（Ｂ） 
粉砕した試料をＣ液（80℃）で比重分離させ、上層（有機分

画）・下層（無機分画）のそれぞれを回収する。 

 
 

ⅱ) 各実験機概要 
＜研削機（NC 制御ルーター）＞・・・処理②、③ 
主軸のルーター軸と丸のこ軸を備えるが今回、丸のこは使用せず。 

 
図Ⅲ-2-②-(2)-6 研削機 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研削刃周辺に研削片回収 BOX
を設置し集塵機により研削片

を回収する。 

モジュールはバキュームポン

プにより真空吸着、固定し、

研削する。 
 

処理①解体
アルミフレーム/配電ボックス

処理②研削処理
バックシート除去

処理③研削処理
EVA積層体除去

処理④剥離処理A
ガラス-EVA膜剥離
（膨潤・剥離・洗浄）

処理⑤剥離処理B
EVA・金属分離
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＜EVA 剥離装置（浸漬ユニット、ブラシユニット）＞・・・処理④ 
 処理③により粗方の EVA・シリコン層を除去したモジュールからガラスのみを回収するため EVA 層

を膨潤剥離、ブラシ剥離させる装置。剥離剤 A に浸漬するユニットとブラシにより剥離するユニット

に分けた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2-②-(2)-7  剥離装置（左；浸漬ユニット、右；ブラシユニット） 
 
 
 
～浸漬ユニット～ 
①モジュール固定ラックに処理するモジュール 
 をセットしラックごと浸漬槽へ投入。 
②浸漬槽左右に超音波発振子を取り付け、浸漬 
 中のモジュール表面の EVA を膨潤させると共 
に、ガラス界面への剥離力アップを狙った。 
38kHz、100kHz、160kHz を一定時間間隔 
で自動変更が可能。 
 
～ブラシユニット～ 
浸漬、膨潤後のモジュールをブラシユニットにセットし X-Y
動作軸により駆動するブラシによりガラス上の EVA を除去

させる。 
 

図Ⅲ-2-②-(2)-8 

     超音波発振子 
 
 
＜EVA/シリコン金属分離装置（分離ユニット）＞・・・処理⑤ 
 モジュールガラス上から研削・回収した EVA 積層体から EVA 成分の多い有機分画、シリコン・金属

成分の多い無機分画に分離する為の装置。積層体粉砕装置と比重分離装置から成る。 
 
 
 
 
 

超音波

発振子 

試験モジュール 

浸漬槽 

モジュール固定ラック 
ブラシと回転モーター 

上下左右 
駆動レール 

ブラシ剥離

中の様子 
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図Ⅲ-2-②-(2)-9 比重分離装置 
 
比重分離、回収装置 
 粉砕後の EVA 積層体試料をムラ無く分離させるために攪拌機構を搭載し、上層の有機分画、下層の

シリコン、金属類の回収は液の流下によって回収籠で回収する。上層、下層は分別回収する為にバル

ブを切り替えて回収する。 
 
2.実用化見通し 

(1) 想定しているビジネス形態 

本研究開発成果において、弊社が想定しているビジネス形態は以下３つある。 

①太陽電池モジュール用リサイクルシステムの製造・販売（装置・剥離剤） 

②太陽電池モジュール用リサイクルシステム・レンタル事業（メーカー、解体業者工場処理、各

都道府県自治体） 

③太陽電池モジュールリサイクルサービスの事業化（東邦化成社内処理） 

来たるべき太陽電池モジュールの大量排出時代に備えて、処理に関わる潜在的ユーザーが、どのよ

うな現場においても使用しやすい簡便でコンパクトなシステムをノウハウ付きで提供したい。また、

当該市場を育成する観点から、潜在的ユーザーが参入しやすい技術環境を整える目的で、システムの

販売だけでなく、弊社の立地を生かしたレンタルやサービスの受託など、実用化に向けた幅広い選択

肢の提供も検討したい。 

 

(2) 実用化見通し 

技術開発の観点から本年度、リサイクルシステムの見立て、処理コストの試算を行った結果、弊社

にとってもっともハードルの高い上記③を想定した場合のビジネス形態の実現性が見えてきた。まだ

弊社として調査の及んでいない物流関係コストに関しては課題を残すものの、解体リサイクルの観点

からは有価物売却益を含まずとも 5 円/W 以下での処理が可能であることがわかった。この結果から、

まずはモジュールメーカーと手を組み、メーカーに戻ってくるモジュールの解体処理から始め、本格

大量処理に向けたノウハウを蓄積し 5 年、10 年先に来る大量廃棄に備える予定。 

 

(3) 実用化に向けた課題 

 事業化に向けて、今後以下の課題がある。 

  ①本格的なパイロットラインを使用したビジネスモデル実証 

メッシュ回収籠 

攪拌・比重分離槽 

メッシュ回収籠 
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  ②物量を意識した廃棄モジュールを想定したコスト試算 

  ③リサイクル法等の規制対応 

 まず、来年度①の実証を行いつつ、廃棄モジュールの収集ルート、回収物のリサイクルルート確保

を行いビジネスモデル実証を行い、事業化への道筋をつける。 

 

3.波及効果 

 大規模プラントではなくコンパクトな処理システムを構想。これによりリサイクルが各拠点で実施

でき、まずは小規模ラインでのリサイクル処理から始めることが可能。処理量の増加に伴いシステム

を増設すれば対応できることから地方分散型のリサイクルシステムが実現できる。年々増加していく

であろう廃棄モジュールにあわせてシステムを設置できることから、自治体、リサイクル事業者等が

手を出しやすいことが予想できるため、社会システムの構築も平行して行えるメリットがあり、廃棄

量と同時に普及すると考える。 

 

4.今後の展開 

（１）プロジェクト研究期間中（H26～H30） 

 実証装置による処理コスト検証及び回収有価物の売却ルートの確保とそれら情報による事業性の検

証を行う。また、事業開始の準備段階としてのビジネス形態の方向性を見定める。 

（２）プロジェクト終了後（H31～） 

 ビジネスの開始。まずは小規模ながらもメーカー、自治体等協力の下リサイクル事業を開始する。  

また、現在結晶系モジュール特化の為、薄膜系など多種モジュールのリサイクル法の開発を模索して

行く。 
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(3)結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技術の調査／開発（市川環境エンジニアリ

ング、ホンジョー、鹿島建設） 

 

1.成果詳細 

（1）調査の概要 

現在広く普及し、今後大量廃棄が見込まれる結晶シリコン太陽電池を対象とした低コスト処理技術

の開発を行った。太陽電池の処理工程として、図Ⅲ-2-②-(3)-1 のようなフローを想定した。まず図中

①のロール式破砕機にて太陽電池の 70％程度（重量比）を占めるガラスをガラスカレットとして回収

する。その後、②ハンマー型破砕剥離機、もしくは③遠心風力破砕機にてさらにガラスとシート状の

セル屑の分離後、④の分級機で処理物の回収を行う工程である。4 種類の機器（①ロール式破砕機、②

ハンマー型破砕剥離機、③遠心風力破砕機、④分級機）を作成し、各機器の太陽電池処理状況を調査

し、得られた回収物の割合や市場調査を行った。ハンマー式破砕剥離機と遠心風力破砕機は処理状況

を比較してどちらが優れているかを評価した。 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-1 処理フロー 

 

 

 

 なお、処理実験には 26種類の太陽電池を調達し処理実験を行った（図Ⅲ-2-②-(3)-2）。 

 

 

 

        
 

図Ⅲ-2-②-(3)-2（左：太陽電池パネル搬入状況、右：搬入された太陽電池） 
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（2）ロール式破砕機 

まず、重量比で太陽電池の 70％程度を占めるガラスを純度の高い状態で回収するためのロール式破

砕機を開発した（図Ⅲ-2-②-(3)-3）。本装置は、上下にロールを持ち、その間にガラス面を表にした 2

枚の太陽電池を投入することによって、太陽電池表面のガラスを破砕・剥離する装置である。処理後

は図のように太陽電池表面のガラスが粉砕され、カレットとして回収可能になる（図Ⅲ-2-②-(3)-4）。

この装置の最適な運転条件を求めるためにロール間隔（5 ㎜～8 ㎜）、ロール形状（凹凸型、△型（図

Ⅲ-2-②-(3)-5）、太陽電池の送り速度のガラス回収に及ぼす影響を評価した。 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-3 ロール式破砕機（左：外観、右：投入状況） 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-4 ロール式破砕機処理後の太陽電池 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-5 ロールの形状（左：凹凸型、右：△型） 

 

 ロールの形状としては凹凸型が△型より優れている結果となった（図Ⅲ-2-②-(3)-6）。ロール間隔

としては狭いほどガラス剥離率は良好であったが、5 ㎜では他の物の混入も多くなり、6 ㎜が最適であ

ると判断した。送り速度については大きな影響はなかった。 
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図Ⅲ-2-②-(3)-6 ロール間隔、送りスピード、ロール歯形状とガラス剥離率の関係 

 

 

（2）ハンマー式破砕剥離機、遠心風力破砕機 

 次に更なるガラス剥離による回収物の高付加価値化を目指し、2 種類の処理機（ハンマー式破砕剥離

機、遠心風力破砕機）を製作し、処理状況の比較検討を行った。ハンマー式破砕剥離機は内部に高速

回転するハンマーを持ち（図Ⅲ-2-②-(3)-7）、これと太陽電池シートがぶつかりさらにガラスとシー

ト状のセル屑を分離する装置である。遠心風力破砕機は鉛直方向に回転するロールに処理物を投入し、

打撃破砕、軽いものは上部へ、重いものは下部へ移行させることで回収物の分離を図る装置である

（図Ⅲ-2-②-(3)-8）。 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-7 ハンマー式破砕剥離機（左：外観、右：内部） 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-8 遠心風力式破砕機（左：外観、右：内部） 

 

比較の結果、ガラスの剥離率はハンマー式破砕剥離機の方が良好な結果となった（図Ⅲ-2-②-(3)-

9）。したがって太陽電池の処理に関してはハンマー式破砕剥離機が優れているという結論を得た。 
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図Ⅲ-2-②-(3)-9 ハンマー式破砕剥離機（左）、遠心風力破砕機（右）での処理結果 

 

 

（3）分級機 

 次に回収物を回収する振動篩型の分級機の検討を行った（図Ⅲ-2-②-(3)-10）。2 段のメッシュを持

ち、サイズによって回収物の分離を行う装置である。 

 

    
 

図Ⅲ-2-②-(3)-10 分級機（左：外観、中央：パンチングメタル、右：メッシュ） 

 

孔径 1 ㎝のパンチングメタルによって、シート状のセル屑が効率よく回収されることが明らかと

なった（図Ⅲ-2-②-(3)-11 左）。次に孔径 2 ㎜のメッシュによって、ガラスカレット、金属片の回収が

可能であり（図Ⅲ-2-②-(3)-11 中央）、残りは微粉末として回収された（図Ⅲ-2-②-(3)-11 右）。 

 

 
 

図Ⅲ-2-②-(3)-11 回収物（左：セル屑、中央：ガラスカレット及び金属片、右：微粉） 

  



 Ⅲ-44

（5）実際の太陽電池の処理状況 

 以上の結果からロール式破砕機→ハンマー型剥離破砕機→分級機という処理フローを想定した。取

り寄せることのできた 26 種類の太陽電池パネルを処理した結果、図Ⅲ-2-②-(3)-12 に示すような割合

で回収物を得る結果となった。太陽電池の種類によって処理結果はかなり異なった。図中の 80％の赤

線はアルミ枠や端子ボックスを除いたガラスの重量割合となるが、No.7 はほとんどのガラスがロール

式破砕機で回収されたが、No.4 のようにロール式破砕機でガラスがあまり回収されないものもあった。

No.7 ではセル屑の割合は低いのに対して、No.4 ではセル屑の割合が高い。これは太陽電池の種類に

よって、ガラスが剥離されやすいものとされにくいものがあることを示すものである。平均するとア

ルミ枠、端子ボックスを除いた太陽電池総重量を 100％とした時、35％がガラスカレットとしてロール

式破砕機で回収さ、ハンマー型剥離破砕機、分級機の工程で 14％がガラス粉（ふるい下）、33％がセル

屑、6％が微粉（ふるい下）として回収された。残りはカットロスと集塵装置へ吸引された粉塵である。 

 
図Ⅲ-2-②-(3)-12 26 種類の太陽電池の処理結果 

 

（4）処理工程 

以上より、処理工程としてはアルミ枠、端子ボックスの剥離の後に①ガラス破砕機によるガラスカ

レットの回収、②ハンマー式破砕剥離機による更なるガラスとセル屑の分離、③分級機による回収物

の分離、という工程を確立した（図Ⅲ-2-②-(3)-13）。また各回収物の比率は図に示す数値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-②-(3)-13 マテリアルフロー図 
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（7）事業性評価 

回収物はアルミ、ガラスカレット、セル屑、微粉となったが、それぞれ取り扱い業者にサンプルを

持ち込んで評価した結果、有価（アルミは 111 円/kg、ガラスカレットは 1円/kg、セル屑は 3円/kg、

微粉は 13円/kg）での売却の見込みが立った。 

そして 200MW/年の太陽電池を処理した時の事業性の検討を行った。太陽電池 1枚を 200W、15kg とす

ると、処理能力約 60t/日の処理工場が想定された（図Ⅲ-2-②-(3)-14）。施設建設費用、運転費用、回

収物売却益等を考慮し、事業性を検討した結果、2円/W以下での処理の見通しを得た（表Ⅲ-2-②-

(3)-1）。 

 
図Ⅲ-2-②-(3)-14 事業化イメージ 

 

 

表Ⅲ-2-②-(3)-1 事業性評価（200ＭＷ/年処理時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1　端子ＢＯＸ、カットロスを処理するものとします。

12,192,000円
10,192,000円

金　　　額 備　　　考

376,576 ,000円/年
349,872,000円

建物建築費（衛生設備含む） 32,500,000円 建物費6.5億円、20年償却(5,000m2×130,000円/ｍ2）

材料費（資材・機材費） 20,000,000円 フレコン、梱包材
光熱費 40,000,000円 1000kw×7ｈ×250日×23円／kwh
人件費 100,000,000円 20名×500万

4,320,000円

-63,603 ,880円/年

48,954,880円 売上の13％

16,275,000円 設備費の3％

5,000,000円 500円／ｍ2×10,000ｍ2
123,200,000円 3520ｔ／年、35,000円／ｔ（22％）

54,250,000円 設備費5.42億円、10年償却

売上―原価

項　　　目

売上（有価物売却益）

原価合計 440,179 ,880円/年

内
　
　
訳

枠（アルミニウム）
セル屑（銀）※0.1％以上含有

ふるい下（銀）

ガラス

内
　
　
訳

一般管理費

維持管理費

土地賃借料
廃棄物処分費　※1

設備費（3ライン）
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2.実用化見通し 

第一に、現時点で廃棄される太陽電池パネルは多くが太陽電池製造メーカからの不良品もしくは設

置時の破損品さらには台風や積雪等による破損品であるが一定量が常に廃棄されており、2020 年ごろ

からは RPS 制度や補助金さらには FIT 制度で急激に導入された大規模な太陽光発電所等から使用済太

陽光発電システムが大量に廃棄されてくると想定できること。第二に、廃棄太陽電池パネルの処理後

に回収されるガラスカレット及び銀等を含むセル屑も一定の価値（有価性）が期待できること。第三

に、年間 200MW の太陽電池パネルを処理すると想定した時の処理費が 0.32 円/W 程度で対応可能である

こと。以上①②③より今後大量に廃棄されてくる太陽電池パネル処理事業における市場性や経済性さ

らには環境負荷低減等の効果は高いと判断できることから、太陽電池パネルリサイクルの実用化及び

事業化は今後数年の内に活発化すると想定する。 

 

3.波及効果 

廃棄される太陽電池パネルには使用できないもののほかまだ十分に使用できるものも混在している

と想定されることから、太陽電池パネルのリサイクル事業の延長線上にリユース事業との一体化事業

への展開波及が容易に予想される。 

さらには、ガラス主体のガラスと金属と樹脂の混合体である太陽電池パネルのリサイクル事業が進

めば、樹脂を階層化した合せガラスや強化ガラスの処理も同様に処理可能となることから、今後の超

高層建物の老朽化に伴う建物解体時に廃棄される複合窓ガラスや強化ガラス、廃棄自動車のフロント

ガラス等の処理事業への拡大をも念頭においた総合ガラス処理事業への波及が期待できると予想する。 

 

4.今後の展開 

 本事業で得た成果を基礎として、近い将来に予想される使用済み太陽電池の大量廃棄期に向けてで

きるだけ早く事業化したいと考える。但し、大量廃棄期が到来する前に近年の異常気象（大型台風、

ゲリラ豪雨、竜巻、洪水等々）による破損時の損害保険等によりまだまだ使用可能な太陽電池パネル

も廃棄されてくることから、リユースも含めた総合処理事業の立上げと全国の処理ネットワークの構

築を進め来るべき大量廃棄の時代に備えたいと考える。 
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(4)可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの資源回収技術の開発（エヌ・ピー・シー、

日本スペリア社、産業技術総合研究所） 

 

1.成果詳細 

 

研究開発項目の「太陽電池モジュールのガラスと EVA/セルの分離」の目標の設定根拠 

目標：サイクルタイム 50 秒/枚 
図Ⅲ-2-②-(4)-1 目標設定試算表 

 
         

 

以上の通り年間 200MW の太陽電池モジュールを処理することを前提とすると必要な処理タクトは 28

秒/枚となる。 

サイクルタイム 50 秒/枚の設備を 2 台とすると/、目標処理コストを達成することが確認できたため、

設備 1台当たりの能力を 50 秒/枚と設定した。 

 

 

 

 

研究開発① 太陽電池モジュールのガラスと EVA/セルの分離 

1. 単セルモジュールで 200℃に加熱すると EVA/セルを分離できることを確認 

2. ガラスとセル/EVA の分離装置の製造 1000×1700 ㎜ 

 上下駆動ローラーにて挟み込み投入  搬送速度 40㎜/sec 

 IR ランプで予備加熱し、200℃に加熱した刃で分離 

 ガラスは上部ローラーコンベア、EVA/セルは下部ベルトコンベアへ搬送 
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図Ⅲ-2-②-(4)-1 ガラスと EVA/セル分離装置図面 図Ⅲ-2-②-(4)-2 ガラスと EVA/セル分離装置写真 

 

3. 分離テスト、評価結果 

処理能力 50 秒/枚を達成 

刃温度 150-200℃で酸化に伴う変色なく分離可能 

ガラスが割れることなくガラスと EVA/セルを分離 

4. 今後の課題 

平均 7割程度は分離可能、ガラスに追従させる機構を追加 

使用済み様々な太陽電池モジュールの処理や刃の耐久性の検証 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-②-(4)-3 分離後ガラス写真      図Ⅲ-2-②-(4)-4 分離後 EVA/セルシート写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-②-(4)-5 分離後の横からの写真    図Ⅲ-2-②-(4)-6 分離後の EVA/セルの受講面側写真 
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研究開発② 可溶化法による EVA/セルからの資源回収 

太陽電池モジュールに封止材として使用されている架橋化されたエチレン酢酸ビニル共重合体

（EVA）は、EVA にトリアリルイソシアヌレート等の架橋化剤を添加し、150〜160℃加熱して架橋を

成形させて製造される。架橋化反応は主にアセチル基の水素と架橋剤との間で起こり、架橋化率は加

熱温度が高く加熱時間が長くなるにしたがって高くなり、通常架橋化率は 85％以上で使用されている。

架橋内にはエステル結合が含まれていると考えられので、本研究では、架橋に含まれるエステル結合

を溶媒とのエステル交換反応によって開裂させ、EVA を可溶化して金属やシリコンを分離回収するこ

とを目指す。 
 

1. 架橋化された EVA の可溶化率は、アルカリ Aの添加量に比例して増加した。 

2. 架橋化された EVA は、溶媒 B中 15分で 90%以上可溶化された。 

3. EAV を溶媒 B 中 180℃付近 30 分で処理すると、EVA がほぼ完全に可溶化され、金属・シリコン

が回収された。 

4. 今後の課題 

 スケールアップのための基礎データを蓄積する。 

 

 
図Ⅲ-2-②-(4)-7                                   図Ⅲ-2-②-(4)-8 

架橋化 EVA の可溶化に対するカリウム Aの      架橋化 EVA の可溶化速度に対する溶媒 

添加効果（溶媒 A、157℃、60min）         および可溶化温度の影響 

（アルカリ/EVA＝0.33） 

 

 

 



 Ⅲ-50

 
図Ⅲ-2-②-(4)-9 ガラスを切り  図Ⅲ-2-②-(4)-10 新しい  図Ⅲ-2-②-(4)-11 使用済み太陽 

剥がした太陽電池モジュール   太陽電池モジュールから  電池モジュールから回収された 

から回収された金属および    回収された金属および   金属およびシリコン 

シリコン            シリコン 

 

 

研究開発③ PV モジュールより分離する金属回収技術の開発 

EVA を可溶化して回収した残渣（セル、配線材料など）を溶融スズに浸漬し、はんだ接合で生ずる溶

食という現象を利用して金属をスズに溶かし込み、目的とする金属を分離回収することを検討する。 

 

表Ⅲ-2-②-(4)-2  処理条件表 

 

 
図Ⅲ-2-②-(4)-12 金属分離回収の図 
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太陽電池セルのスズ槽への銀の溶出実験を行った結果、溶融スズ槽温度 300℃、無機酸で前処理を

行った状態であれば、ほとんどの銀がセルからスズ槽に溶出することが確認された。 

 

1. 清浄なセル片を用いた場合、300℃ 15 分で 89%の銀が回収できた。 

2. 太陽電池モジュールを可溶化して得られた金属・シリコンからは、51%の銀が回収された。 

3. 今後の課題 

・溶融錫スズとセルとの接触が重要（表面の前処理が必要） 

・装置、条件を変更することによって、回収率の向上は可能と考える。 

 

  スズ槽を用いた銀の回収 

  ・モジュール化していないセル：約 12g（セル 1枚分） 

 

表Ⅲ-2-②-(4)-3 銀回収率表 1 

            15 分間撹拌 

    
 

  ・太陽電池モジュールから可溶化して回収した金属・シリコン：約 482g 

（モジュール 1枚分） 

表Ⅲ-2-②-(4)-4 銀回収率表 2 

    
 

目標はモジュール 1 枚分の可溶化後のセルから銀の回収率 90%以上であったが、結果は回収率

50%となり、達成しなかった。 

研究開発④（参考研究） シリコンの高純度化 （産業技術総合研究所） 

 

本研究開発では溶融塩電解精製を用い、使用済み太陽電池から回収されたシリコンを、陽極となる

銅-シリコン液体合金に溶融させて系内に導入する。陰極はアルミニウムとシリコンの液体合金である。

これに通電すると、上記と同様の原理でシリコンのみが陽極から陰極に移動し、陰極中のシリコン濃

度が上昇する。シリコン濃度の増加したアルミニウム-シリコン液体合金は偏析工程に送り、部分的に

冷却することで高純度のシリコンを晶出させるとともに、シリコン濃度の低下したアルミニウム-シリ

コン合金を陰極として再利用する。 
 

1. 可溶化によって得られたセルは、Al の酸化が抑制され、後段の処理が容易になることを確認 

2. 回収されるシリコンの不純物濃度を推算し、一定の効果が見込めることを示した。 

（回収したシリコンの不純物 Fe: 3.2 ppm, P: 1.1 ppm、金属シリコン Fe: 3000 ppm, P: 

48 ppm） 

3. 溶融電解法を用いてシリコンの高純度化を達成する。 
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図Ⅲ-2-②-(4)-13 溶融塩中での Siの電解精製および Si回収方法の概念図 
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分解処理コストの試算結果 

 
図Ⅲ-2-②-(4)-14 分離処理コスト試算図 

 

本研究開発を行ったプロセス（解体、可溶化、金属回収）の試算から 0.78 円/W で使用済み太陽電池

モジュールを処理できることが分かった。 
 
分解処理コストの明細（収支計算） 
 
 解体、可溶化、金属回収の各段階における経済収支を表Ⅲ-2-②-(4)-1 以下に示す。これらの計算か

ら、本プロセスでは 0.78 円/W（10.0 円/kg）で使用済み太陽電池を処理できることが分かった。太陽電

池モジュールに含まれる銀は、経済性を向上させるために比重に貢献しているが、銀の含有量は年々

減少していることが知られている。仮に太陽電池モジュールに銀が全く含まれない場合には、処理費

は、3.31 円/W（42.8 円/kg）と推算された。 
 

表Ⅲ-2-②-(4)-3 目的とする処理量 
年間処理量 200,000,000 W
年間処理枚数 840,000 枚  

 
表Ⅲ-2-②-(4)-4 太陽電池モジュールの仕様 

結晶性シリコン太陽電池 100 %
重量 18.4 kg
1枚当たりの出力 240 W
ﾓｼﾞｭｰﾙｻｲｽﾞ 1000×1650 mm  
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表Ⅲ-2-②-(4)-5 太陽電池に含まれる有価物の含有量 

項目
重量

（１枚当たり）
年間処理量

アルミフレーム 3.166 kg 2,659 t/y
ガラス 12.5 kg 10,500 t/y
EVA 1.50 kg 1,260 t/y
金属 0.25 kg 208 t/y
銀ペースト、アルミペースト 0.0114 kg 9.58 t/y
シリコン 0.54 kg 454 t/y
バックシート 0.44 kg 370 t/y
合計 18.41 kg 15,460 t/y  

 
表Ⅲ-2-②-(4)-6 操業条件 

年間稼働日 345 d/y
稼働時間 21 h/d
年間稼働時間 7,245 h/y
稼働率 90% ％

実稼働時間 6,521 h
必要処理能力 129 枚/h
処理タクト 28 sec/枚  

 
 

表Ⅲ-2-②-(4)-7 土地建物 
解体 液化 金属回収

土地 825 m2
建物 350 m2
土地購入費 20,000,000 円

建物建設費 30,000,000 円

付属設備費 円

合計 50,000,000 円

減価償却年数 7 年

減価償却費 2,848,525 2,848,525 7,142,857 円

5,000
5,000

39,879,355
7

35,779,355
0

4,100,000

 
 
 
 
 
 
主な設備とその費用について下表に示す。 

表Ⅲ-2-②-(4)-8 解体工程 
設備名 台数

購入費
(円）

減価償却
（年）

処理設備
償却費(円）

光熱費
(円）

材料費
(円）

1,アルミフレーム除去装置 2 30,255,000 7 8,644,286 829,446
2,J-Box除去装置 2 16,370,000 7 4,677,143 829,446
3,ﾊﾞｯｸｼｰﾄ除去装置 2 20,940,000 7 5,982,857 829,446
4,ｶﾞﾗｽ/EVA分離装置 2 31,600,000 7 9,028,571 1,463,728
5,その他 1 21,000,000 7 3,000,000 1,219,773
小計 120,165,000 31,332,857 5,171,839 4,000,000  

 
表Ⅲ-2-②-(4)-9 液化工程 

設備名 台数
購入費

(円）
減価償却

（年）
処理設備

償却費(円）
光熱費

(円）
材料費

(円）
1,EVA可溶化装置 2 400,000,000 7 114,285,714 3,939,835
2,蒸留装置 1 400,000,000 7 57,142,857 23,574,668
小計 800,000,000 171,428,571 27,514,503 99,267,840  

表Ⅲ-2-②-(4)-10 材料費内訳 

試料名
年間使用量

(ｔ)
単価

（円/kg)
費用
（円）

2-ｴﾁﾙ-1-ﾍｷｻﾉｰﾙ 193 240 46,347,840
水酸化カリウム 378 140 52,920,000  
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表Ⅲ-2-②-(4)-11 金属回収工程 

設備名 台数
購入費(1台分)

(円）

減価償却
（年）

処理設備
償却費(円）

光熱費
(円）

材料費
(円）

1,錫槽 2 10,000,000 7 2857142.857 4,003,200
2,シリコンろ過装置 2 5,000,000 7 1428571.429 800,000
小計 15,000,000 4,285,714 4,803,200 166,824,000  

表Ⅲ-2-②-(4)-12 材料費内訳 
試料名

年間使用量
(kg)

単価
(円/kg)

費用
(円)

スズ 83,412 2,000 166,824,000  
 
 

表Ⅲ-2-②-(4)-13 回収資源売却収入 
 

アルミフレーム 3,166.0 2,659,440 120 319,132,800
銀 11.43 9,601 52,800 506,943,360
シリコン（99.9999%） 540 453,600 0 0
銅 208.6 175,224 480 84,107,520
錫＆鉛 39 32,760 640 20,966,400
ガラス 12,500 10,500,000 5 52,500,000
合計 983,650,080

重量
（g/枚）

回収重量
（kg）

販売単価
（円/㎏)

売却額
（円）

 
 

表Ⅲ-2-②-(4)-14 年間処理費用 

内訳
解体
(円）

液化
(円）

金属回収
(円）

全体
(円）

土地建物減価償却費 2,848,525 2,848,525 7,142,857 12,839,908
処理設備償却費 31,332,857 171,428,571 4,285,714 207,047,143
光熱水費 5,171,839 27,514,503 4,803,200 37,489,542
材料費 4,000,000 99,267,840 166,824,000 270,091,840
人件費 288,021,772 288,021,772 26,688,000 602,731,543
その他経費 500,000 500,000 7,772,000 8,772,000
合計 331,874,993 589,581,211 217,515,771 1,138,971,976  

 
 
 
 

表Ⅲ-2-②-(4)-15 まとめ 
総支出 円

総収益 円

総処理費用 円

0.78 円/W

10.0 円/kg

3.31 円/W

42.8 円/kg

5.69 円/W

73.7 円/kg

銀0g/枚

回収資源無

処理費用

処理費用

処理費用

983,650,080
155,321,896

1,138,971,976

銀11.4g/枚

 
 

 

 

2.実用化・事業化見通し 

 

研究開発① 太陽電池モジュールのガラスと EVA・セルの分離  （エヌ・ピー・シー） 

   本プロジェクトにて開発した分離プロセス、実証機から、今後の市場、顧客の要望に基づき、

最適な装置の開発、設計を行い、実機の製造、リサイクル事業を行う事業者への装置販売事業を

行う。 

実用化、事業化の定義は、本プロジェクトで開発した装置の販売開始とする。 

なお平成 27 年度～平成 30 年度の「低コスト分解処理技術実証」に採択され、今回開発を行っ

た装置を引き続きリサイクルプロセス開発、改良、実証用として使用。 
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  研究開発② 可溶化法による EVA・セルからの資源回収 （産業技術総合研究所） 

   実験レベルでの可溶化は十分満足のいく結果となったが、実用化・事業化までの実証を行うと

なると、プラント的な大がかりな設備が必要となることから、引き続き独自にて研究開発を行っ

ていく。 

 

研究開発③ PV モジュールより分離する金属回収技術の開発 （日本スペリア社） 

目的とした金属回収できる事象は確認でき、今後より条件、設備仕様を詰めていけば、更なる

回収率の向上、実用化・事業化に向けた取り組みができるため、将来に向け独自にて研究開発を

行うことを検討する。 

 

3.波及効果 

現状の廃棄する太陽電池モジュールパネルは破砕して埋め立て処分が一般的と聞いているが、ガ

ラスと EVA/セル分離装置を運用することにより、板状の状態でガラスが回収できるため、ガラスの

再生、再利用につながる可能性があり、そのようになれば太陽電池モジュールの廃棄、リサイクル

について劇的に変化し、またガラスメーカーも太陽電池用ガラスの再生、再利用に取り組まざるを

得なくなると考える。 

 

4.今後の展開 

 

 
図Ⅲ-2-②-(4)-14 今後の展開スケジュール 

 

本プロジェクトにて研究開発を行い、今後の課題としては様々な太陽電池モジュールの処理、分離

の精度、刃の耐久性となる。 

平成 27 年度～平成 30 年度の「低コスト分解処理技術実証/ ホットナイフ分離法によるガラスと金

属の完全リサイクル技術開発」に採択され、このプロジェクトにて様々なタイプの太陽電池モジュー

ルの処理、刃の耐久性の検証を行う。 

プロジェクト終了後、課題を克服できる設備の検討、設計を行い、実機製作の検討を行う。 

その後太陽電池モジュールの廃棄市場の調査と営業活動を通じて解体・リサイクル事業を行う企業

の創出、探索を行い、装置販売の事業化を行う。 

また平 27年度～平成 30年度の「低コスト分解処理技術実証」での共同採択者の㈱浜田はリサイク

ル関連事業を行っていることから、協力することにより、より一層の解体・リサイクル事業者のへ装

置販売につながると考える。 
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③低コスト分解処理技術実証 

【平成 27～28 年度】 

(1)結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術実証(三菱マテリアル) 
 
1.成果詳細 

本研究では事業化を目指し結晶シリコン太陽電池を対象として、剥離選別コストと回収物の有

価物売却益を確認し、分解処理コスト2.9円/W以下の実証を行うことを目的とする。 
本年度は、実証試験を H28 年度に実施するために、ローラー式剥離機の実証機を設計・製作すると

ともに、ガラスの有効利用が可能なもの「ガラス再資源化原料」と、シートおよびガラスに銀が付着

し銀としての評価をした方がよいもの「銀回収原料」に選別･回収するための分級装置と選別装置の選

定を行い、試作プラントを製作した。 
 
1.1 実証剥離機の開発 
平成 26 年度に実施した「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト／低コスト分解処理技術 FS

（開発）／結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発」において製作した小型剥離試験

機を用い、パネルからガラス分を剥離し「ガラス再資源化原料」と「銀回収原料」に分別可能な知見

を得た。本研究では、剥離後ガラス粒をより粗粒で回収し、ガラスの有価物売却益を向上させるため

に小型剥離試験機の改造を行った。小型剥離試験機では回転する２本の破砕刃付きローラー間にパネ

ルを通すことでガラスを破砕しシートからガラス粒を剥離する構造であったのに対し、改造機はガラ

ス面を上方にしたパネルを移動させ、回転する剥離ローラーの表面のピンでガラスをシートから剥離

する構造とした。 
結果、より粗粒のガラス粒を得ることが可能なことがわかり、本知見をもとに実証剥離機を製作し

た。なお、小型剥離試験機は 1 回の処理がパネル 1/6 枚であったのに対し、製作した実証剥離機は実際

の処理を見据え 1 回で 1 枚を処理、また 60 秒/枚の処理速度を前提とした。 
同一のパネルサンプルを用い「小型試験機」「改造後小型試験機」「実証剥離機」によりガラスを剥

離した。剥離後のガラス粒の粒度毎重量比率を図Ⅲ-2-③-(1)-1 に示す。 
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図Ⅲ-2-③-(1)-1 剥離後ガラス粒の粒度毎重量比率 
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実証剥離機は剥離後ガラス粒の粗粒分が増加し微粒分が減少した。微粒分が減少したことで剥離時

の粉じんも抑制され、作業環境の向上もみられた。また 1 回でパネル 1 枚を処理、また 60 秒/枚の処理

速度で剥離可能であった。 
 
1.2 ガラス中ヒ素成分の同定機器選定と測定評価 
平成 26 年度に実施した「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト／低コスト分解処理技術 FS

（開発）／結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発」において使用したパネルサンプ

ルの含有成分を分析した結果、ガラス中にヒ素を含有するパネルがあることがわかった。ヒ素を含有

するガラスは適正処理が必要であり「ガラス再資源化原料」として使用することはできないため、事

前にヒ素含有の有無を同定しパネルを選別する必要がある。迅速かつ現場での同定･選別作業には可搬

型の乾式同定器の導入が有効であると考え、機器選定を行い事前選別の可否評価を行った。 
 
a) 同定方法の決定 
可搬型の蛍光Ｘ線分析装置およびレーザー誘起分光分析装置を用いた乾式分析と、溶解液発光

分光分析の湿式分析の分析値差異評価を実施した。結果、可搬型の蛍光Ｘ線分析と湿式分析に

おける分析値の差異は許容値以内であり、定量性が認められた。しかし可搬型のレーザー誘起

分光分析では検出できないことがわかった。 
 

b) 同定機器の選定 
現場測定を想定した機器を選定した。3種の可搬型蛍光Ｘ線分析装置を評価した結果、リガク

社XL3t-950Sを導入した。 
 

c) 同定機器を用いた測定評価 
ガラス中ヒ素をパネル１枚あたり60秒以内で同定可能かを評価した。結果、60秒/枚以内で同定

可能なことを確認した。 
 
1.3 試作プラントの製作 
剥離後の回収物を「ガラス再資源化原料」と「銀回収原料」に選別･回収するために、剥離機、分級

装置、選別装置を設置し、事業化を検証するための試作プラントを製作した。 
平成 26 年度に実施した「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト／低コスト分解処理技術 FS

（開発）／結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発」の結果から、色彩選別機による

選別の有効性が確認できたため、選別装置として色彩選別機を採用した。また色彩選別機の効果を高

めるため、設備能力に見合った振動篩を導入した。 
 

a) 色彩選別機の選定 
剥離後回収物（剥離したガラス粒と金属物および有機物が混入）を「ガラス再資源化原料：

透明物」と「銀回収原料：有色物」に色彩選別可能か評価した。ただし平成26年度に実施した

「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト／低コスト分解処理技術FS（開発）／結晶シリ

コン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発」の結果から選別を2度繰返すことで効果が向

上する知見を得ている。また、本研究ではパネル1枚あたり60秒で剥離処理することを想定し

ている。パネル1枚の重量を11kg、ガラス重量比率80%と仮定した場合、 
  処理枚数 ： 1(枚/分) = 60(枚/時) 
 ガラス重量 ： 60(枚/時) × 11(kg/枚) × 80(%) = 528(kg/時) 
すなわち選別対象物であるガラス粒は528kg/時で剥離されることから、選別を2度繰返すために

はガラス粒1056kg/時の選別能力が必要である。現在購入が可能な色彩選別機を調査･選定した

結果、上記要求仕様を満たすトムラソーティング社GENIUS1600を導入した。本装置は対象ガ

ラス粒を1300kg/時で選別可能であることを導入前試験で確認している。 
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b) 振動篩の選定 
色彩選別機において選別対象物であるガラス粒の粒度を合せることで選別精度が向上する知見

を得ている。しかし、③-1で選定した色彩選別機ではガラス粒0.6mm以下（微粒）の選別が難

しく、またこれまでの実験により2mm以上（粗粒）と0.6～2mm（中粒）を合せて選別するより

も各々を別々に選別した方が選別精度が向上することがわかっている。そのため振動篩により

各粒度に選別可能か評価した。結果、選別可能なダルトン社1002型振動篩を導入した。 
 

c) 試作プラントの製作 
上記装置を関西リサイクルシステムズ(株)第２工場（三重県伊賀市）に設置した。 
 

 
設置エリア 

図Ⅲ-2-③-(1)-2 剥離後ガラス粒の粒度毎重量比率試作プラント設置エリア 
（関西リサイクルシステムズ(株)第２工場 平面図） 
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色彩選別機

実証剥離機

色彩選別機用ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ

振動篩

 
図Ⅲ-2-③-(1)-3 剥離後ガラス粒の粒度毎重量比率試作プラント配置図 

  
H28 年度から本試作プラントを使用し、回収物の物質収支を確認するとともに、剥離選別コス

トと回収物の有価物売却益を確認し、分解処理コストを試算し、事業化の検討を進める。 
 
2.実用化見通し 
三菱マテリアル株式会社（以下 MMC）は、非鉄製錬事業、セメント事業、および家電リサイクル事

業を運営している。とくに家電リサイクル事業では太陽電池を製造する家電メーカと協力して運営し

ており、本事業のリサイクル拠点として位置付けている。MMC が運営に携わっている全国 5 社 6 工場

のネットワークを活かし、MMC の既存設備を活用した場合、処理フローを構築することが可能である。 
 

（家電リサイクル工場等） （一部SiO₂） （セメント九州工場等）

ガラス原料（SiO₂) 非鉄金属（銅、銀) セメント製品

セメント製造
設備

スラグ排出元 取外・収集・運搬 直島製錬所
分解・選別
処理設備

 
 

図Ⅲ-2-③-(1)-4 MMC の既存設備を活かした理想的な処理フロー 
3.波及効果 
 太陽電池スクラップの発生場所は全国に分散していることが予想される。よって集中して処理する

よりも、処理工場は分散することが有効と考えられる。上述のとおり全国に展開する家電リサイクル

工場に処理設備を設置することで対応可能であると考える。 
 
4.今後の展開 
 家電リサイクル工場に試験処理設備を設置し、必要なデータを取得し実証プラントの設計・製作を

行う。サンプル量を増やすことで処理コストの精度を上げ、事業化展開を進める。 
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(2)ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル技術実証(東邦化成) 
 

1．成果詳細 

 

1.1 実機パネルの実証（年代別使用済みパネルの実証） 

実際に使用されたメーカー製モジュールのうち以下表Ⅲ-2-③-(2)-1 に挙げる年数経過したモ

ジュールを入手し、それぞれについて剥離性能評価を行った。 

 
表Ⅲ-2-③-(2)-1 剥離評価したモジュールの経過年数と機種数 

経過年数 １０年 １１年 １３年 １４年 １５年 １８年 １９年 

評価機種数 ７機種 １機種 １機種 １機種 １機種 １機種 １機種 

 

 

剥離処理としては、平成２６年度に実施した「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト／

低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）／ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイ

クル実用化技術開発」にて開発した工程（図.Ⅲ-2-③-(2)-1）に基づいて行った。 

 

図Ⅲ-2-③-(2)-1 解体工程 

 

 

 

その結果、図Ⅲ-2-③-(2)-1 における処理④（剥離液によるガラス-ＥＶＡ剥離工程）において

ＥＶＡの膨潤効果が弱く表Ⅲ-2-③-(2)-1 に挙げた全ての機種において、ガラスからＥＶＡを剥離

することが出来ない問題に直面した。処理③（ＥＶＡ積層体研削除去）の後、ガラスに残ったＥ

ＶＡ層のシリコンセルの有った場所が黄色く変色しており、ＥＶＡの変質により剥離液の膨潤効

果が弱くなっているのではないかと推察し、黄変部のＥＶＡの調査を行った。 

 

 

a)ＥＶＡ単体の剥離液による膨張率の調査 

１５年経過品のモジュールから黄変部分、未黄変部分のそれぞれのＥＶＡを採取し剥離液によ

る膨張率を測定した。結果、黄変部分の膨張率は約５０％以下に対し、未黄変のＥＶＡは、ばら

つきは有るが約６０％程度あり、黄変部分が膨潤しにくいことがわかった。図Ⅲ-2-③-(2)-2 に黄

変部と未黄変部の膨張率のデータを示す。 
 

 

 

 

 

 

 

処理①　初期解体 処理②　研削処理 処理③　研削処理 処理④　剥離処理A 処理⑤　剥離処理B

ガラス-EVA膜剥離
（膨潤・剥離・洗浄）

アルミフレーム/拝殿BOX解体 バックシート除去 EVA層除去 EVA・金属分離
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なお、剥離可能なモジュールとしてのテストピースのＥＶＡの膨張率を測定したところ、約７

０％以上あった。結論として、ＥＶＡの膨張率低下により剥離効果が弱まっていることがわかっ

た。これにより剥離剤の改良を薬液メーカーへ依頼し改良中である。 

 

b)黄変ＥＶＡの構造分析調査（ＦＴ－ＩＲ分析） 

表Ⅲ-2-③-(2)-1 に挙げる１０年経過品のうちの１機種からＥＶＡを採取しＦＴ－ＩＲによる分

析を行いＥＶＡの変質を調査した結果、カルボン酸塩、水酸基が検出され、ＥＶＡのエステル結

合が分解変質した物と推察された。要因として、太陽光の紫外線及び、バックシートから透過す

る水分などによる影響が考えられる。下図Ⅲ-2-③-(2)-4 に分析したＥＶＡのサンプル場所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-③-(2)-4 太陽電池モジュール断面（模式図）におけるＥＶＡ分析サンプルの採取場所

（①～⑤及びＲ） 

 

「Ｒ」はリファレンスの位置づけで、最も太陽光の紫外線の影響を受けていないであろう場所

と想定しこれに対して①～⑤がどれだけ変質しているかを確認した。結果、ガラスにもっとも近

い①、②の部分のＥＶＡの組成変化がもっとも大きく、次いで③、その次に④、⑤がほぼ同じ程

度の組成変化であり④、⑤に関しては、Ｒ（リファレンス）部分とほぼ同じ組成であった。この

ことから太陽光の影響を受けＥＶＡが変質しているということはわかったが、この変質によりな

ぜＥＶＡの膨潤が弱くなるのかのメカニズムは見出せなかった。 
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図Ⅲ-2-③-(2)-3 

図Ⅲ-2-③-(2)-2 におけるＥ 
ＶＡ採取ポイント 

図Ⅲ-2-③-(2)-2  
モジュール面内各ポイントより 
採取したＥＶＡの膨張率の違い 

 



 Ⅲ-63

c)物理力剥離性能の向上策 

上述のことから、使用済みモジュールにおいては剥離剤による剥離効果が弱いためこれを補完

するための物理的剥離方法による剥離向上に取り組み中である。ＥＶＡを剥離するためのブラシ

回転数を上げることにより剥離力を向上。ガラステクスチャ内に僅かにＥＶＡが残るところまで

除去できた。 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-③-(2)-5 物理的剥離方法強化によりガラステクスチャ内にＥＶＡ 

が残っている状態（左）と残っていない状態（右）の比較 

 

 

1.2 実証機（パイロット機）検討 

解体処理スループット向上に向けた取り組みとして図Ⅲ-2-③-(2)-1 における処理工程②、③を

担う研削機の処理能力向上が全体工程のスループット改善に大きな影響を及ぼす為この改善取り

組みとして、新規研削機の仕様固めを行い、現在メーカーにて製作中である。研削刃の大口径化

とマルチ化を行い、スループット向上を見込んでいる。（図Ⅲ-2-③-(2)-6 写真中央、右） 

 

 

図Ⅲ-2-③-(2)-6 実験評価用研削機（左）とスループット向上させた新規研削機（中央、右） 

 

 一方で、剥離装置に関しては、現在仕様検討しており、物理力強化策を搭載する予定。 
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1.3 回収物の売却価格の調査と有価物の付加価値向上の取り組み 

図.Ⅲ-2-(ハ)-b(1)における処理工程③及び⑤で発生するＥＶＡ積層体に関して、銀としての売

却価格の調査を行った。ある金属リサイクルメーカーに試料を持込み、その価格の評価を依頼し

たところ、モジュールにして約 1000 枚分のＥＶＡ積層体から銀を回収して初めて利益がプラス

に転ずることがわかった。今後継続して、他社へ試料を持込み付加価値評価を実施する予定であ

る。 

尚、現状、分解処理コスト試算としては、有価物売却を考慮に入れた場合で２．３５円／Ｗとの

試算となっており（表Ⅲ-2-③-(2)-2 参照）、更なる分解処理コスト低減と、付加価値向上に取り

組む必要性が有る。その観点から、回収シリコンに着目し、 

a) 岡山大学を再委託先とし、ＥＶＡ積層体からシリコンを回収する技術と純化技術の基礎

研究を行う。 

b) 処理工程⑤において回収ロスとなる微細シリコン粒子の回収方法の改善を行う。 

上記の２点にも取り組み中である。 

 

表Ⅲ-2-③-(2)-2 処理コスト試算結果 

項目 
目標値 達成値 

備 考 
円／Ｗ 円／Ｗ 円／kg 円／年 

材料費 1.24 1.28 13.49 9,842,400 剥離剤等 

光熱水費 0.16 0.28 2.92 2,132,856 設備用力 

人件費 2.22 1.78 18.77 13,695,996 
@1,000 円/人(パート，アルバイト

想定) 

設備費 0.65 1.10 11.60 8,461,164 設備；8年償却試算、保守費用含 

土地・賃借費 0.35 0.37 3.86 2,816,112 
貸倉庫・貸工場 HP より 

弊社工場周辺 150m2程度を想定 

最終処分費 0.35 0.35 3.68 2,687,556 使用済剥離剤、EVA 等 

処理コスト合計 4.97 5.16 54.32 39,636,084   

有価物売却益 4.90 2.81 29.58 21,582,264 
アルミフレーム、ガラス、金属

類等 

トータル処理 

コスト 
0.07 2.35 24.74 18,053,820  

 

a)ＥＶＡ積層体からのシリコン純化研究 

図Ⅲ-2-③-(2)-1 における処理工程③ないし、⑤により回収されるＥＶＡ積層体より溶剤、酸を

利用してシリコン粒子を抽出する基礎研究に取り組んだ。プロセスイメージ図を図Ⅲ-2-③-(2)-7

に記す。一次評価結果としては酸の濃度、攪拌条件のパラメーター設定により処理が４５分以上

と時間が掛かるが目標９８．５％の純度に対し、９９％以上の純度を持つシリコンを回収するこ

とが出来た（表Ⅲ-2-③-(2)-3 参照）。今後も引き続きこれら条件の最適化を行いプロセスを確立

して行く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-③-(2)-7 シリコン純化プロセスイメージ 
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表Ⅲ-2-③-(2)-3 酸処理時間と得られたシリコン純度の関係 

酸処理時間[min] 45 60 180 

Si 純度[％] 99.25 99.90 99.98 

 

b)比重分離後の未回収となっているシリコンの回収方法の確立 

処理工程⑤（比重分離）の後、回収出来るＥＶＡ積層体の内、回収籠をすり抜ける微細なシリ

コン・金属が存在し、これら物質も有価物として回収する余地が有るため効率的な回収方法を確

立する必要がある。サイクロン式回収機（図Ⅲ-2-③-(2)-8）により回収籠をすり抜けた微細粒子

をどれだけ回収できるかの基礎評価を実施した結果、約４分で９８％以上の溶液に浮遊するシリ

コン粒子を分離・回収することが可能とわかった。サイクロン回収機により得られたシリコンの

回収率データを図Ⅲ-2-③-(2)-9 に示す。 

これを元にパイロット機の仕様検討に入ったが、更に処理コスト低減のため比重分離の部分が削減

できないか試験中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-③-(2)-8 サイクロン式回収機 

図Ⅲ-2-③-(2)-9 流体圧及び処理時間におけるシリコン回収率の変化 

まとめとして以下、表Ⅲ-2-③-(2)-4 に比重分離のみとサイクロン回収機を備えた分離装置の回収率

比較を示す。比重分離後のロス量 5%分を回収することが出来た。 
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表Ⅲ-2-③-(2)-4 比重分離とサイクロン回収した場合の回収率比較 

 
各分離分画の回収率 

EVA 分画 シリコン分画 ロス 

比重分離のみ 59% 33% 8% 

比重分離＋サイクロン回収 59% 38% 3% 

 

2.実用化見通し 

(1) 想定しているビジネス形態 

本研究開発成果において、弊社が想定しているビジネス形態は以下３つある。 

①太陽電池モジュール用リサイクルシステムの製造・販売（装置・剥離剤） 

②太陽電池モジュール用リサイクルシステム・レンタル事業（メーカー、解体 

業者工場処理、各都道府県自治体） 

③太陽電池モジュールリサイクルサービスの事業化（東邦化成社内処理） 

来たるべき太陽電池モジュールの大量排出時代に備えて、処理に関わる潜在的ユーザーが、どのよ

うな現場においても使用しやすい簡便でコンパクトなシステムをノウハウ付きで提供したい。また、

当該市場を育成する観点から、潜在的ユーザーが参入しやすい技術環境を整える目的で、システムの

販売だけでなく、弊社の立地を生かしたレンタルやサービスの受託など、実用化に向けた幅広い選択

肢の提供も検討したい。 

 

(2) 実用化見通し 

技術開発の観点から本年度、リサイクルシステムの見立て、処理コストの試算を行った結果、弊社

にとってもっともハードルの高い上記③を想定した場合のビジネス形態の実現性が見えてきた。まだ

弊社として調査の及んでいない物流関係コストに関しては課題を残すものの、解体リサイクルの観点

からは有価物売却益を含まずとも 5 円/W 以下での処理が可能であることがわかった。この結果から、

まずはモジュールメーカーと手を組み、メーカーに戻ってくるモジュールの解体処理から始め、本格

大量処理に向けたノウハウを蓄積し 5 年、10 年先に来る大量廃棄に備える予定。 

 

(3) 実用化に向けた課題 

 事業化に向けて、今後以下の課題がある。 

  ①本格的なパイロットラインを使用したビジネスモデル実証 

  ②物流を意識した廃棄モジュールを想定したコスト試算 

  ③リサイクル法等の規制対応 

 まず、来年度①の実証を行いつつ、廃棄モジュールの収集ルート、回収物のリサイクルルート確保

を行いビジネスモデル実証を行い、事業化への道筋をつける。 

 

3.波及効果 

 大規模プラントではなくコンパクトな処理システムを構想。これによりリサイクルが各拠点で実施

でき、まずは小規模ラインでのリサイクル処理から始めることが可能。処理量の増加に伴いシステム

を増設すれば対応できることから地方分散型のリサイクルシステムが実現できる。年々増加していく

であろう廃棄モジュールにあわせてシステムを設置できることから、自治体、リサイクル事業者等が

手を出しやすいことが予想できるため、社会システムの構築も平行して行えるメリットがあり、廃棄

量と同時に普及すると考える。 

 

4.今後の展開 

（１）プロジェクト研究期間中（H26～H30） 
実証装置による処理コスト検証及び回収有価物の売却ルートの確保とそれら情報による事業性

の検証を行う。また、事業開始の準備段階としてのビジネス形態の方向性を見定める。 

（２）プロジェクト終了後（H31～） 

ビジネスの開始。まずは小規模ながらもメーカー、自治体等協力の下リサイクル事業を開始す

る。また、現在結晶系モジュール特化の為、薄膜系など多種モジュールのリサイクル法の開発

を模索して行く。 
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(3)ホットナイフ分離法によるガラスと金属の完全リサイクル技術開発(浜田、エヌ・

ピー・シー) 
 

1．成果詳細 

研究開発① アルミフレーム除去装置の開発及び実証 

【中間目標】処理能力：50 秒/モジュール 

【成果】  *2016 年 6月末日時点 

  アルミフレーム除去装置の実証機の完成 

  ガラスを割ることなく、アルミフレームの除去（取り外し）実験、確認済み。 

  ねじ止め式、コーナーキー式ともに除去（取り外し）実験、確認済み。 

  アルミフレーム除去の設備処理能力：50 秒/モジュール達成 

【今後の対応】 

  様々なメーカーの太陽電池モジュールにて数を増やして実験を行い、適切除去 

処理能力を満足するか実験する。 

 
図Ⅲ-2-③-(3)-1 アルミフレーム除去装置完成写真      図Ⅲ-2-③-(3)-2 アルミフレーム除去後のモジュールとフレームの状態 

 

 
図Ⅲ-2-③-(3)-3 除去後のフレーム ねじ止め（タイプ）    図Ⅲ-2-③-(3)-4 除去後のフレーム（コーナーキータイプ） 

 

研究開発② バックシート除去装置の開発 

【中間目標】処理能力：50 秒/モジュール 

【成果】  *2016 年 6月末日時点 

  バックシート除去装置の実証機の完成 

  回転、切削刃にてバックシート除去の実験、確認済み。 

    ⇒バックシート除去することにより、有価物の回収がしやすく、低コストとなる可能性。

バックシート除去の設備処理能力：50秒/モジュール達成 

【今後の対応】 

  様々なメーカーの太陽電池モジュールにて数を増やして実験を行い、適切除去処理能力を満足す

るか確認する。 
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図Ⅲ-2-③-(3)-5 バックシート除去装置完成写真                     図Ⅲ-2-③-(3)-6  イメージ図 

 
図Ⅲ-2-③-(3)-7 バックシート除去装置の回転切削刃部         図Ⅲ-2-③-(3)-8 回転切削刃 

 
図Ⅲ-2-③-(3)-9 バックシートかす       図Ⅲ-2-③-(3)-10 バックシート除去後の EVA/セルシート 

 

研究開発③ ガラス分離装置の改良及び実証 

【中間目標】50 秒/モジュール 

【成果】 *2016 年 6 月末日時点 

  平成 26 年度 NEDO リサイクル技術開発にて開発、実験済みの装置のため完成済み。 

  現時点では、刃の改良、耐久性試験、実証試験は行っておりません。 

【今後の対応】 

  ホットナイフの材質（例えば S45C、SACM645、SKD11 など）を変更した刃の手配中。刃の入手後に

様々な太陽電池モジュールにて刃の耐久性の実証を行い、処理能力が満足するか確認する。 

 
図Ⅲ-2-③-(3)-11 ガラス分離装置完成写真              図Ⅲ-2-③-(3)-12 イメージ図 
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研究開発④ ガラス表面 EVA 除去装置の開発 

【中間目標】50 秒/モジュール 

【成果】 *2016 年 6 月末日時点 

   ホットナイフによるガラスと EVA/セル層の分離後のガラス表面に付着している EVA を金属ブラ

シにて除去の実験を行った。 

   EVA/セル層除去後のガラスをガラス表面 EVA 除去装置にて EVA を除去し、2mの高さから落下さ

せ割れたガラスのサイズにより EVA の残存量、メーカーの受入可能レベルの確認を行っている。 

【今後の対応】 

  ガラスメーカーにて受入可能レベルを確認中。 

  処理枚数を増やし、ガラスメーカーにて評価を行う予定。 

 
  図Ⅲ-2-③-(3)-13 装置完成写真   図Ⅲ-2-③-(3)-14 金属ブラシ部 
   ガラスメーカーにて受入可能なガラスへの EVA 残存量を確認するため、2m の高さから落下テス

トを行った結果。 

    * ガラスが細かく割れるほど、EVA の残存量が少ない。 

 
  図Ⅲ-2-③-(3)-15 除去 1（剥離後）  図Ⅲ-2-③-(3)-16 除去 2（回転速度 60%）   図Ⅲ-2-③-(3)-17 除去 3(回転速度 80%) 

 

 

 
 図Ⅲ-2-③-(3)-18 落下後 1        図Ⅲ-2-③-(3)-19 落下後 2      図Ⅲ-2-③-(3)-20 落下後 3 

 

 

研究開発⑤ ガラスカレットと板ガラス原料にするための調査 

【中間目標】受け入れ条件の明確化 

【成果】 

  ガラスメーカーへ売却するための受け入れ条件調査 

 a.ガラス製造過程での混入 NG 成分：アルミ、ニッケル等金属。特にアルミは微量でも不可。 

  b.受け入れ荷姿：カレット状よりも、パネルガラスのままでの引き渡しした方が異物検査を省略

可能。 

【今後の対応】 

  研究開発④の装置が出来上がり次第、ガラスメーカーの窯にて試験を行う。 
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研究開発⑥ ガラス破砕機・選別機の開発 

【中間目標】処理コスト 40 円/kg 以下、ガラス原料売却単価 3円/kg 以上。 

【成果】 

  ⑤の研究成果より破砕処理が不要。 

【今後の対応】 

 破砕機・選別機の導入見送り。 

 

研究開発⑦ 回収金属の売却単価の調査 

【中間目標】回収金属の各場合での売却単価の明確化 

【成果】   

表Ⅲ-2-③-(3)-1 回収金属調査結果 

【今後の対応】 

b)c)において、複数の精錬所より評価を入手する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発⑧ EVA/セル層の処理方法の検討及び EVA/セル層処理装置の開発 

【中間目標】EVA 除去の処理コスト 30円/kg 以下、回収金属の売却単価 5円/kg 以上 

【成果】 

 研究開発⑧の成果参照 

【今後の対応】 

 研究開発⑦の回収金属評価と処理装置及び 

 ランニングコストのコスト比較 

 

 

 

研究開発⑨ 実証・試験プラント建設及び実証実験による処理コスト評価 

【中間目標】太陽電池モジュール 100 枚以上を処理し、コスト評価の実施 

【成果】 

搬送・分解処理にかかる処理コストを半自動化設計 

試験・実証用の 100 枚以上／5日を実施するための 結晶パネルのサンプルを調達中。 

 

 a）熱分解・油化 b）破砕 c）破砕なし 

精錬所受け入れ 一部可能 可能 可能 

処理コスト 57 円/㎏以上 

（光熱費含まず） 

－ 

（確認中） 

0 円/㎏ 

回収金属 △43円/㎏ △9 円/㎏ △8.5 円/㎏ 

 図Ⅲ-2-③-(3)-22 

写真ｂ）：EVA/セル層破砕 

 図Ⅲ-2-③-(3)-23 

写真ｃ）：EVA/セル層 破砕なし    
 図Ⅲ-2-③-(3)-21 

写真ａ）：EVA/セル層 

  EVA 油化後の金属残渣 

図Ⅲ-2-③-(3)-24 

EVA/セル層 油化後の EVA 
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2.実用化見通し 

 本プロジェクトにおいて太陽電池モジュールリサイクルのために技術開発した各解体装置の実験、

実証結果を元に実用化できる量産用装置の製作段階に入り、太陽電池リサイクル事業を行う企業に営

業、販売活動を行っていく。 

   

表Ⅲ-2-③-(3)-2 スケジュール 

 
 

 

 

3.波及効果 

本プロジェクトにおいて、ガラスを粉砕しないまま太陽電池モジュールを解体して有価物を回収す

るため、廃棄物がほぼゼロとなる。全国の埋立処分残余年数が約 14年（平成 27年時点）を切った中

で、廃棄となる太陽電池モジュールの埋立処分地への搬入を食い止めることができる。 

 

4.今後の展開 

本プロジェクトにおいて、太陽電池モジュールリサイクルのために技術開発した各解体装置の実験、

実証結果を元に実用化できる量産用装置の製作段階に入り、太陽電池リサイクル事業を行う企業に営

業、販売活動を行っていく。販売数の計画は今後設定する。 
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(4)合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処理技術実証(ソーラーフロンティア) 
 

1．成果詳細 

 合わせガラス構造の太陽電池モジュールの処理において、カバーガラスと基板ガラスの接着に使用

されている封止材 EVA を除去する際に、これまで開発してきた、加熱炉を用いて EVA を蒸し焼き状

態で熱分解する EVA 除去プロセスでは、使用する熱量が多いこと、設備投資が大きいことがあり、

更なる処理費用の削減が望まれていた。本共同研究事業では、このプロセスに比べて、設備投資が少

なく、使用熱量が少ないホットナイフ解体プロセスにより、最小限の熱量で EVA を溶断して合わせ

ガラスを解体する技術を導入し、解体したカバーガラスと基板ガラスから低コストで EVA を剥離す

る方法により、リサイクル処理コストを大幅に削減できることを実証することを目標とした。また、

解体した CIS 膜の付着した基板ガラスから高品質の CIS 粉と基板ガラスを分離する技術の実用性を実

証することを目標とした。これまでに得られた成果は以下の通り。 

 

１．１ 基板ガラスとカバーガラスの解体技術開発 

a）結晶系太陽電池用のホットナイフ装置による合わせガラス型太陽電池解体の課題 

 結晶系太陽電池用のホットナイフ装置（以後、ホットナイフ装置と呼ぶ）に、合わせガラス型太陽

電池である CIS パネルを装着して解体を試みた。処理枚数が少ない間はカバーガラスは割れなかった

が、処理枚数が増えるにつれてナイフにかかる負荷によって刃の切断能力が低下し、カバーガラスに

かかる応力に耐えられずに割れることがあった。基板ガラスは、最初から合わせガラスの間にナイフ

の刃が入った瞬間に細かく割れた。刃の耐久性の向上と基板ガラスの割れの回避が課題であった。な

お、パネルは赤外線ランプで予熱し、ホットナイフは加熱して処理した。図Ⅲ-2-③-(4)-1 にホット

ナイフ装置の概略を示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
          
 
           

 
 
 

図Ⅲ-2-③-(4)-1 ホットナイフ装置の概略図 
 
 
b）合わせガラス解体を目的としたホットナイフ装置の調整 
ホットナイフ装置による合わせガラス型太陽電池の解体で得られた、刃の耐久性の向上と基板ガラ

ス割れの回避という課題の解決を意図して、装置の処理条件の変更のために表Ⅲ-2-③-(4)-1 の項目

の調整を、同装置に行って CIS パネルの解体を行った。 
 

表Ⅲ-2-③-(4)-1 ホットナイフ装置の調整 
装置の調整項目 変更度合 効果 

予熱温度の高温化 低温（～100℃）⇒ 高温（～270℃） 大 

パネルの送り速度 低速化：3mm/秒 ⇒ 1mm/秒 小 

ナイフの刃のくさびの角度 鈍角から鋭角へ 小 

 
予熱の段階で、パネル中の EVA が溶解・発泡し、基板ガラスが、ある程度の大きさの破片となっ

て割れた。また、予熱中に割れた基板ガラスの破片の一部がナイフの刃に到達する前にカバーガラス

から分離する現象が観察された。ナイフの刃に到達した基板ガラスの破片は、ナイフの刃が合わせガ

カバーガラス 

EVA 樹脂 

基板ガラス 

EVA 樹脂 

バックシート 

ホットナイフ 

予熱装置 

CIS パネルの進行方向 

CIS 膜 
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ラスの間に入り込んでも、さらに割れることなく分離した。この現象の主な原因は、高温下における

EVA の接着力の低下と考えられる。この結果から、パネルの高温での加熱が、ナイフの刃にかかる負

荷の低減と刃による基板ガラスの細かな割れの抑制に有効であると考えられた。 
 
c）空気中での熱分析による EVA の高温下における性状の検討 

 上記 b）のような処理条件の調整によるナイフの刃にかかる負荷の低減と基板ガラス割れの回避の

可能性の検討のために、EVA を模擬空気（20%O2/He）気流中で熱重量分析（TG-DTA）して、高温下

における性状を検討した。結果を図Ⅲ-2-③-(4)-2 に示した。 

 

    
図Ⅲ-2-③-(4)-2 EVA の TG-DTA（20%O2/He 雰囲気） 

 

 昇温につれて重量減少が低温側（減少速度最大の温度は約 360℃）および高温側（減少速度最大の

温度は約 460℃）の二段階で起こった。この重量減少に伴って生成したガスを分析するために TG-
DTA 装置に直結した質量分析装置を使用した。結果を図Ⅲ-2-③-(4)-3 に示した。 

    
図Ⅲ-2-③-(4)-3 EVA の昇温分析で生成する分子イオン強度（20%O2/He 雰囲気） 

 

 これらの結果より、低温側の重量減少は主に EVA からの酢酸の脱離によるものであると考えられ

た。また、高温側の重量減少については、EVA のポリエチレン主鎖が分解して脱離したためと考えら

れた。ただし、生成した炭化水素ガスの大部分が模擬空気中の酸素により酸化されたため、図Ⅲ-2-

③-(4)-3 では CO2 および H2O が主成分として検出されたと考えられた。 

 低温側の重量減少は約 220℃～約 420℃で起こっていることが図Ⅲ-2-③-(4)-2 に示されている。

従って、ホットナイフの予熱温度を高温化（約 270℃）した際に、基板ガラスがナイフの刃に到達す

る前に分離する現象が起こる原因は、合わせガラス中の EVA から酢酸が脱離したために EVA の接着

力が低下したためと結論できた。 



 Ⅲ-74

d）合わせガラスの解体性能の向上に向けたホットナイフ方式の改良の検討 

 上記 c）の検討より、約 220℃以上の温度で EVA から酢酸の脱離が開始し、接着力が低下し始める

ことから、ナイフの刃にかかる負荷の低減と刃による基板ガラスの細かな割れの回避は、予熱温度の

高温化（約 270℃）によって回避できる見通しを得た。一方、合わせガラスがナイフの刃に到達する

前に割れる（図Ⅲ-2-③-(4)-4 参照）現象は、パネルの予熱温度の高温化によって引き起こされてお

り、予熱温度が低い（100℃以下）ときは、この現象は生起しなかった。この原因としては、予熱温

度の高温化によりパネルに熱応力が加わり、カバーガラスに比べて強度の弱い基板ガラスが割れたこ

とが原因であると考えられた。そこで、パネルの送り速度を 1mm/秒から 3mm/秒に上げたところ、

ナイフの刃に到達する前に基板ガラスが割れる現象は治まったが、ナイフの刃が合わせガラスの間に

入った瞬間に基板ガラスが細かく割れる現象は再発した（図Ⅲ-2-③-(4)-5 参照）。 

 従って、現状のホットナイフ装置では、基板ガラスを割らずに合わせガラスを解体することは困難

であると考えられた。 

 しかしながら、予熱温度の高温化によってナイフの刃にかかる負荷を低減することにより、一定期

間カバーガラスを割らずに回収する運転が可能になる。この場合のガラスの割れ率は 35.5 重量％

（カバーガラス：9.8kg、基板ガラス：5.4kg）となり、目標値である 50％以下は達成でき、ガラス片

の大きさも図Ⅲ-2-③-(4)-5 のように 5～10mm×20～50mm 程度と、ガラスカレット用のガラス片と

しては問題のない大きさであると考えられた。 

 処理時間については、現状の合わせガラス（1,210mm×930mm）の分離処理時間は約 400 秒/枚

（合わせガラス送り速度 3mm/秒）であり、目標値である 120 秒/枚とは乖離があった。また、合わ

せガラスの処理のために、くさびの角度を鋭角にしたナイフの刃には、実験終了後に一部欠損が見ら

れた。そこで、分離処理時間の短縮と装置の耐久性の向上を目指して、ホットナイフ方式の改良の検

討を継続した。 

 

         
  

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２ 封止剤 EVA の剥離技術開発 

a）カバーガラスからの EVA の剥離能力が高く、安全な薬液の探索 

トルエンの剥離能力をベンチマークとして、高引火点で劇薬を含まない剥離剤を目指して、その主

成分となる薬液を探索した。洗浄剤・剥離剤の先行技術の処方に開示されている化合物を参考に、芳

香族/脂肪族の炭化水素の官能基が異なる種々の薬液に、架橋した EVA の付着したカバーガラス

（3.5cm×3.5cm）サンプルを浸漬して試験を行い、結果を表Ⅲ-2-③-(4)-2 に示した。EVA の剥離性

の指標としては、EVA の剥離に要する物理的作用の強度を採用した。剥離性が低いほど強い力を要し、

段階を「不変：☓」、「強く引っ張ると剥がれる：△」、「スクレーパー（へら状の刃に柄を付けた工

具）で容易に剥がれる：○」、「引っ張ると容易に剥がれる：◎」、「完全剥離：☆」の５段階とした。

例えば、「不変」（☓）では、薬液への浸漬により EVA は変化せず、強い力で引っ張っても剥離しな

い。また、「完全剥離」（☆）では、力を加えることなく EVA は剥離する。 
 

図Ⅲ-2-③-(4)-4 合わせガラスの予熱温

度を高温化（約 270℃）した場合の基板

ガラスのナイフの刃への到達前の割れ方 

パネル送り速度：1mm/秒 

ガラス片の大きさ：50～200mm×100～
300mm 程度 

図Ⅲ-2-③-(4)-5 合わせガラスの予熱温

度を高温化した（約 270℃）場合の基板

ガラスのナイフの刃による割れ方 

パネル送り速度：3mm/秒 

ガラス片の大きさ： 5～ 10mm× 20～
50mm 程度 
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表Ⅲ-2-③-(4)-2 各種薬剤の剥離試験結果 

分類
温度
（℃）

10分浸
漬後剥
離状況

20分浸
漬後剥
離状況

30分浸
漬後剥
離状況

毒劇
物

沸点
（℃）

引火
点
（℃）

消防法
（類-石
油類）

トルエン 30 ○ ◎ 劇 111 4 4-1
（芳香族炭化水素） 45 ◎ ☆ 劇 111 4 4-1
エチルベンゼン 30 ○ 136 25 4-2
（芳香族炭化水素） 45 ◎ 136 25 4-2
アニソール 30 ☓ 154 51 4-2
（芳香族エーテル） 45 △ 154 51 4-2
ベンジルアルコール 30 ☓ 205 100 4-3
（芳香族アルコール） 45 ☓ 205 100 4-3
グリコール系 30 △ △ 244 152 4-3
（脂肪族） 45 △ ◎ 244 152 4-3
グリコールエーテル系 30 ☓ 242 110 4-3
（脂肪族） 45 ☓ 242 110 4-3
不飽和脂肪族炭化水 30 ☓ 252 107 4-3
素系 45 △ 252 107 4-3
アルカノールアミン系 30 ☓ 160 78 4-3
（脂肪族） 45 △ 160 78 4-3
ラクトン系 30 ☓ 204 101 4-3
（脂肪族） 45 ☓ 204 101 4-3
脂肪族ケトン系 30 △ 116 17 4-1

45 ○ 116 17 4-1
脂肪族エステル／ 30 ☓ 188 76 4-3
エーテル系 45 ☓ 188 76 4-3  

 

     薬液への浸漬時間は 10 分、20 分および 30 分、浸漬温度は 30℃と 45℃の条件で試験を行った。ト

ルエン並みの EVA の剥離を示す薬液は、この条件ではエチルベンゼンのみであった。脂肪族グリ

コール系および脂肪族ケトン系薬液では、45℃における剥離性はエチルベンゼンと同等であった。 

     このことより、脂肪族グリコール系および脂肪族ケトン系薬液のように、トルエンより引火点と沸

点は高いが、同等の剥離能を有する薬液の存在が示唆された。脂肪族ケトン系薬液は引火点が 17℃と

低いが、脂肪族グリコール系薬液は引火点 152℃、沸点 244℃と高い。そこで、安全性を考慮して、

脂肪族グリコール系薬液および 45℃では強く引っ張ると剥がれる程度の剥離能しか示さなかったが引

火点と沸点の高い薬液類（不飽和脂肪族炭化水素および芳香族エーテル）について、浸漬時間をさら

に長く、そして浸漬温度をさらに高くして EVA の浸漬試験を実施した。 

     浸漬時間 120 分および浸漬温度 60℃と 80℃の結果を表Ⅲ-2-③-(4)-3 に示した。 

     表Ⅲ-2-③-(4)-3 に示したように、トルエンでは浸漬温度 45℃、浸漬時間 20 分で EVA は完全に剥

離した。トルエンと比べて剥離能力は劣るが、引火点と沸点の高い薬液類（脂肪族グリコール、不飽

和脂肪族炭化水素、芳香族エーテル）では、浸漬温度を 60℃および 80℃とすることで、スクレー

パーで容易に剥がれる程度にまで剥離性は向上した。EVA の剥離に対しては、薬液への浸漬温度を上

げることは有効であった。 
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表Ⅲ-2-③-(4)-3 常温で剥離性を示した各種薬剤の加温剥離試験結果 

分類
温度
（℃）

10分浸
漬後剥
離状況

20分浸
漬後剥
離状況

30分浸
漬後剥
離状況

120分浸
漬後剥
離状況

毒劇
物

沸点
（℃）

引火
点
（℃）

消防法
（類-石
油類）

トルエン 30 ○ ◎ 劇 111 4 4-1
（芳香族炭化水素） 45 ◎ ☆ 劇 111 4 4-1
アニソール 30 ☓ 154 51 4-2
（芳香族エーテル） 45 △ 154 51 4-2

60 ○ 154 51 4-2
80 ○ 154 51 4-2

グリコール系 30 △ △ 244 152 4-3
（脂肪族） 45 △ ◎ 244 152 4-3

60 ◎ 244 152 4-3
80 ◎ 244 152 4-3

不飽和脂肪族炭化 30 ☓ 252 107 4-3

水素系 45 △ 252 107 4-3

60 ○ 252 107 4-3

80 ○ 252 107 4-3  
 

 しかし、トルエン以外の薬液では 80℃、120 分の浸漬でも完全剥離はしなかった。そこで、45℃、

20 分で EVA の完全剥離が可能なトルエンを選定し、トルエンを使用した試験データを処理装置の仕

様決めに供することとした。また、トルエンの使用に伴う安全対策も装置の仕様に盛り込むこととし

たが、トルエン相当の剥離能を持ち、より取扱の容易な薬液の探索についても並行して継続すること

とした。 

 

b）基板ガラスからの EVA の剥離の課題 

 カバーガラスからの EVA の完全剥離を短時間で行えるトルエンを使用して、基板ガラスからの

EVA の剥離を、浸漬温度 55℃の条件で試みた。なお、目視での観察の便宜のため、ガラス面の半分

の EVA は手で強制的に剥離して CIS 膜面を露出させた。カバーガラスの場合と異なり、図Ⅲ-2-③-

(4)-6 のように、浸漬時間 1 時間で  EVA に膨潤は見られるものの剥離はしなかった。2.5 時間後には

さらに膨潤は進み、一部の    EVA が塊状になり膜としては薄くなったが、剥離はしなかった（図Ⅲ-

2-③-(4)-7）。 

 この塊状の EVA の膨潤物は、紙製のウエス（キムワイプ）でこすることで剥離した。サンプルを

その後 48 時間トルエンに浸漬したが、EVA の膜は剥離せず、その後に超音波を 8.5 時間印加しても

剥離はしなかった（図Ⅲ-2-③-(4)-8）。 
そこでピンセットで一部の EVA の膜を強制的に剥離することを試みた結果、剥離することができ

た（図Ⅲ-2-③-(4)-9）。このことより、基板ガラスでは、カバーガラスの場合より、EVA と CIS と

の結合が強固であると考えられ、トルエンに浸漬するだけでは EVA の剥離は困難であり、強力な物

理的剥離作用によって引きはがすことの必要性が示唆された。 

       
  

 
 
 

図Ⅲ-2-③-(4)-6 基板ガラスからの EVA
の剥離実験 

（7cm×7cm 基板ガラス 、55℃、トルエ

ン浸漬、1 時間） 

図Ⅲ-2-③-(4)-7 基板ガラスからの EVA
の剥離実験 

（7cm×7cm 基板ガラス 、55℃、トルエ

ン浸漬、2.5 時間） 
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 強力な物理的剥離作用の加え方の検討のため、かための歯ブラシと PP（ポリプロピレン）樹脂製

ヘラで、トルエン浸漬後の基板ガラス（図Ⅲ-2-③-(4)-10）を剥がす検討を行った。かための歯ブラ

シで強くこすっても、なかなか膨潤した EVA は剥離しなかったが、PP 樹脂製のへらで引きはがすよ

うな力を加えることによって、容易に剥離した（図Ⅲ-2-③-(4)-11）。この結果より、膨潤した EVA
を基板から剥離する際には、硬いもので引きはがすような物理的力を加えることが有効であった。 

 

c）カバーガラスと基板ガラスの特性に応じた封止剤 EVA の剥離液および剥離法の検討 

 上記 a）、b）で示されたように、同じ薬液（トルエン）でも EVA の剥離特性はカバーガラスと基板

ガラスではかなり異なっていた。 
 そこで、カバーガラスについては 100％割れずに回収できることも考慮にいれて、トルエンを薬液

として EVA を浸漬させて膨潤させた後に、ブラシ等での水などによる剥離と洗浄も含めた、試作プ

ラントの仕様決めに必要なデータを取得することを目指した。 

 

        
 

 

 

 

 基板ガラスからの EVA の剥離液については、EVA と CIS の強固な結合を考慮に入れた場合、カ

バーガラス用薬液より界面の破壊力および EVA の溶解力の強い薬液が求められるが、現時点ではト

ルエンを超える薬液は見出されていない。従って、基板ガラスに対しては、剥離液としてはカバーガ

ピンセット

による強制

剥離後 

図Ⅲ-2-③-(4)-8 基板ガラスからの

EVA の剥離実験 
（7cm×7cm 基板ガラス 、55℃、トルエ

ン浸漬、48 時間＋超音波 8.5 時間） 

図Ⅲ-2-③-(4)-9 EVA の強制剥離

後の基板ガラス 
（7cm×7cm 基板ガラス 、55℃、ト

ルエン浸漬、48 時間＋超音波 8.5 時

間） 
 

図Ⅲ-2-③-(4)-10 トルエン浸漬後の基

板ガラス 
図Ⅲ-2-③-(4)-11 PP 樹脂製のへら

により剥離した EVA 
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ラス同様にトルエンを使用し、強い機械的剥離力を、例えば金属製ブラシ等によって加えることで対

応することとした。 
 
d）割れた基板ガラスからの EVA の剥離技術の開発 
 １．１d）で示されたように、現状のホットナイフ装置では基板ガラスを割らずに合わせガラスを

解体することは困難であった。割れた基板ガラスには、上記 b）、c）で示されたような強い機械的剥

離力を金属製ブラシ等で加えることは困難であるため、割れた基板ガラス自身の相互研磨（共擦り）

による機械的剥離力を活用して EVA を剥離することとした。 
 共擦りを実現するために、回転する容器の中で割れたガラス片同士を擦り合わせて、基板ガラス上

に残る CIS 膜を擦り落とすことを目指した。具体的には、図Ⅲ-2-③-(4)-12 のようなポットミキ

サーのボール型容器に割れた基板ガラスと剥離液を入れて回転させた。剥離液と基板ガラスは容器内

部の２枚のブレードにより、撹拌されて混合し、ガラス同士の共擦りも生起したと考えられる。ミキ

サーの容器内部のガラス基板の動きを模式的に図Ⅲ-2-③-(4)-13 に示した。 

 

          
 

 

 

 

 

 トルエンと EVA 付きの基板ガラス（7cm×7cm）2～4 枚をハンマーで叩いてクラックを入れた状態

で、ボール型容器に入れてポットミキサーに取り付けて、ゆっくりと回転させながら 12 時間処理し

た。処理温度は室温、ミキサーの傾斜角は 30～40°であった。撹拌を開始して 5 分ほどで基板ガラ

スは EVA を伴って小片に分離し、その後は小片がぶつかり合いながら共擦りを継続した。12 時間処

理後の基板ガラスの状態を図Ⅲ-2-③-(4)-14 に示した。ガラス片のサイズは 1～3cm 程度であった

（右下のペンは比較のために置いた）。ガラス片の端から数 mm 程度までの EVA は剥がれてはいるも

のの、それ以外は残っており、EVA はかなり強固に基板ガラスに結合していると考えられた。 
 比較のために、EVA 付きのカバーガラス 2～4 枚を同様に処理した結果を図Ⅲ-2-③-(4)-15 に示し

た。基板ガラスの場合と異なり、EVA は完全にカバーガラスから剥離していた。その理由は、表Ⅲ-

2-③-(4)-3 に示されているように、EVA 付きカバーガラスは常温付近（30℃）でトルエンに浸漬す

ると、浸漬後 30 分で、引っ張ると容易に剥がれる状態になるほど EVA とカバーガラスとの結合が弱

くなることであると考えられた。 

       
 
 

ガラス 

基板 

EVA 破片 

ブレード 
ガラス基板の

動き（流動） 

図Ⅲ-2-③-(4)-12 ポットミキサー 

傾斜角調節範囲：90° 
容器材質：SUS304、回転数：4～56rpm 

図Ⅲ-2-③-(4)-13 ボール型容器内のガ

ラス基板の動き 

図Ⅲ-2-③-(4)-14 ミキサー中、トルエンで

12 時間処理した EVA 付き CIS 基板ガラス 
図Ⅲ-2-③-(4)-15 ミキサー中、トルエンで

12 時間処理した EVA 付きカバーガラス 
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 今後は、EVA と基板ガラス上の CIS との相当に強固な結合を考慮して、例えば EVA と直に接する

CIS と、基板ガラスからの CIS の剥離能を有する薬液とを混合してミキサー処理をすることにより

CIS を剥離することによって EVA をリフトオフする等の手法を検討することとした。必要に応じて、

この手法にトルエンへの事前の浸漬による EVA の膨潤を組み合わせることによって、EVA を基板ガ

ラスから完全に剥離することを目指した。この処理により取得したデータに基づいて、湿式撹拌式剥

離装置の仕様を決定することとした。 
 

１．３ 薬液処理技術の検討 

a）薬液処理技術の検討 

 ⅰ）封止剤 EVA の薬液処理技術の検討 

  「１．２ 封止剤 EVA の剥離技術開発」において、洗浄剤・剥離剤の先行技術の処方に開

示されている化合物を参考に、薬液の化学構造および処理条件を検討した。 有機系の薬剤

に加えて、過酸化水素水や無機酸およびアルカリ等の無機系の薬剤も検討した。 

 ⅱ）種々の EVA 剥離技術の検討 

   オートクレーブ中で高温・高圧でトルエン処理を行うことにより、合わせガラスが解体さ

れ、EVA の剥離ができることを確認した。また、ドライアイスの細片を強く吹き付けるドラ

イアイスブラストや、液体窒素への浸漬、さらに薬液を全く使わないプラズマアッシングで

もガラスから EVA を剥離できることを確認した。ただし、コスト的にこれらの技術の適用可

能性は低いと判断した。 

 

１．４ 基板ガラスからの CIS 膜の剥離、Mo 膜の分離技術開発 

a）基板ガラスからの CIS 膜の剥離性の評価法の検討 

 CIS 膜の製膜時に Mo 膜と Se が反応して、CIS 膜と Mo 膜の間には MoSe2 層が形成されている。こ

の MoSe2 層の脆弱化による CIS 膜の剥離を期待して、水酸化ナトリウム水溶液を CIS 膜の剥離液と

して検討した。6M（20 重量％）水酸化ナトリウム水溶液に、EVA の付いていない基板ガラスを液温

20～60℃の範囲で浸漬した。液温が高いほど CIS 膜の剥離が容易であったので、60℃で処理すること

とした。水酸化ナトリウムへの浸漬により、透明電極層とバッファー層は溶解した。 
 水酸化ナトリウム水溶液に浸漬しただけで機械的作用を加えないと一部の CIS 膜が残るため、残っ

た CIS 膜を PP 樹脂製のヘラやブラシでこすり落とす作業を行ったところ剥離した（図Ⅲ-2-③-(4)-

16、図Ⅲ-2-③-(4)-17）。 

 目視で CIS 膜が見えなくなった基板ガラス（Mo 膜は残っている）の表面分析を X 線分析顕微鏡

（顕微鏡タイプの蛍光 X 線分析装置）で行ったところ、銅やインジウムは検出されず、ごく微量の

Se が検出された。この Se は MoSe2 層に由来すると考えられるので、CIS 膜は完全に剥離したと考え

られた。 

 

    
 

 

 

 

     

樹脂製

のヘラ 

図Ⅲ-2-③-(4)-16 CIS 膜の物理的

剥離試験 

（6M NaOH 水溶液、60℃） 

図Ⅲ-2-③-(4)-17 CIS 剥離後の基

板ガラス 

（Mo 膜は残っている） 
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剥離した CIS 膜は、孔径 0.8μmの PTFE（ポリテトラフルオロエチレン）製メンブレンフィルターで

ろ過して回収した。回収した CIS 膜をろ紙ごと 3M 塩酸と 3M 過酸化水素水の混合液に溶解して Cu、
In、Ga 等の含有量を高周波誘導結合プラズマ発光分光（ICP）分析法で定量した結果を①とした。また、

水酸化ナトリウム水溶液への浸漬時に剥離せず、Mo 膜付き基板ガラスに残存する CIS 膜を 3M 塩酸と

3M 過酸化水素水の混合液に溶解して Cu、In、Ga 等の含有量を ICP で定量した結果を②とした。最も

有価性の高い In に注目して、剥離した CIS 膜の回収率の計算式を式Ⅲ-2-(ハ)-d(1)とした。 

 
回収率＝{①／（①＋②）}×100（式Ⅲ-2-(ハ)-d(1)） 

 実験結果（In 重量①＝7.0mg、②＝0.58mg）より、CIS 膜の回収率は 92.3％であり、目標である

90％を超える値が得られた。 

 

  b）過酸化水素水による基板ガラスからの CIS 膜の剥離性の検討 

 次に、メッキ等の剥離剤の成分である過酸化水素水を CIS 剥離液として検討した。１．４a）で検

討した水酸化ナトリウムによる CIS 膜の剥離では Mo 膜は溶解せずに残ったが、過酸化水素水は Mo
膜のエッチング液として使われる事例もあることから、Mo 膜の溶解によるリフトオフにより、一段

階で CIS 膜と Mo 膜を剥離できるか確認した。 

 基板ガラスの過酸化水素水への浸漬では、液温を上げることで CIS 膜の剥離が容易になる反面、過

酸化水素も分解しやすくなるため、40℃で処理した。過酸化水素水の濃度は、まず 1M（3.4 重量％）

とした。CIS 膜を固体として回収するためには過酸化水素水への CIS 膜の溶解は望ましくない。そこ

で、基板ガラスを浸漬した過酸化水素水を時間ごとにサンプリングして、ICP で CIS 膜の成分元素を

定量して CIS 膜の溶解量を確認した。また、CIS 膜の溶解率の算出のために、24 時間浸漬後の基板ガ

ラスを 3M 塩酸と 3M 過酸化水素水の混合液に浸漬して、残存する CIS 膜を溶解させ ICP で分析した。

結果を表Ⅲ-2-③-(4)-4 に示した。 
 1 時間浸漬後の In の溶解率は、1.8%（＝{②／（②＋③）}×100）と低く、この値は 24 時間浸漬後

も 1.9%と、ほとんど変化がなかった。Cu と Ga についても溶解率は低く、1 時間浸漬後と 24 時間浸

漬後でほとんど変化がなかった（Cu：不検出→不検出、Ga：2.8%→2.2%）。一方、Se、S および Mo
については、1 時間浸漬後と 24 時間浸漬後を比較すると、溶解率が増加していた（Se：不検出→

2.5%、S：不検出→9.1%、Mo：9.9%→15.5%）。予想通り Mo の溶解率が最も高く、CIS 膜と Mo 膜の

一段階の剥離の可能性が伺えたが、24 時間浸漬後でさえ溶解率が 15.5%と低く、溶解性は不十分で

あった。 
 

表Ⅲ-2-③-(4)-4 1M 過酸化水素の CIS 膜の剥離試験結果（7cm×7cm 基板ガラス） 
  Cu In Ga Se S Mo 
溶解前の量(mg) ②+③ 7.7 9.3 3.6 17.3 1.4 11.8 
24H 溶解後の基板ガ

ラス中の量(mg) 
③ 7.7 9.1 3.5 16.9 1.3 10 

1H 後溶解量(mg) ① 不検出 0.17 0.10 不検出 不検出 0.99 
1H 後溶解率(％) ①×100/(②+③) 不検出 1.8 2.8 不検出 不検出 8.4 
24H 後溶解量(mg) ② 不検出 0.18 0.08 0.43 0.13 1.83 
24H 後溶解率(％) ②×100/(②+③) 不検出 1.9 2.2 2.5 9.1 15.5 

 

   そこで、過酸化水素水の濃度を上げて 11.6M（35 重量％）として検討を行った。実験方法は過酸化

水素濃度 1M の場合と同様であったが、高濃度の過酸化水素水の使用量を減らすために、7cm×7cm 基

板ガラスを 1/4 に切断して使用し、結果を表Ⅲ-2-③-(4)-5 に示した。 

    過酸化水素濃度 1M の場合と比べて大きな違いは、CIS 膜に対する過酸化水素水の濡れが悪いこと

であった。その結果、超音波を印加したにもかかわらず、1 時間基板ガラスを浸漬した際の CIS 膜と

Mo 膜の溶解率は、1M の場合より低下した。しかし、超音波印加をせずに、さらに浸漬を続けて 24
時間経過した後は、Mo 溶解率は向上して 71.7％に達し、CIS 膜のリフトオフが期待できた。一方、In
の溶解率は 5.7％と、過酸化水素濃度 1M の場合と比べてあまり向上せず、CIS 膜を固体として回収す

るには望ましい結果となった。 
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表Ⅲ-2-③-(4)-5 11.6M 過酸化水素の CIS 膜の剥離試験結果（3.5cm×3.5cm 基板ガラス） 
  Cu In Ga Se S Mo 
溶解前の量(mg) ③ 1.9 2.3 0.9 4.3 0.4 2.9 
1H 後溶解量(mg) ① 0.01 0.02 0.01 0.01 0.003 0.004 
1H 後溶解率(％) ①×100/③ 0.5 0.9 1.1 0.2 0.8 0.1 
24H 後溶解量(mg) ② 0.66 0.13 0.01 1.59 0.21 2.08 
24H 後溶解率(％) ②×100/③ 34.7 5.7 1.1 37.0 52.5 71.7 

 

  

  c）基板ガラスからの Mo 膜の剥離性の評価法の検討 

    Mo 膜の剥離液として過酸化水素水を使う際に、酸を加えることによる水素イオン濃度の増加が剥

離能力に与える影響を検討した。手始めに、１．４a）で検討した水酸化ナトリウム水溶液によって

CIS 膜を剥離した基板ガラスを過酸化水素水と塩酸の混合液に浸漬し、時間ごとに剥離液をサンプリ

ングして、ICP で Mo を定量した。液温が高いほど Mo の剥離が速かった（図Ⅲ-2-③-(4)-18）が、

60℃では塩素の発生が激しく、それを避けるため、40℃で処理することとした。この温度において、

1M 塩酸と 1M 過酸化水素水の混合液では、約 80%の Mo 溶出には 5 分程度を要した。 
 

 
図Ⅲ-2-③-(4)-18  Mo の溶出に要する時間の温度依存性 

 
 

    Mo の剥離処理後に基板ガラス上に残留する Mo は以下の方法で定量した。基板ガラスを粉砕して、

HClO4、HNO3、HF 等を加えて加熱して溶解し、ICP 分析を行った。基板ガラスへの残留 Mo 濃度は

一例で 14ppm であり、目標値である 50ppm 以下であった。 

    撹拌の効果について浸漬温度 60℃の場合について、検討した。基板ガラスの残留 Mo 濃度は、撹拌

なしの場合 13.1ppm、撹拌有りの場合で 11.1ppm とほぼ等しく、特に撹拌を要せずに Mo は剥離液へ

の 3 分程度の浸漬で剥離することが判明した。 

 

d）過酸化水素水と酸の混合液による基板ガラスからの Mo 膜の剥離性の検討 

 次に、過酸化水素水と酸の混合液の濃度を変えて、Mo 膜の剥離速度に与える影響を検討した結果

を図Ⅲ-2-③-(4)-19 に示した。実験条件と分析法は１．４c）と同様である。ただし、剥離液の ICP
分析の際は 10 倍に希釈した。 
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図Ⅲ-2-③-(4)-19 Mo の溶出に要する時間の過酸化水素水と塩酸の濃度依存性 

 

 Mo の溶出に要する時間は、塩酸の濃度を高くしても短縮せず、過酸化水素水の濃度を高くした場

合に短縮し、3M の場合は 2 分以内に 100%の Mo が溶出した。また、特筆すべきこととして、1M の

過酸化水素水のみを使用した場合、1M の過酸化水素水と 3M の塩酸の混合液を使用した場合より、

Mo の溶出時間が短い（5 分程度で約 90%の Mo が溶出）ことであった。 

 過酸化水素は自己分解し、それは温度の上昇や酸の共存により促進される（図Ⅲ-2-③-(4)-20）。

従って、CIS 膜を剥離した基板ガラスから Mo を剥離する剥離液の安定性を考えると、過酸化水素水

のみで剥離することが処理コスト低減の観点から望ましい。 

 ただし、過酸化水素水のみで剥離した場合も剥離対象の Mo との反応により自己分解するが、その

程度は 24 時間経過後においても、1M 塩酸と共存させて放置した過酸化水素水の半分程度であった

（図Ⅲ-2-③-(4)-21）。 
 

  
            時間（h）             時間（h） 

              
 

 
 
１．５ 割れガラスからの CIS 膜の剥離、Mo 膜の分離技術開発 

a）割れガラスからの CIS 膜の剥離の検討 

 １．４a）で示されたように、水酸化ナトリウム水溶液に浸漬しただけでは一部の CIS 膜が残るた

め、残った CIS 膜を PP 樹脂製のヘラやブラシでこすり落とすことが必要であった。しかし、１．１

d）で示されたように、現状のホットナイフ装置では基板ガラスを割らずに合わせガラスを解体する

ことは困難なため、ガラスに残る CIS 膜を樹脂製のヘラやブラシでこすり落とす方法は適用できない。 
 そこで、１．２d）で使用した、回転する容器の中で割れたガラス片同士を擦り合せる共擦りの手

法を活用して、基板ガラス上に残る CIS 膜を擦り落とすこととした。薬液および温度については、１．

４a）b）で検討したものを使用することとした。 
 

(40℃) 

図Ⅲ-2-③-(4)-20 過酸化水素水の自己分解(１) 図Ⅲ-2-③-(4)-21 過酸化水素水の自己分解(２) 
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b）割れガラスからの Mo 膜の剥離の検討 

 １．４c)、d)で示されたように、基板ガラスからの Mo 膜の剥離は、薬液への浸漬だけで実用的な

処理時間内に行うことが可能である。従って、割れガラスについての特段の検討は行わなかった。 
 

１．６ 試作プラント構築、実証 

 a）基板ガラスとカバーガラスの解体装置 

 １．１で検討した、ホットナイフ装置を試作プラントの構成要素として、実証化に向けて、処理時

間の短縮と装置の耐久性の向上を目指した検討を行う。 

 b）カバーガラスからの EVA の剥離装置 

 １．２a）の検討を踏まえて選定したトルエンの、カバーガラスからの EVA の剥離能力と、その性

状に基づく EVA の剥離装置の仕様を決めて製作した装置を試作プラントの構成要素として、実証化

に向けた検討を行う。 

 c）割れ基板ガラスからの EVA、CIS および Mo の剥離装置 

 １．２a）、b）、c)の検討を踏まえて選定したトルエンの、基板ガラスからの EVA の剥離能力と、１．

２d）および１．５a）、b）、c）の検討に基づいて EVA、CIS および Mo の剥離装置の仕様を決めて製作

した装置を試作プラントの構成要素として、実証化に向けた検討を行う。 

 

2.実用化見通し 

 プロジェクト終了後の平成 31 年から 5 年間は、工場からの歩留り落ち製品や市場不良品が主なリサ

イクル対象となるため、10MW/年の規模を有するリサイクル処理設備の投資計画を検討中である。そ

の後、小規模工場における運転ノウハウを元に当社太陽電池の市場回収品が大量に発生すると想定さ

れる平成 40 年頃までに、数百 MW スケールのリサイクル工場建設への投資を検討する。 

 

3.波及効果 

 合わせガラス型太陽電池のリサイクル技術の開発要素の中に、ガラスから樹脂の剥離技術の開発も

含まれ、結晶系太陽電池のリサイクルと同様の課題解決の要素が含まれていることから、結晶系を含

めた太陽電池に対してのリサイクル技術開発を促進できるとともに、これに関連する研究開発に従事

する人材の育成に寄与すると考えられる。 

 

4.今後の展開 

 本技術が実証されることで、工場の廃棄コスト低減、市場回収品の処分費用低減が可能であること

が示され、当社の製品コストや管理費の低減に繋がる。製品コスト及び管理費の低減は、コスト競争

が厳しい現状において関連部門の責任者からも強く求められている。また、市場の使用済太陽電池の

廃棄取扱いに対するリサイクルへの取組はメーカとしての社会的責任であり、当社は重要な課題と認

識している。 

 当該技術は、自社としての取り組みに活用するばかりでなく、広く他の事業体への活用も含め推進

していきたい。 
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(5)ＰＶシステム低コスト汎用リサイクル処理手法に関する研究開発（新菱） 

 

1．成果詳細 

 

平成 26 年度までに実施した「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」委託事業で開発した

「PV システム汎用処理手法」の主要装置である EVA 熱処理装置に改造を行い、実用化に向けた処理

システム全体の長期信頼性・安定性及び経済性の実証を行う。 

これまでに得られた成果を以下のとおりである。 

 

①システム整備と装置立上げ 

 外部借用地での分解処理技術の研究開発を終えて、解体して倉庫保管している状態の汎用リサイク

ル処理システムを工場内に設置し、システムを稼働するために必要な電源・燃料ライン等を整備する

ことで、試作プラントを構築した。 

 なお汎用リサイクル処理フローを図Ⅲ-2-③-(5)-1 に、工場全景を図Ⅲ-2-③-(5)-2 に、汎用リサイ

クル処理システム全景を図Ⅲ-2-③-(5)-3 に示す。 

 

 
図Ⅲ-2-③-(5)-1 汎用リサイクル処理フロー 

 

 
図Ⅲ-2-③-(5)-2 工場全景          図Ⅲ-2-③-(5)-3 

汎用リサイクル処理システム全景 

 

 

 



 Ⅲ-85

②EVA 熱処理装置の長期信頼性・安定性・経済性の向上 

 主要装置である EVA 熱処理装置は、本来研究開発用設備で長期信頼性・安定性及び経済性の向上に

関する課題が残っており、この課題を解決するために以下の改造を実施した。 

②-1 エジェクター部の耐熱強化 

 分解炉で熱分解された EVA 分解ガスは、エジェクターで吸引されて燃焼炉へと導かれるが、このエ

ジェクター部の耐熱不足で長期運転出来ない状態であるので、耐熱性の高いバーナー構造への改造を

実施した。 

 なおエジェクター部の概念図と不具合状況を図Ⅲ-2-③-(5)-4 に、バーナー構造の概念図を図Ⅲ-2-

③-(5)-5 に示す。 

 

 
図Ⅲ-2-③-(5)-4 エジェクター部の概念図と不具合状況 

 
図Ⅲ-2-③-(5)-5 バーナー構造の概念図 

 

 

②-2 出口側ラビリンス開口高さ増長 

 EVA 熱処理装置には外気流入防止のために、出入口部にラビリンス機構を有するが、出口側ラビリン

スの開口部に Si セルや配線材が引っ掛かり、運転を停止して除去作業を行う必要が生じる場合がある

ので、引っ掛かり防止を目的として、開口高さを増長する改造を実施した。 

 なお出口側ラビリンス開口高さ増長改造の概念図を図Ⅲ-2-③-(5)-6 に示す。 
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図Ⅲ-2-③-(5)-6 出口側ラビリンス開口高さ増長改造の概念図 

 

②-3 後処理装置（大気炉）の加熱強化 

 EVA 熱処理装置は後段に後処理装置を有しており、この後処理装置の加熱源として EVA 熱処理装置に

排熱を利用しているが、現状は 500℃程度の排熱であるために、後処理装置に付随する電気ヒーターで

排熱を再加温している。 

 この電気ヒーターの使用電力削減を目的として、より高温の 800℃程度の排熱を利用出来るように、

排熱配管系統の改造を実施した。 

 なお後処理装置（大気炉）の加熱強化改造の概念図を図Ⅲ-2-③-(5)-7 に示す。 

 

 
図Ⅲ-2-③-(5)-7 後処理装置（大気炉）の加熱強化改造の概念図 

 

 

 

 

 

③処理システム全体の実用性及び処理コスト評価 

 処理システム全体の実用性及び処理コスト評価を目的として「24 時間×数週間」単位の連続処理試

験を複数回実施するために、連続処理試験用モジュール提供、リサイクル処理で発生する有価回収の

売却、及び廃棄物の処理に関する契約を実施中である。 

 なお現状の契約進捗状況を表Ⅲ-2-③-(5)-1 に、連続処理試験時の評価項目を表Ⅲ-2-③-(5)-2 示す。 
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表Ⅲ-2-③-(5)-1 現状の契約進捗状況 

対象物 契約形態 契約先 契約進捗状況 

アルミ枠 有価売却 非鉄精錬業者 ○ 契約締結済み 

カバーガラス 有価売却 ガラスメーカー ○ 契約締結済み 

CIS 粉 有価売却 非鉄精錬業者 △ 交渉中 

基盤ガラス 産廃処理 ガラスカレット業者 △ 交渉中 

バックシート 産廃処理 焼却処理業者 ○ 契約締結済み 

 

表Ⅲ-2-③-(5)-2 連続処理試験時の評価項目 
ｱﾙﾐ枠解体 ﾊﾞｯｸｼｰﾄ除去 EVA熱処理 EVA熱処理後処理 薄膜ｽｸﾚｰﾊﾟｰ 有価物回収

＊CISﾓｼﾞｭｰﾙのみ ＊CIS基板のみ

信頼性 ①解体不具合率 ①除去不具合率 ①EVA除去具合の ①未燃EVA除去具合の ①CIS膜除去具合の ①有価物回収率

②ｶﾞﾗｽ割れ発生率 ②ｶﾞﾗｽ割れ発生率 　ﾊﾞﾗﾂｷ 　ﾊﾞﾗﾂｷ 　ﾊﾞﾗﾂｷ 　（ｱﾙﾐ、Siｾﾙ、銅線、

③集塵機閉塞発生率 ②ｶﾞﾗｽ割れ発生率 ②ｶﾞﾗｽ割れ発生率 ②ｶﾞﾗｽ割れ発生率 　　ｶﾞﾗｽ、CIS粉）

　⇒　目標：０％ 　⇒　目標：０％ 　⇒　目標：０％ 　⇒　目標：０％ 　⇒　目標：０％ 　⇒　目標：１００％

安定性 ①刃物交換頻度 ①ｶｯﾀｰ交換頻度 ①配管閉塞頻度 ①配管閉塞頻度 ①ﾌﾞﾗｼ交換頻度 ①周辺掃除頻度

　⇒　目標：１回／年 　⇒　目標：２回／週 　⇒　目標：１回／月 　⇒　目標：１回／月 　⇒　目標：１回／年 　⇒　目標：１回／日

②ﾓｼﾞｭｰﾙ滑り止め ②切削屑用ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸ ②集塵ﾌｨﾙﾀｰ交換頻度

　交換頻度 　交換頻度 　⇒　目標：１回／年

　⇒　目標：１回／週 　⇒　目標：１回／日 ③周辺掃除頻度

③ｺﾞﾑ屑掃除頻度 ③給油頻度 　⇒　目標：１回／日

　⇒　目標：１回／日 　⇒　目標：１回／月 ④給油頻度

　⇒　目標：１回／月

安全性 － － ①排ｶﾞｽ分析 ①排ｶﾞｽ分析 ①作業環境測定 －

　（Pb、F、Se、In） 　（Pb、F、Se、In） 　（Se、In）

②炉内蓄積分析 ②炉内蓄積分析 　⇒　目標：法定基準以下

　（Pb、Se、In） 　（Pb、Se、In）

　⇒　目標：法定基準以下 　⇒　目標：法定基準以下

経済性 ①ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ ①ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ ①ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ ①ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ ①ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ ①ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ

　⇒　目標：360枚／日 　⇒　目標：600枚／日 　⇒　目標：192枚／日 　⇒　目標：192枚／日 　⇒　目標：960枚／日 　⇒　目標：192枚／日

②切削屑処理量 ②消費電力 ②消費電力 ②消費電力 ②有価物回収量

　⇒　目標：96㎏／日 　⇒　目標：34kwh 　⇒　目標：左記に含む 　⇒　目標：30kwh ③有価物買取価格

③ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸ使用量 ③LPG使用量 　⇒　目標：

　⇒　目標：１枚／日 　⇒　目標：1.9Nm3／hr 　　ｱﾙﾐ　65,800円／日

　　CIS粉　19,500円／日

　　ｶﾊﾞｰｶﾞﾗｽ　4,700円／日

その他 ①想定労務負荷（「ｱﾙﾐ枠解体～ﾊﾞｯｸｼｰﾄ除去」で1名＋「EVA熱処理～有価物回収」で1名）の適正度  
 

2.実用化見通し 

１）事業化イメージ 

 廃棄 PV モジュールの排出源となるのは、①戸建住宅、②メガソーラー等の産業用ソーラー、及び③

PV モジュール工場である。 

 ①と②では当面、初期不良品や外部要因による破損品等が対象で、一件当たりの数量が少ないため、

廃棄 PV モジュール回収システムの確立が不可欠となる。 

 ③では製造過程で発生するスクラップが対象となる。 

 以上のことを考慮すると、事業性はリサイクル徴収費とリサイクル処理で回収した有価物の売却収

入の合計が、廃棄 PV モジュール回収システムによる回収コストと処理コストの合計をどの程度上回れ

るかで決まる。 

 特にリサイクル徴収費をいかに少なくできるかがキーポイントで、そのためには回収コストと処理

コストをいかに低くできるかがキーポイントとなる。 

 なお事業化イメージを図Ⅲ-2-③-(5)-8 に示す。 
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図Ⅲ-2-③-(5)-8 事業化イメージ 

 

２）事業化に対する課題と対策 

（１）処理システムの長期信頼性・安定性及び経済性の実証 

 本低コスト分解処理技術実証事業にて、実用性及び処理コストを実証する。 

 

（２）大量の廃棄 PV モジュール確保のための拠点回収システム構築 

 廃棄 PV モジュールの安定・大量確保のため、広域から拠点回収するシステム構築が必要であり、北

九州市、九州経済産業局及び九州ソーラー＆クリーンエネルギーネットワーク（SONEQ）と連携し、廃

棄 PV モジュール処理の実態を把握すると共に、運送業者の経験・ノウハウを生かし、実態に即した回

収システム構築を目指す。 

 なお廃棄 PVモジュール回収システム構築スキームを図Ⅲ-2-③-(5)-9 に示す。 

 

 

 

 
図Ⅲ-2-③-(5)-9 廃棄 PV モジュール回収システム構築スキーム 
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３）事業計画 

 事業計画を表Ⅲ-2-③-(5)-3 に、事業化スケジュールを表Ⅲ-2-③-(5)-4 に示す。 

 

表Ⅲ-2-③-(5)-3 事業計画 

 
 

表Ⅲ-2-③-(5)-4 事業化スケジュール 

 
 

3.波及効果 

①技術的効果 

 EVA 熱処理技術が炭素繊維強化プラスチック（CFRP）の樹脂除去に応用可能で、炭素繊維リサイクル

処理技術開発に貢献する。 

 

②経済的効果 

 PV モジュールリサイクル処理のバリューチェーンに属する下記業界の事業拡大に効果がある。 

  ・物流業者 ： 廃棄 PVモジュールの回収 

  ・非鉄精錬業者 ： 回収アルミ及び Si セル、CIS 粉の売却先 

  ・ガラスメーカー ： 回収ガラスの売却先 

 

③社会的効果 

 将来必ず大量発生する廃棄 PV モジュールを埋立て処分することなく、リサイクル処理により資源有

効利用を促進して地球環境負荷を下げ、持続可能社会実現に貢献する。 
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4.今後の展開 

 NEDO「低コスト分解処理技術実証事業」完遂と共に、産廃処理上の法規申請等を実施し、先ずは PV

モジュールメーカーから発生する工場スクラップ（規格外品）を対象とした事業化を目指す。 

 その後、技術的波及効果である炭素繊維強化プラスチック（CFRP）の樹脂除去リサイクル技術を実

用化させ、PVリサイクルとの並行処理による処理コストの低減化を図り、事業を強化する。 

 将来的には製品寿命を過ぎて廃棄される家庭用・事業所用 PVモジュールへと処理対象を拡大する。 
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④太陽光発電リサイクル動向調査 

【平成 26～28 年度】 

(1)太陽光発電リサイクルにおける国内外動向および評価手法に関する調査(みずほ情報総

研) 
 

１．成果詳細 

１．１ 海外における使用済み太陽電池モジュールに関する動向調査 

ａ）太陽電池モジュールリサイクルに関する政策・市場動向 

欧州では、WEEE 指令が 2012 年に改正され、太陽電池モジュールが同指令の対象に加えられ、市場か

らの廃棄物回収率、回収廃棄物からの資源回収率、リサイクル・リユース率に関する義務が各国に課

されることとなった。実際の運用・管理は EU 各国内の規制に委ねられ、2015 年末までにはほぼ全ての

国や地域で新たな国内法が施行されている。表Ⅲ-2-④-(1)-1 にドイツ、イタリア、スペイン、イギリ

スおよびフランスにおける使用済み太陽電池モジュールの取り扱いに関する要点を示す。 

 

表Ⅲ-2-④-(1)-1 ドイツ、イタリア、スペイン、イギリスおよびフランスにおける使用済み太陽電池

モジュールの取り扱いの要点 
国 

（国内法発効日） 
要 点 

ドイツⅢ-2-④-(4)-a (1) 
（2015 年 10 月 24 日） 

・家庭用（BtoC）は他の WEEE 指定電気廃棄物と同様に自治体の回収拠点（コ

レクションポイント）で収集し、処理費用は Producer により積み立てられ

る。 
・事業用（BtoB）の回収方法は議論中であるが、費用は処理時に Producer が負

担・支出する。 
・なお、2015 年 10 月 23 日以前に販売・供給されたモジュールについては、処

理費用として所有者が負担する。 
イタリアⅢ-2-④-(4)-a (2) 
（2014 年 4 月 12 日） 

・10kW 以下のシステム（BtoC）および同法発効以降に導入される 10kW 超シス

テム（BtoB）は Producer の責任、同法発効以前に導入された 10kW 超システ

ムは所有者の責任となるが、固定価格買取制度（Conto Energia）の認定対象

か否かで取り扱いが異なる。 
[ 固定価格買取制度による認定対象 ] 
・同制度を運営する GSE（Gestore Servici Energetici：イタリア電力サービス管

理会社）が発電事業者の売電利益より処理分担金を控除、廃棄分担金として予

防的に回収し、事業者が適切な処理を行ったことが確認されたのちに返還す

る。 
[ 固定価格買取制度の認定対象外 ] 
・PV CYCLE Italy やその他の GSE の認可を受けた処理機構に直接依頼し、リサ

イクルを行う。 
スペインⅢ-2-④-(4)-a (3) 
（2015 年 2 月 22 日） 

・太陽電池モジュールは基本的に事業用（BtoB）として位置づけられており、

Producer の責任により実施されるが、明確な規定はなく、Producer による独

自のシステムの利用、PV CYCLE España 等への委託なども可能であり、費用

は処理時に実施者により決定される。 
イギリスⅢ-2-④-(4)-a (4) 
（2014 年 1 月 1 日） 

・家庭用（BtoC）、事業用（BtoB）いずれも Producer の責任により実施される

（当面、全ての太陽電池モジュールは BtoC 扱い）。 
・2013 年 12 月 31 日以前に販売・供給されたモジュールは、廃棄費用として所

有者が負担する。 
フランスⅢ-2-④-(4)-a (5) 
（2014 年 8 月 23 日） 

・すべての太陽電池モジュールは家庭用（BtoC）電子機器となる。 
・処理費用は Visible Fee（eco-fee）として消費者に請求できるが、Visible Fee

を本体価格と別に明記する義務がある。 
・太陽電池モジュールに関しては PV cycle France のみが処理事業者として政府

から認定されている。 
 
WEEE 指令改正前の 2010 年 6 月より、欧州では PV CYCLE による使用済み太陽電池モジュールの

回収・リサイクルスキームの運用が開始されている。PV CYCLE による使用済みモジュール回収量の

推移を図Ⅲ-2-④-(1)-1～2 に示す。年間回収量は 2011 年が約 1,430 トンであったが、2012 年に大き

く増加し約 3,760 トン、その後、2013 年は約 3,070 トン、2014 年は約 2,100 トンと減少したが、

2015 年は再び増加し 2,809 トンであった。2016 年 5 月までの累積回収量は 14,153 トンで、国別では
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ドイツからの回収が最も多く 55%を占め、次いでイタリア、フランス、スペイン、ポーランド、ベル

ギーとなっており、太陽電池種類別では Si 系が 82%を占め、次いで CIGS、CdTe、フレキシブルの順

である。回収された太陽電池モジュールは、Si 系はガラスリサイクルプラントにて破砕・分別し、ガ

ラスを回収した後、他のリサイクル業者にて金属回収等が行われ、薄膜化合物系は化学的処理により

ガラスや原料金属の回収が行われている。回収率は Si 系で 90%、薄膜化合物系は 97%に達しているⅢ-

2-④-(4)-a (6)。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-1 PV CYCLE による使用済み太陽電池モジュール回収量の推移（左：月間、右：年間

（～2015 年））Ⅲ-2-④-(4)-a (7)-(8) 
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図Ⅲ-2-④-(1)-1 PV CYCLE による使用済み太陽電池モジュール累積回収量の推移（左：国別、右：太

陽電池種類別）Ⅲ-2-④-(4)-a (7)-(8) 

 
このような動きと相まって、欧州の CENELEC では、電気・電子機器の使用後処理の標準化に関す

る議論が開始され、太陽電池モジュールも対象製品の一つとなっており、2016 年秋頃の発効が目標と

されている。また、太陽電池モジュールを対象とし、リサイクルによる効果や影響も考慮した環境

フットプリントの評価ルールの作成も進められている。 
米国では、太陽光発電の導入が進んでいるカリフォルニア州において、有害物質対策の一環として、

有害廃棄物に相当する太陽電池モジュールの Universal Waste としての指定に関する議論がなされて

いる。太陽電池モジュールが有害廃棄物に相当するか否かは、California Waste Extraction Test によ

り判断されるが、有害廃棄物に相当する場合には、非有害廃棄物としての埋立て処理が禁止される。

Universal Waste は有害廃棄物ではあるが、広く普及しており、他の有害廃棄物と比較して相対的に

リスクは小さく、適切な使用後処理が施されることを前提とし、有害廃棄物としての厳粛な管理要求

を軽減できるものとされている。例えば、通常、有害廃棄物は州を越えた移送を行うことが禁止され

ているが、Universal Waste はリサイクル等の適正処理のために州外に移送することが認められる。 
また、アジア地域でも、中国や韓国、タイにおいて太陽電池モジュールリサイクルに関する議論が

開始されている。 
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ｂ）太陽電池モジュールリサイクルに関する技術動向 

欧州では、今後の使用済み太陽電池モジュールの大量発生に対応するため、EU による技術開発プロ

ジェクトが実施されている。それらの概略を表Ⅲ-2-④-(1)-2 に示す。 
EU によるプロジェクトのほか、First Solar、Loser Chemie などの企業でも太陽電池モジュールリ

サイクルの技術開発を実施している。 
First Solar のリサイクル処理プラントは米国、マレーシア、およびドイツのモジュール製造工場敷

地内にあり（ドイツ工場はモジュール生産を中止しているがリサイクル処理プラントは稼働）、基本的

な処理技術は、太陽電池モジュールをシュレッダーおよびハンマーミルにより粉砕し、薬液処理を行

うものである。最初のプラント（Version-1）は 2006 年に導入され、その後、2011 年より技術改良を

加えた Version-2 が導入されている。現在、ドイツでは Version-1（当初の処理能力は 10t/日、現在は

20t/日）が稼働しており、マレーシアでは Version-2（処理能力 30t/日）が稼働している。米国では

Version-2 が稼働しているほか、2015 年からは、さらなる改良を加えた Version-3 も稼働を開始して

いる（処理能力 150t/日）。Version-2 はバッチ式であるのに対し、Version-3 では年間を通じた連続処

理が可能となる。また、将来的な大量処理のニーズに対応するため、処理能力 350t/日の処理プラント

の開発を掲げているほか、使用済み太陽電池モジュールをオンサイトで処理することを目的とした可

搬型処理装置の実用化も目指している。 
Loser Chemie では、ラミネーションされた薄膜化合物太陽電池モジュールに対して、特定波長の

レーザー照射、あるいは FLA（Flash Lamp Annealing）によって、発電層（金属）と EVA の接着界

面を軟化させ、二枚のガラスを EVA／透明導電膜（TCO 等）付のガラスと発電層と電極が蒸着された

ガラスに分離する技術の開発を手掛けている。アルミフレームと端子箱を除去したモジュールをレー

ザー照射／FLA 装置への送入から送出までは自動化されており、市販サイズのモジュール 1 枚あたり

1 分程度とされている。 
 

表Ⅲ-2-④-(1)-2 EU による太陽電池モジュールリサイクル技術開発プロジェクト 

FRELP（※1） 
Ⅲ-2-④-(4)-a (9)-(11) 

結晶 Si 太陽電池モジュールから高品位なガラスや金属を回収しリサイクル率 100％の実現

を目指すもので、赤外ランプを用いる処理により、ガラスと EVA の接着界面を軟化させた

後、機械的にガラスのみを粉砕・回収し、残存物の熱分解・酸処理等によって、油分、Si、
他の金属等を回収するものである。現在までのところ、各工程に必要となる要素技術開発が

パイロットプラントレベルで実施されている。 

PV Morede
（※2） 
Ⅲ-2-④-(4)-a (12)–(13) 

使用済み太陽電池モジュールの分解処理を太陽光発電サイトにおいて実施するためのモバイ

ル装置の開発を目指している。「フレーム除去・モジュール裁断」→「ガラスの分離」→
「残存物の粉砕」→「セル・プラスチックの分離」という四つの工程から構成され、従来と

比較して、40%程度の処理コストの低減が期待されている。処理速度について、1.5 トン/時
間という目標を掲げており、今後、ドイツ、スペイン、フランス、イタリアにおいて、各国

最低 1 機のモバイル装置の導入を目標としている。 
Cu-PV（※3） 
Ⅲ-2-④-(4)-a (14)-(17) 

結晶 Si 太陽電池モジュール製造における Si 消費量、エネルギー消費量、銀消費量の使用量

を低減するとともに、リサイクル性を高めるモジュール構造に関する研究開発である。リサ

イクルを阻害する要因への対策として「充填材としての熱可塑性プラスチックの利用」、「フ

レーム装着・固定方法の改善」を提案するとともにダンプヒート試験を実施し、充填材とし

て TPO（ポリオレフィン）を使用した場合にも EVA と十分に競合可能、フレーム装着・固

定方法としては U-profile が最も優れており、O-ring、Sponge rubber も変色は少ないが、

Single sided adhesive tape では変色が激しいという結果が報告されている。また、フレー

ム除去後のモジュール分解について、「加熱（120℃）による充填材軟化」→「裏面ホイル除

去」→「加熱温度上昇（200℃）」→「Wire-Saw による充填材切断」→「セル・ガラスの分

離回収、洗浄」という手順を提案している。 

Photolife 
Ⅲ-2-④-(4)-a (18)-(19) 

湿式精錬法による金属・シリコンのリサイクルにより太陽電池モジュールリサイクルの経済

性を確立する技術の開発を目的としている。結晶 Si および CdTe 系のモジュールを対象と

し、さまざまな破損状態の使用済み太陽電池モジュールリサイクルを実現する技術開発と、
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オートメーション化された実証プラントにおいて 200 トン／年の処理能力を達成することを

目的としている。リサイクル処理は「フレーム除去」→「破砕」→「篩別」→「破砕後の粒

径に応じ湿式精錬・直接ガラス原料化・熱処理をそれぞれ実施」という工程から構成され、

破砕や篩別に従来の廃棄物処理と共通の設備が使用でき、設備コストの削減が期待される。 

CABRISS
（※4） 

Ⅲ-2-④-(4)-a (20)-(21) 

太陽電池モジュールリサイクル循環経済確立を目的に以下のコンセプトを掲げている。 
 使用済みモジュールおよび太陽電池廃棄物の回収 
 シリコンおよびその他回収金属の精製（高純度化） 
 回収・精製シリコンを利用したウェハーの作製 
 同ウェハーの太陽電池セルへの再生 
 再生セルおよび回収・精製金属のモジュールへの適用（あるいは他の金属原料） 

太陽電池モジュールから分離・回収された各種構成材料を太陽電池モジュールとして再生す

ることを目的とし、そのための要素技術開発を実施することとしている。そして、同プロ

ジェクトの後、得られた成果に基づくパイロット事業への展開を目指している。 
※1：Full Recovery End-of-Life Photovoltaic 
※2：Photovoltaic panels Mobile Recycling Device 
※3：Cradle-to-cradle sustainable PV modules 
※4：Implementation of a CirculAr economy Based on Recycled, reused and recovered Indium, Silicon and Silver 

materials for photovoltaic and other applications 
中国では結晶 Si 太陽電池モジュールを対象とし、液体窒素を用いた低温破砕技術、ならびに燃焼に

よる分解技術に関する基礎的な研究が実施されてきた（図Ⅲ-2-④-(1)-3）。その後、2016 年より開始

される第 13 次 5 ヶ年計画におけるエネルギー政策のもと、太陽光発電に関するリサイクル技術開発が

本格的に実施されることとなっている。具体的な実施内容は議論されている最中であるが、結晶 Si 太

陽電池モジュールを対象とした実証研究、オンサイト処理を行うための可搬型処理技術、薄膜太陽電

池モジュールを対象とした研究開発などを掲げ、産業界を中心として実用化技術を目指すが想定され

ている。 
 
＜低温破砕技術＞ ＜燃焼による分解技術＞ 
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図Ⅲ-2-④-(1)-3 中国で実施されてきた結晶 Si太陽電池モジュールリサイクルに関する基礎研究Ⅲ-2-

④-(4)-a (22) 

 
韓国においても、使用済み太陽電池モジュールの使用後処理に関する取組みが開始されている。太

陽電池モジュールリサイクルに関する技術開発は、結晶 Si 太陽電池モジュールに焦点を当て、太陽電

池セルおよび各種金属資源の回収・リサイクルに向けた取組みが実施されている（図Ⅲ-2-④-(1)-4）。

また、使用済み結晶 Si 太陽電池モジュールの回収、リサイクルを推進・運営する PV リサイクルセン

ター（仮称）の設立に向けた検討も開始される見通しである。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-4 韓国で実施されている結晶 Si太陽電池モジュールリサイクルに関する基礎研究の

例Ⅲ-2-④-(4)-a (23) 

 
ｃ）太陽電池モジュールリユースの可能性に関する基礎情報 

欧州におけるリユースの現状や考え方、ODA 等の海外協力事業における中古品の活用可能性につい

て平成 26 年度に行ったヒアリング結果を表Ⅲ-2-④-(1)-3～4に示す。 
 

表Ⅲ-2-④-(1)-3 欧州におけるリユースの現状や考え方に関するヒアリング結果 

太陽電池モジュールリ

ユース・中古品市場の状

況 

・ 長期使用品ではないが、自然災害等による損傷を受けたモジュールを含むアレイやシステム

を撤去、交換するような事例が少しずつ増え始めている。 
・ 損傷を受けていないモジュールがリユース品として流通し始めており、インターネットによ

る中古モジュールの販売を行っている企業もある。 
・ リユース事業も手掛ける保守管理企業では、ユーザーからの依頼で撤去したモジュールにつ

いて、損傷していないものを自社にて性能評価を行い、保証をつけずに安価で販売してい

る。販売した中古モジュールは設置後 3～6 年程度経過したもので、購入ユーザーは数枚で

独立電源とすることもあれば、数 kW のシステムとして利用していることもある。 
リユースに対する考え方 ・ リユース市場はまだ非常に小さいが、今後、拡大する可能性がある。 

・ WEEE による使用後処理に対する義務はリサイクルのみならずリユースも含まれており、

リサイクル率に対する目標・義務がより高い水準に設定された場合、主たる使用後処理がリ

ユースに移行するかもしれない。 
・ 撤去することにより、初期段階（新品）に付与された保証や認証が効力を失うため、再度の

性能検査・認証等が必要となる。 
・ 電気設備としての性能と安全性が維持されていることが確認できたものはリユースするべき

であるが、そのためのコストを考えると、経済的メリットは小さいのではないか。 
リユースを具現化あるい

は促進するための課題 
・ 製品性能保証も含めたガイドライン、チェック項目等の整備 
・ 中古モジュールを使用する場合の適切なシステム設計 
・ リユースを促進するための政策的な枠組み 
・ リユースに要する費用とリサイクルのための費用負担との整合 
・ 安価かつ信頼性の高い性能検査技術の実現 

 
表Ⅲ-2-④-(1)-4 海外協力事業における中古品活用可能性に関するヒアリング結果 

海外協力における現状 ・ 公的資金による事業で中古太陽電池モジュールが利用された実績はないと思われる。 
海外協力における中古太

陽電池モジュールリユー

スの可能性 

・ 調達条件に示される仕様（性能要求）を満たしていることが条件であり、製品が保証・認証

されていることが条件となることもある。 
・ 一般には中古品の調達を排除した規定はないため、信頼性（調達条件を満たしていること）

を証明できるのであれば、理論的には調達対象になり得るが、過去に実例もなく、実際には

政策的な判断がない限り実現は困難と想定される。 
・ 海外への製品供与・輸出ではなく、海外で実施する事業（責任の所在は日本事業者）を対象

とする協力であれば、相対的には可能性はある。 
・ 国際競争入札において、中古品の利用が「日本企業の優位性」となる場合には、製品供与・

輸出であっても可能性はあるかも知れない。 
・ 相手国側が中古品を受け入れる場合、海外で発生する中古品との競争となる。 
・ 公的資金による事業よりも、品質保証を前提とした民間ビジネスの方が可能性はある。 

リユースに対する考え方 ・ 海外協力において「途上国向けは安い製品で良い」という考え方をするべきではない。 
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・ 途上国では「安物を輸入して、すぐにだめになる」ことが多く、日本ブランドや太陽光発電

に悪いイメージがつかないよう、メーカーや輸出業者が責任を持つ必要がある。 
・ 安く大量に供給できるようになれば、市場が出来る可能性は大きい。 
・ 太陽電池モジュール市場を乱す（新品も値崩れを起こす）可能性がある。 

リユースを具現化あるい

は促進するための課題 
・ 適正な性能検査に基づく製品保証の付与、メーカーによるサポートの保証 
・ 中古品を利用することのメリットの明確化 
・ 政策的な意義付け、および中古品利用に関する相手国側との取り決め・確認 
・ 海外協力（全般）における中古品利用の実績 
・ 中古品を利用するビジネスモデルの構築と、相手国側へのキャパシティビルディング 
・ （民間ビジネスの場合）輸入関税の取り扱い 

 
また、アジア地域の 8 ヶ国について中古品輸入が可能となる主な条件を調査した結果、多くの国が

中古品輸入を許可しているが、製造日から 3 年や 5 年以上が経っている中古品については輸入禁止と

なっていること、輸入可能条件として使用可能寿命の年数や品質を要求している国もあることが確認

された。これらの条件は電気・電子機器や機械設備の場合に適応されるが、太陽電池モジュールにも

そのまま適応されるかどうかについては、相手国との検討、議論が必要となる。 
 
１．２ 太陽光発電リサイクルに関する評価手法の検討 

ａ）評価手法・指標の検討 

太陽光発電リサイクル技術による効果を評価するために検討すべき項目は、技術導入による効果の

比較対象（ベースライン）、評価範囲（評価対象プロセス）、評価する環境影響項目となる。 
技術導入による効果の評価に際し、当該技術が無い場合の技術（既存の処理プロセス等）をベース

ラインとして考えることが一般的であるが、本研究開発プロジェクトで開発されるリサイクル技術の

導入による環境合理性を考える場合、具体的なベースラインを考慮するのではなく、評価対象となる

研究開発間で評価範囲を揃え、それらの結果を比較可能としておくことが重要と考えられる。他方、

研究開発成果のリファレンスケースとして埋立あるいは焼却する場合の結果を用意することも必要と

考えられる。その整理については、今後の検討課題となる。 
今回の評価において想定する評価範囲（案）を図Ⅲ-2-④-(1)-5 に示す。通常のライフサイクル評価

では、リサイクルによる効果を、使用済み製品を排出する側とリサイクル材を使用する側で分け合う

ことになるが、リサイクル技術を評価するにあたっては、リサイクルに係る効果の全てを考慮すべき

と考えられる。そのうえで、効果の出るプロセスを評価範囲に含めておくことが必要である。評価項

目によっては、これら全プロセスを対象とする必要が無い項目も存在するため、評価項目に従って妥

当な評価範囲を設定する。 
 

使用済み
PVモジュール
（工場不良品）

使用済み
PVシステム

（住宅・建材）
解体
撤去

使用済み
PVモジュール

回収
輸送

使用済み
BOS

モジュール
処理

再生処理
非鉄金属

ガラス

樹脂

他・・

処理から
の発生物

最終処分

１

１ 再生材 再生材による
代替効果

 
図Ⅲ-2-④-(1)-5 太陽電池モジュールリサイクルに関する研究開発技術の評価範囲の案 

 
環境性に関する評価対象項目はこれまでにも様々な議論、検討が実施されてきている。その概略を

表Ⅲ-2-④-(1)-5 に示す。 
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表Ⅲ-2-④-(1)-5 既存事例における環境影響評価項目の例 

LIME2
Ⅲ-2-(ニ)-a (24) 特性化係数

CML
Ⅲ-2-(ニ)-a (25) 特性化係数

環境フット
プリント
Ⅲ-2-(ニ)-a (26)

特性化係数

PVの

PEFCR
Ⅲ-2-(ニ)-a (27)

特性化係数
Öekopol

Ⅲ-2-(ニ)-a (28)

Bio
Intelligence
Ⅲ-2-(ニ)-a (29)

Fraunhofer
Ⅲ-2-(ニ)-a (30)

オゾン層破壊 ○ ODP ○ ODP ○ ODP ○ ODP ○

地球温暖化 ○ GWP ○ GWP ○ GWP ○ GWP ○ ○

酸性化 ○ DAP ○ AP ○
Accumulated Exceedance
model ○ Accumlated Exceedance (AE) ○ ○

光化学オキシダント ○ OCEF ○ POCP ○ LOTOS-EUROS model ○
Tropospheric ozone concentration
increase ○ ○

有害化学物質
（人間毒性）

○ HTP ○ HTP ○

USEtox model - CTUh
(Comparative Toxic Unit for
humans)

○
CTUh (Comparative Toxic Unit for
humans) ○ ○

水生生態毒性 ○ AETP ○

FAETP（淡

水）

MAETP（海

水）

○

USEtox model - CTUe
(Comparative Toxic Unit for
ecosystems)

○
CTUe (Comparative Toxic Unit for
ecosystems)

陸生生態毒性 ○ TETP ○ TETP － － － －

富栄養化 ○ EPMC ○ EP ○

Accumulated Exceedance
model（陸域）

EUTREND model（水域）

○

Accumlated Exceedance (陸域)，
Fraction of nutrients reaching
freshwater end compartment (P) or
marine end compartment (N) （水

域）

○ ○

土地利用 ○ 名称なし ○ LUC ○
Soil Organic Matter (SOM)
model ○ Soil Organic Matter

資源消費 ○ ADP ○ ADP ○

Swiss Ecoscarcity model
（水資源）

CML 2002 model（鉱物、

化石資源）

○

Water use related to local scarcity of
water （水資源）

Scarcity（鉱物・化石・再生可

能資源）

○

都市域大気汚染 ○ UAF － － ○ RiskPoll model - kg PM2.5 eq ○
Intake fraction for fine particles (kg
PM2.5 eq)

室内空気汚染 ○ IAF － － － － － －

廃棄物 ○ 名称なし － － － － － －

騒音 ○ 名称なし － － － － － －

一次エネルギー消費
（再生可能）

－ － － － － － ○
Gross energy content of renewable
primary energy resources

一次エネルギー消費
（非再生可能）

－ － － － － － ○
Gross energy content of non-
renewable primary energy resources

放射性廃棄物 － － － － － － ○ Radiotoxicity index, RTI

環境影響領域

既存の方法論 太陽光発電に関する研究事例

○
区別なし

 
 
これらの事例も参照のうえ、今回の評価において評価対象とすべき環境影響項目として「温暖化」

「廃棄物」「資源枯渇」「人間毒性（土壌／水質汚染（重金属含む））」「エネルギー消費」が挙げられる。

また、リサイクル技術による事業化を考えた場合、社会性の評価についても検討が必要である。既存

事例においても、環境性の評価に比べて社会性に関する評価軸はまだ定まっていないものが多いが、

候補として「雇用創出効果」「地域貢献の効果」「技術の波及効果」が挙げられる。社会性評価は、定

量的な評価方法が定まっていない評価項目も多く、今回の評価では定量的な評価だけではなく、定性

的な評価方法も含めて検討を行っている。 
今後、研究開発技術に関する評価手法、指標の考え方に関するガイドラインを策定する予定であり、

その構成案を表Ⅲ-2-④-(1)-6 に示す。 
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表Ⅲ-2-④-(1)-6 ガイドラインの構成案 

１．ガイドラインの適用範囲 
２．本ガイドラインの運用について 
３．評価対象範囲 
 ３．１ 評価対象プロセス 
 ３．２ 評価対象地域の想定 
４．評価側面及び評価方法 
 ４．１ 評価側面 
 ４．２ 評価内容 
 ４．３ 評価単位 
５．経済性評価の評価方法 
 ５．１ 単位処理量あたり費用 
 ５．２ 単位処理量あたり利益 
 ５．３ 年間のネット処理費用 
 ５．４ 社会全体の費用回避額 
６．社会性評価の評価方法 
 ６．１ 地域貢献・地域連携 
 ６．２ 我が国の経済成長への貢献 
 ６．３ 技術開発の展開 
７．環境性評価の評価方法 
 ７．１ サイトベースの算定方法 
 ７．２ ライフサイクルベースの算定方法 
  ７．１．１ 使用済み太陽電池モジュールの回収輸送 
  ７．１．２ リサイクル処理工場における処理 
  ７．１．３ リサイクル処理工場から再生工場までの輸送 
  ７．１．４ 各種材料の再生処理 
  ７．１．５ リサイクル処理工場から廃棄物処理場までの輸送 
  ７．１．６ 廃棄物処理 
  ７．１．７ 再生材による新規材料製造の代替効果 
 ７．３ 環境影響評価の実施 
８．評価に用いるデータベース 

 
ｂ）予備的評価の実施 

本技術開発プロジェクトによる開発技術の予備的評価に先立ち、既存の技術開発プロジェクト（「太

陽エネルギー技術研究開発／太陽光発電システム次世代高性能技術の開発／広域対象の PV システム汎

用リサイクル処理手法に関する研究開発」（平成 22～26 年度））による成果を活用し、太陽光発電リサ

イクル技術による環境影響評価に関する予備的な検討を行った。 
ライフサイクルインベントリ分析の結果からは、太陽電池モジュールリサイクルの実施により

社会全体の CO2 排出量を削減できる可能性があること、そしてその削減幅は熱分解プロセスにお

ける熱回収、回収ガラスの再生利用によりさらに大きくなる可能性があることが示された。また、

ガラスをリサイクルすることで 90～98%程度の廃棄物発生量削減効果が得られることが示された。 
ライフサイクル影響評価では、四つの環境影響領域（地球温暖化、光化学オゾン生成、酸性化、富

栄養化）についてそれぞれ特性化を行った。その結果を図Ⅲ-2-④-(1)-6 に示す。いずれの影響領域に

おいても、回収素材の再資源化による環境負荷削減量がリサイクルプロセスにおける環境負荷発生量

を上回っており、リサイクルの実施によって環境負荷量を低減できることが示された。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-6 ライフサイクル影響評価結果 

 

 

２．実用化見通し 

本調査は、海外における使用済み太陽電池モジュールに関する動向を調査するとともに、『太陽光発

電リサイクル技術開発プロジェクト』による研究開発技術の優位性・有効性を検証するための手法を

確立するものである。 
本調査による成果を基に、海外における動向等について NEDO 技術開発機構を通じて資源エネル

ギー庁・環境省による太陽電池モジュール適正処理に関する議論の基礎資料として提示することがで

きたほか、評価手法確立の一貫として既存プロジェクトを対象とした環境性に関する予備的評価を実

施し、プロジェクト実施者にフィードバックするとともに、国際会議での発表を行い、日本における

太陽光発電リサイクルへの取り組みを周知することができた。 
今後も本調査の成果を広く周知することで、太陽光発電リサイクルに関する技術開発の推進、社会

システムの構築、わが国の取り組みに関する国際的な情報発信に貢献することが見込まれる。 

 

３．波及効果 

太陽光発電の導入拡大が加速する中、使用済み太陽電池モジュールの適正処理に関する政策的な議

論、ならびにリサイクル処理技術の開発・実用化に向けた取り組みが世界的に活発化している。わが

国においても、リサイクルをはじめとする使用後の適正処理に対する政策的な位置づけ等について資

源エネルギー庁、環境省による議論、検討が継続的に実施されているところであるが、リサイクルを

はじめとする太陽光発電の適正処理技術の確立は、激しさを増す国際競争を勝ち抜くための活路の一

つになり得る。 
このような環境の中、本調査は、太陽光発電リサイクルに関する海外動向の把握、研究開発技術の

評価を通じて、今後の取り組みの方向性等を明確にし、わが国の太陽光発電産業の更なる発展と国際

競争力確保に貢献することができる。 
 

４．今後の展開 

太陽光発電の健全な普及拡大には使用済みのシステムを適正に処分することが可能な手段を確保す

ることが重要であり、リサイクル処理技術の実用化を着実に進めるとともに、撤去・回収・分別等に

おいても低コスト化技術を開発し、それら技術を最大限有効に活用する社会システムの構築が必要で

ある。 
『太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト』の着実な推進に向け、今後も、定点観測的な調査

を継続し、海外における最新の状況を把握し、NEDO 技術開発機構およびその関係者へに周知する

とともに、急激に進展している政策・市場動向や技術動向に応じ、新しい方向性を模索しつつ調査を

実施する予定である。また、精度の高い評価手法を確立し、環境性、社会性などの側面から研究開発

技術の優位性・有効性を評価・検証するとともに、開発された技術を効果的に社会へ導入するための

方策を検討していく。 
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(2)太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び排出量予測(三菱総合研究

所) 
 

1．成果詳細 

（１）国内の技術動向、政策動向、実施事例の定点観測 

１）太陽光発電システムのリサイクルに関する技術開発動向調査、政策動向調査及び実施事例調

査 
国内における太陽光発電システムのリサイクルに関する技術開発動向、政策動向及び実施事例

について調査を行い、情報収集・分析を行った。 
 
ア．国内における技術開発動向調査  

国内の代表的な研究開発事例等について、文献調査に基づき、研究開発の概要や技術の特徴

（適用モジュール種類、処理コスト、資源・有害物質の回収率等）を整理するとともに、各技

術の特徴を俯瞰できるように、太陽電池モジュールのリサイクル処理技術の分類・整理を行っ

た。また、NEDO 太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクトの実施事業者へのヒアリング調

査を実施し、技術開発の進捗状況・課題について把握した。その他、新しい技術開発動向につ

いて定点観測を実施し、代表的な取組についてヒアリング調査に基づき詳細を調査した。 
 

表Ⅲ-2-④-(1)-1 国内における太陽光発電システムのリサイクル 
に関する技術開発動向 

技術類型 技術開発動向 
モジュールの撤去・分

別・回収技術 
 平成 26 年度 NEDO 事業において技術開発調査が 2 件実施さ

れている。 
モジュールの分離・解

体技術 
 アルミ枠の取り外し技術の開発が実施されている。 

素材の分離・選別技術  最も多くの技術開発が行われている。技術の類型としては、

乾式処理と湿式処理に大別される。 
 乾式処理については、非加熱処理として破砕・物理選別機

によるセルとガラスの選別技術や、加熱により EVA を

除去することで、セルとガラスを分離する技術が開発さ

れている。 
 湿式処理については、薬剤等を用いてセルとガラスを分離

する技術や、破砕後に湿式比重選別を用いてセルとガラ

スを分離する技術等が開発されている。 
その他  リユース技術、回収物（ガラス）の利用・評価技術、環境配

慮設計技術（リサイクルしやすいモジュールの構造の開

発）等の技術開発が実施されている。 
 
イ．国内における政策動向調査 

国内での太陽光発電システムのリサイクルに係る政策動向として、平成 24～26 年度に環境省

請負業務として実施された「平成 24 年度使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リサイク

ル基礎調査委託業務」、「平成 25 年度使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リサイクル促

進調査委託業務」、「平成 26 年度使用済再生可能エネルギー設備のリサイクル等促進実証調査委

託業務」等の実施内容について、国内関連法における使用済太陽電池モジュールの取扱い等の

観点から再整理した。 
 

ウ．国内の実施事例調査 

ヒアリング調査に基づき、太陽電池モジュールのリサイクルに関する国内の先進事例につい

て調査を行った。本事例での処理プロセスは、アルミ枠の解体工程とガラス剥離工程に大別さ

れ、様々な種類のモジュールに対応可能な処理を行っているのが特徴であり、太陽電池モ

ジュールのリサイクルの展開モデルを考える上で、多様な種類のモジュールに対応可能な柔軟

性が重要な視点となることを把握した。 
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２）太陽光発電システムのリユースに関する調査 
ア．リユースビジネスの現状調査 

太陽光発電設備のリユースビジネスモデルの検討にあたり、リユースビジネスの現状や中古

品への関心の有無、中古品需要創出の妨げとなり得る要因等について文献調査、ヒアリング調

査を実施した。 
その結果、現状、太陽光発電システムのリユースビジネスとして、国内向け販売と海外向け

販売が存在することが判明した。また、国内向け販売は売り先がなく、市場が小さい状況であ

ること、海外リユースは途上国を中心に市場が一部存在する状況であることが判明した。 
 

イ．他の製品分野におけるリユースビジネスの実態調査 
太陽光発電設備のリユースビジネスモデルの検討にあたり、リユースビジネスが成立してい

る他の分野の状況（成立条件等）について文献調査、ヒアリング調査を実施した。その結果、

リユースビジネスの成立する主要な条件として以下があり、太陽光発電設備によって該当する

条件と該当しない条件が存在することを確認した。 
 

表Ⅲ-2-④-(1)-2 リユースビジネスの成立する主要な条件 

量・需給  需要と供給があること 
 買取が可能なものの量が多いこと 
 中古品のニーズがあること 
 調達した中古品をキャッシュ化できるルート

があること 
コスト  供給側のコスト＜販売額が成立すること 

 中古品と新品の価格差が大きいこと 
 単価が極端に安いものでないこと 

品質  耐用年数が一定以上あること 
 査定ができること 

その他  法的規制等がないこと 
 
ウ．リユースビジネスの可能性検討 

ア及びイの調査結果を踏まえてリユースビジネスモデル（案）の仮説を複数パターン作成し、

専門家等との議論や有識者・関係者へのヒアリング調査等を通じて仮説検証を行い、具体的な

ビジネスモデルを整理した。ビジネスモデルとして①国内リユース、②海外リユース、③メン

テナンス向けリユースを取り上げ、調達元、リユースビジネスの担い手、売り先の検討を行っ

た。 
 

表Ⅲ-2-④-(1)-3 太陽光発電システムのリユースビジネスモデル（案） 

 概要 ビジネスモデルイメージと現状の課題等 

①
国
内
リ
ユ
ー
ス 

 現状では売り先がないため、リユース

ビジネスは成立していない。ま

た、メンテナンスのための機材の

イニシャルコストが高いため、一

定量の需要と供給が見込めない限

り機材への設備投資は難しく新規

参入のハードルは高い。 
 一方、調達元を考えた場合、現状でも

一定量は発生しているため一箇所

では数が少ないため効率的に集め

ることができれば数の確保は可

能。今後は販路の拡大が必要。何

らかの保証をつけ、かつ、需要に

合った価格で提供することができ

れば拡大する可能性あり。 

 

メーカー

ユーザー
（住宅）

ユーザー
（非住宅）

解体業者

その他（ﾘｰｽ・
保険会社等）

個別

集約

国内

現地

国内

メンテナンス・
交換

調達元
収集運搬 メンテナンス

売り先
リユースビジネスの担い手

現状では売り先が
なくビジネスが成

立していない

何らかの保証をつ
けることができれ
ば販路拡大か？

現状でも一定量は
発生

メンテナンスのため
の機材のイニシャル

コストが高い
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 概要 ビジネスモデルイメージと現状の課題等 

②
海
外
リ
ユ
ー
ス 

 個人向けに流通している例は認めら

れ、輸出先では系統連系するわけ

ではなく、独立電源として使用さ

れることが多い。 
 メンテナンスを海外で実施すること

で、メンテナンスコストの低減も

可能となる。 
 中古家電店等に出荷し、そこから一般

世帯に販売される場合もある。 
 ただし、いつまでも東南アジアの需要

が続くことはなく、東南アジアも

徐々に中古品から新品へのニーズ

が高まることが予想される。 

 

メーカー

ユーザー
（住宅）

ユーザー
（非住宅）

解体業者

その他（ﾘｰｽ・
保険会社等）

個別

集約

海外 海外

調達元
収集運搬 メンテナンス

売り先
リユースビジネスの担い手

現状でも一定量は
発生

いつまでも東南ア
ジアの需要が続く

ことはない

現状では、東南ア
ジアを中心に需要

が旺盛

海外にてメンテナン
スすることでコストを

低減

  

③
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
向
け
リ
ユ
ー
ス 

 太陽光発電の急速な導入量の拡大によ

り、今後メンテナンスの頻度は高

まる見込み。メンテナンス時の交

換の際にリユース品のニーズがあ

れば、メンテナンス向けリユース

ビジネスモデルの成立が考えられ

る。 
 リユース品のニーズの有無の確認に加

え、部品によってはメーカー・型

番等の管理が必要と考えられる。

太陽光発電の急速な導入量の拡大

により、今後メンテナンスの頻度

は高まる見込み。 

 

メーカー

ユーザー
（住宅）

ユーザー
（非住宅）

解体業者

その他（ﾘｰｽ・
保険会社等）

個別

集約

国内

現地

メンテナンス・
交換

調達元
収集運搬 メンテナンス

売り先
リユースビジネスの担い手

現状でも一定量は
発生

今後メンテナンス・
交換が増えた際に

リユース品のニーズ
があるかどうかは確

認が必要

自動車部品のよう
なイメージでメー
カー・型番等を管
理することが必要   

 

エ．中古パネルの経済性評価のための基礎データの収集 
中古パネルの経済性評価の手法を検討するために、文献調査・ヒアリング調査を実施し、中

古品として出荷するために必要な事項及びその実施にあたってのコスト等を把握した。具体的

には、①撤去・運搬に係るコストデータ、②メンテナンスに係るコストデータ、③中古パネル

の価格データを収集し、住宅用、非住宅用のそれぞれについてリユースに要するコストの簡易

な試算を実施した。 

試算に用いたデータ及び試算結果は以下のとおりである。リユースに要するコストは住宅用

で約 4.0 万円/kW、非住宅用で約 2.2 万円/kW であり、いずれも撤去費用が全体の 9 割程度を占

めるという結果となった。 
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表Ⅲ-2-④-(1)-4 使用済太陽電池モジュールリユース費用の簡易試算結果 

 住宅用 非住宅用 

試
算
に
用
い
た
デ
ー
タ 

換算係数  太陽電池モジュールの出力あたりの重量 1kW→100kg 
 太陽電池モジュール 1 枚→20kg 
 住宅用太陽電池の出力を 1 件→4kW→20 枚 

撤去費用 1 件→150,000 円 2 万円/kW（太陽光発電設備のシ

ステム価格を 40 万円/kW、その

5%が撤去費用であると仮定） 

運搬費用 1kg→10 円 

メンテナンス

費用 
 メンテナンス時間：10 分/枚 
 作業員時給：1,000 円/時間 
 イニシャルコスト：1,400 万円 
 減価償却期間：7 年、年間 40,000 枚 

試
算
結
果 

全体（円/kW） 39,683 22,183 
使 用 済 モ

ジュール購入 
100 100 

撤去 37,500 20,000 
運搬 1,000 1,000 
メンテナンス 1,083 1,083 

 

オ．リユースに関する関連法規制等の整理 
太陽光発電設備のリユースを行う際に配慮が必要と考えられる関連法規制等について、文献

調査及びヒアリング調査に基づき基礎的な情報を収集・整理した。太陽光発電設備のリユース

にあたって配慮が必要である事項は、太陽光発電設備の「買取時」、「販売・保管時」、「廃棄

時」まで（古物営業法、使用済み電気・電子機器の輸出時における中古品判断基準、廃棄物処

理法）であり、販売以降の「設置・使用時」では、新品と法規制上の相違点は確認できなかっ

た。また、リユースを行う際に技術的に配慮が必要と考えられる事項についても併せて整理し

た。 
 

表Ⅲ-2-④-(1)-5 太陽光発電設備のリユースを行う際に 

配慮が必要と考えられる関連法規制の概要 

分類 関連法規制 リユースにあたり特別に

配慮すべき事項 
買取時  古物営業法 ○ 
販売・保管時  電気用品安全法 － 

 使用済み電気・電子機器の輸出時

における中古品判断基準 ○ 

廃棄時  廃棄物処理法 ○ 
設置・使用時  再エネ特措法 － 

 電気事業法 等多数 － 
 

 

（２）太陽光発電システムの分布調査と、その分布に基づいた排出量予測 

１）太陽光発電システムの分布調査 
太陽光発電システムの地域別（都道府県別・モジュール種類別等）導入実績の推移を住宅用

（10kW 未満）と非住宅用（10kW 以上）の 2 区分について整理した。 
各種文献・統計データに基づき、導入初期の 1990 年代から現在までの導入量を把握・整理す

るとともに、統計データの制約から住宅用・非住宅用および都道府県別の分類が困難な年代に

ついては、一定の前提条件を設定し用途別（住宅・非住宅）・都道府県別の導入量を推計した。

年度別の推計データを基に、時系列的な特徴を整理した。 
次に、太陽光発電協会の国内出荷量データを基に、出荷容量の割合を加味しつつ、モジュー

ル種類別（シリコン単結晶系、シリコン多結晶系、シリコン薄膜系、その他）の出荷容量を推

計した。 
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また、後述の排出量予測に活用するため、太陽光発電協会、民間調査会社等による導入量の

将来見通しについての既存文献資料を参考に、2030 年度までの導入見込み量を整理した。 
これらの推計手順を整理した結果を次図に示す。 
 

全国導入量①
(1992～2014)

都道府県別住宅用
導入容量

(1994～2014)

非住宅用
導入容量③
(1994～2014)

モジュール別
出荷容量⑦

(2002～2014)

住宅用都道府県別・
モジュール別
導入容量推計
(2002～2014)

非住宅用都道府県別・
モジュール別
導入容量推計
(2002～2014)

住宅用都道府県別・
モジュール別
導入容量推計
(2015～2060)

非住宅用都道府県別・
モジュール別
導入容量推計
(2015～2060)

全国導入容量推計⑧
（2015～2060）

データ

計算により算出

推計結果

①－②

各メガソーラー
における

導入モジュール比率⑥

住宅・非住宅
でそれぞれ按分

2014の割合に
沿い都道府県別・
住宅非住宅用で
按分

※ 住宅用／非住宅用が明示されていないデータは
～10kwは住宅用、10kw～は非住宅用として分類

メガソーラーの
都道府県別

設置容量比率④

・判明分は割付
（1%～34%）

・不明分は
2014年比率で按分 都道府県別非住宅用

導入容量
(1994～2014)

都道府県別
非住宅用
導入容量

(1994～2013)

2014のみ
利用

都道府県別住宅用
導入容量②
(1994～2013)

FIT都道府県別
非住宅用
導入容量⑤

(2012～2014)

・判明分は割付
・不明分は按分

 
 

① IEA PVPS INSTALLED PV CAPACITY (MW)による暦年データを年度データを推計により補

正（N 年度のデータは、N 年×75%＋(N+1)年×25% として算出） 
② 1994～2005 新エネルギー財団（NEF）補助金データ、2009～2013 太陽光発電普及拡大セ

ンター（J-PEC）補助金データ、2006～2008 は国内導入量に比例した推計により補完 
③ 1994～2013 は①－②により算出 
④ メガソーラーリスト（RPS 法認定設備データ、経済産業省審議会資料・全国メガソーラー分布

マップ、ガラス再資源化協議会資料・全国メガソーラー一覧データ、富士経済「全国 FIT 発

電事例リスト 2015」等に基づき整備したメガソーラー施設のリスト） 
⑤ 固定価格買取制度公表データ 10kW～ 導入量データより 
⑥ メーカー別の使用モジュール比率を基に、メガソーラーリストより算定 
⑦ (一社)太陽光発電協会（JPEA） 太陽電池の出荷統計（四半期データ）より 
⑧ JPEA PV OUTLOOK（下図）より(2030 以降は 2029 予測の単純延長） 

 
 
図Ⅲ-2-④-(1)-1 太陽光発電システムの導入実績・見通しデータの整理方法 

 
上記方法に基づき推計した導入実績は以下のとおりであり、2012 年 6 月の固定価格買取制度
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の導入を機に導入が加速度的に進んでいる結果が見て取れる。特に、非住宅（10kW 超）の増

加が顕著である。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-2 住宅・非住宅別導入量推移（左：単年、右：累積） 

 
また、非住宅用について、2014 年度におけるモジュール別・地域別の導入容量・比率を推計

した結果は以下のとおりであり、導入容量には地域別に偏在していること、モジュール別の比

率では単結晶・多結晶が大半を占めているが、地域によってはモジュール種類に偏りがあるこ

とが示唆された。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-3 地域別・モジュール別導入容量・比率（2014 年度：非住宅用） 

 
２）分布に基づいた排出量予測 
ア．事前検討（既往研究のレビューと有識者へのヒアリング調査） 

排出量予測手法の検討にあたり、太陽光発電システムやその他電気電子機器等の排出量予測

に関する既往研究等の文献調査を行い、排出量予測方法、使用データ、排出量予測にあたって

の課題等を収集・整理した。また、太陽光発電システムやその他電気電子機器等の排出量予測

に関して知見の深い有識者に対してヒアリング調査を行った。これらの調査において得られた

示唆は以下のとおりである。 
 排出見込量推計にあたって分布を適用する場合には、適用する確率の分布型について、ワイ

ブル分布や三角型、平坦型など、いくつかの分布型を当てはめてみて、感度分析を実施

してみることも有効ではないか。 
 導入量の将来予測については不確実性が高いので、複数のシナリオを設定し、高位推計、低

位推計などの幅をもった値で示すことも必要ではないか。 
 太陽熱温水器のように太陽電池モジュールについても故障したまま撤去されない（退蔵され

る）ケースが想定される。建物を建ててから何年経過した後にモジュールを設置してい

るかのデータがあれば、建物の寿命とモジュールの寿命との関係を定式化する際の参考

になるのではないか。 
 

イ．排出量予測手法の検討 
次に、上記の示唆も踏まえつつ、排出量予測の方法として、①機器使用年数を一律 25 年とし

た場合、②機器使用年数に分布を仮定した場合の 2 つの方法について検討した。 
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①の方法は、機器の使用年数を一定（25 年）とする方法であり、機器使用年数相当を遡った

年の導入量が排出量と等しくなる。 
一方、太陽光発電システムにおける実際の排出を考えた場合には、機器使用年数は一律でな

く、様々な要因により変動するものと考えられる。このため、②設定寿命に一定の分布を与え

た場合の排出量予測を行うことを目的に、太陽光モジュールの寿命（排出時期）を規定する要

因（複数）を加味した排出量予測モデルについて検討を行った。 
具体的には、太陽光モジュールの寿命（排出時期）は、初期状態（初期性能）、出力低下率、

排出判断に至る出力低下率（閾値）等により影響を受けるものと考え、これらの要因を変数と

した排出予測モデルを作成し、将来の排出見込量を試算した。例えば、初期性能を 100%、初期

出力からの出力低下率を 0.8%/年、排出判断に至る出力低下率（閾値）を 20%とした場合には、

出力性能が 20%低下した段階で排出され、使用年数は 25 年と概算できる。この場合、出力低下

率は、一定ではなく、個別の製品等により異なるものと考えられ、出力低下率の分布状況によ

り、使用年数が変動し、排出量も分布することとなる。方法②に基づく予測手法について次図

に示す。 
 

X年度 Y年度 Z年度

導入年度

太陽光発電

の導入量

排出時期を規定する
主な要因（例示）

太陽光発電システム
の特性

初期の性能
出力低下率 等

太陽光発電システムの
導入状況（実績・予測）

住宅、非住宅
地域分布
モジュール種類

等

太陽光発電システム
の排出判断

排出判断に至る出
力低下率（閾値）

等

太陽光発電システムの排出量の予測結果（導入各年度別の排出量の累積分布）

・住宅、非住宅別 ・年度別 ・地域別 ・モジュール種類別 等

使用年数（寿命）の最頻値
25年とする排出分布

排出判断に至る出力
低下率（閾値）＝20%

初期の性能：100%

出力低下率:
最頻値0.8%/年

【数値設定（例示）】

【予測排出量】

出力低下率:最頻値0.8%/年と

する確率分布を設定した場合
の例示
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図Ⅲ-2-④-(1)-4 排出量予測モデルのフロー 
（②機器使用年数に分布を仮定した場合） 

 
ウ．排出量予測の実施 

イ．で検討した排出量予測手法を用いて、排出量予測を実施した。排出量は、住宅用・非住

宅用のそれぞれについて、①機器使用年数を一律 25 年とした場合、②機器使用年数に分布を仮

定した場合の 2 ケースの推計を実施した。 
 
①機器使用年数を一律 25 年とした場合 
排出までの機器使用年数が一律 25 年であるとしたときの、将来の排出量予測結果を以下に示

す。排出見込量（住宅用、非住宅用）は重量[t]ベースとし、モジュールの種別に関わらず

10kW あたり 1t の排出量と設定した。 
排出見込量は、ある年度の導入量がそのまま 25 年後に排出されるとみなされるため、前述し

た導入量推移が 25 年後に平行移動する形状になる。すなわち、固定価格買取制度の開始に伴い
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2012 年頃より太陽光発電急激に導入が進んだ結果が、2037 年頃より現れる結果となっている。 
最も排出量が多い 2039 年では、住宅用 8.2 万トン、非住宅用 85.7 万トンとなり、合計で

93.9 万トンの排出見込量と推計された。 
また、同じ 2039 年の排出見込量をモジュール種類別に見ると、住宅用では排出見込量の約 7

割が単結晶を占めており、多結晶と合わせれば全体の 9 割を占める結果となった。一方、非住

宅用では多結晶の割合が最も高く排出見込量の約 6 割を占めている。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-5 モジュール種別ごとの排出見込量（住宅用）[t] 

（①機器使用年数を一律 25 年とした場合） 
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図Ⅲ-2-④-(1)-6 モジュール種別ごとの排出見込量（非住宅用）[t] 

（①機器使用年数を一律 25 年とした場合） 
 
②機器使用年数に分布を仮定した場合 
排出予測モデルのプロトタイプとして、出力低下率の分布について、一定の確率分布（0.8％/

年を最頻値とした三角分布）を設定し、閾値 20%とした場合の将来の排出見込量（住宅・非住

宅）について、１）で検討した太陽光発電システムの分布状況を基に、排出見込量分布の試算

を行った。 
試算結果は以下に示すとおりであり、①機器使用年数を一律 25 年とした場合と同様に、排出

見込量（住宅用、非住宅用）は重量[t]ベースとし、モジュールの種別に関わらず 10kW あたり

1t の排出量と設定した。 
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排出見込量の推移は、出力低下率が確率分布の形状をとることを反映し、①機器使用年数を

一律 25 年とした場合に比べて、全体的に排出見込量の急激な変化が均される形状となった。す

なわち、固定価格買取制度の開始に伴い 2012 年頃より太陽光発電急激に導入が進んだ結果が、

2020 年代より徐々に現れる結果となっている（2029 年で排出見込量は 10.8 万トンに達する）。 
最も排出量が多い 2039 年では、住宅用 6.9 万トン、非住宅用 34.8 万トンとなり、合計で

41.7 万トンの排出量と推計された（これは、①機器使用年数を一律 25 年とした場合の同年の排

出見込量 93.9 万トンの半分以下の水準となっており、急激な排出見込量の変化が均されている

ことがわかる）。 
また、2039 年の排出見込量をモジュール種類別に見ると、①機器使用年数を一律 25 年とし

た場合と同様に、住宅用では排出見込量の約 7 割が単結晶を占めており、多結晶と合わせれば

全体の 9 割を占める結果となった。一方、非住宅用では多結晶の割合が最も高く排出見込量の

約 6 割を占めている。 
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図Ⅲ-2-④-(1)-7 モジュール種別ごとの排出見込量（住宅用）[t] 

（②機器使用年数に分布を仮定した場合） 
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図Ⅲ-2-④-(1)-8 モジュール種別ごとの排出見込量（非住宅用）[t] 

（②機器使用年数に分布を仮定した場合） 
 

エ．排出量予測精緻化に向けた検討課題 
本事業では、排出見込量予測モデルのプロトタイプとして、出力低下率の分布について、一

定の確率分布（0.8％/年を最頻値とした分布）を設定し、閾値 20%とした場合の将来の排出見込
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量（住宅・非住宅）について、１）で検討した太陽光発電システムの分布状況を基に、排出量

分布の試算を行い、寿命一律とした場合の排出量分布との比較を行った。 
比較の結果、今回検討した初期状態（初期の性能）、出力低下率、排出判断に至る出力低下率

（閾値）を変数とする排出予測モデルは、排出量予測の高度化を行う上で、有効なアプローチ

となることを確認した。 
今後は、以下に掲げるとおり、モジュールの製品特性や導入状況を加味した分布の設定等を

検討し、より実態に即した予測となるよう精緻化を行うことが課題となることを確認した。 
 出力低下率分布の設定値の検討 

 モジュール種別等ごとに異なる出力低下率を設定する等により、モジュール特性に即

した使用年数を規定することで、排出見込量にモジュール種別の構成割合・排出特

性を反映させることを目指す。 
  排出判断に至る閾値の検討 

 今回の試算では一律 80％を閾値として設定したが、閾値に一律の値ではなく分布を適

用することで、排出判断に至る判断に設置主体による個人差を反映させることを目

指す。 
  初期状態の設定値の検討 

今回の試算では初期状態（導入時の発電効率）を一律 100％として設定したが、分布を適用すること

で、初期状態にばらつき（個体差）があることを反映させることを目指す。 

 

2.実用化見通し 

本調査研究は、我が国における太陽光発電システムのリサイクルの技術開発を実施する上で参考と

なるよう、国内動向（技術開発、政策、事業化事例）及び将来的な排出見込量を調査したものである。

本調査研究を通じて得られた成果は、本事業内で実施されているリサイクル等の技術開発において、

目指すべき技術開発の水準や事業規模等の検討に資することが期待される。さらに NEDO 技術開発機

構を通じて本調査研究の成果を一般に周知することで、我が国の太陽光発電システムのリサイクルシ

ステムの構築に貢献することが見込まれる。 
 

3.波及効果 

固定価格買取制度の導入を契機に、太陽光発電システムの導入が急激に進んでおり、今後は幾分鈍

化するものの、一定量の導入が継続していくことが見込まれている。これらの太陽光発電システムを

将来的に我が国の安定的な電源として位置づけていくためには、それらが使用済設備となり排出され

る段階までを想定したリユースやリサイクルに関する技術開発を進め、排出が本格化するまでに社会

実装しておくことが重要である。 

このような環境の中で本調査研究は、国内の太陽光発電システムのリユース・リサイクルの技術開

発・政策・事業化の動向について調査・分析することを通じて、我が国の今後の技術研究開発の方向

性等を明確にするとともに、将来的な排出見込量を提示することで、我が国の太陽光発電システムの

リユース・リサイクルの技術開発及び社会実装に貢献することが期待できる。 

なお、本調査研究の成果の一部は、経済産業省・環境省が太陽光発電システムにおけるリユース・

リサイクル・適正処分に向けた対応方策を検討した「使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リ

サイクル・適正処分の推進について 報告書」（使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リサイ

クル・適正処分に関する検討会、平成 27 年 3 月）にも活用されている。 
 

4.今後の展開 

現在、国内においては、NEDO 技術開発機構のプロジェクト以外にも、リユース・リサイクルの技

術開発や事業化の動きが見られるところである。また、国内における政策については、その方向性は

示されているものの、今後の排出実態や取組の進捗をフォローアップしながら方向性の見直しや施策

の具体化を図ることとされている。今後も、定点観測的な調査を継続し、常に最新の状況を把握し、

NEDO 技術開発機構及びその関係者に周知する予定である。 
また、排出見込量については、目指すべき技術開発や事業化の規模等を検討する上で、より実態に即

した予測が求められる。今回検討した初期状態（初期の性能）、出力低下率、排出判断に至る出力低

下率（閾値）を変数とする排出予測モデルをベースに、モジュールの製品特性や導入状況を加味した

分布の設定等を検討し、より実態に即した予測となるよう精緻化を行う予定である。 



 Ⅲ-112

３．成果発表の件数 

各研究開発項目の成果発表件数を表Ⅲ-3-1 に示す。 

 

表Ⅲ-3-1. 成果発表の件数 

研究開発項目 
特許出願 論文 

(査読付) 

学会発表 

・講演 

新聞・雑

誌等掲載 

受賞 

実績 

展示会 

への出展 国内 外国 

①低コスト撤去・回収・分

別技術調査 
0 0 0 0 0 0 0 

②低コスト分解処理技術 FS

（開発） 
3 0 0 5 1 0 0 

③低コスト分解処理技術実

証 
1 0 0 2 2 0 2 

④太陽光発電リサイクル動

向調査 
0 0 0 1 0 0 0 

合計 4 0 0 8 3 0 2 

平成 28 年 8 月末現在 
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「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」基本計画 

 

新エネルギー部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

 ①政策的な重要性 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」の附帯決議にお

いて、「耐用年数経過後において大量の廃棄物の発生を防ぐ観点から、設備のリサイクルシス

テム構築等、早急に必要な措置を講ずること」が求められている。 

②我が国の状況 

近年のエネルギーセキュリティや地球環境問題への意識の高まり、東日本大震災後の電力

供給不足への懸念により、太陽光発電は、平成１０年に住宅用太陽光発電システムの国内導

入件数が１万件に到達、平成１６年に国内累積導入量１ＧＷを達成、平成２４年には住宅用

太陽光発電システムの国内導入件数が１００万件を突破、累積導入量も６．６ＧＷに達する

など、着実に導入拡大が続いている。さらに、平成２４年７月より再生可能エネルギーの固

定価格買取制度が実施されたことで、今後さらに大幅な普及拡大が見込まれる。 

一方、大量導入が実現すると、使用済みの太陽光発電システムが大量発生することが予想

され、太陽光発電の健全な普及拡大には、使用済みのシステムを適正に処分可能な手段や社

会システムを確保することが重要である。 

これに対し、我が国ではリサイクル処理技術に関する取り組みが一部存在するものの十分

ではなく、ＮＥＤＯにおいても「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」において、

大量かつ様々な種類の太陽電池モジュールに対応した低コスト汎用リサイクル処理技術の開

発をしているところである。しかし、太陽光発電のさらなる普及を図るためには、リサイク

ル処理技術の実用化を着実に進めるとともに、撤去・回収・分別・リユース関連技術の開発

も必要である。 

 ③世界の取組状況 

ヨーロッパでは、欧州の太陽電池モジュールのリサイクルを担う機関として、平成１９年

にＰＶ ＣＹＣＬＥが設立され、ガラスリサイクルを主としたリサイクル事業を展開している。

また、平成２４年のＷＥＥＥ（Waste Electrical and Electronic Equipment）指令の改定

において太陽電池モジュールも対象製品と位置付けられた。 

 ④本事業のねらい 

本プロジェクトでは、低コストのリサイクル処理技術に加え、撤去・回収関連技術等、使

用済み太陽光発電システムの適正処分を実現する技術を開発・実証し、また使用済みの太陽

電池モジュールをリユースするための技術も開発し、リサイクルに関する社会システム構築

に貢献することを目的とする。 

 

（２）研究開発の目標 

使用済み太陽光発電システムの適正処分に関する技術の確立を図るために、リサイクル処理

P14020 
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技術や、撤去・回収・分別・リユース関連技術など、大量かつ様々な種類の使用済み太陽電池

モジュールのリサイクルコストの低コスト化につながる技術を開発し、リサイクルコストの低

減効果を実証する。 

 

①アウトプット目標（平成３０年度末） 

 ・使用済み太陽電池モジュールのリサイクル処理に係わる低コスト分解処理技術を確立し、

その効果を実証する。 

 

   研究開発項目①「低コスト撤去・回収・分別技術調査」 

   【最終目標】 

・回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を見極め、有望な技術に

ついては、課題と目標コストを明確化する。 

 

研究開発項目②「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」 

   【最終目標】 

・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間２００ＭＷ処理時の

分解処理コスト５円／Ｗ以下に資する技術を確立する。 

・分解処理コストを試算する。 

 

   研究開発項目③「低コスト分解処理技術実証」 

  【中間目標】 

・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用した試作プラントを構築

する。 

・使用済み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得られる回収物の提供に

関して、一時的ではない体制・仕組みを確保する。 

・様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を実証可能な実験計画を策定する。 

 

   【最終目標】 

    ・分解処理コスト ： ５円／Ｗ以下（年間２００ＭＷ処理時） 

 

   研究開発項目④「太陽光発電リサイクル動向調査」 

【中間目標】 

   ・国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまとめる。 

   ・撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横断的な評価方法を確立する。 

 

【最終目標】 

   ・国内外の各種動向を調査し、本プロジェクトへのフィードバック情報をまとめる。 

 

   研究開発項目⑤「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」 

   【最終目標】 

・使用済み太陽電池モジュールの回収・運搬、分別、修復コスト１８０円／枚を達成 

 する技術を開発する。 



3 
 

例えば、分別技術であれば出力検査、絶縁検査、外観検査、バイパスダイオード 

検査等の一連の分別工程を精度よく５分以内で行うことが可能な技術を開発する。 

上記以外の技術開発の場合、具体的な開発目標及び実施内容は、採択テーマごと 

にＮＥＤＯと実施者との間で協議の上個別に設定することとする。 

     

   研究開発項目⑥「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」 

   【最終目標】 

・導入可能量、市場規模や導入課題等を明らかにする。 

 

  ②アウトカム目標 

   平成２４年までに累積導入された太陽電池モジュールが廃棄される過程において、 

   ・埋立費用の削減：７９～１３２億円 

・ＣＯ２排出量の削減：６６，０００ｔ 

・鉛など有害物質が含まれるため埋立が不可能な廃棄物の適正処分 

   ２０３０年にリユース市場９億円を創出 

 

  ③アウトカム目標達成にむけての取組 

   ・本プロジェクトで取り組む技術確立以外の実用化・事業化の大きな課題としては、ロジ

スティックスや法規制など社会システムの構築が挙げられるが、これらは経済産業省や

環境省で検討、策定されると想定している。そこで、策定される社会システムに関する

情報を的確にキャッチアップし、本プロジェクトにフィードバックしていくことで、構

築された社会システムに最適な技術の確立を可能とし、早期実用化を図る。 

 

 

 （３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき

研究開発を実施する。 

 

  【委託事業】 

   研究開発項目①「低コスト撤去・回収・分別技術調査」 

    本調査は、現時点では不透明となっているリサイクルシステムとも大きく関連する、撤

去・回収・分別などを対象に、分解処理以外のリサイクルコスト低減の実現可能性や課題

の見極めのために行う調査であり、経済産業省や環境省などの動向にも影響を受ける公共

性の非常に高い事業であるため、委託事業として実施する。 

 

  【委託事業】 

研究開発項目②「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」 

    本研究開発は、社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要となる

要素の一つである、分解処理コスト低減に関して、目標処理コストの達成目処やコスト削

減効果を見極めるために行うＦＳであり、国民経済的には大きな便益がありながらも、研

究開発成果が直接的に市場性と結び付かない公共性の高い事業であり、委託事業として実

施する。 
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  【共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）】 

   研究開発項目③「低コスト分解処理技術実証」 

   本研究開発は、社会負担の少ないリサイクルシステムを構築する上で非常に重要となる

分解処理技術の実用化に向けて、コスト削減効果を実証するために実施する研究開発であ

り、共同研究事業として実施する。 

 

  【委託事業】 

   研究開発項目④「太陽光発電リサイクル動向調査」 

    本調査は、研究開発した技術が社会親和性の高い技術であることが求められることから、

国内外の技術、普及、政策などの動向や、実施事例などについての調査するものであり、

社会的に大きな便益のある公共性の高い事業のため、委託事業として実施する。 

 

【委託事業】 

   研究開発項目⑤「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」 

    本研究開発はリサイクル技術開発と同じく、社会負担の少ないリサイクルシステムを構

築する上で非常に重要な要素である。使用済みの太陽電池モジュールをリユースするため

の技術開発であり、国民経済的には大きな便益がありながらも、研究開発成果が直接的に

市場性と結び付かない公共性の高い事業であり、委託事業として実施する。 

 

【委託事業】 

   研究開発項目⑥「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」 

    本研究開発はリサイクル技術開発と同じく、社会負担の少ないリサイクルシステムを構

築する上で非常に重要な要素である。使用済みの太陽電池モジュールを有効活用するため

の可能性検討事業であり、国民経済的には大きな便益がありながらも、研究開発成果が直

接的に市場性と結び付かない公共性の高い事業であり、委託事業として実施する。 

 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

  本研究開発は、ＮＥＤＯが、単独ないし複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究

開発拠点を有していること。ただし、国外企業等の特別な研究開発能力、研究施設等の活用あ

るいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携が必要な場合はこの限りではない。）から

公募によって研究開発実施者を選定し実施する。  

ＮＥＤＯは、研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルを検討

し、これを最大限活用することにより効率的な研究開発を図る観点から、必要に応じて研究開

発責任者（プロジェクトリーダー）を委嘱又は指名し、その下に効果的な研究を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

① 研究開発の進捗把握・管理 

ＮＥＤＯは、主としてプロジェクトリーダーをとおして研究開発実施者と緊密に連携し、

研究開発の進捗状況を把握するとともに、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運
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営管理を実施する。また、外部有識者で構成する技術検討会を組織し、定期的に技術的評

価を受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 

 

② 技術分野における動向の把握・分析 

ＮＥＤＯは、プロジェクトで取り組む技分野について、内外の技術開発動向、政策動向、

市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等を効率的に

実施する観点から委託事業として実施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

「低コスト撤去・回収・分別技術調査」の実施期間は、採択決定から１年間とする。 

「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」の実施期間は、採択決定から１年間とする。 

「低コスト分解処理技術実証」の実施期間は、平成２７年度から平成３０年度の４年間とす

る。 

「太陽光発電リサイクル動向調査」の実施期間は、平成２６年度から平成３０年度までの５

年間とする。 

「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」の実施期間は、平成２８年

度から平成３０年度までの３年間とする。 

「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」の実施期間は、採択決定から１年間とする。 

  

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成２８

年度、事後評価を平成３１年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じ研究開発

の加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係

る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すもの

とする。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果についてはＮＥＤＯ、委託先とも普及に努めるものと

する。 

②知的基盤整備事業との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備との連携を図るためデータベース

へのデータ提供を積極的に行う。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基

づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究開発
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動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に

勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとす

る。 

 

（３）根拠法 

 「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号イ」 
 

６．改訂履歴 
（１）平成２６年３月、基本計画制定。 

（２）平成２８年３月、研究開発項目⑤「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術

の開発」、研究開発項目⑥「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」を新たに制定。 
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（別紙１）研究開発計画 

研究開発項目①「低コスト撤去・回収・分別技術調査」 

 

１．研究開発の必要性 

使用済み太陽光発電システムのリサイクルコストの低減のためには、分解処理に関するコ

ストを低減するだけでなく、リサイクルの全工程においてコスト低減を図ることが有効であ

る。そこで、撤去、回収、分別の工程について、コスト低減に資する技術の実現可能性を検

討するとともに、課題を明確化することが必要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

使用済み太陽光発電システムの撤去コストや回収コスト、分別コストを低減する低コスト

撤去技術、低コスト回収技術、低コスト分別技術について、実現可能性や有効性を検証し、

課題や目標コストを明確化する。 

 

３．達成目標 

【最終目標】 

・撤去・回収・分別、それぞれの低コスト化技術の実現可能性と有効性を見極め、有望な技

術については、課題と目標コストを明確化する。 

 

 

研究開発項目②「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」 

 

１．研究開発の必要性 

現在、販売・導入・運用されている太陽光発電システムでは、様々な種類の太陽電池モジ

ュールが導入されている。これらの太陽電池モジュールが使用後に、使用済み太陽電池モジ

ュールとしてリサイクルの対象となる。そのため、太陽電池モジュールの種類に依存せず、

様々な種類の太陽電池モジュールを低コストで処理可能となる低コスト汎用分解技術を確

立する必要がある。一方、リサイクルコストの低減を実現する上では、導入されている太陽

光発電システムの大半が結晶シリコン太陽電池である事実も鑑みると、分解処理可能な太陽

電池モジュールの種類を限定することで低コスト化を図る方策も有効と考えられるため、低

コスト専用分解処理技術についても確立する必要がある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

太陽電池モジュールをガラスや封止材、金属類などに分解する工程に関して、様々な太陽

電池モジュールを対象とした低コスト汎用分解技術に加え、結晶シリコン太陽電池や薄膜系

太陽電池など、太陽電池モジュール種類に応じた専用の分解工程とすることでさらなる分解

コストの低減を図る低コスト専用分解処理技術を開発し、処理コストを明確化する。 

また、太陽電池モジュールを分解することで回収された有価物について、リサイクルコス

トの低減に寄与するため、有価物の回収率向上や、価値が高い状態での回収を可能とする、

有価物高付加価値化技術を開発し、処理コストの低減効果を明確化する。 
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３．達成目標 

【最終目標】 

  ・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術など、年間２００ＭＷ処理時の

分解処理コスト５円／Ｗ以下に資する技術を確立する。 

  ・分解処理コストを試算する。 

 

研究開発項目③「低コスト分解処理技術実証」 

 

１．研究開発の必要性 

公共性が高く、当初は対象となる使用済み太陽電池モジュールの発生量も十分でないこと

から大量処理によるコスト削減効果が見込めないこともあり、技術確立した低コスト分解処

理技術の採算性や事業性についての評価や判断を民間主導で実施することは、非常に困難で

ある。そこで、早期実用化を実現するためには、実用化時に近い規模、対象に対する実証を

通して、処理コストやコスト削減効果、安全性など実運用に重要なデータを蓄積・提供する

ことが有効である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

目標分解処理コストの達成目処や、十分なコスト低減効果が確認された技術については、

コスト低減効果を実証する。 

 

３．達成目標 

【中間目標】 

・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術を適用した試作プラントを構築

する。 

・使用済み太陽電池モジュールの供給と、リサイクル処理により得られる回収物の提供に

関して、一時的ではない体制・仕組みを確保する。 

・様々な運転条件下における分解処理コスト低減効果を実証可能な実験計画を策定する。 

 

【最終目標】 

・低コスト汎用分解処理技術、低コスト専用分解処理技術の分解処理コストが５円／Ｗ以

下となることを実証する。 

 

 

研究開発項目④「太陽光発電リサイクル動向調査」 

 

１．研究開発の必要性 

リサイクル関連の技術のスムーズな実用化には、社会親和性の高い技術であることが求め

られる。これに対し、経済産業省や環境省など他の省庁の動向をはじめ、国内外の技術開発

や普及、政策に関する動向や最新データを常に把握しつつ、それらを的確に技術開発にフィ

ードバックしていくことが必要となる。 
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２．研究開発の具体的内容 

  （１）動向調査 

太陽電池光発電システムの適正処分に関わる国内外の技術開発動向、普及動向、政策動向、

実施事例などを調査する。 

  （２）排出量予測 

国内の太陽光発電システムの分布調査を行い、分布に基づいた排出量予測を行う。 

  （３）横断的評価手法の確立 

上記の研究開発項目①～③を横断的に評価する手法について検討し確立する。 

 

３．達成目標 

【中間目標】 

  ・国内の太陽光発電システム導入分布を考慮した排出量予測をまとめる。 

  ・撤去、回収から分解処理に至るまで、各技術の効果の横断的な評価方法を確立する。 

 

【最終目標】 

  ・国内外の各種動向を調査し、本プロジェクトへのフィードバック情報をまとめる。 

 

 

研究開発項目⑤「使用済み太陽電池モジュールの低コストリユース技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

使用済み太陽電池モジュールのリユースを普及するためには、使用済み太陽電池モジュー

ルの回収・運搬、分別、修復等を低コストに行う技術の開発が必要である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

   使用済み太陽電池モジュールを低コストにリユースできる技術の開発を行う。例えば、以

下のような技術開発を行う。 

・使用済み太陽電池モジュールを効率的かつ精度よくリユース可能か見極める分別技術 

（外観検査、出力検査、絶縁検査やバイパスダイオード検査等） 

・使用済み太陽電池モジュールを設置現場から損傷させず、効率的に回収、運搬する技術 

・不具合（ＰＩＤによる出力低下等）が生じた太陽電池モジュールを修復する技術 

 

３．達成目標 

【最終目標】 

・使用済み太陽電池モジュールの回収・運搬、分別、修復コスト１８０円／枚を達成 

 する技術を開発する。 

例えば、分別技術であれば出力検査、絶縁検査、外観検査、バイパスダイオード 

検査等の一連の分別工程を精度よく５分以内で行うことが可能な技術を開発する。 

上記以外の技術開発の場合、具体的な開発目標及び実施内容は、採択テーマごと 
にＮＥＤＯと実施者との間で協議の上個別に設定することとする。 
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研究開発項目⑥「使用済み太陽電池モジュールの用途開拓検討」 

 

１．研究開発の必要性 

使用済み太陽電池モジュールのリユースを促進するためには、その用途を開拓していくこ

とが必要となる。 

 

２．研究開発の具体的内容 

    リユースモジュールを活用すべき用途（例えば、すでに製造中止されたメーカー、 

型番等のモジュールのメンテナンス・交換用途、短期間の太陽電池モジュールの使用を 

想定した環境での用途等）について、リユースモジュールを活用すべき理由を明確にした 

上で、導入した場合の市場規模、導入課題等について調査し、有望な市場となり得るか判 

断するための導入可能性検討調査を実施する。 

 

３．達成目標 

【最終目標】 

導入可能量、市場規模や導入課題等を明らかにする。 
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「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト 基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 
 

平成26年3月28日 

NEDO 

新エネルギー部 

 

NEDO POSTにおいて標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

貴重なご意見を頂き、ありがとうございました。  

 

１．パブリックコメント募集期間 

平成26年2月28日～平成26年3月13日 

２．パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計4件（以下、項目ごとに分類し記載しております） 

３．パブリックコメントの内容とそれに対する考え方 

ご意見の概要 ご意見に対する考え方 基本計画・技術開発課題への反

映 

 1. 研究開発の目的 

 (1)研究開発の内容 

  

 [意見1]（2件） 

分解処理のコスト削減だけでは無く、物流費など全体コストの削

減が重要と考えますが、いかがでしょうか。また、物流も考慮し、

一極集中・大量処理だけでなく、分散型リサイクルも可能では無

いかと考えますが、いかがでしょうか。 

[考え方と対応] 

 貴重なご意見ありがとうございます。 

 ご指摘の通り、全体コストの低減は重要と認

識しており、研究開発項目①において、撤去や

回収、分別等の低コスト化技術についても検討

を進めて参ります。その中で、分散型リサイク

ルについても検討する予定です。 

[反映の有無と反映内容] 

 特になし。 
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[意見2]（1件） 

 太陽電池の種類に応じた専用分解処理技術の確立や価値が高い

状態での回収実現も内容に含めたことは極めて高く評価できる。

国内海外を問わず現状でのボリュームゾーンを形成するのは結晶

系太陽電池であり、汎用分解処理技術より、専用分解処理技術の

確立を優先すべきと考えますが、いかがでしょうか。 

[考え方と対応] 

 プロジェクトの開発技術へのご賛同、ありが

とうございます。 

 また、貴重なご意見ありがとうございます。 

 ご指摘の通り、国内外の導入状況なども鑑み

て、導入量の多い結晶系太陽電池等、対象を限

定することによりさらなる低コスト化を目指し

た専用分解処理技術の確立に向け、取り組んで

参ります。一方、市中回収の使用済み太陽電池

モジュールには様々な種類の太陽電池が混在す

る可能性があるため、様々な太陽電池に対応し

た汎用分解処理技術の確立も必要と考えており

ます。 

[反映の有無と反映内容] 

 特になし。 

[意見3]（2件） 

 単純に処理コストによる比較だけではなく、水平リサイクルや、

有害物質の積極的な除外等についても追求すべきと考えますが、

いかがでしょうか。 

[考え方と対応] 

 貴重なご意見ありがとうございます。 

 研究開発項目②では、有価物や有害物質の回

収率向上や、高品位の状態での回収を可能とす

る技術に関する取り組みも想定しております。 

[反映の有無と反映内容] 

 特になし。 

[意見4]（2件） 

 ガラスの水平リサイクルの可能性や、メーカーの製造過程にお

ける不具合品・故障品の処理を考えると、ウェット法なども検討

すべきと考えますが、いかがでしょうか。 

[考え方と対応] 

 貴重なご意見ありがとうございます。 

 分解処理技術については、方式を限定してお

りません。本プロジェクトの目的、目標に合致

する低コスト分解処理技術の技術開発について

取り組んで参ります。 

[反映の有無と反映内容] 

 特になし。 

[意見5]（1件） 

 研究開発項目③の実証では、使用済み太陽電池モジュールの大

量確保は不可欠であり、必然的に撤去・回収・分別方法の検討も

発生するため、研究開発項目①も同時実施することになるが、研

究開発項目①と研究開発項目③の両項目を含む提案を可能として

いただきたい。 

[考え方と対応] 

 貴重なご意見ありがとうございます。 

 研究開発項目①については、研究開発項目③

に先駆けて平成26年度から検討を行って参りま

す。こちらの検討も必要であれば、研究開発項

目①からご応募いただきたく存じます。 

 

 

[反映の有無と反映内容] 

 特になし。 
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 2. 研究開発の実施方式 

 (1)研究開発の実施体制 

  

 [意見6]（2件） 

 研究開発項目③は共同研究事業（NEDO負担率：2/3）となってい

るが、公共性の高い事業であること、現時点では将来の事業化に

向けた先行投資の判断が困難であること等もある。そのため、公

的機関あるいは公益財団法人等の提案も考慮し、事業形態は委託

事業（NEDO負担率：100％）としていただきたい。 

[考え方と対応] 

 貴重なご意見ありがとうございます。 

 近年の太陽光発電システムの導入拡大の状況

を鑑み、本プロジェクト終了後、速やかに実用

化・事業化に進むべきと考えております。その

ため、研究開発項目③の実証については、実用

化・事業化へ円滑に移行できるように、事業主

体が明確な体制での実施を考えております。 

[反映の有無と反映内容] 

特になし。 

 

以上 
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事前評価書 

 

作成日 平成２６年２月２０日 

1.プロジェクト名 太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト 

2.推進部署名 新エネルギー部 

3.プロジェクト概要（予定） 

(1)概要 

1)背景 

太陽光発電は、平成１０年に住宅用太陽光発電システムの国内導入件数が

１万件に到達、平成１６年に国内累積導入量１ＧＷを達成、平成２４年には

住宅用太陽光発電システムの国内導入件数が１００万件を突破、平成２４年

７月の再生可能エネルギーの固定価格買取制度開始によって、導入はさらに

加速し、平成２５年１０月には累積導入量も１１.２ＧＷに達した。今後もさ

らに大幅な普及拡大が見込まれる。 

一方、大量導入が実現すると、使用済みの太陽光発電システムが大量発生

することが予想され、太陽光発電の健全な普及拡大には、使用済みのシステ

ムを適正に処分可能な手段を確保することが重要である。また、「電気事業者

による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」の附帯決議にお

いて、「耐用年数経過後において大量の廃棄物の発生を防ぐ観点から、設備の

リサイクルシステム構築等、早急に必要な措置を講じること」が求められて

いる。 

これに対し、我が国ではリサイクル処理技術に関する取り組みが一部存在

するものの十分ではなく、ＮＥＤＯは「太陽光発電システム次世代高性能技

術の開発」において、大量かつ様々な種類の太陽電池モジュールに対応した

低コスト汎用リサイクル処理技術の開発をしているところである。しかし、

太陽光発電のさらなる普及を図るためには、リサイクル処理技術の実用化を

着実に進めるとともに、撤去・回収・分別等においても低コスト化技術の有

効性や実現可能性を検討することが必要である。 

2)目的 

太陽光発電システムのリサイクル社会の構築に向け、廃棄物の大量発生の

回避を低コストに実現する技術として、使用済み太陽光発電システムのうち、

分解処理が困難である太陽電池モジュールの低コスト分解処理技術を確立す

るとともに、撤去・回収・分別技術などについて課題と対策を検討する。 

3)実施内容 

・研究開発項目① 「低コスト撤去・回収・分別技術調査」 
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使用済み太陽光発電システムの撤去コストや回収コスト、分別コストを低

減する低コスト撤去技術、低コスト回収技術、低コスト分別技術について、

実現可能性や有効性を検証し、課題や目標コストを明確化する。 

・研究開発項目② 「低コスト分解処理技術ＦＳ（開発）」 

太陽電池モジュールをガラスや封止材、金属類などに分解する工程に関し

て、様々な太陽電池モジュールを対象とした低コスト汎用分解処理技術に加

え、結晶シリコン太陽電池や薄膜系太陽電池など、太陽電池モジュール種類

に応じた専用の分解工程とすることでさらなる分解コストの低減を図る低

コスト分解処理技術を開発し、処理コストを明確化する。 

また、太陽電池モジュールを分解することで回収される有価物について、

リサイクルコストの低減に寄与するため、有価物の回収率向上や、価値が高

い状態での回収を可能とする、有価物高付加価値化技術を開発し、処理コス

トの低減効果を明確化する。 

・研究開発項目③ 「低コスト分解処理技術実証」 

上記の研究開発項目②で目標処理コストの達成目処や、十分なコスト低減

効果が確認された技術については、コスト低減効果を実証する。 

・研究開発項目④ 「太陽光発電リサイクル動向調査」 

太陽光発電システムの適正処分に関わる国内外の技術開発動向、普及動

向、政策動向、実施事例などを調査する。 

また、国内の太陽光発電システムの分布調査を行い、分布に基づいた排出

量予測を行う。 

さらに、上記の研究開発項目①～③を横断的に評価する手法についても検

討を行う。 

(2)規模 総事業費（一般、需給等）１３．０億円（委託、共同研究） 

(3)期間 平成２６年度～３０年度（５年間） 

 

4.評価内容 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性について 

 1)ＮＥＤＯプロジェクトとしての妥当性 

太陽光発電の健全な普及拡大のためには、使用済みの太陽光発電システム

を適正に処理する対策や手段を検討しておく必要がある。一方、公共性が極

めて高いことや、市場が苛烈な競争状態にあることから、コスト増につなが

るリサイクルシステムの民間主導による自律的な構築は非常に困難である。

そのため、国主導による使用済み太陽光発電システムの適正処理に関する検

討や技術開発などの取り組みが必須であることから、ＮＥＤＯが主導して支

援することは妥当である。 
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2)目的の妥当性 

太陽光発電システムのリサイクル処理において、太陽電池モジュールの分

解処理に関する従来技術としては、ガラスリサイクルを目的とした技術が一

部存在するものの、低品位のガラス回収にとどまったり、処理コストが高い

ものになる等の課題があった。 

また、リサイクルに係る費用負担の低減には、撤去や回収など分解処理以

外における低コスト化も有効であると思われるが、その有効性や課題、効果

は明確になっていないため、低コスト化技術の有効性や実現可能性、課題や

目標コストを明確化する必要がある。 

以上より、太陽光発電システムのリサイクル社会の構築に向け、廃棄物の

大量発生の回避を低コストに実現する技術として、太陽電池モジュールの低

コスト分解処理技術の確立と、撤去・回収・分別技術などについて課題と対

策の明確化を目指す、本プロジェクトの目的は妥当と考えられる。 

 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性についての総合的評価 

近年の導入普及の拡大や、国会附帯決議への対応など、リサイクル社会の構

築は強く求められている。 

リサイクル社会の早期実現のためには、廃棄物の大量発生の回避を低コスト

に実現する技術の早期確立が必須であるが、極めて公共性が高いことなどから、

民間主導では早期確立は望めない。 

従って、ＮＥＤＯが本プロジェクトにより、リサイクル処理技術の早期確立

を支援することが必要であると考えられる。 

 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについて 

 1)成果目標の妥当性 

成果目標として、年間２００ＭＷ処理時の分解処理コストを５円／Ｗとし

ている。撤去コストや回収コストについては、現時点では、使用済み太陽光

発電システムは他の建築廃材と同様に、産業廃棄物として処理されているこ

ともあり、目標の設定が困難であるが、調査等を通して検討する。 

調達価格等算定委員会では、２０１２年時点の廃棄処理費用は、建設費２

８０，０００円／ｋＷの５％とされていることから、廃棄処理費用は１４円

／Ｗとなる。使用済み太陽光発電システムのリサイクルには、分解処理コス

トの他に、システムの撤去コストや回収コストなどがかかるが、リサイクル

にかかる費用の総額を現在の廃棄処理費用と同レベルに保つためには、分解

処理コスト、撤去コスト、回収コストがそれぞれ同程度と仮定すると、分解

処理コストは約５円／Ｗ以下となり、成果目標の設定は妥当と考えられる。 
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2)実施計画の想定と妥当性 

リサイクル分解処理技術については、分解処理コストによる絞り込みをマ

イルストーンとして設定する。具体的には、まずＦＳ（開発）において技術

開発とともに処理コストを明確化する。その後、再度公募を行い、目標処理

コストの達成目処や、十分なコスト低減効果が確認された技術のみ、実証を

行う。 

一方、現時点では実現可能性や有効性、コストなどが不明瞭である「撤去・

回収・分別技術など」については、今回の調査を通じて実現可能性や有効性、

コスト目標などを明確化する。 

以上のように、分解処理技術と撤去・回収・分別技術を技術開発のフェー

ズにより切り分け、技術開発・実証フェーズにある分解処理技術においては

マイルストーンを設定するなど、本プロジェクトの実施計画は妥当であると

考える。 

3)評価実施の想定と妥当性 

研究開発の意義、目的達成度、成果の技術的意義、将来の産業への波及効

果等について随時確認を行い、必要に応じて研究開発内容の見直し等を行う。

また、平成２８年度に外部有識者による中間評価を、平成３１年度に外部有

識者による事後評価をそれぞれ実施する。 

4)実施体制の想定と妥当性 

本プロジェクトは社会システム構築に資する技術の確立を目指した事業で

あるため、社会システム構築時に主体となるリサイクル事業者、回収事業者

などの企業や自治体などによる提案を想定している。さらに、太陽電池モジ

ュールの効率的な分解処理技術を検討する観点から、太陽電池モジュールメ

ーカーも含まれる体制が最適であると考える。 

また、リサイクル分解処理技術のＦＳ（開発）や実証、撤去・回収・分別

技術の調査は、協調的に実施することを想定している。 

ＮＥＤＯは、リサイクルに関する社会システムに精通したプロジェクトリ

ーダーを設置し、全体を俯瞰的に把握し、社会システム構築も視野に入れた

上で、個別最適だけでなく、社会システムとしての全体最適の観点でも技術

開発の方向性の検討や、各実施者への指示・助言等を行うことで、シナジー

効果を生み出す。 

以上より、事業の実施体制や実施者間の連携は、妥当であると考える。 

5)実用化・事業化戦略の想定と妥当性 

撤去・回収・分別技術については、調査によりユーザーニーズを明確にし

つつ、課題や実現可能性、目標値などを明確にする。分解処理技術について

は、ＦＳ（開発）ではユーザーニーズであるリサイクルに係る負担の最小化
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のため、低コスト化を目指した技術開発を行うとともに、その処理コストの

明確化を行う。さらに、実証では、目標処理コストの達成目処や、十分なコ

スト低減効果が見込まれる技術に絞ってコスト低減効果を実証することで、

リサイクルに係る負担の最小化を実現し、社会受容性の向上を図る。 

また、リサイクル動向調査により、国内外の技術開発動向、普及動向、政

策動向、実施事例などに関する情報を収集し、それらを基に社会システムも

視野に入れた上で、プロジェクトリーダーとともに技術開発の方向性の検討

や、各実施者への指示・助言を適宜行うことで、社会システムに最適な技術

の確立を可能とし、早期実用化を実現する。 

6)知財戦略の想定と妥当性 

研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の

規定等に基づき、原則として、すべて実施者に帰属させることとする。 

また、実証フェーズなどでは、必要に応じて実施者間の守秘義務契約締結

や、プロジェクトリーダーを通した実施者と緊密な連携の実現により、実施

者間で情報共有を図る。また、「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」

のリサイクル処理技術の研究開発で得られた知見やデータについても、適宜

情報共有を図る。 

7)標準化戦略の想定と妥当性 

使用済み太陽光発電システムを取り巻く環境が国により異なり、日本と同

様の状況でない国も含めた標準化は困難であるため、成果に関する標準化に

ついては、現時点では想定していない。 

 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについての総合的評価 

本プロジェクトの目的、実施計画、予算とも、太陽光発電システムの適正処

理の確立を念頭に置いた取り組みとして適当と考えられる。また、想定する実

施体制、実用化・事業化戦略、知財戦略も、本プロジェクトの事業の実施主旨

を十分に反映していると考えられる。 

 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについて 

 1)プロジェクト終了後における成果の実用化・事業化可能性 

本プロジェクトでは、リサイクル社会の構築に向け、廃棄物の大量発生の

回避を低コストに実現する技術を実用化する。さらに、リサイクル動向調査

により、国内外の技術開発動向、普及動向、政策動向、実施事例などに関す

る情報を収集し、それらを基に技術開発の方向性の検討や、各実施者への指

示・助言を適宜行うことで、円滑な実用化を図る。 
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本プロジェクトで開発する技術は、ユーザーニーズであるリサイクルに係

る負担の最小化に貢献することや、環境負荷の低減につながることから、社

会受容性が高い技術であり、実用化・事業化の可能性は高いと考える。 

2)成果の波及効果 

工程内リサイクルにも展開可能であり、太陽電池モジュールの製造コスト

低減に寄与できる。 

また、ガラスリサイクル事業者に対しては、新たに太陽電池モジュールの

ガラスが対象となることから、市場規模拡大や、処理量の増加による低コス

ト化など、経済波及効果が見込まれる。 

 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについての総合的評価 

本プロジェクトは、リサイクル社会の構築に向け、廃棄物の大量発生の回避

を低コストに実現する技術を実用化するもの。社会受容性の高い技術として、

成果の早期実用化・事業化が期待できる。 



 外部発表-1

【外部発表リスト】 
(a) 学会発表・講演 
②低コスト分解処理技術 FS（開発） 
番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 宮林亮介 
ｴﾇ・ﾋﾟ

ｰ・ｼｰ 

可溶化法を用いた使用済太

陽電池からの資源回収技術

の開発 

平成 27 年度新ｴﾈﾙｷﾞｰ

成果報告会 
2015/10/29 

2 加茂徹 産総研 
有価物回収を目的とした使

用済み太陽電池の可溶化」 
動力・ｴﾈﾙｷﾞｰ技術ｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑ 
2015/6/18 

3 加茂徹 産総研 

RECOVERY OF 
USEFUL RESOURCES 
FROM PHOTOVOLTAIC 
MODULE BY USING 
LIQUEFACTION OF 
CURED ETHYLENE 
VINYL ACETATE (EVA) 

The 8th International 
Symposium on 
Feedstock Recycling 
of Polymeric 
Materials 

2015/9/1 

4 加茂徹 産総研 

Recovery of Useful 
Resources from End-of-
Life Photovoltaic Module 
by liquefaction of cured 
EVA 

EcoDesign 2015 2015/12/1 

5 
本城新吾 
猪子兼行 

㈱ﾎﾝｼﾞｮｰ 
ﾄﾞﾆｺ･ｲﾝﾀ

ｰ㈱ 

NEDO PV リサイクル技

術開発プロジェクト 
IEA:PVPS:task12 2014/11/23 

 
③低コスト分解処理技術実証 
番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 斉藤 寛 ㈱新菱 
PV システム低コスト汎用

リサイクル処理技術開発 
環境ビジネス交流

会 
2015/12/9 

2 斉藤 寛 ㈱新菱 
㈱新菱における PV リサイ

クル実証事業 
SONEQ 講演会 2016/2/10 

 
④太陽光発電リサイクル動向調査 
番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 河本桂一 
み ず ほ

情 報 総

研㈱ 

Expected Environmental 
Impacts of PV Module 
Recycling 

25th International 
Photovoltaic Science and 
Engineering Conference 
and Exhibition 

2015/11/17 



 外部発表-2

(b)新聞・雑誌等への掲載  
②低コスト分解処理技術 FS（開発） 
番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 東邦化成株式会社 
処理費用「1 ワット 5 円以下」

にめど 今夏にも事業化実証 
日刊工業新聞 2015/6/5  

 
③低コスト分解処理技術実証 
番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

1 
エヌ・ピー・シー 
浜田 

太陽光パネルＲに注力 
低コストを目指す 

循環経済新聞 2016/2/22 

2 ㈱新菱 
太陽光パネル寿命後は 
北九州発リサイクル模索 

西日本新聞, 朝刊

26 面  
2016/4/5 

 
 
(c)その他 （展示会への出展） 
③低コスト分解処理技術実証 

番

号 
出展者 展示会名 開催場所 開催年月 

1 ㈱新菱 エコテクノ 2014 西日本総合展示場 2014/10/8-10 
2 ㈱新菱 エコテクノ 2015 西日本総合展示場 2015/10/7-9 
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【特許リスト】 
②低コスト分解処理技術 FS（開発） 

番

号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 
(国 )産業
技術総合

研究所 

特願 
2015-
080911 

国内 2015/4/10 出願 

架橋化 EVA の可溶化
方法、可溶化方法を

用いた使用済み太陽

電池からの資源回収

法 

加茂 徹 

2 
㈱エヌ・

ピ ー ・

シー 

特願 
2015-
085201 

国内 2015/4/17 出願 太陽電池モジュール

のリサイクル装置 矢内利幸 他 

3 東邦化成

株式会社 
特願 
2015-
185738 

国内 2015/9/18 出願 太陽電池モジュール

のリサイクル方法 川西孝則他 

 
③低コスト分解処理技術実証 

番

号 出願者 出願番号 
国内外

国

PCT 
出願日 状態 名 称 発明者 

１ 
㈱エヌ・

ピ ー ・

シー 

特願 
2016-
125869 

国内 2016/6/24 出願 太陽電池パネルの枠

分離装置 熊本末広他 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 分科会議事録 

 



研究評価委員会 

「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」（中間評価）分科会 

議事録 

日 時：平成28年10月5日（水）9：30～17：15 

場 所：WTCコンファレンスセンター Room A  

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   中村 崇  東北大学  多元物質科学研究所 教授 

分科会長代理 原田 幸明 国立研究開発法人 物質・材料研究機構  元素戦略材料研究センター 特命研究員 

委員 加藤 聡  ガラス再資源化協議会 代表幹事 

委員 倉持 秀敏 国立環境研究所 資源環境・廃棄物研究センター 基盤技術・物質管理研究室 室長 

委員 平井 康宏 京都大学 環境安全保健機構附属環境科学センター 准教授 

委員 藤崎 克己 三菱電機株式会社 環境推進本部 企画グループマネージャー 

＜推進部署＞ 

山田 宏之(PM) NEDO 新エネルギー部 主任研究員 

佐々木 崇水 NEDO 新エネルギー部 主査 

南 悌二 NEDO 新エネルギー部 主査 

＜評価事務局等＞ 

吉田 卓生  NEDO 技術戦略研究センター 職員 

徳岡 麻比古 NEDO 評価部 部長 

保坂 尚子 NEDO 評価部 統括主幹 

内田 裕   NEDO 評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法 

５．プロジェクトの概要説明 

5.1 「事業の位置づけ・必要性」及び「研究開発マネジメント」 

5.2 「研究開発成果」及び「実用化に向けた取り組み及び見通し」 

5.3  質疑 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明 

6.1 低コスト分解処理技術FS 

   ①結晶シリコン太陽電池の低コスト分解処理技術の調査/開発 

   ②可溶化法を用いた使用済み太陽電池からの資源回収技術の開発 

6.2 低コスト分解処理技術FS/実証 

 結晶シリコン太陽電池モジュールのリサイクル技術開発/実証 

ウェット法による結晶系太陽電池モジュールの高度リサイクル実用化技術開発

/実証

6.3 低コスト分解処理技術実証 

ホットナイフ分離法によるガラスと金属の完全リサイクル技術開発

 合わせガラス型太陽電池の低コスト分解処理技術実証 

   PVシステム低コストリ汎用サイクル処理手法に関する研究開発 

７．全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 

議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、分科会資料の確認 

・開会宣言（評価事務局）

・配布資料確認（評価事務局）

２．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。

・出席者の紹介（評価事務局、推進部署）

３．分科会の公開について 
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評価事務局より資料2及び3に基づき説明し、議題6.「プロジェクトの詳細説明」及び議題7.「全体を

通しての質疑」を非公開とした。 

４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 

５．プロジェクトの概要説明 

（１）事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント

推進部署より資料6-1に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

（２）研究開発成果、実用化・事業化の取り組み及び見通し

推進部署より資料6-1に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

【中村分科会長】 有り難うございました。 

技術の詳細は、この後、非公開のところで十分にやりたいと思いますので、ここでは事業の位置付

け・必要性、マネジメントに重点を置いて議論を進めていただければと思います。 

それでは、ただいまのNEDOの実施者からのご説明に対して、ご質問・ご意見ございましたら、よろ

しくお願いいたします。何かございませんでしょうか。 

【倉持委員】  幾つか確認をさせていただきたい。スライドのP10の費用対効果のところで、赤字の部分で

すが、これは、太陽電池モジュールが廃棄されると、埋立費用としては80～130億ぐらい発生するので、

リサイクルすることによって、この金額を削減できるという意味でよろしいですか。

【山田PM】  私の説明が若干混乱を招いてしまったのですが、埋立費用が79億～132億円程度発生すること

が見込まれるけれども、これを削減することができるのではないかという見積もりでございます。 

【倉持委員】  CO2も同様ということですか。 

【山田PM】  同様です。 

【倉持委員】  わかりました。 

 あともう1点ですが、スライドのP24になりますけれども、1番の低コスト撤去・回収・分別技術調査

というのはもう終わられたということですが、②の回収調査のところで、1.6円/Wを確認というのは、

トラックの輸送に対してということだと思いますが、太陽光パネルの設置の密度とか地域によって、

その辺のコストというのは変わりそうなイメージがあります。ここはこれぐらいで大体どこでもでき

るということでしょうか。 

【山田PM】  私のほうから説明いたします。 

これはケーススタディをやっております。そのケースが若干限定的でございまして、これを一般化

するのはなかなか難しいなと評価しております。ご指摘のように、どこから運ぶのかによって大分差

が出てくると思いまして、動向調査のほうで、現在、地域別の排出量予測なども行っております。あわ

せて、そういったところで将来的に評価できるような情報を把握しておきたいと思っています。こち

らの評価については、ご指摘のとおり、あるケースなので、そのケースによっての見積もり、評価、試

算の算定としてはこういう結果を出しましたが、これを一般化する上では、少し課題が残っており、、

それはご指摘のとおりと思います。 

【倉持委員】  これに関連して、最初のほうの事業の実施の背景というところで、撤去費用と回収費用は10

円ぐらいを見込まれていますが、十分、かなり低いコストでできるということでよろしいですね。処理

コストを考えると、かなり低い金額ということなので。

【山田PM】  10円/Wのところですが、開発項目①の部分の調査では、そういう結果は出ましたが、対象とす

るケースが49kWのケースであったり、対象としたアンケートをとったn数が少なかったりとか、若干そ

のような課題も残っており、一応こういう結果は出ましたが、動向調査のほうで、撤去費用・回収費用
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については引き続きフォローアップをしていきたいと考えています。 

【倉持委員】  開発項目①で出た作業の原単位とか、多分、有効なデータは出てきていると思いますので、

それを、先ほどおっしゃっていました動向調査のところでうまく評価いただき、コストをはじいてい

ただけると良いと思います。 

【山田PM】  開発項目①についてはマネジメントとして結果は出したという事後評価はしていますが、実

際の廃棄実績があまり出ていないので、調査については、現時点では限界があるというふうにも感じ

ており、すぐにやり直すということは考えていませんが、ケースを広げるとか、何らかの工夫をして、

汎用化できるようなやり方というものは、動向調査なども活用しながら考えていきたいと考えており

ます。 

【原田分科会長代理】 スライドのP4とP10の関係で、先ほどあった79～132億円の埋立の費用の削減と、P3の

15円/Wの廃棄物処理費用の関係がいま一つよくわからない。P3を見ていますと、P10の廃棄物処理費用

にかかるのが大体132億円であり、その費用相当するものに同じ処理コストにしなければいけない、と

いうことで、目標を設定したと。となると、結局は、廃棄物処理費用は削減されるのではなくて、それ

と同等の値段で処理できるということになるような気がするのですが、この辺の関係はどうなってい

るのでしょうか。 

【山田PM】  P3というのは何をさしていますか。 

【原田分科会長代理】  P3で、廃棄物処理費用が、15円/Wですね。その値に匹敵するためには、リサイクル

費用は5円/W以下というのは、P4の図ですね。ところが、最終的に費用対効果で削減されるのが、P10

で、廃棄物処理費用の埋立の部分が削減されるというふうになっているけれど、この埋立の部分とい

うのは、処理コストのどこの部分に入ってくるのですか。 

【山田PM】  まず前提として、現時点ではリサイクルが行われていないという理解でおります。ここの15円

/Wというのは、固定価格買取制度の買取費用の算定に当たって想定されている費用であり、基本的に

は全く別の話になります。今、想定されている15円/Wの中で全ての処理が、少なくとも20年後には行わ

れるような環境を整えておかなければいけない、これがまずモチベーションとしてございます。 

スライドのP10にある削減効果につきましては、現在、リサイクルされていない中で廃棄物が排出さ

れて、そのうちのガラスが全て埋立費用に回っているようなことがあると、その費用と環境負荷がか

かるので、これをリサイクルすることで削減することができるということです。 

ですから、5円/Wとダイレクトには関係しないですが、2012年までに導入されたモジュールが全部廃

棄されて埋立に回ったときの費用と環境負荷を削減することができる場合に、これぐらいの効果が見

込まれるのじゃないかというのが、スライドのP10で言っていることであり、スライドのP4のほうで言

っている話というのは、固定価格買取制度の下で見積もられている費用で適切な廃棄処理が行われる

ようにすべきであるということを説明しています。 

【原田分科会長代理】  そうしたら、もしこの技術開発がなければどうなるかというのは、要するに、今15

円/Wで設定しているけれど、もっと大きな負担が生じるであろうということですね。 

【山田PM】  2013年度以降に、さらに多くのモジュールが入っておりますので、低コストなリサイクル技術

が確立されて埋立費用を削減することができれば、より大きな効果が得られるというふうに思います。

こちらはあくまで立ち上げ時の試算です。 

【原田分科会長代理】  これ、埋立費用というのは、ワット当たりにすると幾らになるのですか。ここで削

減効果として見ている部分というのは、ワット当たりは幾らという計算になりますか。計算すればわ

かるのでしょうけが。 

【山田PM】  66万トンの廃棄物のうち、ガラスが約40万～50万トンと見込んでいまして、その埋立費用がト

ン当たり2万～2万5000円と見込んでおります。この埋立費用にガラスの排出量、当時想定していた40
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万～50万トンを掛けて、79億～132億円となります。 

【原田分科会長代理】  ワット当たりはどうなりますか。

【山田PM】  ワットですと、まずモジュール1枚当たり200W、20キログラムで想定しておりますので、それ

を逆算すると２～３円くらいになります。 

【平井委員】  6点ほどあります。簡単な確認のところからお願いしたいと思います。 

  P34の③低コスト分解処理技術実証（平成27～28年度）で、汎用リサイクル処理手法に関するところなの

ですが、 

【平井委員】  手元の資料では○○△になっているのですが、これはもう○○○で、最後のところも完成で

きたのですか？ 

【南主査】  これは、分科会直前に交渉中の項目が、交渉が完結したので、○に修正しました。 

【平井委員】  わかりました。 

もう一つ、簡単な確認で、P6ページ目のところ、カリフォルニア州でUniversal Wasteとしての指定

を議論というところが書かれているのですが、Universal Wasteというのがどういったものかというこ

とについて、ご紹介いただけないでしょうか。 

【南主査】  河本さんから説明お願いします。 

【河本シニアマネージャー（みずほ情報総研株式会社）】  みずほ情報総研の河本と申します。海外動向の

部分を担当させていただいております。 

 ご質問いただいた件ですが、カリフォルニア州で、有害廃棄物というものを指定するしないという

枠組みがあり、その中で、有害廃棄物という分類の中で、広く普及しているものであり、また、確実に

使用後処理・リサイクル等々が見込まれるものについては、Universal Wasteという特定の指定をする

ことによって、州の境界を越えるような搬送等も認められるという、枠組みになっています。まず有害

廃棄物に指定されるかどうか、そうなったときには、Universal Wasteとして取り扱ってもらえること

ができるのか、そういう議論が今行われている最中です。 

【平井委員】  ありがとうございます。 

 3点目のところで、P24のスライドは低コスト撤去・回収・分別技術調査のスライドになります。ここ

で撤去・回収・分別とあって、その後が分解とか処理とかになるかと思いますが、分別というのは、具

体的にどんな作業をイメージされているのかというのがわかれば教えていただけますか。 

【南主査】  分別は、実際に回収したモジュールに対して、モジュールそのものが、フレームが曲がってい

たり、バックシートが破れていたり、あるいは、ジャンクションボックスがもう切り取られていたりと

か、そういうものをあらかじめ目視で分別するというような作業を想定しています。 

【平井委員】  解体と分別の境目というか、そのあたりはどのあたりにあるのでしょうか。 

【山田PM】  私のほうから。今、南のほうからお話ししたのは一つの例で、例えば、リユースを目的とした

ような分別をする場合は、今申し上げたようなことがあります。 

 それ以外に、もう少し手前から言いますと、まず現地で解体をし、発送先を分けるに当たって、モ

ジュールとそれ以外の架台と、そういったものを分けるとか、あと、リサイクルに回すに当たり、リ

サイクル工場に送るものと、もう送れないものを分けるとか、そういったコストがかかります。です

から、あまり大きな数字にはなっておりません。 

さらに、これは今回の評価の対象ではありませんが、次にリユースを議論するときには、ここがも

う少し重要になってくるのだという理解をしております。 

【平井委員】  ありがとうございます。 

続いて、同じスライドで、①の撤去の調査のところ、これが建設費に織り込み済みであるということ
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ですが、この部分をもう少し詳しく教えていただけないでしょうか。 

太陽電池を撤去する必要が生じるときというのが、例えば、住宅用であれば、家を壊して、新しく

家をつくる。その新しい家をつくるときの建設費のことを指しているのか。それとも、太陽光パネル

を設置するときに、もう何十年後の撤去費用を織り込み済みであるというようなことなのか。あと、

住宅用でないメガソーラーの場合、どういうことなのかなというところですとか、あと、住宅用で、

更新するときに、家を建て替えるわけではないのだけれども、太陽光パネルのほうがだめになってし

まったから替えるというような場合に、建設費ってどこに入るんだろうかといったようなところで、

教えていただければと思います。 

【山田PM】  ここも表現が、これは報告書の言葉なのですが、まず、この建設費に織り込み済みというの

は、別のスライドで言いました15円/Wの中で見込んでいて、今回、調査をした人たちはきちんと積んで

いたということを確認したということです。 

テーマ（1）のほうは、調査対象に住宅は入っておらず、いわゆる非住宅、10kW以上の人たちが対象

になっています。アンケートとしては多く送りましたが、回収できて、これが確認できたのは、49kW

とか、小規模側に寄っており、その人たちはちゃんと積んでいたということを確認できましたという

ことです。 

 ただ、先ほども申し上げましたが、この調査で実際の廃棄実績が把握できておりませんで、見込み

としては、こういう事実を確認することはできたのですが、これを本当に一般解として扱っていいの

かどうかは、若干課題として認識しておりまして、動向調査などを踏まえながら、しっかりフォロー

アップをしていきたいと考えております。

【平井委員】  わかりました。ありがとうございます。 

 そして、最後のほうの質問になりますが、36枚目のスライド、太陽光発電リサイクル動向調査の評価

手法に関する調査というところですね。こちらの（1）の②、太陽光発電リサイクルに関する評価手法

の検討という部分で、もう少し詳しい説明のスライドがあって、LIME2であるとか、IDEAであるとかを

使うというようなご紹介があったかと思います。 

リサイクルの技術の評価をする際に、ベースラインとなるシナリオというか、仮にリサイクルして

いなかったらどうなるのかというようなケースを想定して、そこからどれだけよくなったかというよ

うなことを評価するのが、LCA的な発想であれば一般的かなと思うのですけれども、この評価のガイド

ラインの中で、ベースラインとして想定するシナリオはどういったものなのか。埋立を直接するよう

なケースを想定されているのか。あるいは、住宅用などで、最近空き家も増えてきていて、そのまま家

の屋根に残ったままになってしまう、それが何年か経って割れてというようなケースも想定されてい

るのかどうか。そのところが1点と。 

 評価項目の中で、人間毒性の影響といったところ、土壌汚染、水質汚染といったところも入ってきて

いて、特にカドミウムを使っているような太陽光発電パネルであれば、この部分は重要と思っていま

す。一方で、LCAのデータベースで、有害物の項目というのは、CO2とかNOx、SOxに比べると充実してい

ないなと思っており、このあたりのインベントリが十分に取れるのかどうかということや、データベ

ースから取るだけでは十分でなくて、このシステムを評価するに当たって、何か測定しないといけな

いもの、排水中のそういった何かの物質の濃度を測るであるとか、そういったものは、このガイドライ

ンの中で考えられているのかどうかといったようなところと。

あと、細かくなりますが、特に重金属の影響評価の部分で、埋立をした際に、埋立地から溶出して出

てくるという部分を、LIME2のデータベースにするときに、その重金属を含んだものを土壌に排出した

として扱うのか、埋立地からの溶出の割合がどの程度あると見込んで、水系への排出として扱うのか、

かなり細かいところになりますが、そのあたり検討されているのかというのを教えていただければと
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思います。 

【山田PM】  ご指摘のとおり、ベースラインをどうするかというのは、重要な観点かと思います。現時点で

は、埋立に回るということを想定しておりますが、住宅のケース、先ほどお示しいただいたようなケー

スで、今後、課題として取り上げるものが把握できましたら、そういったケースも盛り込んでいきたい

と考えています。今のところは、そこまで至っておりませんでした。 

あと、データを新たに取得するのかというお話です。既存のデータベースで賄えない部分があれば、

そういう必要性が出てくるかもしれませんが、今のところ予定はしておりません。重金属の溶出云々

については、別途、評価されている報告なども徐々に出てきておりますので、そういったものを参照

しながら進めていく考えです。足りなければ、そういったことも考える必要が出てくるかもしれませ

んが、現時点は、今のところ予定していません。 

【藤崎委員】  2点確認させてください。 

スライドP24の、1.62円/Wというのは、これは代表値というわけではなくて、ある限定された範囲の

一定の条件下の数値というような形で受け止めればよろしいのでしょうか。 

【山田PM】  起点と終点を幾つか想定して、ここにはトラックとありますが、鉄道輸送なども想定したシミ

ュレーションと、実際に運ぶということもやっておりますが、それで十分かと言いますと、起点と終点

が多対多になりますので、十分だということを証明しきれる調査結果にはなっておりません。ここに

ついては、先ほど申し上げた動向調査の地域別の排出量の予測でありますとか、今後、技術開発が進ん

だ場合のリサイクル拠点の立地などを考えながら、必要に応じてまたシミュレーションなどをやるか

どうか、個々判断していきたいと思います。 

 ご質問に対しての答えとしては、特定のケースの計算結果であります。 

【藤崎委員】  もう1点は、実際、こういう処理をすると、回収費用と処理費用以外に、実際、事務手続だ

とか、いろんな運営管理費用がかかると思いますが、1ワット当たり15円というものの、それは外枠で

お考えなのか、内枠でお考えなのかの確認をさせていただきたい。 

【山田PM】  固定価格買取制度での想定では細かい内訳というのは示されておりません。我々としては、事

業者さんが適切に廃棄まで進めることが重要だと思っていますので、15円/Wというのは、建設費が300

円だった場合ですけれども、その中で全てが本来行われるべきだとは考えています。 

ただ、一方で、どのような事務コストがかかるのかというのが、現時点で、保険で賄えるようなケー

スを除けば、運転年数を適切に終えて廃棄される例というのがほとんど把握できておりませんので、

そこの評価はまだ十分でないというのが正直なところです。 

【藤崎委員】  そうであれば、基本的には、運営管理費用も含めてというようなことでよろしいでしょう

か。 

【山田PM】  含めなければならないと思っています。 

【藤崎委員】  ありがとうございました。 

【原田分科会長代理】  FSと開発と実証の関係ですけれど、P13を見ると、FSは2014年度の枠内で終わり、

次に実証技術なんですけれど、P22では、28年度までFSが引っ張られていて、それで、FSの中ではほと

んど○ですけれど、△があって、△の部分で実証に向かっているところがあるんですけれど、ここは今

どういうフェーズで、FSと実証が今混在して進んでいるというふうな理解でよろしいんでしょうか。 

【山田PM】  このテーマで、ここで申し上げているFSというのが、研究開発項目②の話でございます。この

②については、1年間で終わって、終了しています。ですから、並行しては進んでおりません。

評価の△については、先ほどちょっとご説明したのですが。

【南主査】  それぞれのFSでの△評価につきましては、契約期間終了後、独自で開発継続して目標を達成し

た案件があり、この場合に△をつけています。また、ほぼ目標を達成できる見通しが得られた場合に△
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をつけています。 

【原田分科会長代理】  ということは、△をつけておいて、実証の中を通じてこの目標は達成できるであろ

うということで、実証に送っていいというのが△だという理解でよろしいですか。実証の中で達成で

きるであろうということで、△をつけたという理解で。 

【南主査】  P27に1つ△がついていますけれども、この可溶化につきましては、実証のほうに進んでいない

案件です。 

ただし、契約期間が終わった段階で、90％の目標に対して、モジュールでは達成できなかったけれど

も、セルのレベルでは89％という数字が見えていましたので、条件を詰めれば達成できるであろうと

いうことで、△にしたということでございます。 

【原田分科会長代理】  △で実証に入っているものもあるのですね。 

【南主査】  実証に入ったものは……。 

【原田分科会長代理】  P25ページの最初のロールが△でしたよね。 

【南主査】  ロールとさっきのモジュールと2つだけですね。 

【南主査】  ロールのほうは、もうFSで終わっております。 

【原田分科会長代理】  では、△のものは、それで終わっているということですね。 

【南主査】  はい。 

【原田分科会長代理】  わかりました。 

【中村分科会長】  これは評価票の書き方だと思うのですが、さっきから結構議論されていましたP24で、

撤去の調査のところで、これは口頭で50円/Wとか30円/Wのようなことを言われましたが、そうであれ

ば、もともとの前提が大分違うような形になります。この場合は、基本的には建設費に織り込み済みで

あるということを、家庭用ではないにしても、確認ということで、調査は終わっているというふうに理

解してよろしいですか。 

【南主査】  はい。事業原簿には詳細報告としてそのように書いてあります。 

【中村分科会長】  ここが非常にわかりにくい。同様に、これも書き方の問題であろうとは思うんですが、

P35 の低コスト分解処理技術の実証のところで、合わせガラスの場合に、最終目標に相当する3600枚/

日、それから、40円/kgというのが記載されており、達成見通しですが、これはまだ不十分だというお

考えで、これは書かれていらっしゃるのか。この40円/kgという、もともとトータルで、全部入れても

15円でやろうとしているわけですよね。これは一体どういう位置付けでこれが書かれているのか。 

 これは公開用の資料に載りますので、ぱっと見たときに、あまりよろしくないというか、誤解を招

いてはいけませんので、そこは記載の方法を少し考えていただいたほうがいいかなと思っております。 

【南主査】  最終目標の5円/Wをkgに直すと40円になるということになります。 

【中村分科会長】  直したら、これで大丈夫だということですね。わかりました。 

【山田PM】  ご指摘のとおり、単位が統一されていないのは紛らわしいので、最終的には、公開資料のチェ

ックの段階で、少し見直しを考えたいと思います。 

【中村分科会長】  もしよろしければ、全部を当初の予定の目標に合わせるような形で書いていただいた

ほうがわかりいいのではないかと思います。 

【山田PM】  ご指導ありがとうございます。私ども、/Wで目標を設定しつつも、リサイクルの技術を考える

上では、枚とか、kgとかも必要だと実施者と話をしております。このあたりは統一するようにいたしま

す。 

【中村分科会長】  それでは、これで公開セッションは打ち切らせていただきたいと思います。ありがとう

ございました。 
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（非公開セッション） 

６. プロジェクトの詳細説明 

省略 

７．全体を通しての質疑 

  省略 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

【中村分科会長】  それでは、議題8「まとめ・講評」のほうへ移りたいと思います。それでは、藤崎委員

から講評していただければと思います。よろしくお願いします。 

【藤崎委員】  今日はいろんなプレゼンテーションをいただきまして、どうもありがとうございました。

各々、スタート時期だとか、やり方のプロセスの難易度とかがあって、いろんな位置付けでの技術開発

の説明をいただいて、その中で、着実に5円/Wというふうな目標に向かって進められているという印象

を持ちました。そういう意味では、私自身も勉強になったと考えております。 

その中で、2点だけ感じたことがございます。 

 1点目は、いろんな研究開発するときに、いろんな変動要因というか、ばらつきが出てきます。これ

はサンプルがばらつくというのもありますし、運転条件が変わるというのもありますし、意識的にプ

ロセスを変えたりとか、あるいは、価格やマーケットが変わったりとかいうこともあります。実施さ

れている開発プロセスの段階によりますが、それらのばらつきの中で、どれぐらい素材が回収できる

とか、コストがどれぐらいに落ち着くとか、売却益が幾らになるとか、そのあたりの設定をされれば、

なお良くなるのではと思いました。 

もう1点が、これは一部ですが、何カ月もやられている内容を10何分とか20分ぐらいでご説明いただ

いているのでなかなか難しいことではありますが、この数字が何をどう定義されているかとか、用語

がどういう定義なのかというのがわかりにくい部分が一部ございましたので、今後公開されるという

ことを考えると、もう少しわかりやすくしていただけると、さらによくなると思います。  

 私のほうからは、以上です。 

【中村分科会長】  ありがとうございます。それでは、平井委員、お願いいたします。 

【平井委員】  長くいろいろと研究開発の状況を教えていただきまして、非常に勉強になりました。 

 開発の進捗状況というのも、個々それぞれの課題で大分進んでいて、もう実用化にかかろうかとい

うところから、まだ基礎に少し近いところのものもあるのかなと思いました。実用化に向けて、特に

個別の要素の開発を進めているのだけれども、それらを一貫としたシステムとしたときにどうなのか

なというのが、まだここ残り数年のところでどの程度はっきり見えてくるのかというところが焦点に

なってくるような課題もあったかと思いますので、そのあたりについては、今後のところでひと頑張

りしていただければいいのかなと思いました。 

 また、それぞれの評価の試算、事業の収入と支出について見ていただいていたりするんですが、や

や評価の範囲というか、どこまでを入れているのかというところが、少し足並みがそろっていないと

いうか、それぞれに、ここを入れていたり、入れていなかったりというような部分が多少あるように

も思いましたので、このあたりは共通して、ここは含めてというようなのをそろえていっていただい

たらいいのかとは思いました。 

以上、そんなところです。 
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【中村分科会長】  ありがとうございます。それでは、倉持委員、お願いいたします。 

【倉持委員】  私もちょっと似たような感じにはなってしまうのですが。今回参加させていただきまして、

ウェットだったり、乾式の方法だったり、いろいろと技術があるなというようなことを勉強させてい

ただきました。 

また、それぞれ開発のフェーズというものも異なっておりまして、かなりもう実機に行けるのじゃ

ないかなというものも幾つかありまして、そういうものには、ぜひとも前倒しで進んでいって、実証

事業をうまく成功させて、実用というようなところに進んでいっていただきたいというふうに期待し

ています。 

 一方で、そういうフェーズに行っていない部分で、やはりこれからプラントを試作するというよう

なところもございましたので、そういうところは、ラボから実証へのスケールアップというようなと

ころの課題とか、じゃ、実プロセスではどうなのかというところがありますので、そういうところを

考えて進めていかなければいけないのじゃないかなと感じています。 

あと、先ほど平井委員からもあったのですが、私もそれを感じたのですが、いろいろと評価をされ

ているのですけど、やっぱり評価の値とか項目出しというものがかなりばらばらになっていますので、

そうすると、技術のイメージというのですか、そういうものも、その捉え方というのはやっぱり変わ

ってきてしまうので、そこはやはり統一していただいたほうが非常にありがたいなというふうに思っ

ています。 

 あと、今回、お金というところが多分目標値にあったと思うのですが、これは今後、動向調査のと

ころで、お金以外にも、CO2の削減効果とか、そういうのは国民の皆様もすごく関心が高いと思います

ので、資源性だったりとか、そういうものも総合的に評価できるような動向調査になっていくと、よ

り技術とソフトで融合して、いい結果になるんじゃないかなと思いますので、そこもかなり期待して

おります。 

【中村分科会長】  ありがとうございます。それでは、加藤委員お願いいたします。 

【加藤委員】  今日は本当に一日お疲れさまでございました。ありがとうございました。 

 私、推進委員もやらせていただいて、かつ、今日は評価側で委員をさせていただきました。そうい

う中では、最初の出発時点をわかっているものですから、今日、3年目が、皆様の発表された内容がか

なり進み、非常に内容が高いものになっていたということでは、大変にうれしく思ったわけでありま

す。 

 そういう中で、当然、我々は、今回NEDOさんの5円/Wという目標に対して、コスト・プライオリティ

で皆さん開発されているというのはすばらしいというふうにも感じております。先ほども前段で私ど

もいろいろ話しているのですが、これは法制化に向かうかどうかはこれからですけど、リサイクル率

が6割、7割、5割でもいいですね、になったときに、太陽光パネルは、ガラスのウエートが高いだけに、

ガラスのリサイクルはかなりキーにもなります。 

 そうすると、今、DFE、皆さんご存じのとおりに、デザイン・フォー・エコの環境配慮設計をされた

太陽光パネルになればいいんですが、なかなかそういうのが出てこない可能性もありますが、そのDFE

が、今、DFR、リソース、やはりマテリアルのことをもう少し考えていくという時代がもう来ている中

では、今回、大きく皆さんがリサイクラー、そして、三菱マテリアルさん、そして、ソーラーフロン

ティアさんのメーカーで、それぞれが開発されたということは、大変興味深く拝聴いたしました。

ソーラーフロンティアさんは、まさにEPRの原点で、そして、三菱マテリアルさんは、マテリアルの

会社らしいという、それぞれの会社に応じた開発をされている。国際標準に向けたリサイクラーを提

案するのは、きっと日本ならできるのではないかという、そんな印象まで今日は大変強く感じまして、

それぞれ皆さんの開発された内容について、大変に評価したいと思います。ありがとうございました。 

                                   参考資料　　　   1-10



【中村分科会長】  ありがとうございました。それでは、原田委員が所用で先に出られてしまいました。私

が最後になります。 

 最初に、推進側として、よくこれだけの多くのプロジェクトをまとめられたという意味で、NEDOの

新エネの皆様方には大変ご苦労さまでございました。改めて全体をお聞きすると、正直言って、よく

いろんなものを、あまり目こぼしがないような形で進められたという意味では、評価したいと思いま

す。 

 得てして、集中しなさいという言い方があろうかと思うのですが、現段階では、やはりある意味、

今のような状態で、多少網羅的にならざるを得ないのですけど、そういうふうな進め方のほうがいい

のではないかなと思います。このプロジェクトが終了したときは、当然、その後は集中になると思い

ますけど、そういうことではないかなということがまず1点。 

 それから、これは皆さんご指摘されましたように、できましたら、各プロジェクトのコスト評価と

LCA評価のベースをなるべく合わせるような努力をどこかでしていただけると。それぞれ説明をお聞

きすると、そうですねということにはなるんですけど、なかなかぱっと横並びでは評価しにくいとい

うか、ぱっと見ではなかなかわかりにくいところがございますので、もしそういうことができればと

いう気がいたします。 

 それから、もう1点は、これは加藤委員が言われたところも同じだと思うのですが、動向調査のほう

をせっかくされていますので、これは国際比較を十分にやって、国際的にどういう位置付けになって

いるか、そして、それをベースに、国際標準というような方向へどういうふうに進んだらいいかとい

うところまで踏み込んで動向調査をしていただけると、非常にいいプロジェクトになるのではないか

なと思っております。 

それから、これは最初にNEDOさんからご説明ございましたように、そういう場合に、新たにリサイ

クルだけではなく、リユースも入れるということを最初の段階でおっしゃいましたので、これはぜひ

そういう形で推進していっていただければと思っております。 

私のほうからは、以上でございます。 

それでは、一応まとめ・講評という形では、各委員の皆様方にご意見いただいたということでござ

います。何か各委員のほうで、言い残したということは、よろしいでしょうか。何かありますか？ 

【加藤委員】  何度もすみません。それぞれ最後に皆さんが書かれた、社会への効果とか、そういうのを拝

見させていただいて感じたのは、やはりそれぞれ社会貢献をどうしていくかという意識がそれぞれに

あって、すごくいいなと思いました。クローズで行かれるのもいいですし、オープンにするのもいいで

すが、やはり我々としては、サプライチェーンを北海道から九州まで、エリアごとにうまく連携できる

ような仕組みができると非常にいいなということも思うものですから、それぞれの開発された企業さ

んの連携みたいなのが今後あり得るなら非常にありがたいなと思います。 

【中村分科会長】  それでは、議題8のところの最後として、推進側からの一言というか、ご挨拶というか、

NEDOの山田さんのほうからぜひ。 

【山田PM】  ありがとうございます。本日は長時間にわたりまして、非常に有意義なご評価、ご審議、ご指

導いただきまして、まことにありがとうございます。今、講評を聞いておりましても、いろいろ反省す

るところがございまして、今後のプロジェクトマネジメントにぜひ活かしてまいりたいと思います。

ただ、私どもだけではどうしても足りない点があると思いますので、今後も機会をつくりたいと思い

ますので、引き続き、ご指導、ご鞭撻いただければ幸いでございます。 

 今日は長時間にわたりまして、どうもありがとうございました。 

【中村分科会長】  それでは、以上をもちまして、議題8を終わらせていただきます。 
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９．今後の予定、その他 

１０．閉会 
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参考資料２ 評価の実施方法 



本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部

研究評価委員会 

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）確定 

理事長

報告 

評価報告書（案）作成 

実施者プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映 

国 民
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１．評価の目的

評価の目的は「技術評価実施規程」において

● 業務の高度化等の自己改革を促進する

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する

としている。

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。

２．評価者

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者

● 産業界の専門家、有識者

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。

これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。

なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。

３．評価対象

「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」を評価対象とした。

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。
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４．評価方法

分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。

５．評価項目・評価基準

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO
が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。

評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取り組みや見通し等を評価した。
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「太陽光発電リサイクル技術開発プロジェクト」に係る 

評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)事業目的の妥当性

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際

貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。

(2)ＮＥＤＯの事業としての妥当性

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDOの

関与が必要とされる事業か。

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

か。

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

 成果の実用化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制

を構築しているか。

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必

要に応じて適切に対応しているか。

(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。

３．研究開発成果について 

資料 4-2 
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(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

 成果は、中間目標を達成しているか。

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積

極的に評価する。

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2)成果の最終目標の達成可能性

 最終目標を達成できる見通しはあるか。

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。

(3)成果の普及

 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化

の戦略に沿って適切に行っているか。

 一般に向けて、情報を発信しているか。

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化の戦略に沿って国内外に適切に行っ

ているか。

４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 

(1)成果の実用化に向けた戦略

 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

 想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2)成果の実用化に向けた具体的取り組み

 実用化に取り組む者の検討は進んでいるか。

 実用化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3)成果の実用化の見通し

 実用化に向けての課題とその解決方針は明確か。

 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しはある

か。

 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しは

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始される

ことをいう。 
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あるか。 

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極

的に評価する。
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。

・「4. 成果の実用化に向けての見通し及び取り組みについて」は該当するものを選択する。

・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。

「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。 

1. 事業の位置付け・必要性について

(1) 事業の目的の妥当性

・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。

・特定の施策・制度の下で実施する「プロジェクト」の場合、当該施策・制度の目標達成のために寄与して

いるか。【該当しない場合、この条項を削除】

(2) NEDO の事業としての妥当性

・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れる事業か。

・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。

2. 研究開発マネジメントについて

(1) 研究開発目標の妥当性

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）か。

・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 
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・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を図っている

か。【該当しない場合、この条項を削除】

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制を構築

しているか。

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確であり、

かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、か つ機能し

ているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、企業の取り組みに貢献して

いるか。【該当しない場合、この条項を削除】

・研究管理法人がある場合、研究管理法人の役割は必要・明確であり、かつ機能しているか。【該当しな

い場合、この条項を削除】

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応しているか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用しているか。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】

3. 研究開発成果について

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・成果は、中間目標を達成しているか。

・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしているか。

・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。

・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2) 成果の最終目標の達成可能性

・最終目標を達成できる見通しはあるか。

・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。
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(3) 成果の普及

・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化・事業化の戦略に

沿って適切に行っているか。

・一般に向けて、情報を発信しているか。

(4) 知的財産権等の確保に向けた取り組み

・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っている

か。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない場合、

この条項を削除】

4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除

く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取り組み

・実用化・事業化に取り組む者の検討は進んでいるか。

・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化・事業化の見通し

・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しはあるか。

・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

4. 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み

・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。
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(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み

・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・整備する知的基盤・標準についての利用の見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。
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参考資料３ 評価結果の反映について
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【1】共通のボトルネック課題に対して共通基盤技術開発

を行うなど、同じ努力を別々にしない工夫が必要。

【2】知的財産権については、研究開発期間内に提出する

ことが時間的に難しいケースも想定されるが、出願件数も

少なく全体的に知的財産に対する意識が低い。

【3】現段階では中間評価であるので、対外発表が少ない

ことは認めるが、最終報告では、知的財産権まで含めて、

技術的優位性を世界に示して欲しい。

【4】今後、資源価格や有価物の使用率など、取り巻く環

境がより厳しくなることが予想されるが、その時の経済性

で開発技術が投げ出されないような仕組みも、同時並行的

に検討しておく必要がある。

【1】共通のボトルネック課題に対して、実施者間の共同

検討会などを開催し、技術開発の重複回避と効率向上を図

る。

【2】リサイクル技術の場合、既存の要素技術の組合せが

多く、特許出願が限定的になる面は否めないが、戦略的に

ノウハウのオープン、クローズを判断して推進するよう推

進委員会で助言する。また、知財に関する専門家の講演会

開催など、実施者向け啓発策を検討する。

【3】優位性の高い技術について国際会議やシンポジウム

などで積極的に発表を行い、世界にアピールできるよう取

り組む。（すでに 12 月の NEDO-ADEME（仏）合同セミ

ナーでも実施者（（株）NPC）が、ホットナイフ技術につ

いて潜在顧客となりうる参加企業に対して発表する場を提

供。）

【4】、【5】現在の分解処理コスト目標（分解処理費用から

有価物売却益を差し引いたもの）はＦＩＴで想定した廃棄

費用を十分下回る値としているが、将来の資源価格や有価

物の使用率の不確定要素を排除するため、分解処理費用
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【5】実施者間でコスト試算方法に差異があるが、コスト

評価などは統一的な方法や指標で評価すべきではないの

か。 

（有価物売却益を差し引かないもの）も管理指標に取り入

れる。また評価指標の整理を行い、実施者間での差異が生

じないように指標を統一する。 

 



 

 

 

本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集

しています。 
 
 

 NEDO 評価部 

 部長 徳岡 麻比古 

 統括主幹 保坂 尚子 

 担当 内田 裕 

 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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